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参考１ 発射状況調査 

 

参考２ 各システムの概要 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 



参考では、714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数帯を利用している電波利用システムに

ついて、周波数再編等に係る以下の表の電波の利用システムの発射状況の調査結果及び

利用状況調査を行ったシステムの概要とシステム構成イメージについて掲載する。 

 

発射状況調査を行った電波利用システムは以下のとおり。 

 

 

測定 
周波数帯 
（MHｚ） 

平成 25 年度 
電波利用システム 測定局 

１ 700MHz 帯 

800MHz 帯映像

FPU、800MHz 帯

特定ラジオマイクの

陸上移動局（A 型） 
• 関東局 

２ 900-905 携帯無線通信、パ

ーソナル • 全地方局 

３ 905-915 携帯無線通信（陸

上移動局） • 全地方局 

４ 945-955 携帯無線通信（基

地局） • 全地方局 

５ 950-958 950MHz 帯移動体

識別（RFID） • 関東局 

６ 900MHz 帯 950MHz 帯音声

STL • 関東局 

７ 2400-2500 
2.4GHz 帯小電力

データ通信システム

（無線 LAN） 
• 全地方局 

 

また、参考２の構成については、７の周波数区分に対応し、各周波数区分を１節とし、

全部で７節の構成としている。 

 

【例】§6-5-3 ２GHz 帯携帯無線通信の場合 

 

 

 

 

      §６－５－３ 
 

 
「参考」を表す 

「周波数区分の通し番号」を表す。 

この場合、５番目の周波数区分、 

すなわち 1.7GHz 超 2.4GHz 以下を示す 

「システムの通し番号」を表す。 

この場合、３番目のシステム、 

すなわち２GHz 帯携帯無線通信を示す 

 
 
 



 
 
 

 参 考 １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 



 

 

 
 
 



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 川崎市 
測定日時： 2013. 08. 25 
                       11:54-13:54 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：-5dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定表示は、8月25日11時54
分から13時54分までの間、
700MHz帯（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
・実際の測定は、8月24日21時
から24時間実施 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、25日11時54分か
ら12時24分までの間、約9MHz
幅が約30分間連続して利用さ
れている。 
・これは、24時間テレビ・マラソ

ンで、川崎市宮前区を通過・休
憩時の放送中継に使用された
FPUの発射状況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（24時間テレビ） 

川崎市におけるFPUの発射状況 

参-1



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東海市 
測定日時： 2013. 11. 03 
                       07:48-09:48 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：-0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数をと
り、当該システムの利用状況を表
している。 
・測定表示は、11月3日07時48分
から09時48分までの間、700MHz
帯（10MHz幅）を測定し、黒いドッ

トが電波が発射されていることを
示す。 
・実際の測定は、11月3日7時から
14時まで実施 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、3日8時30分から8
時40分までの間、約9MHz幅が約
10分間連続して利用されている。 
・これは、全日本大学駅伝で、名
古屋市熱田区（熱田神社）をス
タート後弥富市を通過時の放送
中継に使用されたFPUの発射状
況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（全日本大学駅伝） 

東海市におけるFPUの発射状況 

参-2



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 津市 
測定日時： 2013. 11. 03 
                       10:34-12:34 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：-0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数をと
り、当該システムの利用状況を表
している。 
・測定表示は、11月3日10時34分
から12時34分までの間、700MHz
帯（10MHz幅）を測定し、黒いドッ

トが電波が発射されていることを
示す。 
・実際の測定は、11月3日7時から
14時まで実施 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、3日11時20分から
11時45分までの間、約9MHz幅が
約25分間連続して利用されてい
る。 
・これは、全日本大学駅伝で、津
市上浜町を通過時の放送中継に
使用されたFPUの発射状況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（全日本大学駅伝） 

津市におけるFPUの発射状況 

参-3



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 松坂市 
測定日時： 2013. 11. 03 
                       11:08-13:08 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：-0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数をと
り、当該システムの利用状況を表
している。 
・測定表示は、11月3日11時08分
から13時08分までの間、700MHz
帯（10MHz幅）を測定し、黒いドッ

トが電波が発射されていることを
示す。 
・実際の測定は、11月3日7時から
14時まで実施 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、3日11時40分から
12時30分までの間、約9MHz幅が
約50分間連続して利用されてい
る。 
・これは、全日本大学駅伝で、松
坂市豊原町を通過時の放送中継
に使用されたFPUの発射状況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（全日本大学駅伝） 

松坂市におけるFPUの発射状況 

参-4



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 千代田区 
測定日時： 2014. 01.02 
                       05:00-13:00 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定表示は、1月2日5時から
13時までの間、700MHz帯
（10MHz幅）を測定し、黒いドッ

トが電波が発射されていること
を示す。 
・実際の測定は、1月2日5時か
ら16時まで実施 
 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、2日5時から8時
までの間、約9MHz幅が約3時
間連続して利用されている。 
・2014年東京箱根間往復大学
駅伝競走で、大手町スタート時
の放送中継に使用されたFPU
の発射状況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（箱根駅伝） 

千代田区におけるFPUの発射状況 

参-5



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 小田原市 
測定日時： 2014. 01.02 
                       11:02-13:02 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定表示は、1月2日11時02
分から13時02分までの間、
700MHz帯（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
・実際の測定は、1月2日5時か
ら16時まで実施 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、2日11時50分か
ら12時20分までの間、約9MHz
幅が約30分間連続して利用さ
れている。 
・2014年東京箱根間往復大学
駅伝競走で、1日目小田原中

継所の実況中継に使用された
FPUの発射状況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（箱根駅伝） 

小田原市におけるFPUの発射状況 

参-6



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 小田原市 
測定日時： 2014. 01.03 
                       08:18-10:18 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定表示は、1月3日8時18分
から10時18分までの間、
700MHz帯（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
・実際の測定は、1月3日5時か
ら16時まで実施 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、3日9時10分から
9時30分までの間、約9MHz幅
が約20分間連続して利用され
ている。 
・2014年東京箱根間往復大学
駅伝競走で、2日目小田原中

継所の実況中継に使用された
FPUの発射状況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（箱根駅伝） 

小田原市におけるFPUの発射状況 

参-7



調査対象
システム 800MHz帯映像FPU 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 千代田区 
測定日時： 2014. 01.03 
                       12:40-14:40 
測定条件： 
     周波数帯：700MHz帯 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定表示は、1月3日12時40
分から14時40分までの間、
700MHz帯（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
・実際の測定は、1月3日5時か
ら16時まで実施 
 
◆調査結果： 
・サンプルは、2日13時15分か
ら13時55分までの間、約9MHz
幅が約40分連続して利用され
ている。 
・2014年東京箱根間往復大学

駅伝競走で、大手町ゴール時
の放送中継に使用されたFPU
の発射状況。 
   
◆注意事項/制約条件 
・テレビ中継（箱根駅伝） 

千代田区におけるFPUの発射状況 

参-8



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 幕張メッセ 
測定日時： 2013. 09.21 
                       11:00-14:00 
測定条件： 
     中心周波数：775MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、9月21日11時から14
時までの間、770MHz～
780MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京ゲームショ
ウが開催されていた21日11時
から14時までの間、約10MHz
幅で使用されていた特定ラジ
オマイクの利用状況である。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
770.25MHｚ～778.75MHz（69
波）・778.875MHz～
797.125MHz（147波）が使用可
能。（125kHz間隔) 

幕張メッセにおける特定ラジオマイクの発射状況 

参-9



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 幕張メッセ 
測定日時： 2013. 09.21 
                       11:19-13:50 
測定条件： 
     中心周波数：785MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、9月21日11時19分か
ら13時50分までの間、780MHz
～790MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京ゲームショ
ウが開催されていた21日11時
19分から13時50分までの間、
約10MHz幅で使用されていた

特定ラジオマイクの利用状況
である。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
770.25MHｚ～778.75MHz（69
波）・778.875MHz～
797.125MHz（147波）が使用可
能。（125kHz間隔) 

幕張メッセにおける特定ラジオマイクの発射状況 

参-10



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 幕張メッセ 
測定日時： 2013. 09.21 
                       14:00-17:00 
測定条件： 
     中心周波数：795MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、9月21日14時から17
時までの間、790MHz～
800MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京ゲームショ
ウが開催されていた21日14時
から17時までの間、約10MHz
幅で使用されていた特定ラジ
オマイクの利用状況である。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
770.25MHｚ～778.75MHz（69
波）・778.875MHz～
797.125MHz（147波）が使用可
能。（125kHz間隔) 

幕張メッセにおける特定ラジオマイクの発射状況 

参-11



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 幕張メッセ 
測定日時： 2013. 09.21 
                       13:59-16:59 
測定条件： 
     中心周波数：805MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、9月21日13時59分か
ら16時59分までの間、800MHz
～810MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京ゲームショ
ウが開催されていた21日13時
59分から16時59分までの間、
約10MHz幅で使用されていた

特定ラジオマイクの利用状況
である。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
797.125MHｚ～805.875MHz
（71波）・806.125MHz～
809.75MHz（29波）が使用可能。
（125kHz間隔) 

幕張メッセにおける特定ラジオマイクの発射状況 

参-12



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.25 
                       09:29-17:29 
測定条件： 
     中心周波数：783.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月25日9時29分か
ら17時29分までの間、
778.5MHz～788.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された25日9時29
分から17時29分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）が使用可能。（125kHz
間隔) 

東京ビックサイト（１１／２５）における特定ラジオマイクの発射状況 

参-13



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.26 
                       09:39-17:39 
測定条件： 
     中心周波数：783.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月26日9時39分か
ら17時39分までの間、
778.5MHz～788.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された26日9時39
分から17時39分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）が使用可能。（125kHz
間隔) 

東京ビックサイト（１１／２６）における特定ラジオマイクの発射状況 

参-14



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.27 
                       09:39-17:39 
測定条件： 
     中心周波数：783.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月27日9時39分か
ら17時39分までの間、
778.5MHz～788.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された27日9時39
分から17時39分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）が使用可能。（125kHz
間隔) 

東京ビックサイト（１１／２７）における特定ラジオマイクの発射状況 

参-15



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.28 
                       09:29-17:29 
測定条件： 
     中心周波数：783.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月28日9時29分か
ら17時29分までの間、
778.5MHz～788.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された28日9時29
分から17時29分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）が使用可能。（125kHz
間隔) 

東京ビックサイト（１１／２８）における特定ラジオマイクの発射状況 
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調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.29 
                       09:34-17:34 
測定条件： 
     中心周波数：783.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月29日9時34分か
ら17時34分までの間、
778.5MHz～788.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された29日9時34
分から17時34分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）が使用可能。（125kHz
間隔) 

東京ビックサイト（１１／２９）における特定ラジオマイクの発射状況 

参-17



調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.25 
                       09:29-17:29 
測定条件： 
     中心周波数：801.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月25日9時29分か
ら17時29分までの間、
796.5MHz～806.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された25日9時29
分から17時29分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）797.125MHｚ～
805.875MHz（71波）・
806.125MHz～809.75MHz（29
波）が使用可能。 
（125kHz間隔) 

東京ビックサイト（１１／２５）における特定ラジオマイクの発射状況 
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調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.26 
                       09:39-17:39 
測定条件： 
     中心周波数：801.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月26日9時39分か
ら17時39分までの間、
796.5MHz～806.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された26日9時39
分から17時39分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）797.125MHｚ～
805.875MHz（71波）・
806.125MHz～809.75MHz（29
波）が使用可能。 
（125kHz間隔) 

東京ビックサイト（１１／２６）における特定ラジオマイクの発射状況 
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調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.27 
                       09:44-17:44 
測定条件： 
     中心周波数：801.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月27日9時44分か
ら17時44分までの間、
796.5MHz～806.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された27日9時44
分から17時44分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）797.125MHｚ～
805.875MHz（71波）・
806.125MHz～809.75MHz（29
波）が使用可能。 
（125kHz間隔) 

東京ビックサイト（１１／２７）における特定ラジオマイクの発射状況 
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調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.28 
                       09:34-17:34 
測定条件： 
     中心周波数：801.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月28日9時34分か
ら17時34分までの間、
796.5MHz～806.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された28日9時34
分から17時34分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

英ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）797.125MHｚ～
805.875MHz（71波）・
806.125MHz～809.75MHz（29
波）が使用可能。 
（125kHz間隔) 

東京ビックサイト（１１／２８）における特定ラジオマイクの発射状況 
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調査対象
システム 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 東京ビックサイト 
測定日時： 2013. 11.29 
                       09:34-17:34 
測定条件： 
     中心周波数：801.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、11月29日9時34分か
ら17時34分までの間、
796.5MHz～806.5MHz（10MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、東京モーター
ショウが開催された29日9時34
分から17時34分までの間、約
10MHz幅で使用されていた特

定ラジオマイクの利用状況であ
る。まんべんなく、割り当てられ
た周波数が利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・特定ラジオマイクは、
778.875MHz～797.125MHz
（147波）797.125MHｚ～
805.875MHz（71波）・
806.125MHz～809.75MHz（29
波）が使用可能。 
（125kHz間隔) 

東京ビックサイト（１１／２９）における特定ラジオマイクの発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 北海道総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 札幌市豊平区 
測定日時： 2013. 06.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月3日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、904.25MHz～
905.00MHzの帯域で、15時か
ら18時頃に若干の入感が見受
けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 

札幌市豊平区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 東北総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 仙台市青葉区 
測定日時： 2013. 06.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月3日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、904.00MHz～
905.00MHzの帯域で、9時から
15時頃に若干の入感が見受け
られる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

仙台市青葉区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 関東総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 千代田区 
測定日時： 2013. 06.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：15dBμV以上 
・6月3日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
15dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、902.75MHzに10時

頃にポイント的な入感がある。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、5時から20時頃

まで頻繁に入感が見受けられ
る。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 

千代田区内における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 信越総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 長野市 
測定日時： 2013. 06.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・6月3日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
2dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、903.00MHz～
903.75MHzの帯域で、6時から
15時頃に若干の入感が見受け
られる。特に、903MHz及び
903.25MHzは、連続して入感し
ている。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

長野市における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 北陸総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 石川県内灘町 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
2dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒色のドットが電波が
発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ

ル無線）でも、入感が見受けら
れない。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

石川県内灘町における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 東海総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 名古屋市名東区 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、2ポイント入感が見

受けられる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、903.00MHz～
905.00MHzの帯域で、6時から
18時頃に入感が見受けられる。 
特に、905MHzに近いポイント
で、8時から12時にかけて、連
続した入感が見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 

名古屋市名東区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 近畿総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 大阪市港区 
測定日時： 2013. 06.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：-15dBμV以上 
・6月3日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
-15dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、9時、12時、16時頃
の数MHzの帯域の入感は、携
帯電話の利用と思われる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、4時から18時頃

に幅広いポイントに入感が見
受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

大阪市港区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 中国総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 広島市西区 
測定日時： 2013. 06.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：-15dBμV以上 
・6月3日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
-15dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、13時から24時に
若干の入感が見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

広島市西区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 
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調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 四国総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 松山市 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・6月5日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
2dBμV以上で入感した電波を
測定し、 2dBμV以上で入感した

電波を測定し、黒いドットが電
波が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、904.00MHz～
905.00MHzの帯域で、6時から
15時までの間に若干の入感が
見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

松山市における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-31



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 九州総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 福岡市東区 
測定日時： 2013. 06.07 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月7日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、12時、19時頃に数
MHzの帯域の入感は、携帯電

話の利用と思われる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、12時、18時頃に

ポイント的に若干の入感が見
受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

福岡市東区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-32



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 沖縄総合通信事務所（６月調査） 

参考図表 測定場所： 那覇市 
測定日時： 2013. 06.07 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月7日0時から24時までの間、
900MHz～905MHz（5MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、900.75MHzに12時
頃に数MHｚ帯域の入感がある。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、12時から15時頃

まで若干の入感が見受けられ
る。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

那覇市における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-33



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 北海道総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 札幌市豊平区 
測定日時： 2013. 12.02 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月2日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～905MHzでは、ほと
んど入感がなく、903MHz～
905MHz（パーソナル無線）の

帯域で、数ポイント入感が見受
けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 

札幌市豊平区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-34



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 東北総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 仙台市青葉区 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月4日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～905MHzでは、ほと
んど入感がなく、904.25MHzで、
12時頃から短時間の入感が見
受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

仙台市青葉区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-35



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 関東総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 千代田区 
測定日時： 2013. 12.02 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：15dBμV以上 
・12月2日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、15dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、902.75MHzに10時
頃にポイント的な入感がある。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、5時から20時頃

まで頻繁に入感が、まだ、見受
けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 

千代田区内における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-36



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 信越総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 長野市 
測定日時： 2013. 12.02 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・12月2日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、2dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～905MHzでは、ほと
んど入感がなく、903.25MHzで、
14時頃に短時間の入感が見受
けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

長野市における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-37



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 北陸総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 石川県内灘町 
測定日時： 2013. 12.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・12月3日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、2dBμV以上で入感した電

波を測定し、薄い緑色のドット
が電波が発射されていたことを
示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、 901MHz～
904MHzの幅で、15時頃に入感
が見受けられる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、903MHzで、深
夜に入感が見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

石川県内灘町における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-38



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 東海総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 名古屋市名東区 
測定日時： 2013. 12.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月3日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、数ポイント入感が
見受けられる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、903.00MHz～
905.00MHzの帯域で、6時から
18時頃に入感が見受けられ、

数ポイントで、連続した入感が
見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 

名古屋市名東区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-39



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 近畿総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 大阪市港区 
測定日時： 2013. 12.09 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：-15dBμV以上 
・12月9日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、-15dBμV以上で入感した

電波を測定し、黒いドットが電
波が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）で、数ポイントの入感が
見受けられる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、4時から18時頃

に幅広いポイントに入感が見
受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

大阪市港区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-40



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 中国総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 広島市西区 
測定日時： 2013. 12.02 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：-9dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：-9dBμV以上 
・12月2日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、-9dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線
通信）では、12時と13時半に携
帯の入感が見受けられる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、20時から24時に
903MHzで連続して入感が見受
けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

広島市西区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-41



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 四国総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 松山市 
測定日時： 2013. 12.14 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・12月14日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、2dBμV以上で入感した電
波を測定し、 2dBμV以上で入

感した電波を測定し、薄い緑色
のドットが電波が発射されてい
たことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、9時から18時ま

での間に数ポイントに短時間
の入感が見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

松山市における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-42



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 九州総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 福岡市東区 
測定日時： 2013. 12.02 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月2日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、9時から16時頃に
数ポイントで携帯の入感が見
受けられる。 
・903MHz～905MHz（パーソナ

ル無線）では数ポイント入感が
見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

福岡市東区における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-43



調査対象
システム ９００－９０５MHｚ帯  携帯無線通信及びパーソナル無線 

調査局 沖縄総合通信事務所（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 那覇市 
測定日時： 2013. 12.02 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：902.5MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月2日0時から24時までの
間、900MHz～905MHz（5MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・900MHz～903MHz（携帯無線

通信）では、入感がない。 
・903MHz～905MHz（パーソナ
ル無線）では、8時から12時ま
での間、904.5MHzに連続の入
感が見受けられる。   
◆注意事項/制約条件 
・パーソナル無線は、903MHz
～905MHz（80波）が使用可能。
（25kHz間隔） 
・使用期限（2015.11.30） 
 

那覇市における携帯無線通信・パーソナル無線の発射状況 

参-44



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 北海道総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 札幌市豊平区 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

札幌市豊平区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-45



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 東北総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 仙台市青葉区 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

仙台市青葉区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-46



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 関東総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 千代田区 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：15dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
15dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

千代田区内における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-47



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 信越総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 長野市 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
2dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、
911.75MHz及び914.75MHzが、
利用されている。 
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

長野市における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-48



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 北陸総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 石川県内灘町 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：4dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：4dBμV以上 
・6月5日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
4dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒色のドットが電波が
発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、
905MHz～913MHzの間で、ま
だ、当該業務に利用されている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

石川県内灘町における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-49



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 東海総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 名古屋市名東区 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月5日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

名古屋市名東区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-50



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 近畿総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 大阪市港区 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：-15dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
-15dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

大阪市港区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-51



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 中国総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 広島市西区 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：-15dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
-15dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

広島市西区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-52



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 四国総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 松山市 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：5dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：5dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
5dBμV以上で入感した電波を
測定し、 5dBμV以上で入感した

電波を測定し、黒いドットが電
波が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

松山市における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-53



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 九州総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 福岡市東区 
測定日時： 2013. 06.08 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月8日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

福岡市東区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-54



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 沖縄総合通信事務所（６月調査） 

参考図表 測定場所： 那覇市 
測定日時： 2013. 06.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・6月4日0時から24時までの間、
905MHz～915MHz（10MHz幅）、
0dBμV以上で入感した電波を

測定し、黒いドットが電波が発
射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動
通信用に利用されており、 
909.5MHz～915MHzの帯域で、

まだ、当該業務に利用されてい
る。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

那覇市における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-55



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 北海道総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 札幌市豊平区 
測定日時： 2013. 12.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月3日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動
通信用に利用されており、 
909.5MHz～915MHzの帯域で、

まだ、当該業務に利用されてい
る。 
・6月の調査時より減少。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

札幌市豊平区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-56



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 東北総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 仙台市青葉区 
測定日時： 2013. 12.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月5日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動
通信用に利用されており、 
909MHz～910.5MHzの帯域で、

まだ、当該業務に利用されてい
る。 
・6月の調査時より減少。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

仙台市青葉区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-57



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 関東総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 千代田区 
測定日時： 2013. 12.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：15dBμV以上 
・12月3日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、15dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。 
・6月の調査時と大きな変化は
ない。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

千代田区内における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-58



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 信越総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 長野市 
測定日時： 2013. 12.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・12月3日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、2dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、
911.75MHz及び914.75MHzが、
利用されている。 
・6月の調査時と大きな変化は
ない。  
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

長野市における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-59



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 北陸総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 石川県内灘町 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：2dBμV以上 
・12月4日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、4dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されているが、
数ポイントの入感となっている。 
・6月の調査時には、全帯域で
利用されていた。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

石川県内灘町における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-60



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 東海総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 名古屋市名東区 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月4日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。 
・6月の調査時と大きな変化は
ない。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

名古屋市名東区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-61



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 近畿総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 大阪市港区 
測定日時： 2013. 12.12 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：-15dBμV以上 
・12月12日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、-15dBμV以上で入感した

電波を測定し、黒いドットが電
波が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。 
・6月の調査時と大きな変化は
ない。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

大阪市港区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-62



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 中国総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 広島市西区 
測定日時： 2013. 12.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：-9dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月3日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、-15dBμV以上で入感した

電波を測定し、黒いドットが電
波が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動
通信用に利用されており、 
905MHz～910.5MHz帯域で、

まだ、当該業務に利用されてい
る。  
・6月の調査時より減少してい
る。 
・携帯電話の利用が、若干確
認できる。  
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

広島市西区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-63



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 四国総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 松山市 
測定日時： 2013. 12.15 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：5dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：5dBμV以上 
・12月15日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、5dBμV以上で入感した電
波を測定し、 2dBμV以上で入

感した電波を測定し、黒いドット
が電波が発射されていたことを
示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動
通信用に利用されているが、   
数ポイントの入感となっている。 
・6月の調査時には、910MHz
～915MHz帯域で利用されてい
た。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

松山市における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-64



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 九州総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 福岡市東区 
測定日時： 2013. 12.08 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月8日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動

通信用に利用されており、全帯
域で、まだ、当該業務に利用さ
れている。  
・6月の調査時と大きな変化は
ない。  
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

福岡市東区における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-65



調査対象
システム ９０５－９１５MHｚ帯  携帯無線通信（陸上移動局） 

調査局 沖縄総合通信事務所（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 那覇市 
測定日時： 2013. 12.03 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：910MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸：時間 
・横軸：周波数 
・入力電圧：0dBμV以上 
・12月3日0時から24時までの
間、905MHz～915MHz（10MHz
幅）、0dBμV以上で入感した電

波を測定し、黒いドットが電波
が発射されていたことを示す。 
◆調査結果： 
・905MHz～915MHz（携帯無線
通信）は、現在、MCA陸上移動
通信用に利用されており、 
909.5MHz～915MHzの帯域で、

まだ、当該業務に利用されてい
る。 
・6月の調査時から大きな変化
はない。   
◆注意事項/制約条件 
・MCA陸上移動通信用は、
905MHz～915MHzが使用可能。 
・使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

那覇市における携帯無線通信（陸上移動局）の発射状況 

参-66



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 北海道総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 札幌市豊平区 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

札幌市豊平区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-67



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 東北総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 仙台市青葉区 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

仙台市青葉区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-68



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 関東総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 千代田区 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。  
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

千代田区内における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-69



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 信越総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 長野市 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

長野市における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-70



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 北陸総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 石川県内灘町 
測定日時： 2013. 06.06 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：4dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月6日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

石川県内灘町における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-71



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 東海総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 名古屋市名東区 
測定日時： 2013. 06.06 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月6日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

名古屋市名東区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-72



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 近畿総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 大阪市港区 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

大阪市港区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-73



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 中国総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 広島市西区 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月7日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。  
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

広島市西区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-74



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 四国総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 松山市 
測定日時： 2013. 06.07 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月7日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。  
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

松山市における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-75



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 九州総合通信局（６月調査） 

参考図表 測定場所： 福岡市東区 
測定日時： 2013. 06.06 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月6日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

福岡市東区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-76



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 沖縄総合通信事務所（６月調査） 

参考図表 測定場所： 那覇市 
測定日時： 2013. 06.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

那覇市における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-77



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 北海道総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 札幌市豊平区 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月4日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

札幌市豊平区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-78



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 東北総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 仙台市青葉区 
測定日時： 2013. 12.06 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月6日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

仙台市青葉区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-79



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 関東総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 千代田区 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月4日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

千代田区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-80



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 信越総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 長野市 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月4日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

長野市における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-81



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 北陸総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 石川県内灘町 
測定日時： 2013. 12.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：4dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

石川県内灘町における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-82



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 東海総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 名古屋市名東区 
測定日時： 2013. 12.05 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月5日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 

名古屋市名東区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-83



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 近畿総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 大阪市港区 
測定日時： 2013. 12.11 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：-15dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月11日00時から
24時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。 
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

大阪市港区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-84



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 中国総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 広島市西区 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：-10dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月4日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。  
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

広島市西区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-85



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 四国総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 松山市 
測定日時： 2013. 12.16 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：2dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月16日00時から
24時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 
 

松山市における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-86



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 九州総合通信局（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 福岡市東区 
測定日時： 2013. 12.10 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月10日00時から
24時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。  
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 

福岡市東区における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-87



調査対象
システム ９４５－９５５MHｚ帯  携帯無線通信（基地局） 

調査局 沖縄総合通信事務所（１２月調査） 

参考図表 測定場所： 那覇市 
測定日時： 2013. 12.04 
                       00:00-24:00 
測定条件： 
     中心周波数：950MHz 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、12月4日00時から24
時までの間、945MHz～
955MHz（10MHz幅）を測定し、

黒いドットが電波が発射されて
いることを示す。 
◆調査結果： 
・945MHz～955MHzを使用する
携帯基地局の利用状況である。 
945MHz～950MHzを使用する

携帯基地局が常時使用されて
いる状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ 携帯電話基地局用周波数と
して、945MHz～960MHzが割り
当てられている。 
・現在、950MHz～955MHzは、

小電力業務用に割り当てられ
ており、使用期限（2018.3.31） 
・電気通信事業者により、終了
促進措置実施中 
 
 

那覇市における携帯無線通信（基地局）の発射状況 

参-88



調査対象
システム 950MHz帯移動体識別（RFID） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 九段 
測定日時： 2013. 10.23 
                       15:33-18:33 
測定条件： 
     中心周波数：952.4MHz 
     電圧：40dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、10月23日15時33分
から18時33分までの間、
951.9MHz～952.9MHz（1MHz
幅）を測定し、黒いドットが電波
が発射されていることを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、952.4MHzを使用

するＲＦＩＤの利用状況である。
ＲＦＩＤは、電波が弱いため設備
に近接して測定したもので、常
時電波を発射し、ゲートを通過
するＩＣチップに反応し、帯域が
広がっている状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ＲＦＩＤ設備を関東総合通信局
事務室内に設置し、模擬的に
測定したもの。 

千代田区九段におけるＲＦＩＤの発射状況 

参-89



調査対象
システム 950MHz帯音声STL 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 九段 
測定日時： 2013. 6.6 
                       12:30-14:30 
測定条件： 
     周波数帯：900MHz帯 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、6月6日12時30分か
ら14時30分までの間、900MHz
帯（2MHz幅）を測定し、黒い

ドットが電波が発射されている
ことを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、900MHz帯を使

用するＳＴＬの利用状況である。
ＳＴＬは、常時使用されている
状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ＳＴＬ用周波数として、900MHz
が割り当てられている。周波数
移行後は、携帯基地局へ割り
当てられる。 
 

千代田区九段におけるSTLの発射状況 

参-90



調査対象
システム 950MHz帯音声STL 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 宇都宮 
測定日時： 2013.8.25 
                       13:32-20:32 
測定条件： 
     周波数帯：900MHz帯 
     電圧：0dBμV   
 
◆図表の見方： 
・縦軸に時間、横軸に周波数を
とり、当該システムの利用状況
を表している。 
・測定は、8月25日13時32分か
ら20時32分までの間、900MHz
帯（1MHz幅）を測定し、黒い

ドットが電波が発射されている
ことを示す。 
◆調査結果： 
・サンプルは、900MHz帯を使

用するＳＴＬの利用状況である。
ＳＴＬは、常時使用されている
状況。   
◆注意事項/制約条件 
・ＳＴＬ用周波数として、900MHz
帯が割り当てられている。周波
数移行後は、携帯基地局へ割
り当てられる。 
 

宇都宮市におけるSTLの発射状況 

参-91



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 北海道総合通信局 

参考図表 
測定場所： JR札幌駅周辺 
測定日時： 2013. 6.19 
                       14時半頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月19日14時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

JR札幌駅周辺（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、JR札幌駅周辺のオフィスビル街で測定したもので、

受信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高く
なる。   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、JR札幌駅周辺のビジネス街で調査したものである。 

参-92



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 北海道総合通信局 

参考図表 
測定場所： JR札幌駅周辺 
測定日時： 2013. 6.19 
                       14時40分頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月19日14時40分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

JR札幌駅周辺（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、ファーストフード店内で測定したもので、受信レベ
ルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。   
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、JR札幌駅周辺の商業施設（ファーストフード店）内で調査した
ものである。 

参-93



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 北海道総合通信局 

参考図表 
測定場所： JR札幌駅周辺 
測定日時： 2013. 6.19 
                       14時15分頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月19日14時15分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

JR札幌駅周辺（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、高層マンションの路上で測定したもので、受信レベ
ルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。   
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、JR札幌駅周辺の住宅街（マンション密集地）で調査したもので
ある。 

参-94



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 東北総合通信局 

参考図表 
測定場所： 仙台市青葉区一番町 
測定日時： 2013. 6.18 
                       11時頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその使用周
波数範囲、下段：時間軸上の電波の強
さ、右下：電波の波形を表している。 
・測定は、6月18日11時頃、2400MHz
～2495MHz（95MHz幅）を測定し、識別
したSSID(四角い枠内の文字)とその使

用帯域及び色違いで電波の強さを示
す。 

仙台市青葉区一番町（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、仙台市青葉区一番町のオフィスビル街で測定した
もので、受信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベル
よりも高くなる。   
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、仙台市青葉区一番町のビジネス街で調査したものである。 

参-95



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 東北総合通信局 

参考図表 
測定場所： 仙台市太白区 
測定日時： 2013. 6.18 
                       13時半頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月19日13時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

仙台市太白区（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、ショッピングモール内で測定したもので、受信レベ
ルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。   
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、仙台市太白区の商業施設（ショッピングモール）内で調査し
たものである。 

参-96



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 東北総合通信局 

参考図表 
測定場所： 仙台市太白区 
測定日時： 2013. 6.18 
                       15時頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月18日15時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

仙台市太白区（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、住宅街の路上で測定したもので、受信レベルは、
通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。   
 
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、仙台市太白区の住宅街で調査したものである。 

参-97



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 千代田区丸の内 
測定日時： 2013. 6.19 
                       15時頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月19日15時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

千代田区丸の内（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、千代田区丸の内のビジネス街で測定したもので、
１ｃｈのアクセス数が２１、受信レベルがノイズレベルよりも56dBm
高くなっており通常アクセス数が多い程、高くなる。 
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、千代田区丸の内のビジネス街で調査したものである。 

参-98



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 江東区新砂 
測定日時： 2013. 6.19 
                       13時半頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月19日13時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

江東区（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、ショッピングモール内で測定したもので、１ｃｈのア
クセス数が２０、受信レベルがノイズレベルよりも52.5dBm高く
なっており通常アクセス数が多い程、高くなる。 
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、江東区の商業施設（ショッピングモール）内で調査したもので
ある。 

参-99



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 関東総合通信局 

参考図表 
測定場所： 港区白金 
測定日時： 2013. 6.19 
                       10時半頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月19日10時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

港区白金（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、高層マンションの路上で測定したもので、１ｃｈのア
クセス数が７、受信レベルがノイズレベルよりも22.5dBm高くなっ
ており、通常アクセス数が少ない程、低くなる。 
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、港区白金の住宅街で調査したものである。 

参-100



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 信越総合通信局 

参考図表 
測定場所： 長野駅前広場 
測定日時： 2013. 6.14 
                       10時40分頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月14日10時40分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

長野駅前広場（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、長野駅前広場のビジネス街で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。   
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、長野駅前広場（ビジネス街）で調査したものである。 

参-101



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 信越総合通信局 

参考図表 
測定場所： 長野市鶴賀問御所町 
測定日時： 2013. 6.14 
                       10時25分頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその使用周
波数範囲、下段：時間軸上の電波の強
さ、右下：電波の波形を表している。 
・測定は、6月14日10時25分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz幅）を測

定し、その使用帯域及び色違いで電波
の強さを示す。 

長野市鶴賀問御所町（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、長野市鶴賀問御所町（駅前広場）で測定したもの
で、受信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも
高くなる。   
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、長野市鶴賀問御所町の商業施設（駅前広場）内で調査した
ものである。 

参-102



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 信越総合通信局 

参考図表 
測定場所： 長野市三輪 
測定日時： 2013. 6.14 
                       10時5分頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月14日10時5分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

長野市三輪（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、長野市三輪の住宅街の路上で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、長野市三輪の住宅街で調査したものである。 

参-103



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 北陸総合通信局 

参考図表 
測定場所： 金沢市南町交差点 
測定日時： 2013. 6.11 
                       10時15分頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその使用周
波数範囲、下段：時間軸上の電波の
強さ、右下：電波の波形を表している。 
・測定は、6月11日10時15分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz幅）を測

定し、その使用帯域及び色違いで電
波の強さを示す。 

金沢市南町交差点（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 
◆調査結果： 
・サンプルは、金沢市南町交差点付近のビジネス街で測定したも
ので、受信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよ
りも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、金沢市南町交差点付近のビジネス街で調査したものである。 

上段 

下段 

参-104



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 北陸総合通信局 

参考図表 
測定場所： 金沢市堅町 
測定日時： 2013. 6.11 
                       10時40分頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月11日10時40分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

金沢市堅町（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

◆調査結果： 
・サンプルは、金沢市堅町の商業施設内で測定したもので、受信
レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、金沢市堅町の商業施設内で調査したものである。 

上段 

下段 

参-105



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 北陸総合通信局 

参考図表 
測定場所： 金沢市みどり 
測定日時： 2013. 6.11 
                       11時半頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月11日11時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

金沢市みどり（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

◆調査結果： 
・サンプルは、金沢市みどりの住宅街で測定したもので、受信レ
ベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、金沢市みどりの住宅街で調査したものである。 

上段 

下段 

参-106



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 東海総合通信局 

参考図表 
測定場所： 名古屋市中区 
測定日時： 2013. 6.11 
                       10時半頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月19日15時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

名古屋市中区（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、名古屋市中区のビジネス街で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、名古屋市中区のビジネス街で調査したものである。 

参-107



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 東海総合通信局 

参考図表 
測定場所： 名古屋市西区 
測定日時： 2013. 6.11 
                       13時半頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月11日13時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

名古屋市西区（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、名古屋市西区の商業施設内で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、名古屋市西区の商業施設内で調査したものである。 

参-108



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 東海総合通信局 

参考図表 
測定場所： 名古屋市西区 
測定日時： 2013. 6.11 
                       11時頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月11日11時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

名古屋市西区（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、名古屋市西区の住宅街の路上で測定したもので、
受信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高く
なる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、名古屋市西区の住宅街で調査したものである。 

参-109



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 近畿総合通信局 

参考図表 
測定場所： 大阪市北区 
測定日時： 2013. 6.12 
                       10時頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月12日10時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

大阪市北区（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、大阪市北区のオフィスビル街で測定したもので、
受信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高く
なる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、大阪市北区のビジネス街で調査したものである。 

参-110



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 近畿総合通信局 

参考図表 
測定場所： 大阪市北区 
測定日時： 2013. 6.12 
                       11時頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月12日11時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

大阪市北区（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、大阪市北区の商業施設内で測定したもので、受信
レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、大阪市北区の商業施設内で調査したものである。 

参-111



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 近畿総合通信局 

参考図表 
測定場所： 大阪市北区 
測定日時： 2013. 6.12 
                       13時40分頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月12日13時40分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

大阪市北区内（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、大阪市北区の住宅街の路上で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、大阪市北区の住宅街（マンション前）の路上で調査したもの
である。 

参-112



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 中国総合通信局 

参考図表 
測定場所： 広島市中区 
測定日時： 2013. 6.17 
                       10時半頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月17日10時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

広島市中区（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、広島市中区のビジネス街で測定したもので、受信
レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、広島市中区のビジネス街で調査したものである。 

参-113



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 中国総合通信局 

参考図表 
測定場所： 広島市安佐南区 
測定日時： 2013. 6.17 
                       13時頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月17日13時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

広島市安佐南区（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、広島市安佐南区の商業施設内で測定したもので、
受信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高く
なる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、広島市安佐南区の商業施設（ショッピングモール）内で調査
したものである。 

参-114



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 中国総合通信局 

参考図表 
測定場所： 広島市東区 
測定日時： 2013. 6.17 
                       11時頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月17日11時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

広島市東区（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、広島市東区の住宅街で測定したもので、受信レベ
ルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、広島市東区の住宅街で調査したものである。 

参-115



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 四国総合通信局 

参考図表 
測定場所： 松山市千舟町 
測定日時： 2013. 6.10 
                       15時40分頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月10日15時40分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

松山市千舟町（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、松山市千舟町のビジネス街で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。  
  
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、松山市千舟町のビジネス街（病院前）で調査したものである。 

参-116



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 四国総合通信局 

参考図表 
測定場所： 松山市宮田町 
測定日時： 2013. 6.10 
                       16時頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月10日16時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定しその使用帯域及び
色違いで電波の強さを示す。 

松山市（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、松山市宮田町の商業施設内で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、松山市宮田町の商業施設(ファーストフード店)内で調査した
ものである。 

参-117



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 四国総合通信局 

参考図表 
測定場所： 松山市南持田町 
測定日時： 2013. 6.10 
                       15時15分頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、下段：時間
軸上の電波の強さ、右下：電波
の波形を表している。 
・測定は、6月10日15時15分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、その使用帯域及
び色違いで電波の強さを示す。 

松山市南持田町（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、松山市南持田町の住宅街で測定したもので、受信
レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、松山市南持田町の住宅街で調査したものである。 

参-118



調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 九州総合通信局 

参考図表 
測定場所： 福岡市 
測定日時： 2013. 6.12 
                       10時頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月12日10時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

福岡市（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、福岡市のオフィスビル街で測定したもので、受信レ
ベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、福岡市のビジネス街で調査したものである。 
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調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 九州総合通信局 

参考図表 
測定場所： 福岡県粕屋町 
測定日時： 2013. 6.11 
                       09時45分頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月11日09時45分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

福岡県粕屋町（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、福岡県粕屋町の商業施設内で測定したもので、受
信レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くな
る。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、福岡県粕屋町の商業施設内で調査したものである。 
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調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 九州総合通信局 

参考図表 
測定場所： 福岡市 
測定日時： 2013. 6.12 
                       10時半頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、6月12日10時半頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

福岡市（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、福岡市の住宅街で測定したもので、受信レベルは、
通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、福岡市内の住宅街で調査したものである。 
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調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（ビジネス街）） 

調査局 沖縄総合通信事務所 

参考図表 
測定場所： 那覇市旭町 
測定日時： 2013. 7.4 
                       16時頃 
測定条件： 
    中心周波数:2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、7月4日16時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

那覇市旭町（ビジネス街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、那覇市旭町のビジネス街で測定したもので、受信
レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、那覇市旭町のビジネス街で調査したものである。 
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調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（商業施設内）） 

調査局 沖縄総合通信事務所 

参考図表 
測定場所： 那覇市天久1丁目 
測定日時： 2013. 7.4 
                       11時45分頃 
測定条件： 
    中心周波数：2447.5MHz 
    受信電力：-100dBm   
 
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、7月4日11時45分頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

那覇市天久（商業施設内）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、那覇市天久の商業施設内で測定したもので、受信
レベルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、那覇市天久の商業施設内で調査したものである。 
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調査対象
システム 2.4GHz帯小電力データ通信システム（無線LAN（住宅街）） 

調査局 沖縄総合通信事務所 

参考図表 
測定場所： 那覇市銘苅2丁目 
測定日時： 2013. 7.4 
                       13時頃 
測定条件： 
   中心周波数：2447.5MHz 
   受信電力：-100dBm  
  
◆図表の見方： 
・上段：受信した識別ＩＤとその
使用周波数範囲、中段：時間
軸上の電波の強さ、下段：無線
LANｃｈ毎の諸データ、右下：電
波の波形を表している。 
・測定は、7月4日13時頃、
2400MHz～2495MHz（95MHz
幅）を測定し、識別したSSID(四
角い枠内の文字)とその使用帯

域及び色違いで電波の強さを
示す。 

那覇市銘苅（住宅街）における無線ＬＡＮの発射状況 

スペクトラムアナライザの画面 

Ｗｉ－ｓｐｙの画面 

上段 

中段 

下段 

◆調査結果： 
・サンプルは、那覇市銘苅の住宅街で測定したもので、受信レベ
ルは、通常アクセス数が多い程、ノイズレベルよりも高くなる。  
   
◆注意事項/制約条件 
・無線ＬＡＮは、電波が弱いため、移動調査を実施したもの。本件
は、那覇市銘苅の住宅街で調査したものである。 
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714MHz 超 960MHz 以下 
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§6-1-1 700MHz 帯携帯無線通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、700MHz 帯の電波を発信するデジタル携帯電話の音声通話、データ

通信に使用されるシステムであり、基地局、陸上移動局及び場合に応じて陸上移動

中継局から構成される。小ゾーン方式によって限られた周波数を有効利用すること

によって、多数の利用者を収容している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

公衆通信網 

携帯電話交換局等 

 

 

基地局 

セル 
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§6-1-2 700MHz 帯安全運転支援通信システム 
 

（１）システムの概要 

700MHz 帯安全運転支援通信システムは、車載器同士が直接通信を行うことにより互

いの位置や速度等の情報を交換する「車車間通信」と、道路に設置された路側機と車

載器が通信を行うことにより車両が道路からの情報（信号情報、規制情報、歩行者情

報等）を入手する「路車間通信」の２つの通信方法を組み合わせ、交通事故の未然防

止に資する情報を運転者へ提供するシステムである。 

このシステムに用いられる 700MHz 帯の電波は、ビル陰や大型車の後方等の見通し外

にも回り込む特徴を持っており、運転者の死角となる位置に存在する車両の情報を入

手可能となることから、見通しの悪い交差点での出会い頭衝突事故防止等への効果が

高い。 

特に、交通量の多い交差点では路車間通信を用いて、路側機が設置されていない路

地等では車車間通信を用いることにより、交通事故削減への寄与が期待されている。 

 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

車車間通信

運転者の死角となる位置に
存在する車両の情報等を提供

路車間通信

信号情報、規制情報、歩行者情報など、ドライバー
にとって死角となっている状況においても情報を提供
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§6-1-3 800MHz 帯映像 FPU 

 

（１）システムの概要 

本システムは、放送番組の制作のために取材現場からスタジオまでニュース映像

等の番組素材を伝送するための移動システムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 
STL （Studio-Transmitter Link）           TSL （Transmitter-Studio Link） 

TTL （Transmitter-Transmitter Link）      FPU （Field Pick-up Unit） 
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§6-1-4 特定ラジオマイクの陸上移動局（A 型） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、コンサート、ミュージカル、各種催し物といった興行において、

演奏や音声等を高品質で伝送するためのワイヤレスマイクシステムである。また、

スタジオ等において、音声・楽器等の音響を放送番組に使用できる充分な高音質で

伝送するためのシステム（放送事業用）としても使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
受信装置 
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§6-1-5 800MHz 帯携帯無線通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、800MHz 帯の電波を発信するデジタル携帯電話の音声通話、データ

通信に使用されるシステムであり、基地局、陸上移動局及び場合に応じて陸上移動

中継局から構成される。小ゾーン方式によって限られた周波数を有効利用すること

によって、多数の利用者を収容している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

公衆通信網 

携帯電話交換局等 

 

 

基地局 

セル 
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§6-1-6 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、山上や地上高の高い建造物等に設置された陸上移動中継局を介し、

基地局及び陸上移動局と通信を行う事で、エリア半径の大きいいわゆる大ゾーン方

式のマルチチャンネルアクセスシステム（複数のチャネルの中から、空きチャネル

を割り当てるシステム）を実現した、陸上運輸や営業目的と言った自営通信を行う

複数の免許人で周波数を共用して使用するシステムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

エリア半径の大きい 

大ゾーン方式 

周波数を共用 

しながら利用 

制御局 
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§6-1-7 900MHz 帯電波規正用無線局 

 

（１）システムの概要 

本システムは、パーソナル無線の周波数帯及びその隣接帯域において、不法に運

用している局に対し、その運用を規正するために開設する無線局である。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不法パーソナル無線 
電波規正用無線局 

本周波数帯で、運用

してはならない。 
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6-1-8 900MHz 帯携帯無線通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、900MHz 帯の電波を発信するデジタル携帯電話の音声通話、データ

通信に使用されるシステムであり、基地局、陸上移動局及び場合に応じて陸上移動

中継局から構成される。小ゾーン方式によって限られた周波数を有効利用すること

によって、多数の利用者を収容している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

公衆通信網 

携帯電話交換局等 

 

 

基地局 

セル 
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§6-1-9 パーソナル無線 

 

（１）システムの概要 

本システムは、簡易無線局の一つであり、個人のレジャー目的、小規模事業者の

商業活動等に利用できる無線通信システムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-1-10 移動体識別（構内無線局、簡易無線局及び特定小電力無線局） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、応答のための装置(応答器)に対し電波を発射し､応答器から再発射

された電波を受信するための無線システムである。 

「高出力型」は、パレットに取り付けた多数のパッシブタグを一括で読み取るこ

とが可能で、主に業務用のアプリケーションに利用されており、リーダ／ライタと

してはゲート型や据置型が考えられる。 

「中出力型」及び「低出力型」は、単数ないしは少数のパッシブタグを個別に読

み取るような、一般ユーザも利用する形態を想定しており、リーダ／ライタとして

は、主にハンディ型が考えられる。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

単数ないしは少数のタグを個別読取 フォークリフト等で搬入する際にゲートに設置し 
たリーダ／ライタによりパレット／ケースに貼付 
したタグを一括読み取り 

＜高出力型＞  ＜中出力・低出力型＞  

店舗のバックヤードでの利用例 

荷物、ケース等にタグ貼付 

リーダ／ライタ 

工場や空港のラインでの利用例 

荷物、ケース等にタグ貼付 荷物、ケース等にタグ貼付 

リーダ／ライタ 

工場や空港のラインでの利用例 

パレット／ケース等に 
タグ貼付 

ゲート等 

リーダ／ライタ アンテナ 

フォークリフト 
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§6-1-11 950MHz 帯音声 STL/TTL 

 

（１）システムの概要 

本システムは、演奏所から送信所及び中継局まで放送番組を伝送する無線回線

（STL/TTL）として、免許を受け使用しているシステムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STL （Studio-Transmitter Link）   TTL （Transmitter-Transmitter Link） 

 

 

 

演奏所 

（放送局本社社屋等） 

ＳＴＬ 
中継局  

中継局  

ＴＴＬ 

ＴＴＬ 

親局  

放送波  

 

 

 

 

放送波  

放送波  
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§6-1-12 ラジオマイク用特定小電力無線局（B 型） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、コンサート、ミュージカル、イベントといった興行等において、

演奏や音声等を比較的明瞭に伝送するためのラジオマイクシステムであり、免許不

要のシステムとして利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

   
 

 
 

受信装置 
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§6-1-13 テレメーター・テレコントロール及びデータ伝送用（構内無線局・特定小電

力無線局） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、ビル内や工場の敷地等、比較的狭い範囲で使用される。店舗・倉

庫などの売り上げ・発注あるいは在庫管理などのデータエントリー、コンピュータ・

OA 端末の無線接続のために使用しているシステムである。なお、本システムには、

比較的狭いエリアをカバー可能な免許不要局（空中線電力 10mW 以下）及び比較的広

いエリアをカバー可能な構内無線局（空中線電力 100mW 以下）の 2 種類がある。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 
 

製造ラインの 

監視制御等 

センサ情報 

機器の制御情
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第２節 
 

 

 

 

960MHz 超 1.215GHz 以下 
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§6-2-1 航空 DME/TACAN 

 

（１）システムの概要 

DME（距離測定装置）は、電波が一定速度で伝搬する特性を利用して距離を測定す

る装置である。一般に、方位情報を与える VOR（108MHz から 118MHz の周波数を使用）

と併設して利用され、VOR/DME（ボルデメ）と呼ばれる短距離用航法援助施設を形成

する。 

一方、TACAN は、第 2 次世界大戦後間もなくの 1951 年に米国で軍用施設として開

発された。前述の VOR/DME 施設が軍事上の前線基地や艦船等に設置するのが困難で

あったことから、同じような機能をもち簡単に設置できる固定式と移動式の施設が

実用化された。 

VOR/DME は、方位及び距離の情報を同時に提供するため、もっぱら民間航空機が使用

する航空路等に整備し、民間機及び軍用機の双方が使用する航空路等には、双方が共用

できるように VORTAC（VOR と TACAN）が整備されている。 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

            

           

                    

                  

                          

                        

 

 VOR  （VHF Ominidirectional Radio Range）  DME （ Distance Measuring Equipment）  

TACAN（ Tactical Air Navigation System）         

 

 

 VOR 受信機・機上 DME 

 32.7 NM 

地上 DME  

（応答電波） 機上 DME  

（質問電波） 
VOR 

（方位情報） 
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§6-2-2 ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム） 

 

（１）システムの概要 

SSR（二次監視レーダー）は、ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）

の地上装置である。SSR は、一般に ASR（空港監視レーダー）や ARSR（航空路監視

レーダー）と併用し、ATCRBS の機上装置であるトランスポンダから符号を受けて、

敏速かつ正確に目標とした航空機を識別すると同時に、地上のレーダー表示画面上

に距離及び方位、さらに飛行高度や、非常信号等の航空管制に必要なデータを表示

するためのシステムである。 

また、SSR を改良し、ARSR の併設を要しない ORSR（洋上航空路監視レーダー）は、

洋上と国内の航空路における航空機相互の飛行間隔に大きな差異があることを少し

でも緩和するために開発導入した洋上航空路を監視するための長距離レーダーであ

る。レーダーの覆域は、通常よりも 50 マイル拡大し約 250 マイル（約 470km）とな

っている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

                       

                             

 

   SSR （Secondary Surveillance Radar） ARSR（Air Route Surveillance Radar）  

   ORSR （Oceanic Route Surveillance Radar） 

 

 

 

 

 

  レーダー管制室 
 
 
         ｱﾅ 

    ANA２3 

   FL330 

 

 

     JAL5  

      FL170 

管制官 
 

応答電波 

質問電波 

SSR 
ARSR 

又は ORSR 
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§6-2-3 ACAS（航空機衝突防止システム） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、周辺の航空機を監視し、危険と判定されたときにパイロットに位

置情報及び回避情報を提供するための機上装置である。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 
ACAS （Airborne Collision Avoidance System） 
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§6-2-4  RPM（SSR 用） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、航空機搭載の ATC トランスポンダと同等の機能を有し、SSR（二次

監視レーダー）の自局位置を確認するために、SSR 装置からの質問信号に対し、応答

信号を発生し、当該 SSR 装置の方位及び距離基準の固定目標として設置されるもの

であり、ARSR（航空路監視レーダー）等の一次レーダーを併設しない SSR 単独設置

局に使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 RPM （Radar Parformance Monitor）  SSR （Secondary Surveillance Radar）   

 

 
 

空港SSR覆域 

空港ＳＳＲ 

ＲＰＭ 

応答  

       質問  

応答  

質問  

ANK81

 

 

  

JAS014 

 

  

1127 

 

1126 

 

（管制卓 RPM） 

RPM 
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第３節 
 

 

 

1.215GHz 超 1.4GHz 以下 
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§6-3-1 災害時救出用近接レーダー 

 

（１）システムの概要 

本システムは、災害時に生き埋めになった人の心臓・肺の動きをとらえることに

より、生存者を発見するものである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

心音・呼吸を検知 

アンテナ 

参-148



§6-3-2 テレメーター・テレコントロール及びデータ伝送用（構内無線局・特定小電力

無線局） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、ビル内や工場の敷地等、比較的狭い範囲で使用される。店舗・倉

庫などの売り上げ・発注あるいは在庫管理などのデータエントリー、コンピュータ・

OA 端末の無線接続のために使用しているシステムである。なお、本システムには、

比較的狭いエリアをカバー可能な免許不要局（空中線電力 10mW 以下）及び比較的広

いエリアをカバー可能な構内無線局（空中線電力 100mW 以下）の 2 種類がある。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

製造ラインの 

監視制御等 

センサ情報 

機器の制御情
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§6-3-3 1.2GHz 帯アマチュア無線 

 

（１）システムの概要 

アマチュア局とは、金銭上の利益のためでなく、専ら個人的な無線通信技術の興

味によって自己訓練、通信及び技術的研究の業務を行う者が開設する無線局である。

1.2GHz 帯の周波数を使用し、テレビジョン通信、人工衛星を利用して行う通信、中

継無線局（レピータ）を通じて行う通信及び各種実験・研究の通信等に用いられて

いる。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

アマチュア無線機 アンテナ パソコン 

ファクシミリ 

月 
アマチュア衛星 

レピーター局 
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§6-3-4 1.2GHz 帯電波規正用無線局 

 

（１）システムの概要 

本システムは、1.2GHz 帯アマチュア無線の周波数帯において不法に運用している

局に対し、その運用を規正するために開設する無線局である。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不法運用している 

アマチュア局 
電波規正用無線局 

不法運用してはなら

ない。 
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§6-3-5 画像伝送用携帯局 

 

 

（１）システムの概要 

本システムは、1.2GHz 帯の周波数を用いて、ラジコンヘリコプター等に搭載した

カメラから映像を伝送するシステムである。 

 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

地上受信機にてモニタリング

ラジコンヘリコプター

伝送距離
最大2km程度
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§6-3-6 ARSR（航空路監視レーダー） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、その設置場所からおよそ 370km 以内における航空路を飛行する IFR

（計器飛行方式）航空機を探知するために使用しているシステムである。また、SSR

（二次監視レーダー）と連動して航空路を十分に見通せる高台若しくは山頂に設置

されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 
                      

 

  

 

              

                            
 

  ARSR （Air Route Surveillance Radar）       SSR （Secondary Surveillance Radar） 

 

 

ARSR/SSR 

管制区管制所 
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§6-3-7 1.2GHz 帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A 型） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、コンサート、ミュージカル、各種催し物といった興行において、

演奏や音声等を高品質で伝送するためのワイヤレスマイクシステムである。また、

スタジオ等において、音声・楽器等の音響を放送番組に使用できる充分な高音質で

伝送するためのシステム（放送事業用）としても使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
受信装置 
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§6-3-8 GPS システム 

 

（１）システムの概要 

 GPS システムとは、地球の周回軌道上を回る 24 個の人工衛星から発信される電波

を受信することにより、受信地の緯度・経度・高度を測定するもので、Global 

Positioning System（全地球測位システム）の略称である。この GPS システムを利

用したものとして、カーナビゲーションや測量、車両監視などのシステムがある。 

なお、この人工衛星は米国国防総省が軍事利用を目的に開発されたもので、平成 5

年（1993 年）12 月から民生用での利用が可能となっている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

700m先、

斜め左です。

342m

カーナビゲーション
車両監視

GPSシステム

測量
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第４節 
 

 

 

1.4GHz 超 1.71GHz 以下 
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§6-4-1 1.5GHz 帯携帯無線通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、1.5GHz 帯の電波を発信するデジタル携帯電話の音声通話、データ

通信に使用されるシステムであり、基地局、陸上移動局及び場合に応じて陸上移動

中継局から構成される。小ゾーン方式によって限られた周波数を有効利用すること

によって、多数の利用者を収容している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆通信網 

携帯電話交換局等 

 

 

基地局 

セル 
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§6-4-2 1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、山上や地上高の高い建造物等に設置された陸上移動中継局を介し、

基地局及び陸上移動局と通信を行う事で、エリア半径の大きいいわゆる大ゾーン方

式のマルチチャンネルアクセスシステム（複数のチャネルの中から、空きチャネル

を割り当てるシステム）を実現した、陸上運輸や営業目的と言った自営通信を行う

複数の免許人で周波数を共用して使用するシステムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エリア半径の大きい 

大ゾーン方式 

周波数を共用 

しながら利用 

制御局 
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§6-4-3 インマルサットシステム 

 

（１）システムの概要 

本システムは、インマルサット衛星を使用した移動体衛星通信システムであり、アッ

プリンクは 1,600MHz 帯（1,626.5MHz を超え 1,660.5MHz 以下）及びダウンリンクは

1,500MHz 帯（1,525MHz を超え 1,559MHz 以下）の周波数帯を利用している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

1.6/1.5GHz帯

6.4/3.6GHz帯

航空機地球局

インマルサット衛星

海岸地球局、

航空地球局

又は
携帯基地地球局

インマルサット
ＢＧＡＮ型

インターネット
接続等

インターネット
接続等

事務所など

インターネット

最大492kbps
(ｱｯﾌﾟ/ﾀﾞｳﾝ)

64kbps
(ｱｯﾌﾟ/ﾀﾞｳﾝ)

船舶地球局

又は

携帯移動地球局

携帯移動地球局
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§6-4-4 MTSAT システム 

 

（１）システムの概要 

本システムは、航空通信及び航法の機能を有する運輸多目的衛星を使用して航空機の

通信、航法、監視を行うシステムである。航空機と衛星間のサービスリンクとして 1.5

／1.6GHz 帯の周波数帯を利用している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 
 
 

MTSAT 
 データ／音声通信 

GPS 補強情報 

 データ／音声通信 
 位置情報 

 Ｌバンド サービスリンク 
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§6-4-5 イリジウムシステム 

 

（１）システムの概要 

本システムは、高度約 780km の低軌道において周回する合計 66 機のイリジウム人工衛

星を使用した移動体衛星通信システムであり、サービスリンクは 1,600MHz 帯

（1,621.35MHz を超え 1,626.5MHz 以下）、衛星間リンクが 23GHz 帯（23.18GHz を超え

23.38GHz 以下）、地上局とのフィーダリンクがアップリンク 29GHz 帯（29.1 GHz を超え

29.4GHz 以下）及びダウンリンクは 19GHz 帯（19.3GHz を超え 19.6GHz 以下）の周波数帯

を利用している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 
 
 
 
 
 

公衆網公衆網

関門
地球局
関門
地球局

端末

Ｋａバンド

２３ ＧＨｚ 帯２３ ＧＨｚ 帯２３ ＧＨｚ 帯２３ ＧＨｚ 帯２３ ＧＨｚ 帯２３ ＧＨｚ 帯

端末

Ｌバンド

ﾄﾗﾌｨｯｸ
制御端末

ＬバンドＬバンドＬバンド

Ｌバンド

端末

端末
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§6-4-6 1.6GHz 帯気象衛星 

 

（１）システムの概要 

本システムは、気象衛星により、可視・赤外放射計による地球画像の撮影データ

の伝送、地球画像情報の配信、気象データの中継等の通信を行うものである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 
 

 

人工衛星局 

受信設備 

地球局 
船舶 

気象衛星（ダウンリンク） 

地球局 
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§6-4-7 気象援助業務（空中線 1kw 未満の無線局（ラジオゾンデ）） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、気球に吊り下げられた観測器から、高層大気の気温・気圧・温度

等を測定する気象観測機器である。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

気象データ 

（温度・気圧等） 
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§6-4-8 1.4GHz 帯電波天文 

 

（１）システムの概要 

本システムは、宇宙から発する電波の受信を基礎とする天文学のための当該電波の受

信の業務の用に供する受信設備である。本受信設備は、全国各地の国立天文台等に設置

され、星間物質の発見やブラックホール存在の証明など数々の研究に用いられており、

電波天文は今後も保護される必要がある。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-4-9 GPS システム 

 

（１）システムの概要 

 GPS システムとは、地球の周回軌道上を回る 24 個の人工衛星から発信される電波

を受信することにより、受信地の緯度・経度・高度を測定するもので、Global 

Positioning System（全地球測位システム）の略称である。この GPS システムを利

用したものとして、カーナビゲーションや測量、車両監視などのシステムがある。 

なお、この人工衛星は米国国防総省が軍事利用を目的に開発されたもので、平成 5

年（1993 年）12 月から民生用での利用が可能となっている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

700m先、

斜め左です。

342m

カーナビゲーション
車両監視

GPSシステム

測量
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第５節 
 

 

 

1.71GHz 超 2.4GHz 以下 
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§6-5-1 1.7GHz 帯携帯無線通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、1.7GHz 帯の電波を発信するデジタル携帯電話の音声通話、データ

通信に使用されるシステムであり、基地局、陸上移動局及び場合に応じて陸上移動

中継局から構成される。小ゾーン方式によって限られた周波数を有効利用すること

によって、多数の利用者を収容している。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆通信網 

携帯電話交換局等 

 

 

基地局 

セル 
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§6-5-2 PHS 

 

（１）システムの概要 

本システムは、デジタルコードレス電話の子機を利用して屋外での公衆通信網と

の接続等を可能としたシステムであり、マイクロセルと呼ばれる非常に狭い半径の

セルを構成して、音声通信やデータ通信を行うためのシステムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆通信網 

回線制御交換局等 

基地局 

 

マイクロセル 
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§6-5-3 2GHz 帯携帯無線通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、携帯電話との音声通話、データ通信に使用されるシステムであり、

基地局、陸上移動局及び場合に応じて陸上移動中継局から構成される。当該周波数

帯の携帯無線通信システムについては、第 3 世代移動通信システムと呼ばれ、高速

マルチメディア通信への対応やグローバルシステムの実現と言った特徴を有してい

る。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆通信網 

携帯電話交換局等 

 

 

基地局 

セル 
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§6-5-4 ルーラル加入者無線 

 

（１）システムの概要 

本システムは、公衆電話網 （注１）の加入者回線として、山間部、離島、国立公園等、

地理的制約等により有線の使用が困難な地域 （注２）（以下、「ルーラル地域」という。）

において、交換局とき線点までの間を有線に代替するためのシステムである。 

使用周波数帯は、2GHz 帯であり、ルーラル地域における所要伝送距離 20km を確保す

るために適している。 

（注 1） 一般加入電話及び高度サービス（ISDN、専用線、高速デジタル）を含む。 

（注 2） 加入者密度がおおむね 100 加入/km2以下の地域、加入者宅が収容交換局からお

おむね 7km 以上の地域、国立公園等で有線加入者伝送路の敷設が困難な地域

等。 

 

（２）システムの構成イメージ 

交換局

中継局 中継局

加入者局

加入者局

山間部山間部

離 島離 島

国立公園国立公園

交換局

中継局

加入者局
交換局

加入者局

加入者局

加入者局

ﾒﾀﾘｯｸｹｰﾌﾞﾙ

加入者宅

無 線

加入者局 中継局
又は

交換局

き線点
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§6-5-5 衛星管制 

 

（１）システムの概要 

本システムは、人工衛星を制御するための人工衛星局及びそれを管制するための

地球局である。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 
 

人工衛星局 

地球局 

テレメトリ 

コマンド 
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§6-5-6 デジタルコードレス電話 

 

（１）システムの概要 

本システムは、PHS システムと同じ技術を利用し、家庭内等で使用されるコード

レス通信をデジタル化したものである。また、システム上、家庭内では、デジタル

コードレスの子機として使用できるが、屋外では、PHS システムの端末として利用す

ることも可能である。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

ＰＨＳ基地局 
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第６節 
 

 

 

2.4GHz 超 2.7GHz 以下 
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§6-6-1 2.4GHz 帯アマチュア無線 

 

（１）システムの概要 

アマチュア局とは、金銭上の利益のためでなく、専ら個人的な無線通信技術の興

味によって自己訓練、通信及び技術的研究の業務を行う者が開設する無線局である。

2.4GHz 帯の周波数を使用し、テレビジョン通信、人工衛星を利用して行う通信、中

継無線局（レピータ）を通じて行う通信及び各種実験・研究の通信等に用いられて

いる。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

アマチュア無線機 アンテナ パソコン 

ファクシミリ 

月 
アマチュア衛星 

レピーター局 
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§6-6-2 移動体識別（構内無線局及び特定小電力無線局） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、ICチップとアンテナから構成され、同一構内において電波により

離れた場所からのデータの読み書き、同時複数認識が実現可能なシステムである。

なお、比較的狭いエリアをカバー可能な免許不要局（空中線電力10mW以下）及び比

較的広いエリアをカバー可能な構内無線局（空中線電力300mW以下）の2種類がある。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンピュータ 

質問器 

質問 

応答 

【移動体識別装置の構成】 

応答器 

アンテナ及び IC チップからなり、移

動体（人、物体）に取り付けられる。

質問器からの電波を受け、データを

質問器に返す。 
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§6-6-3 道路交通情報通信システム（VICS ビーコン） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、渋滞情報などの道路交通情報を、電波ビーコンなどを利用してリ

アルタイムにドライバーに提供するシステムである。平成 8 年 4 月からサービスが

開始されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

渋滞情報
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情報
交通規制情報
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各種情報

VICSセンター

各種情報
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§6-6-4 N-STAR 衛星移動通信システム 

 

（１）システムの概要 

本システムは、S バンドの静止軌道衛星を使用した日本国内向けの移動体通信シ

ステムであり、陸上移動体及び船舶に対して音声、FAX 等のサービスを提供している。

アップリンクは 2.6GHz 帯（2,660MHz を超え 2,690MHz 以下）及びダウンリンクは

2.5GHz 帯（2,505MHz を超え 2,535MHz 以下）の周波数帯を利用している。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-6-5 広帯域移動無線アクセスシステム 

 

 

（１）システムの概要 

本システムは、20Mbps から 40Mbps 程度以上の伝送速度を有するブロードバンド市

システムである。使用周波数については、移動通信（全国展開）用に 2545-2575MHz（30MHz

幅）及び 2595-2625MHz（30MHz 幅）が、各地域用（地域 WiMAX）として 2575-2595MHz の

うちガードバンドを除く 10MHz 幅が割当てられている。 

移動通信システムの高度化のニーズを踏まえ、小電力レピータの導入や 100Mbps

程度の高速サービスの提供を可能にするための高度化等を行っている。 

 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-6-6 2.4GHz 帯小電力データ通信システム 

 

（１）システムの概要 

本システムは、国際的に取り決められた ISM バンド（産業科学医療用機器のため

のバンド）を利用するため、これらの機器からの干渉を容認することが前提で、近

年急速に普及が進んでいる無線 LAN（Bluetooth を含む）など、主にデータ伝送を目

的とした免許不要で使用されるシステムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワイヤレスルーター 

利用例 無線LAN（家庭） 
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§6-6-7 2.69GHz 帯電波天文 

 

（１）システムの概要 

本システムは、宇宙から発する電波の受信を基礎とする天文学のための当該電波の受

信の業務の用に供する受信設備である。本受信設備は、全国各地の国立天文台等に設置

され、星間物質の発見やブラックホール存在の証明など数々の研究に用いられており、

電波天文は今後も保護される必要がある。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-7-1 ASR（空港監視レーダー） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、空港周辺の空域にある航空機の位置を探知し、航空機の進入及び

出発の管制のために使用しているシステムである。このレーダーも航空路監視レー

ダー（ARSR）と同様に二次監視レーダー（SSR）と連動して設置されている。 

本システムは、航空機の出発／進入の管制に使用するために空港に設置されてい

るレーダーで、半径約 50～80 マイルの空港周辺をカバーすることができるものであ

る。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-7-2 位置及び距離測定用レーダー（船位計） 

 

（１）システムの概要 

本システムは、船舶等に設置した従局の位置及び距離を、陸上の主局から測定す

ることで、海上における特定の地点の位置測定等を行うものである。海洋測量等の

各種海洋調査等や新造船及び修理船の試運転時に実施される船舶の各種性能試験等

に利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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（船舶等に設置）

主局

従局の位置等を測定
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§6-7-3 3GHz 帯船舶レーダー 

 

（１）システムの概要 

本システムは、大型漁船や商船といった外洋を航行する比較的大型の船舶に設置する

無線航行のためのレーダーである。3GHz 帯の周波数の電波を使用し、PPI 表示方式によ

り他の船舶や陸岸を相対位置で表示するパルス式を用いており、気象に左右されない、

遠距離用、分解能が低い等の特徴がある。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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付録１ 国内周波数分配の脚注 

付録２ 国際周波数分配の脚注 

付録３ 平成 25年度 電波の利用状況調査の調査票 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 



国内周波数分配の脚注 

 

J1 

8.3kHz 未満の周波数の割当ては、8.3kHz以上の周波数帯を使用する業務に有害な混信を生じさせないことを条件とする。 

 

J2 

気象援助業務によるこの周波数帯の使用は、受信用に限る。当該周波数帯において、気象援助業務の局は、2013 年 1 月 1 日前に無線通信局に通告

された無線航行業務の局からの保護を要求してはならない。気象援助業務の局と同日後に通告された無線航行業務の局との共用については、ITU-R勧

告 RS.1881を適用する。 

 

J3 

 海上移動業務によるこの周波数帯の使用は、海岸局による A1A又は F1B電波の発射に限る。ただし、この周波数帯を割り当てられた海岸局は、当該

電波の発射に使用される必要周波数帯幅を超えないことを条件として、J2B 又は J7B電波の発射をすることができる。 

 

J4 

この周波数帯が分配された業務の局は、標準周波数報時信号を送信することができる。この場合においては、他の無線局による有害な混信からの保

護を与えられる。 

 

J5 

固定業務によるこの周波数帯の使用は、A1A、A2C、A3C、F1B、F1C又は F3C電波の発射に限る。 

 

J6 

海上移動業務によるこの周波数帯の使用は、A1A、A2C、A3C、J2B、J7B、F1B、F1C又は F3C電波の発射に限る。 

 

J7 

この周波数帯を使用するアマチュア業務の局は、等価等方輻射電力で１W を超えてはならず、無線通信規則第 5.67 号に掲げる国で運用されている

無線航行業務の局に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

J8 

 この周波数帯を使用する海上無線航行業務の無線航行陸上局は、衛星測位誤差補正情報及び補足的な航行情報を伝送することができる。 

 

J9 

 450-460kHzの周波数帯の使用は、中波放送受信機の中間周波数を保護するため、中波放送の受信に有害な混信を与えない場合に限る。 

 

J10 

 490kHz、518kHz 及び 4209.5kHz の周波数の電波を用いるナブテックス用の海岸局を開設するときは、国際海事機関(IMO)の手続(決議第 339(WRC-97、

改)参照)に従い、運用特性の調整を行わなければならない。 

 

J11 

この周波数帯におけるアマチュア業務の局の等価等方輻射電力は、1W を超えてはならない。また、当該周波数帯において、アマチュア業務の局は

航空無線航行業務の局に対して有害な混信を生じさせてはならず、その局からの保護を要求してはならない。 

 

J12 

490kHz の周波数は、海岸局の狭帯域直接印刷電信による船舶への気象警報、航行警報及び緊急情報の送信にのみ使用する。航空無線航行業務によ

る 415-495kHz の周波数帯の使用は、490kHz の周波数に有害な混信を生じさせない場合に限る。アマチュア業務による 472-479kHz の周波数帯の使用

は、490kHzの周波数に有害な混信を生じさせない場合に限る。 

 

J13 

518kHz の周波数は、狭帯域直接印刷電信を使用する国際ナブテックス用の海岸局による船舶への気象警報、航行警報及び緊急情報の送信にのみ使

用することができる。 

 

J14 

 放送業務によるこの周波数帯の使用は、第一地域及び第三地域における MF帯並びに第一地域における LF帯の周波数の放送業務による使用に関する

地域協定(1975年、ジュネーヴ)(昭和 51年郵政省告示第 810号)に合致することを条件とする。 

 

J15 

放送業務又は放送衛星業務に分配するこの周波数は、法第 26条第２項第５号イに規定する周波数とする。 

 

J16 

2174.5kHz、4177.5kHz、6268kHz、8376.5kHz、12520kHz及び 16695kHzの周波数は、狭帯域直接印刷電信による国際遭難周波数とする。 

 

J17 

2182kHz の搬送周波数は、無線電話による国際呼出し・応答周波数として、J3E 電波のみ使用することができる。なお、この周波数の保護周波数帯

は、2173.5-2190.5kHzとする。 

 

J18 

 2182kHz、3023kHz、5680kHz及び 8364kHzの搬送周波数並びに 121.5MHz、156.525MHz、156.8MHz及び 243MHzの周波数は、地上無線通信の業務に対

する手続に従い、有人の宇宙飛行体に関する捜索救助作業のためにも使用することができる。10003kHz、14993kHz及び 19993kHzの周波数についても

同様とする。これらの周波数の電波の発射における周波数の帯域幅は、±3kHz を超えてはならない。 

 

J19 

2187.5kHz、4207.5kHz、6312kHz、8414.5kHz、12577kHz及び 16804.5kHz の周波数は、デジタル選択呼出しによる国際遭難周波数とする。 

 

J20 

 3023kHz及び 5680kHzの搬送周波数は、共同の捜索救助作業に従事する海上移動業務の局にも使用することができる。 

 

J21 
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 3155-3195kHzの周波数帯は、小電力の無線補聴器にも使用することができる。 

 

J22 

 4125kHz 及び 6215kHz の搬送周波数は、2182kHz の搬送周波数の補助周波数とする。これらの周波数は、無線電話による国際呼出し・応答周波数と

する。 

 

J23 

4209.5kHzの周波数は、狭帯域直接印刷電信を使用するナブテックス用の海岸局による船舶への気象警報、航行警報及び緊急情報の送信にのみ使用

することができる。 

 

J24 

 4210kHz、6314kHz、8416.5kHz、12579kHz、16806.5kHz、19680.5kHz、22376kHz及び 26100.5kHz の周波数は、海上安全情報(MSI)の送信のための国

際周波数とする。 

 

J25 

 A1A 電波 4630kHz の周波数は、非常通信の連絡設定に使用するものとし、連絡設定後の非常通信は、通常使用する電波によるものとする。ただし、

通常使用する電波によって非常通信を行うことができないか又は著しく困難な場合は、この限りでない。 

 

J26 

無線標定業務の局は、固定業務又は移動業務で運用されている局に対して有害な混信を生じさせてはならず、これらの局からの保護を要求してはな

らない。無線標定業務によるこの周波数帯の使用は、決議第 612 (WRC-12、改)に従って運用する海洋レーダーに限る。 

 

J27 

 5900-5950kHz、7300-7350kHz、9400-9500kHz、11600-11650kHz、12050-12100kHz、13570-13600kHz、13800-13870kHz、15600-15800kHz、17480-175

50kHz 及び 18900-19020kHz の周波数帯の放送業務による使用は、無線通信規則第 12 条の規定の手続が適用される。また、決議第 517(WRC-07、改)に

従い、これらの周波数帯をできる限りデジタル変調方式の導入推進のために使用することが求められる。 

 

J28 

 この周波数帯は、一次業務で固定業務に、二次業務で航空移動(R)業務を除く移動業務の局に使用することができる。  

 

J29 

 6765-6795kHz(中心周波数 6780kHz)、61-61.5GHz(中心周波数 61.25GHz)、122-123GHz(中心周波数 122.5GHz)及び 244-246GHz(中心周波数 245GHz)の

周波数帯は、ITU-Rの研究結果を踏まえて産業科学医療用(ISM)装置にも使用することとする。なお、6765-6795kHz(中心周波数 6780kHz)及び 244-246

GHz(中心周波数 245GHz)の周波数帯については、固定業務及び陸上移動業務の局に対する新たな割当ては保留する。 

 

J30 

この周波数帯は、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、固定業務及び陸上移動業務の局で、日本国内で通信を行うものに使用す

ることができる。これらの業務にこの周波数帯を使用するときには、必要最小電力を使用し、かつ、無線通信規則に従って発行される放送業務による

季節別の周波数使用を考慮しなければならない。 

 

J31 

 7995-8005kHzの周波数帯が分配された業務の局は、標準周波数報時信号を送信することができる。 

 

J32 

 8291kHz、12290kHz及び 16420kHzの搬送周波数は、無線電話による遭難周波数及び呼出周波数とする。 

 

J33 

無線標定業務の局は、固定業務で運用されている局に対して有害な混信を生じさせてはならず、その局からの保護を要求してはならない。無線標定

業務による使用は、決議第 612 (WRC-12、改)に従って運用する海洋レーダーに限る。 

 

J34 

アマチュア業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用しているアマチュア業務以外の業務の外国の無線局

に妨害を与えない場合に限る。 

 

J35 

 この周波数帯は、航空機の飛行の安全に関する固定業務に使用する。 

 

J36 

13360-13410kHz、25550-25670kHz、37.5-38.25MHz、73-74.6MHz、322-328.6MHz、406.1-410MHz、608-614MHz、1330-1400MHz、1610.6-1613.8MHz、1

660-1670MHz、1718.8-1722.2MHz、2655-2690MHz、3260-3267MHz、3332-3339MHz、3345.8-3352.5MHz、4825-4835MHz、4950-4990MHz、4990-5000MHz、6

650-6675.2MHz、10.6-10.68GHz、14.47-14.5GHz、22.01-22.21GHz、22.21-22.5GHz、22.81-22.86GHz、23.07-23.12GHz、31.2-31.3GHz、31.5-31.8GH

z、36.43-36.5GHz、42.5-43.5GHz、42.77-42.87GHz、43.07-43.17GHz、43.37-43.47GHz、48.94-49.04GHz、76-86GHz、92-94GHz、94.1-100GHz、102-

109.5GHz、111.8-114.25GHz、128.33-128.59GHz、129.23-129.49GHz、130-134GHz、136-148.5GHz、151.5-158.5GHz、168.59-168.93GHz、171.11-171.

45GHz、172.31-172.65GHz、173.52-173.85GHz、195.75-196.15GHz、209-226GHz、241-250GHz 及び 252-275GHz の周波数帯の使用は、電波天文業務を

有害な混信から保護するための実行可能な全ての措置を執らなければならない。宇宙局又は航空機上の局からの電波の発射は、電波天文業務に対する

著しく重大な混信源となり得る(無線通信規則第 4.5号、第 4.6号及び第 29条参照)。 

 

J37 

13553-13567kHz(中心周波数 13560kHz)、26957-27283kHz(中心周波数 27120kHz)、40.66-40.70MHz(中心周波数 40.68MHz)、2400-2500MHz(中心周波

数 2450MHz)、5725-5875MHz(中心周波数 5800MHz)及び 24-24.25GHz(中心周波数 24.125GHz)の周波数帯は、産業科学医療用(ISM)に使用する。これらの

周波数帯で運用する無線通信業務は、この使用によって生ずる有害な混信を容認しなければならない。 

 

J38 

 15995-16005kHzの周波数帯が分配された業務の局は、標準周波数報時信号を送信することができる。 

 

J39 

この周波数帯の使用は、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用している宇宙研究業務以外の業務の外国の無線局に妨害を与えない場合に
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限る。 

 

J40 

 固定業務によるこの周波数帯の使用は、航空機の飛行の安全に関する業務に限る。 

 

J41 

この周波数帯の使用は、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用している無線標定業務以外の業務の局に妨害を与えない場合に限る。 

 

J42 

 75MHz の周波数は、マーカ・ビーコンに割り当てる。電力又は地理的位置によりマーカ・ビーコンに有害な混信を生じさせてはならず、制約を与え

るおそれがある他の業務は、74.8-75.2MHzの保護周波数帯の境界に近い周波数の使用はできない。 

 

J43 

この周波数帯は、国際航空標準に従って、航空航行監視機能の援助のための航行情報を送信するシステムに限り、一次業務で航空移動(R)業務にも

分配される。この周波数帯の使用は、決議第 413(WRC-07、改)の規定に従わなければならない。108-112MHz の周波数帯の航空移動（R）業務による使

用は、国際航空標準に従い航空航行監視機能の援助のための航行情報を提供する地上に設置する送信機とそれに対応する受信機で構成されるシステム

に限る。 

 

J44 

 この周波数帯において、121.5MHzの周波数は、航空移動業務における非常用周波数とし、必要な場合には、123.1MHzの周波数を 121.5MHzの補助周

波数とする。海上移動業務の局は、遭難及び安全の目的又は簡易型航海情報記録装置を備える衛星位置指示無線標識を回収する目的のためにこれらの

周波数で航空移動業務の局と通信することができる。 

 

J45 

 118-118.875MHz、121.6-121.975MHz及び 124.3-124.375MHzの周波数帯は、空港内の地上管制業務を行う陸上移動業務の局にも使用することができ

る。 

 

J46 

 132-136MHzの周波数帯は、一次業務で航空移動(OR)業務にも分配する。航空移動(OR)業務の局の使用に当たっては、航空移動(R)業務を行う局に割

り当てられた周波数について考慮しなければならない。 

 

J47 

 この周波数帯を使用する移動衛星業務の宇宙局は、150.05-153MHz、322-328.6MHz、406.1-410MHz 及び 608-614MHz の周波数帯で運用する電波天文

業務を不要発射による有害な混信から保護するために実行可能な全ての措置を執らなければならない。 

 

J48 

 137-138MHz、400.15-401MHz、1525-1610MHz及び 21.4-22GHzの周波数帯は、決議第 739（WRC-07、改）の規定を適用する。 

 

J49 

 移動衛星業務による使用は、非静止衛星システムに限る。 

 

J50 

 移動衛星業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整することを条件とする。 

 

J51 

 この周波数帯は、陸上移動業務に密接な関係を有する陸上移動業務以外の移動業務及び固定業務の局にも使用することができる。 

 

J52 

 この周波数帯は、放送業務の局に限り、法第６条第２項に規定する基幹放送以外の無線通信の送信として、電気通信業務用による移動業務に使用す

ることができる。 

 

J53 

 この周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、一次業務で宇宙運用業務(地球から宇宙)にも分配す

る。個々の発射における周波数の帯域幅は、±25kHzを超えてはならない。 

 

J54 

 移動衛星業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に従って調整することを条件とする。移動衛星業務は、148-149.9MHz の周波

数帯の固定業務、移動業務及び宇宙運用業務の発達と使用を妨げてはならない。 

 

J55 

この周波数帯を使用する移動衛星業務の局は、無線通信規則第 5.221 号に掲げる国で運用される固定業務又は移動業務の局に有害な混信を生じさせ

てはならず、これらの局からの保護を要求してはならない。 

 

J56 

 移動衛星業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整することを条件とする。移動衛星業務は、149.9-150.05MHz及び

399.9-400.05MHzの周波数帯の無線航行衛星業務の発達と使用を妨げてはならない。 

 

J57 

 無線航行衛星業務によるこの周波数帯の電波の発射は、宇宙研究業務の受信地球局も使用することができる。 

 

J58 

 移動衛星業務(地球から宇宙)による 149.9-150.05MHz及び 399.9-400.05MHz の周波数帯の使用は、2015 年１月１日までは陸上移動衛星業務(地球か

ら宇宙)に限る。 

 

J59 

 149.9-150.05MHz及び 399.9-400.05MHz の周波数帯の無線航行衛星業務に対する分配は、2015 年１月１日まで効力を有する。 
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J60 

 156.525MHzの周波数は、デジタル選択呼出しによる国際遭難周波数及び国際呼出周波数とする。 

 

J61 

 156.8MHzの周波数は、無線電話による国際遭難周波数及び国際呼出周波数とする。 

 

J62 

 この周波数帯は、海上移動業務に密接な関係のある海上移動業務以外の移動業務及び固定業務の局にも使用することができる。 

 

J63 

移動衛星業務(地球から宇宙)による 156.7625-156.7875 MHz及び 156.8125-156.8375MHz の周波数帯の使用は、長距離情報(メッセージ 27、ITU-R勧

告 M.1371を参照)の船舶自動識別装置(AIS)による信号を受信する場合に限る。船舶自動識別装置(AIS)の発射を除き、通信用の海上移動業務で運用を

行うシステムによるこれらの周波数帯での電波の発射は、1Wを超えてはならない。 

 

J64 

161.9625-161.9875MHz 及び 162.0125-162.0375MHz の周波数帯における航空移動(OR)業務による船舶自動識別装置(AIS)の使用は、捜索救助活動そ

の他安全に関連する通信を目的とする航空機局に限る。 

 

J65 

移動衛星業務(地球から宇宙)による 161.9625-161.9875MHz 及び 162.0125-162.0375MHzの周波数帯の使用は、海上移動業務で運用を行う局からの船

舶自動識別装置(AIS)の信号を受信する場合に限る。 

 

J66 

 この周波数帯は、陸上移動業務に密接な関係を有する陸上移動業務以外の移動業務の局にも使用することができる。 

 

J67 

 この周波数帯は、移動業務に密接な関係を有する固定業務の局にも使用することができる。 

 

J68 

 806-960MHzの周波数帯は、一部を IMTに使用することができる(決議第 224(WRC-07、改)及び決議第 749(WRC-07)参照)。 

 

J69 

 243MHzの周波数は、救命浮機及びその他の救命目的のために使用する。 

 

J70 

 247.9-250.2MHzの周波数帯は、一次業務で、同報用の固定業務の局にも使用することができる。 

 

J71 

 小電力業務用の無線局によるこの周波数帯の使用は、この周波数割当表に従って運用する他の無線局又は受信設備に有害な混信を生じさせてはなら

ず、他の無線局による有害な混信からの保護を要求してはならない。 

 

J72 

 この周波数帯に現存する航空移動業務の局は、当分の間、その運用を継続することができる。 

 

J73 

 この周波数帯は、海上移動業務に密接な関係を有する海上移動業務以外の移動業務の局にも使用することができる。 

 

J74 

 400.1MHzの標準周波数の電波の発射における周波数の帯域幅は、±25kHz を超えてはならない。 

 

J75 

 この周波数帯は、有人宇宙船間の通信に使用するため、宇宙空間における宇宙研究業務にも分配する｡この分配において､宇宙研究業務は安全確保の

ための業務とはみなさない。 

 

J76 

 移動衛星業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整することを条件とする。 

 

J77 

固定業務によるこの周波数帯の使用は、気象援助業務に密接な関係を有する場合に限る。 

 

J78 

 移動衛星業務によるこの周波数帯の使用は、衛星位置指示無線標識に限る。 

 

J79 

 この周波数帯を使用する衛星位置指示無線標識に有害な混信を生じさせる可能性のあるいかなる発射も禁止する。 

 

J80 

宇宙研究業務によるこの周波数の使用は、有人宇宙船の軌道上から 5kmの範囲内の通信に限る。この周波数帯では、宇宙研究業務は、固定業務及び

移動業務の局からの保護を要求し、又はこれらの局の使用と発達を妨げてはならない。 

 

J81 

 この周波数帯は、二次業務で陸上移動業務に密接な関係を有する固定業務にも使用することができる。 

 

J82 

 435-438MHz、1260-1270MHz、2400-2450MHz 及び 5650-5670MHz の周波数帯において、アマチュア衛星業務は、無線通信規則に定める周波数分配表に

従って運用する他の業務に有害な混信を生じさせないことを条件として運用することができる。ただし、1260-1270MHz及び 5650-5670MHzの周波数帯

の使用は、地球から宇宙への方向に限る。 
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J83 

 地球探査衛星業務(能動)のセンサーによるこの周波数帯の使用は、ITU-R勧告 SA.1260-1に従うものとする。この周波数帯における地球探査衛星業

務(能動)は、中華人民共和国の航空無線航行業務に有害な混信を生じさせてはならない。本脚注の規定は、地球探査衛星業務(能動)の無線通信規則第

5.29号及び第 5.30号の規定に従った二次業務としての運用を何ら損なうものではない。 

 

J84 

 移動業務によるこの周波数帯の使用は、この周波数割当表に従って運用する他の無線局又は受信設備に有害な混信を生じさせてはならず、他の無線

局による有害な混信からの保護を要求してはならない。 

 

J85 

 449.75-450.25MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、宇宙運用業務(地球から宇宙)及び宇

宙研究業務(地球から宇宙)に使用することができる。 

 

J86 

 この周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、一次業務として気象衛星業務(宇宙から地球)に使用

することができる。 

 

J87 

 460-470MHz及び 1690-1710MHzの周波数帯は、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用する局に有害な混信を生じさせないことを条件とし

て、気象衛星業務以外の地球探査衛星業務による宇宙から地球への伝送に使用することができる。 

 

J88 

放送業務又は放送衛星業務に分配するこの周波数は、法第 26条第２項第５号ロに掲げる周波数とする。 

 

J89 

 放送業務の電気通信業務用（エリア放送用）及び放送用（エリア放送用）によるこの周波数帯の使用は、470-710MHz の周波数帯を使用する陸上移

動業務の放送事業用（特定ラジオマイク用及びデジタル特定ラジオマイク用）及び一般業務用（特定ラジオマイク用及びデジタル特定ラジオマイク用）

の局に対し、有害な混信を生じさせてはならず、同局からの有害な混信に対して保護を要求してはならない。 

 

J90 

608-614MHzの周波数帯は、二次業務で電波天文業務にも分配する。 

 

J91（未使用） 

 

J92（未使用） 

 

J93 

この周波数帯における電気通信業務用による移動業務の局は、2019年３月 31日までは、この周波数帯を使用する他の移動業務の局に対し、有害な

混信を生じさせてはならない。 

 

J94 

 この周波数帯は、電気通信業務用を法第６条第１項の主たる目的とする移動業務の局に限り、放送用又は電気通信業務用を同項の従たる目的として

行う放送業務に使用することができる。この場合において、当該周波数帯の周波数は、法第 26条第２項第５号ロに掲げる周波数とする。 

 

J95 

 905-915MHz 及び 950-958MHz の周波数帯において、電気通信業務用による移動業務の局は、2018 年 3 月 31 日までは、この周波数帯を使用する他の

移動業務の局に対し、有害な混信を生じさせてはならない。 

 

J96 

 958-960MHz の周波数帯において、電気通信業務用による移動業務の局は、2015 年 11 月 30 日までは、これらの周波数帯を使用する固定業務の局に

対し、有害な混信を生じさせてはならない。 

 

J97 

 この周波数帯における無線航行衛星業務の局は、決議第 609(WRC-07、改)の規定に従って運用するものとし、960-1215MHz の周波数帯における航空

無線航行業務の局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A号の規定は適用されない。無線通信規則第 21.18号の規定を適用する。 

 

J98 

無線通信規則第 5.328B号を参照すること。 

 

J99 

 この周波数帯は、無線通信規則第 5.331 号で承認された無線航行業務に対して有害な混信を生じさせず、また当該業務からの保護を要求しないこと

を条件として、無線航行衛星業務に使用することができる(決議第 608(WRC-03)参照)。 

 

J100 

1215-1300MHz及び 1559-1610MHzの周波数帯で運用する無線航行衛星業務(宇宙から宇宙)のシステムは、安全業務のアプリケーションを提供するた

めのものではなく、無線航行衛星業務（宇宙から地球）のシステム又は無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用するその他業務の局に更なる

制限を課してはならない。 

 

J101 

 この周波数帯では、地球探査衛星業務及び宇宙研究業務の能動宇宙検知器は、無線標定業務及び無線航行衛星業務に有害な混信を生じさせ、これら

の業務からの保護を要求し、又はこれらの業務の運用若しくは発達に制限を課してはならない。 

 

J102 

この周波数帯では、地球探査衛星業務及び宇宙研究業務の能動宇宙検知器は、無線標定業務に対して有害な混信を生じさせ、この業務からの保護を

要求し、又はこの業務の運用若しくは発達に制限を課してはならない。 
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J103 

 この周波数帯における移動業務の局は、この周波数帯を使用する他の一次業務の局に対し、有害な混信を生じさせてはならず、また、同局からの有

害な混信に対して保護を要求してはならない。 

 

J104 

航空無線航行業務によるこの周波数帯の使用は、地上に設置されるレーダー及びこの周波数帯の周波数のみを送信する航空機上のトランスポンダで

あって、この周波数帯で運用するレーダーによってのみ作動するものに限る。 

 

J105 

無線航行衛星業務の地球局又は無線標定業務の局によるこの周波数帯の使用は、航空無線航行業務に対して混信を生じさせてはならず、この業務の

運用又は発達に制限を課してはならない。 

 

J106 

 1370-1400MHz、4950-4990MHz及び 15.20-15.35GHz の周波数帯は、二次業務で宇宙研究業務(受動)及び地球探査衛星業務(受動)にも使用することが

できる。 

 

J107 

 1400-1427MHz、2690-2700MHz、15.35-15.4GHz、23.6-24GHz、31.3-31.5GHz、50.2-50.4GHz、52.6-54.25GHz、86-92GHz、100-102GHz、109.5-111.8

GHz、114.25-116GHz、148.5-151.5GHz、164-167GHz、182-185GHz、190-191.8GHz、200-209GHz、226-231.5GHz及び 250-252GHzの周波数帯では、全て

の電波の発射を禁止する。ただし、超広帯域無線システムの無線局にあっては、この限りでない。 

 

J108 

北海道総合通信局、東北総合通信局、信越総合通信局、北陸総合通信局、中国総合通信局、四国総合通信局、九州総合通信局及び沖縄総合通信事務

所の管轄区域においては、電気通信業務用とする。その他の総合通信局の管轄区域においては、2014年 3月 31日までは一般業務用とし、2014年 4月

1日からは電気通信業務用とする。 

 

J109 

 移動衛星業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号の規定に従って調整を行うことを条件とする。この周波数帯における移動衛星

業務の局は、固定業務の局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A号の規定は適用されない。 

 

J110 

この周波数帯において、日本国内で運用する限定された移動無線又は公衆電話交換網(PSTN)と接続して使用される陸上移動業務に関して、無線通信

規則第 9.11A 号の規定の適用に当たっての移動衛星業務(宇宙から地球)の宇宙局に対する地表面での電力束密度の調整しきい値は、無線通信規則付録

第 5 表 5-2 に記載された調整しきい値の代わりに、全ての仰角について任意の 4kHz の帯域幅で-150dB(W/㎡)とする。この周波数帯における移動衛星

業務の局は、日本国内で運用される移動業務の局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A 号の規定は適用されない。 

 

J111 

 この周波数帯において、移動衛星業務の局は、アメリカ合衆国の領域(無線通信規則第 5.343 号及び第 5.344 号参照)及び無線通信規則第 5.342 号に

掲げる国の領域で運用される移動業務の航空移動テレメトリ局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A 号の規定は適用されない。 

 

J112 

 1518-1544MHz、1545-1559MHz、1610-1645.5MHz、1646.5-1660.5MHz、1668-1675MHz、1980-2010MHz、2170-2200MHz、2483.5-2520MHz 及び 2670-269

0 MHzの周波数帯の移動衛星業務による使用については、決議第 212 (WRC-07、改)及び第 225 (WRC-07、改)を参照すること。 

 

 

J113 

 この周波数帯において、海上移動衛星業務を除く移動衛星業務の局は、無線通信規則第 5.352A号に掲げる国及び地域における 1998年 4月 1日前に

通告された固定業務の局に有害な混信を生じさせてはならず、その局からの保護を要求してはならない。 

 

J114 

 1525-1544MHz、1545-1559MHz、1626.5-1645.5MHz 及び 1646.5-1660.5MHz の周波数帯は、いかなる業務のフィーダリンクにも使用してはならない。

ただし、移動衛星業務の地球局を指定された地点で使用することができる。 

 

J115 

 移動衛星業務による 1525-1559MHz及び 1626.5-1660.5MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整することを条件とする。 

 

J116 

1530-1544MHz 及び 1626.5-1645.5MHz の周波数帯における移動衛星業務への無線通信規則第 9 条の第 II 節の手続の適用においては、海上における

遭難及び安全に関する世界的な制度(GMDSS)の遭難通信、緊急通信及び安全通信に必要なスペクトルの確保に優先権が与えられる。海上移動衛星によ

る遭難通信、緊急通信及び安全通信には、ネットワークにおいて運用されている他の全ての移動衛星通信に対して優先アクセス及び即時利用が認めら

れる。移動衛星システムは、GMDSSの遭難通信、緊急通信及び安全通信に許容し得ない混信を生じさせてはならず、保護を要求してはならない。他の

移動衛星業務による安全に関する通信の優先について考慮することとする(決議第 222 (WRC-12、改)の規定が適用される。)。 

 

J117 

 移動衛星業務(宇宙から地球)による 1544-1545MHzの周波数帯の使用は、遭難通信及び安全通信に限る。 

 

J118 

 移動衛星業務(宇宙から地球)及び衛星間の回線によるこの周波数帯の使用は、遭難通信及び安全通信に限る。 

 

J119 

 この周波数帯は、衛星・航空機間の回線を拡張し補う場合にあっては、航空移動(R)業務の航空局から航空機局への直接の伝送及び航空機局相互間

の伝送にも使用することができる。 

 

J120 

1545-1555MHz 及び 1646.5-1656.5MHz の周波数帯における移動衛星業務への無線通信規則第 9 条の第 II 節の手続の適用においては、無線通信規則

第 44 条 1 から 6 までの優先権を有する通報を送信する航空移動衛星(R)業務に必要なスペクトルの確保に優先権が与えられる。無線通信規則第 44 条

1 から 6 までの優先権を有する航空移動衛星(R)業務は、必要であれば、ネットワークにおいて運用されている他の全ての移動衛星通信に対して優先
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アクセス及び即時利用が認められる。移動衛星システムは、無線通信規則第 44条 1から 6までの優先権を有する航空移動衛星(R)業務に対し許容し得

ない混信を生じさせてはならず、保護を要求してはならない。他の移動衛星業務による安全に関する通信の優先についても考慮することとする(決議

第 222(WRC-12、改)の規定が適用される。)。 

 

J121 

 この周波数帯は、航空機上の航行援助電子装置及び直接これに関係する地上又は衛星上の装置による使用に限る。なお、衛星上での使用は、無線通

信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件とする。 

 

J122 

この周波数帯は、無線通信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、一次業務で航空移動衛星(R)業務にも使用することが

できる。 

 

J123 

 無線測位衛星業務及び移動衛星業務の局に関しては、この周波数帯では、航空無線航行衛星業務を除き、無線通信規則第 4.10 号の規定は適用しな

い。 

 

J124 

移動衛星業務(地球から宇宙)及び無線測位衛星業務(地球から宇宙)による 1610-1626.5MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に従って

調整することを条件とする。この周波数帯においていずれかの業務により運用する移動地球局は、その影響を受ける主管庁の同意を得ない限り、無線

通信規則第 5.366 号(無線通信規則第 4.10 号が適用されるシステム)に従って運用しているシステムに使用される周波数帯で、最大の等価等方輻射電

力による電力密度は-15dBW/4kHz を超えてはならない。そのようなシステムが運用されていない周波数帯において、移動地球局の平均の等価等方輻射

電力による電力密度は-3dBW/4kHz を超えてはならない。移動衛星業務の局は航空無線航行業務の局、無線通信規則第 5.366 号に従って運用している

局及び無線通信規則第 5.359号に従って運用している固定業務の局に対して、これらの局からの保護を要求してはならない。 

 

J125 

 無線測位衛星業務の局は、1610.6-1613.8MHzの周波数帯を使用する電波天文業務に対して有害な混信を与えてはならない。 

 

J126 

 移動衛星業務(宇宙から地球)によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に従って調整することを条件とする。 

 

J127 

 1631.5-1634.5MHz 及び 1656.5-1660MHzの周波数帯で運用される移動衛星業務の移動地球局は、無線通信規則第 5.359号に掲げる国において運用さ

れる固定業務の局に有害な混信を与えてはならない。 

 

J128 

 この周波数帯は、衛星・航空機間の回線を拡張し補う場合にあっては、航空移動(R)業務の航空機局から航空局への直接の伝送及び航空機局相互間

の伝送にも使用することができる。 

 

J129 

 この周波数帯で運用する移動地球局は、電波天文業務に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

J130 

 この周波数帯においては、移動衛星業務、固定業務、移動業務及び宇宙研究業務(受動)の共用のため、決議第 744(WRC-07、改)を適用する。 

 

J131 

 移動衛星業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号の規定に基づく調整に従うことを条件とする。ただし、1668-1668.4MHz の周

波数帯においては、決議第 904（WRC-07）も適用する。 

 

J132 

この周波数帯における電波天文業務を保護するため、この周波数帯で運用される移動衛星業務のネットワーク内の移動地球局から生ずる総電力束密

度は、国際周波数登録原簿に登録されたいかなる電波天文業務の局においても、2000 秒間の期間のうち 2%以上で、10MHz の帯域幅で-181dB(W/㎡)及

び任意の 20kHzの帯域幅で-194 dB(W/㎡)を超えてはならない。 

 

J133 

 この周波数帯における移動衛星業務の局は、無線通信規則第 5.379号に掲げる国の気象援助業務の局に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

J134 

 無線通信規則第 5.380A号を参照すること。 

 

J135 

 1750-1850MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ること及び対流圏散乱による通信に特に配慮することを条件と

して、一次業務で宇宙運用業務(地球から宇宙)及び宇宙研究業務(地球から宇宙)にも使用することができる。 

 

J136 

 この周波数帯は、決議第 223（WRC-07、改）に従って IMTに使用することができる。 

 

J137 

1885-2025MHz 及び 2110-2200MHz の周波数帯は、IMT に使用することができる。この場合においては、決議第 212(WRC-97、改)に従わなければなら

ない(決議第 223 (WRC-2000)参照)。 

 

J138 

決議第 221(WRC-03、改)に従い、1885-1980MHz、2010-2025MHz及び 2110-2170MHzの周波数帯は、IMT-2000を提供する基地局としての高高度プラッ

トフォーム局(HAPS)に使用することができる。 

 

J139 

 無線通信規則第 5.388B 号に掲げる国の固定業務及び IMT-2000 を提供する移動局を含む移動業務を同一チャネル干渉から保護するため、1885-1980

MHz、2010-2025MHz及び 2110-2170MHzの周波数帯において IMT-2000を提供する基地局として運用する高高度プラットフォーム局(HAPS)は、HAPS の通
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告時点で影響を受ける主管庁の明確な同意がない場合、国境外の地表面で-127dB(W/(㎡･MHz))の同一チャネル電力束密度を超えてはならない。 

 

J140 

 移動衛星業務による 1980-2010MHz及び 2170-2200MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に基づく調整及び決議第 716(WRC-2000、改)に

従うことを条件とする。 

 

J141 

 2025-2110MHz 及び 2200-2290MHz の周波数帯における移動業務の使用に当たっては、ITU-R 勧告 SA.1154 に従い、高密度の移動システムを導入して

はならず、その他のいかなる種類の移動システムの導入に際してもこの勧告を考慮しなければならない。 

 

J142 

 2025-2110MHz 及び 2200-2290MHz の周波数帯の宇宙研究業務、宇宙運用業務及び地球探査衛星業務において、2 以上の非静止衛星間の宇宙から宇宙

への発射は、これらの業務における静止及び非静止衛星間の地球から宇宙、宇宙から地球及び宇宙から宇宙への発射に対して制限を課さないことを条

件とする実行可能な全ての措置を執らなければならない。 

 

J143 

 この周波数帯の無線測位衛星業務に関しては、無線通信規則第 4.10 号は適用しない。 

 

 

J144 

 移動衛星業務及び無線測位衛星業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に従って調整することを条件とする。この周波数帯の電

波の発射については、特に、その第二高調波により生じる 4990-5000MHz の周波数帯の電波天文業務への有害な混信を防止するため、実行可能な全て

の措置を執らなければならない。 

 

J145 

 2500-2520MHzの周波数帯の移動衛星業務(宇宙から地球)への分配は、無線通信規則第 9.11A 号に従って調整することを条件とする。 

 

J146 

 2515-2535MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、航空移動衛星業務(宇宙から地球)の日本

国内に限定した運用のためにも使用することができる。 

 

J147 

 2520-2535MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整すること及び無線通信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ることを条

件として、航空移動衛星業務を除く移動衛星業務(宇宙から地球)の日本国内に限定した運用のためにも使用することができる。 

 

J148 

  移動業務の局による 2545-2555MHzの周波数帯の使用は、2505-2535MHzの周波数帯を使用する移動衛星業務の局に有害な混信を生じさせてはならな

い。 

 

J149 

 2655-2670MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整すること及び無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件とし

て、日本国内においては、航空移動衛星業務を除く移動衛星業務(地球から宇宙)にも使用することができる。 

 

J150 

 2670-2690MHz の周波数帯に移動衛星システムを導入する場合は、1992 年 3 月 3 日前にこの周波数帯で運用している衛星システムを保護するため、

必要な全ての措置を執らなければならない。この周波数帯における移動衛星システムの調整は、無線通信規則第 9.11A号に従うものとする。 

 

J151 

 この周波数帯において、地上に設置した気象用レーダーは、一次業務で運用することができる。 

 

J152 

 この周波数帯における船上トランスポンダの使用は、2930-2950MHzの周波数帯に限る。 

 

J153 

 航空無線航行業務によるこの周波数帯の使用は、地上に設置するレーダーに限る。 

 

J154 

2920-3100MHz及び 9320-9500MHzの周波数帯は、海上無線航行業務の固定周波数を用いるレーダービーコンでは使用できない。 

 

J155 

 この周波数帯において、無線標定業務の局は、無線航行業務のレーダーシステムに有害な混信を生じさせてはならず、そのシステムからの保護を要

求してはならない。 

 

J156 

3100-3266MHzの周波数帯は、レーダービーコン及び船舶用のレーダーでも使用することができる。 

 

J157 

無線通信規則第 5.432A号及び第 5.433A号を参照すること。 

 

J158 

 この周波数帯は、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用する他の業務の局に有害な混信を生じさせないことを条件に、放送衛星業務(内

外放送に限る。)の局にも割り当てる。また、放送衛星業務(内外放送に限る。)の局は、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用する他の業

務からの有害な混信に対して、保護を要求してはならない。 

 

J159 

 4200-4204MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件に、標準周波数報時衛星業務(宇宙から地球)にも

使用することができる。 
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J160 

 航空無線航行業務によるこの周波数帯の使用は、航空機上の電波高度計及びこれと連携する地上のトランスポンダのために保留する。ただし、地球

探査衛星業務及び宇宙研究業務における受動検知器の使用は、この周波数帯において二次業務で使用することができる(電波高度計からの保護は与え

られない。)。 

 

J161 

 無線通信規則第 5.441号を参照すること。 

 

J162 

 4825-4835MHz及び 4950-4990MHzの周波数帯における移動業務に対する分配は、航空移動を除く移動業務に限る。 

 

J163 

航空移動衛星(R)業務による 5000-5030MHz 及び 5091-5150MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.21 号に定める手続に従って同意を得ることを

条件とする。航空移動衛星(R)業務によるこの周波数帯の使用は、国際標準の航空システムに限る。 

 

J164 

5030MHz 以上で運用するマイクロ波着陸システムに有害な混信を生じさせないよう、この周波数帯で運用する無線航行衛星業務システム(宇宙から

地球)内の全ての宇宙局により 5030-5150MHz の周波数帯において地表面で生ずる総電力束密度は、150kHz の帯域幅で-124.5dB(W/㎡)を超えてはなら

ない。4990-5000MHz の周波数帯の電波天文業務に有害な混信を生じさせないよう、この周波数帯で運用する無線航行衛星業務システムは、決議第 74

1(WRC-12、改)で定められた 4990-5000MHz の周波数帯における制限値に従わなければならない。 

 

J165 

この周波数帯は、移動業務の 5GHz 帯無線アクセスシステムでも使用することができる。5GHz 帯無線アクセスシステムへの割当ては、別表 11-２に

よることとし、この周波数帯の使用は、2017 年 11月 30日までに限る。 

 

J166 

航空移動業務によるこの周波数帯の使用は、次のものに限る。 

－ 航空移動（R）業務に運用されるシステムで、国際航空標準に従い、空港での地上の用途に限られるもの。この使用は、決議第 748(WRC-12、改)

に従うものとする。 

－ 決議第 418(WRC-12、改)に従った航空機局（無線通信規則第 1.83号参照）からの航空遠隔測定伝送。 

 

J167 

無線通信規則第 5.444A号を参照すること。 

 

J168 

固定衛星業務(地球から宇宙)への分配は、移動衛星業務の非静止衛星システムのフィーダリンクに限るものとし、無線通信規則第 9.11A号に従って

調整することを条件とする。 

 

J169 

航空移動(R)業務によるこの周波数帯の使用は、国際的に標準化された航空システムに限る。この周波数帯における航空移動(R)業務からの不要発射

の等価等方輻射電力密度は、ITU-R勧告による規定がなされるまでは、− 75dBW/MHzの制限値を使用するものとする。 

 

J170 

航空移動衛星(R)業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に定める手続に従って同意を得ることを条件とし、国際的に標準化さ

れた航空システムに限る。 

 

J171 

 この周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、一次業務で移動業務にも使用することができる。 

 

J172 

5150-5216MHzの周波数帯は、二次業務で無線測位衛星業務(宇宙から地球)にも分配する。無線測位衛星業務による使用は、1610-1626.5MHz及び 24

83.5-2500MHzの周波数帯で運用する無線測位衛星業務に接続するフィーダリンクに限る。なお、地表面での総電力束密度は、全ての仰角において-15

9dBW/m2/4kHzを超えてはならない。 

 

J173 

航空移動を除く移動業務の局による 5150-5350MHz及び 5470-5650MHzの周波数帯の使用は、決議第 229(WRC-12、改)に従わなければならない。 

 

J174 

 この周波数帯において、移動業務の局は、固定衛星業務の地球局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A号は、固定衛星業務の地

球局に対する移動業務には適用しない。 

 

J175 

5150-5650MHz の周波数帯は、航空機内における移動業務の小電力データ通信システム用でも使用することができる。なお、5150-5350MHz の周波数

帯の使用は、屋内その他屋内と電波の遮蔽E

へい

A効果が同等と認められる場合に限る。 

 

J176 

 地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)によるこの周波数帯の使用は、無線標定業務からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.

43A 号の規定は適用しない。 

 

J177 

一次業務の宇宙研究業務によるこの周波数帯の使用は、能動宇宙検知器に限る。宇宙研究業務によるこの周波数帯のその他の使用は、二次業務とす

る。 

 

 

J178 

 この周波数帯は、一次業務で固定業務にも分配する。固定業務によるこの周波数帯の使用は、固定無線アクセスシステムの導入のためのものであり、
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ITU-R 勧告 F.1613 に従うものとする。固定業務は、無線測位業務、地球探査衛星業務（能動）及び宇宙研究業務(能動)からの保護を要求してはなら

ない。ただし、無線通信規則第 5.43A 号は、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)に対する固定業務には適用しない。既存の無線測位シス

テムを保護した上で、固定業務の固定無線アクセスシステムの導入後は、将来の無線測位システムの導入によって、固定無線アクセスシステムにより

厳格な制限を課してはならない。 

 

J179 

 この周波数帯において、移動業務の局は、無線標定業務、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)からの保護を要求してはならない。これ

らの業務は、システム特性及び混信基準に基づいて、ITU-R 勧告 M.1638 及び ITU-R 勧告 SA.1632 に示すものよりも厳格な保護基準を移動業務に課し

てはならない。 

 

J180 

 5350-5570MHzの周波数帯で運用する地球探査衛星業務(能動)及び 5460-5570MHzの周波数帯で運用する宇宙研究業務(能動)は、5350-5460MHzの周波

数帯における航空無線航行業務、5460-5470MHzの周波数帯における無線航行業務及び 5470-5570MHzの周波数帯における海上無線航行業務に有害な混

信を生じさせてはならない。 

 

J181 

 この周波数帯で分配する宇宙研究業務(能動)は、この周波数帯に分配された他の業務に有害な混信を生じさせてはならず、それらの業務からの保護

を要求してはならない。 

 

J182 

 この周波数帯において、無線標定業務の局は、無線通信規則第 5.449号に従って運用する航空無線航行業務のレーダーシステムに有害な混信を生じ

させてはならず、そのシステムからの保護を要求してはならない。 

 

J183 

 この周波数帯において、移動業務の局は、無線測位業務からの保護を要求してはならない。無線測位業務は、システム特性及び混信基準に基づいて、

ITU-R勧告 M.1638に示すものよりも厳格な保護基準を移動業務に課してはならない。 

 

J184 

この周波数帯において、5600-5650MHz の周波数帯における地上に設置した気象用レーダーを除く無線標定業務の局は、海上無線航行業務のレーダ

ーシステムに有害な混信を生じさせてはならず、そのシステムからの保護を要求してはならない。 

 

J185 

 5830-5850MHzの周波数帯は、二次業務でアマチュア衛星業務(宇宙から地球)にも使用することができる。 

 

J186 

5925-6425MHz 及び 14-14.5GHz の周波数帯において、設備規則第 49 条の 24の 2 に規定する携帯移動地球局は、決議第 902(WRC-03)に従い、固定衛

星業務の宇宙局と通信することができる。この場合において、同決議中「船上地球局」とあるのは、「設備規則第 49 条の 24 の 2 に規定する携帯移動

地球局」とする。 

 

 

J187 

 6425-6429MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、標準周波数報時衛星業務(地球から宇宙)

にも使用することができる。 

 

J188 

 宇宙研究業務(地球から宇宙)による 7145-7190MHz の周波数帯は、深宇宙での使用に限る。深宇宙への発射は、7190-7235 MHz の周波数帯に影響を

与えてはならない。7190-7235MHz の周波数帯で運用する宇宙研究業務の静止衛星は、既存及び将来の固定業務及び移動業務の局からの保護を要求し

てはならず、かつ、無線通信規則第 5.43A 号の規定は適用しない。 

 

J189 

 7250-7375MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、一次業務で移動衛星業務(宇宙から地球)

にも使用することができる。 

 

J190 

気象衛星業務(宇宙から地球)によるこの周波数帯の使用は、非静止衛星システム用に限る。 

 

J191 

 この周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に従って関係主管庁の同意を得ることを条件として、一次業務で移動衛星業務(地球から宇宙)にも使用す

ることができる。 

 

J192 

 宇宙研究業務(宇宙から地球)による 8400-8450MHzの周波数帯は、深宇宙での使用に限る。 

 

J193 

 地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)によるこの周波数帯の使用は、無線標定業務の局に有害な混信を生じさせてはならず、その使用及

び発達を妨げてはならない。 

 

J194 

 海上無線航行業務による 8850-9000MHz 及び 9200-9225MHzの周波数帯の使用は、海岸に設置されるレーダーに限る。 

 

J195 

この周波数帯において、無線標定業務で運用されている局は、無線通信規則第 5.337号に従い航空無線航行業務で運用されているシステムや、無線

通信規則第 5.471 号に掲げる国において一次業務で運用されている海上無線航行業務のレーダーシステムに有害な混信を生じさせてはならず、これら

のシステムからの保護を要求してはならない。 

 

J196 

 航空無線航行業務によるこの周波数帯の使用は、航空機上に設置した気象用レーダー及び地上に設置したレーダーに限る。なお、地上に設置した航
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空無線航行業務のレーダービーコンは、海上無線航行業務に有害な混信を生じさせないことを条件とする。 

 

J197 

 地球探査衛星業務（能動）及び宇宙研究業務（能動）によるこの周波数帯の使用は、9500-9800MHz の周波数帯を使用するシステムであって、その

帯域幅よりも広い帯域幅を必要とするものに限る。 

 

J198 

この周波数帯で運用されている無線標定業務の局は、無線通信規則に従って運用されている無線航行業務のレーダーに有害な混信を生じさせてはな

らず、そのレーダーからの保護を要求してはならない。また、地上に設置した気象用レーダーは、他の無線標定業務の局に対して優先権を有する。 

J199 

 地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)によるこの周波数帯の使用は、無線航行業務及び無線標定業務の局に有害な混信を生じさせてはな

らず、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

J200 

 地球探査衛星業務（能動）及び宇宙研究業務（能動）による 9800-9900MHzの周波数帯の使用は、9300-9800MHzの周波数帯を使用するシステムであ

って、その帯域幅よりも広い帯域幅を必要とするものに限る。 

 

J201 

 9800-9900MHz 帯における地球探査衛星業務（能動）及び宇宙研究業務（能動）の局は、この周波数帯に二次業務で分配されている固定業務の局に

有害な混信を生じさせてはならず、この局からの保護を要求してはならない。 

 

J202 

9975MHz-10.025GHzの周波数帯は、二次業務で気象衛星業務（気象用レーダー用）にも使用することができる。 

 

J203 

この周波数帯の使用は、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用しているアマチュア業務及びアマチュア衛星業務以外の外国の無線局に妨

害を与えない場合に限る。 

 

J204 

この周波数帯は、非静止衛星システムに限るものとし、一次業務で固定衛星業務(宇宙から地球)にも分配する。 

 

J205 

 無線通信規則付録第 30 号に掲げる地域計画に基づく放送衛星業務の局に対する割当ては、その送信がこの計画に従って運用する放送衛星業務の送

信と比べて大きな混信を生じさせず、又は混信からの大きな保護を必要としないことを条件として、固定衛星業務(宇宙から地球)の送信にも使用する

ことができる。宇宙業務に関しては、この周波数帯は、主として放送衛星業務に使用しなければならない。 

 

J206 

固定衛星業務の非静止衛星システムによる 10.95-11.2GHz(宇宙から地球)、11.45-11.7GHz(宇宙から地球)、12.2-12.75GHz(宇宙から地球)、13.75-

14.5GHz(地球から宇宙)、17.8-18.6GHz(宇宙から地球)、19.7-20.2GHz(宇宙から地球)、27.5-28.6GHz(地球から宇宙)及び 29.5-30GHz(地球から宇宙)

の使用は、固定衛星業務の他の非静止衛星システムとの調整のため、無線通信規則第 9.12 号の規定に従うことを条件とする。固定衛星業務の非静止

衛星システムは、固定衛星業務の非静止衛星システムのための完全な調整情報又は通告情報のいずれか及び静止衛星網のための完全な調整情報又は通

告情報のいずれかの無線通信局による受領の日にかかわらず、無線通信規則に従って運用する固定衛星業務の静止衛星通信網からの保護を求めてはな

らず、かつ、無線通信規則第 5.43A号は適用されない。これらの周波数帯における固定衛星業務の非静止衛星システムは、その運用中に生じる可能性

がある許容できないいかなる混信をも迅速に除去できるような方法で運用されなければならない。 

 

J207 

この周波数帯において、二次業務の航空移動衛星業務における航空機地球局は固定衛星業務における宇宙局とも通信することができる。無線通信規

則第 5.29号から第 5.31号までの規定を適用する。 

 

J208 

12.2-12.44GHzの周波数帯において、VSAT地球局は、この周波数帯で運用される固定業務の局からの有害な混信に対して、保護を要求してはならな

い。 

 

J209 

 地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)によるこの周波数帯の使用は、航空無線航行業務に有害な混信を生じさせてはならず、その使用と

発達を妨げてはならない。 

 

J210 

 航空無線航行業務によるこの周波数帯の使用は、ドップラー航行援助装置に限る。 

 

J211 

 一次業務の宇宙研究業務によるこの周波数帯の使用は、能動宇宙検知器に限る。宇宙研究業務によるこの周波数帯のその他の使用は、二次業務とす

る。 

 

J212 

 地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)によるこの周波数帯の使用は、無線標定業務に有害な混信を生じさせてはならず、その使用と発達

を妨げてはならない。 

 

J213 

無線通信規則第 5.502 号を参照すること。 

 

J214 

無線通信規則第 5.503 号を参照すること。 

 

J215 

無線通信規則第 5.506A号を参照すること。 
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J216 

無線通信規則第 5.511D号を参照すること。 

 

J217 

無線通信規則第 5.511A号を参照すること。 

 

J218 

航空無線航行業務で運用する局は、ITU-R 勧告 S.1340 に従って有効等価等方輻射電力を制限しなければならない。フィーダリンク地球局からの有

害な混信から航空無線航行局(無線通信規則第 4.10 号の適用があるものに限る。)を保護するために必要となる最低調整距離及びフィーダリンク地球

局によって局所地平線に向けて送信される最大等価等方輻射電力は、ITU-R勧告 S.1340に従わなければならない。 

 

J219 

無線標定業務によるこの周波数帯の使用は、航空無線航行業務で運用されている局に対して有害な混信を生じさせてはならず、これらの局からの保

護を要求してはならない。 

 

J220 

この周波数帯における無線標定業務の局の電力束密度は、15.35-15.4GHzの周波数帯における電波天文業務を保護するため、いかなる電波天文観測

所においても、当該周波数帯のうちの 50MHzの周波数帯域幅当たり時間率 2%以上で− 156dB(W/m2)のレベルを超えてはならない。 

 

J221 

 この周波数帯で運用される宇宙能動検知器は、無線標定業務及び一次業務で分配されている他の業務に有害な混信を生じさせてはならず、それらの

発達を妨げてはならない。 

J222 

 固定衛星業務(地球から宇宙)による 17.3-18.1GHz及び 18.1-18.4GHz の周波数帯の使用は、放送衛星業務のフィーダリンクに限る。 

 

J223 

 この周波数帯は、一次業務で気象衛星業務(宇宙から地球)にも分配し、静止衛星による使用に限る。 

 

J224 

この周波数帯における固定業務及び固定衛星業務の局の電波の発射は、それぞれ無線通信規則第 21.5A号及び第 21.16.2 号に示す値に制限される。 

 

J225 

固定衛星業務によるこの周波数帯の使用は、静止衛星システム及び遠地点高度が 20000kmを超える軌道を持つシステムに限る。 

 

J226 

無線通信規則第 5.523A号を参照すること。 

 

J227 

 固定衛星業務(地球から宇宙)による 19.3-19.6GHz の周波数帯の使用は、移動衛星業務を行う非静止衛星システムのフィーダリンクに限る。この場

合は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整することを条件とし、無線通信規則第 22.2号は適用されない。 

 

J228 

 固定衛星業務を行う静止衛星システム及び移動衛星業務を行う非静止衛星システムのフィーダリンクによるこの周波数帯(宇宙から地球)の使用は、

無線通信規則第 9.11A 号に従って調整することを条件とし、無線通信規則第 22.2 号は適用されない。固定衛星業務を行う非静止衛星システム又は無

線通信規則第 5.523C号及び第 5.523E号に示す場合によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9条(第 9.11A 号を除く。)、第 11条及び第 22.2号

を条件とする。 

 

J229 

無線通信規則第 5.523C号を参照すること。 

 

J230 

無線通信規則第 5.523E号を参照すること。 

 

J231 

 固定業務及び移動業務によるこの周波数帯の使用は、固定衛星業務又は一次業務で分配されている 19.7-20.2GHz の周波数帯における移動衛星業務

の宇宙局の電力束密度にいかなる制限も課さないものとする。 

 

J232 

 19.7-20.2GHz(宇宙から地球)、28.45-29.1GHz(地球から宇宙)、29.46-30GHz(地球から宇宙)及び 40-40.5GHz(宇宙から地球)の周波数帯は、固定衛

星業務における高密度に配置して使用する無線通信システムに利用することができる。 

 

J233 

移動衛星及び固定衛星業務の通信網相互間の地域間調整を容易にするため、19.7-20.2GHz 及び 29.5-30GHz の周波数帯においては、移動衛星業務に

おける最も干渉に弱い搬送波は、できる限り周波数帯の高い部分に配置するものとする。 

 

J234 

 19.7-20.2GHz及び 29.5-30GHz の周波数帯の移動衛星業務には、無線通信規則第 4.10 号は適用されない。 

 

J235 

 20.1-20.2GHz及び 29.9-30GHz の周波数帯で、固定衛星業務及び移動衛星業務の通信網は、１又は２以上の衛星を介した対向通信及び多方向通信の

ための、特定地点の地球局、不特定の地点の地球局又は移動中の地球局の間に回線を設定することができる。 

 

J236 

移動衛星業務の宇宙局の使用に当たっては、狭域スポットビームアンテナや他の先進技術を用いるものとする。この周波数帯における移動衛星業務

のシステムの運用は、無線通信規則第 5.524号の規定に従う固定及び移動システムが運用する周波数帯の継続使用を確保するため、あらゆる実現可能

な措置を講じなければならない。 
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J237 

関係主管庁間で別に合意がなされた場合を除き、固定業務及び移動業務のどの局についても、他の主管庁の所掌範囲における任意の点の地上高 3m

において、時間率 20%以上で− 120.4 dB(W/(m2･MHz))を超える電力束密度を生じさせてはならない。この場合においては、ITU-R 勧告 P.452(ITU-R 勧

告 BO.1898を参照)に基づかなければならない。 

 

J238 

この周波数帯の固定業務及び移動業務の局は、放送衛星業務の発達を促進するため、その設置を制限されることがある。 

 

J239 

この周波数帯の使用は、決議第 755(WRC-12、改)に従うこと。 

 

J240 

決議第 555(WRC-12、改)を参照すること。 

 

J241 

 地球探査衛星業務(受動)及び宇宙研究業務(受動)によるこの周波数帯の使用は、固定業務及び移動業務の運用に制約を課さないものとする。 

 

J242 

宇宙研究業務の地球局の位置は、既存の固定業務及び移動業務又はそれらの業務の将来的な発展を保護するため、隣接する国々との国境から最低で

も 54km の距離を維持しなければならない。ただし、関係主管庁間でそれよりも短い距離での置局について別に合意がなされた場合を除く。この場合

において、無線通信規則第 9.17 号及び第 9.18 号は適用しない。 

 

J243 

固定衛星業務(地球から宇宙)によるこの周波数帯の使用は、最小空中線口径を 4.5m とする地球局に限る。 

 

J244 

 衛星間業務によるこの周波数帯の使用は、空港面探査を行う無線航行業務からの有害な混信を容認しなければならない。 

 

J245 

 この周波数帯については、放送衛星業務のフィーダリンクの局は、他の固定衛星業務(地球から宇宙)の使用より優先される。これ以外の使用につい

ては、これら衛星基幹放送局の既存又は計画されたフィーダリンクに干渉を与えてはならず、これらの局からの有害な干渉を容認しなければならない。 

 

J246 

衛星間業務によるこの周波数帯の使用は、宇宙研究及び地球探査衛星の利用に限るものとし、また宇宙における産業医療活動からのデータの送信に

限る。 

 

J247 

地球探査衛星業務又は宇宙研究業務の地球局は、近隣国において運用している固定業務及び移動業務の局からの保護を要求してはならない。地球探

査衛星業務又は宇宙研究業務の地球局は、ITU-R勧告 SA.1862を考慮して運用しなければならない。 

 

J248 

 この周波数帯における衛星間業務で運用されている非静止衛星を利用した宇宙業務に関しては、無線通信規則第 22.2 号は適用されない。 

 

J249 

 この周波数帯は、放送衛星業務のために定められたフィーダリンクのための固定衛星業務(地球から宇宙)にも使用することができる。 

 

J250 

27.500-27.501GHz及び 29.999-30.000GHzの周波数帯は、アップリンク電力制御を行うためのビーコン波送信用として、一次業務で固定衛星業務(宇

宙から地球)にも使用することができる。このような宇宙から地球への送信は、静止軌道上で近接した衛星の方向において等価等方輻射電力で 10dBW

を超えてはならない。 

 

J251 

 27.501-29.999GHz の周波数帯は、アップリンク電力制御を行うためのビーコン波送信用として、二次業務で固定衛星業務(宇宙から地球)にも使用

することができる。 

 

J252 

27.9-28.2GHz の周波数帯における固定業務への分配は、高高度プラットフォーム局(HAPS)にも割り当てることができる。HAPS による当該周波数帯

の使用は、補助周波数帯とする。HAPS に割り当てられた当該周波数帯の使用は、HAPS から地上方向への運用に限定し、他の固定業務システム又は他

の一次業務の局に有害な混信を生じさせてはならず、これらの局からの保護を要求してはならない。HAPS は、これらの他の業務の発達を妨げてはな

らない。決議第 145(WRC-07、改)を参照すること。 

 

J253 

 この周波数帯において、地球探査衛星業務は局間のデータ伝送に限るものとし、能動又は受動センサーによる情報収集に優先させるものであっては

ならない。 

 

J254 

無線通信規則第 5.535A号を参照すること。 

 

J255 

無線通信規則第 5.541 号を参照すること。 

 

J256 

 固定業務又は移動業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 21.3号及び第 21.5 号に定める電力制限値を適用する。 

 

J257 

 29.95-30GHzの周波数帯は、遠隔測定、追尾及び制御の目的のために、二次業務で地球探査衛星業務(宇宙から宇宙)にも使用することができる。 
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J258 

無線通信規則第 5.543A号を参照すること。 

 

J259 

 宇宙研究業務によるこの周波数帯の使用は、無線通信規則第 21条表 21-4に定める値を超えないことを条件とする。 

 

J260 

 31.8-33.4GHz、37-40GHz、40.5-43.5GHz、51.4-52.6GHz、55.78-59GHz 及び 64-66GHz の周波数帯は、固定業務における高密度に配置して使用する

無線通信システムに使用することができる (決議第 75(WRC-2000)参照)。 

 

J261 

航空機上レーダーシステムの運用上の必要性を考慮して、この周波数帯における固定業務の局と無線航行業務の航空機上の局との間の混信は、極力

抑えるものとする。 

 

J262 

 32.3-33GHz の周波数帯における衛星間業務、32-33GHz の周波数帯における無線航行業務及び 31.8-32.3GHz の周波数帯における宇宙研究業務(深宇

宙)の通信システムを設計するに当たっては、無線航行業務の安全面に留意しつつ、これらの業務間の有害な混信を防止するために必要な全ての措置

を執らなければならない(勧告第 707参照)。 

 

J263 

 この周波数帯において、地球探査衛星業務(能動)又は宇宙研究業務(能動)のあらゆる宇宙検知器により生ずる地表面での平均電力束密度は、ビーム

の中心から 0.8度を超えるいかなる角度においても、この周波数帯で-73.3dB(W/㎡)を超えてはならない。 

 

J264 

 地球探査衛星業務（受動）と固定業務及び移動業務との間の 36-37GHz帯の共用に当たっては、決議第 752(WRC-07)を適用する。 

 

J265 

無線通信規則第 5.551H号を参照すること。 

 

J266 

無線通信規則第 5.551I号を参照すること。 

 

J267 

 43.5-47GHz及び 66-71GHzの周波数帯において、陸上移動業務の局は、これらの周波数帯が分配されている宇宙無線通信業務に有害な混信を生じさ

せないことを条件として運用することができる(無線通信規則第 5.43号参照)。 

 

J268 

 この周波数帯は、移動衛星業務又は無線航行衛星業務に関連して、特定の固定地点の陸上局を接続する衛星回線にも使用することができる。 

 

 

J269 

 47.2-49.2GHzの周波数帯は、40.5-42.5GHzの周波数帯で運用する放送衛星業務のフィーダリンクに使用するため、周波数の割当てを保留する。 

 

J270 

 47.2-47.5GHz及び 47.9-48.2GHzの周波数帯における固定業務に対する分配は、高高度プラットフォーム局(HAPS)に割り当てることができる。なお、

この周波数帯の使用は、決議第 122(WRC-07、改)の規定に従うことを条件とする。 

 

J271 

 48.94-49.04GHzの周波数帯は、一次業務で電波天文業務に分配する。 

 

J272 

 51.4-54.25GHz、58.2-59GHz及び 64-65GHzの周波数帯は、電波天文業務にも使用することができる。 

 

J273 

移動業務（小電力業務用を除く。）によるこの周波数帯の使用は、2021 年 12月 31日までに限る。 

 

J274 

衛星間業務による 54.25-56.9GHz、57-58.2GHz 及び 59-59.3GHz の周波数帯の使用は、静止衛星軌道上にある衛星相互間に限る。衛星間業務の局に

よる地表面から 1000kmまでの高度における単一入射電力束密度は、全ての条件及び全ての変調方式について、全ての仰角に対し、-147dBW/m2/100MHz

を超えてはならない。 

 

J275 

 この周波数帯は、低密度の使用として、一次業務で移動業務にも分配する。 

 

J276 

55.78-56.26GHz の周波数帯においては、地球探査衛星業務(受動)の局を保護するため、固定業務の局における送信機より空中線へ送られる最大電

力密度を、-26dB(W/MHz)に制限する。 

 

J277 

 航空移動業務によるこの周波数帯の使用は、衛星間業務に有害な混信を生じさせないことを条件とする(無線通信規則第 5.43 号参照)。 

 

J278 

衛星間システムによるこの周波数帯の使用は、静止衛星軌道における衛星間リンク及び高軌道非静止衛星から低軌道非静止衛星への送信に限る。静

止衛星軌道における衛星間リンクについては、地表面から 1000km までの高度における単一入射電力束密度は、全ての条件及び全ての変調方式につい

て、全ての仰角に対し、-147dBW/m2/100MHz を超えてはならない。 

 

J279 
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 無線標定業務における航空機上のレーダーによるこの周波数帯の使用は、衛星間業務に有害な混信を生じさせないことを条件とする(無線通信規則

第 5.43 号参照)。 

 

J280 

 この周波数帯は、一次業務で地球探査衛星業務及び宇宙研究業務の宇宙局のレーダーにも使用することができる。 

 

 

J281 

 81-81.5GHzの周波数帯は、二次業務でアマチュア業務及びアマチュア衛星業務にも分配する。 

 

J282 

固定業務、移動業務及び放送業務の局は、周波数割当計画に係る会議における放送衛星業務のための適切な決定に従って運用する固定衛星業務の局

及び放送衛星業務の局に対して有害な混信を生じさせてはならない。 

 

J283 

 固定衛星業務(地球から宇宙)によるこの周波数帯の使用は、静止衛星軌道上の放送衛星業務のフィーダリンクに限定される。 

 

J284 

 地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)によるこの周波数帯の使用は、宇宙雲レーダー用に限る。 

 

J285 

宇宙局の送信設備及び関連する電波天文業務の用に供する受信設備の運営体は、94-94.1GHz及び 130-134GHzの周波数帯における地球探査衛星業務

(能動)の宇宙局から電波天文受信機の空中線の主ビームに向けられた送信により発生する干渉を極力避けるため、相互に運用を計画するものとする。 

 

J286 

105-109.5GHz、111.8-114.25GHz、155.5-158.5GHz及び 217-226GHzの周波数帯において、この分配は、宇宙電波天文のみの使用に限る。 

 

J287 

衛星間業務によるこの周波数帯の使用は、静止衛星軌道の衛星に限る。全ての条件及び全ての変調方式に対して、地表面から 1000km までの高度及

び受動検知器が存在する全ての静止軌道位置の近傍で、衛星間業務の局により生じる単一入射電力束密度は、全ての仰角において-148dB(W/(m2･MHz))

を超えてはならない。 

 

J288 

 地球探査衛星業務(能動)による使用は、133.5-134GHzの周波数帯に限る。 

 

J289 

 この周波数帯では、地球探査衛星業務(受動)及び宇宙研究業務(受動)に対する分配は 2018年 1月 1日までとする。 

 

J290 

 固定業務及び移動業務によるこの周波数帯の使用は、2018 年 1月 1日からとする。 

 

J291 

衛星間業務による 174.8-182GHz 及び 185-190GHzの周波数帯の使用は、静止衛星軌道の衛星に限る。全ての条件及び全ての変調方式に対して、地表

面から 1000km までの高度及び受動検知器が存在する全ての静止軌道位置の近傍で、衛星間業務の局により生じる単一入射電力束密度は、全ての仰角

において-144dB(W/(m2･MHz))を超えてはならない。 

 

J292 

 200-209GHz、235-238GHz、250-252GHz及び 265-275GHzの周波数帯では、大気成分を調べるため、地上設置型受動大気検知を行う。 

 

J293 

 237.9-238GHz の周波数帯は、宇宙機搭載雲レーダーの場合のみ、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)にも分配する。 

 

J294 

受動業務による 275-1000GHzの周波数帯の使用は、能動業務による使用を妨げてはならない。 

 

J295 

1000-3000GHzの周波数帯は、能動業務及び受動業務に使用することができる。 
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国際周波数分配の脚注 

 

5.53 

 8.3kHz 未満の周波数の電波の使用を許可する主管庁は、8.3kHz を超える周波数帯が分配されている業務に有害な混信を生じさせないようにしなけ

ればならない。 

 

5.54 

 8.3kHz 未満の周波数を使用して科学的研究を行う主管庁は、この種の研究が有害な混信からの実行可能な全ての保護を与えられるように関係主管

庁に協力を要請する。 

 

5.54A 

気象援助業務の局による 8.3-11.3kHzの周波数帯の使用は、受信用に限る。9-11.3kHzの周波数帯において、気象援助業務の局は、2013 年 1月 1日

より前に無線通信局に通告された無線航行業務の局からの保護を要求してはならない。気象援助業務の局と、同日より後に通告された無線航行業務の

局との共用については、最新版の ITU-R勧告 RS.1881を適用する。 

 

5.54B 

付加分配：アルジェリア、サウジアラビア、エジプト、アラブ首長国連邦、ロシア、イラク、レバノン、モロッコ、カタール、シリア、スーダン及

びチュニジアでは、8.3-9kHz の周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務、固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.54C 

付加分配：中華人民共和国では、8.3-9kHzの周波数帯は、一次的基礎で海上無線航行業務及び海上移動業務にも分配する。 

 

5.55 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ロシア、グルジア、キルギス、タジキスタン及びトルクメニスタンでは、14-17kHz の周波数帯は、一

次的基礎で無線航行業務に分配する。 

 

5.56 

14-19.95kHz及び 20.05-70kHzの周波数帯並びに第一地域では 72-84kHz 及び 86-90kHz の周波数帯が分配された業務の局は、標準周波数及び報時信

号を送信することができる。これらの局は、有害な混信からの保護を与えられる。アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、

カザフスタン、キルギス、タジキスタン及びトルクメニスタンでは、25kHz 及び 50kHz の周波数は、同一の条件でこの目的に使用される。 

 

5.57 

 海上移動業務による 14-19.95kHz、20.05-70kHz、70-90kHz(第一地域では 72-84kHz 及び 86-90kHz)の周波数帯の使用は、無線電信海岸局に限る(種

別 A1A及び F1B電波の発射に限る。)。ただし、この周波数帯において種別 A1A又は F1B電波の発射に通常使用される必要周波数帯幅を超えない場合、

種別 J2B又は J7B 電波の発射が許される。 

 

5.58 

 付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、グルジア、カザフスタン、キルギス、ロシア、タジキスタン及びトルクメニスタンでは、67-70kHz の

周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務にも分配する。 

 

5.59 

 業務の種類の地域差：バングラデシュ及びパキスタンでは、固定業務及び海上移動業務に対する 70-72kHz及び 84-86kHzの周波数帯の分配は、一次

的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.60 

 70-90kHz(第一地域では 70-86kHz)及び 110-130kHz(第一地域では 112-130kHz)の周波数帯においては、パルス方式の無線航行業務は、これらの周波

数帯に分配された他の業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、使用することができる。 

 

5.61 

 第二地域では、70-90kHz 及び 110-130kHz の周波数帯における海上無線航行業務の局の設置及び運用は、無線通信規則第 9.21 号に定める手続に従

い、この表に従って運用する業務が影響を受けるおそれがある主管庁の同意を得ることを条件とする。ただし、固定業務、海上移動業務及び無線標定

業務の局は、この同意に基づいて設置した海上無線航行業務の局に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.62 

 90-110kHzの周波数帯で無線航行業務の局を運用する主管庁は、この局が行う業務が有害な混信を受けないように技術上及び運用上の特性を調整す

ることを要請される。 

 

5.63(未使用) 
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5.64 

 90-160kHz(第一地域では 90-148.5kHz)の間で固定業務に分配された周波数帯における固定業務の局及び 110-160kHz(第一地域では 110-148.5kHz)の

間で海上移動業務に分配された周波数帯における海上移動業務の局については、種別 A1A、F1B、A2C、A3C、F1C 又は F3C 電波の発射のみが許される。

ただし、海上移動業務の局については、110-160kHz(第一地域では 110-148.5kHz)の間の周波数帯で種別 J2B又は J7B電波の発射も許される。 

 

5.65 

 業務の種類の地域差：バングラデシュでは、固定業務及び海上移動業務による 112-117.6kHz及び 126-129kHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とす

る(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.66 

 業務の種類の地域差：ドイツでは、固定業務及び海上移動業務による 115-117.6kHz の周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33

号参照)。また、無線航行業務によるこの周波数帯の分配は、二次的基礎とする(無線通信規則第 5.32号参照)。 

 

5.67 

付加分配：モンゴル、キルギス及びトルクメニスタンでは、130-148.5kHz の周波数帯は、二次的基礎で無線航行業務にも分配する。この業務は、

これらの国の領域内及び相互の間では、運用上同等の権利を有する。 

 

5.67A 

135.7-137.8kHz の周波数帯を使用するアマチュア業務の局は、等価等方輻射電力が 1W を超えることなく、無線通信規則第 5.67 号に掲げる国で運

用されている無線航行業務の局に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.67B 

アルジェリア、エジプト、イラン、イラク、レバノン、シリア、スーダン、南スーダン及びチュニジアにおける 135.7-137.8kHz の周波数帯の使用

は、固定業務及び海上移動業務に限られるものとする。上記の国において、アマチュア業務は、135.7-137.8kHzの周波数帯では使用しないこととし、

このことは、そうした使用を承認している国において考慮されるべきものとする。 

 

5.68 

 代替分配：アンゴラ、コンゴ共和国、コンゴ民主共和国及び南アフリカ共和国では、160-200kHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務に分配する。 

 

5.69 

 付加分配：ソマリアでは、200-255kHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.70 

代替分配：アンゴラ、ボツワナ、ブルンジ、中央アフリカ、コンゴ共和国、エチオピア、ケニア、レソト、マダガスカル、マラウイ、モザンビーク、

ナミビア、ナイジェリア、オマーン、コンゴ民主共和国、南アフリカ共和国、スワジランド、タンザニア、チャド、ザンビア及びジンバブエでは、

200-283.5kHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務に分配する。 

 

5.71 

 代替分配：チュニジアでは、255-283.5kHzの周波数帯は、一次的基礎で放送業務に分配する。 

 

5.72(未使用) 

 

5.73 

 海上無線航行業務による 285-325kHz(第一地域では 283.5-325kHz)の周波数帯は、無線航行業務の無線標識局に有害な混信を生じさせないことを条

件として、狭帯域方式を使用した補足的な航行情報の送信に使用できる。 

 

5.74 

 追加分配：第一地域では、285.3-285.7kHzの周波数帯は、一次的基礎で無線標識以外の海上無線航行業務にも分配する。 

 

5.75 

業務の種類の地域差：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、モルドバ、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン、

ウクライナ及びルーマニアの黒海地方では、海上無線航行業務による 315-325kHz の周波数帯の分配は、一次的基礎とし、バルト海地方では、この周

波数帯において海上無線航行業務又は航空無線航行業務の新設局に周波数を割り当てる場合には、関係主管庁間で事前に協議を行うことを条件とする。 

 

5.76 

 410kHz の周波数は、海上無線航行業務の無線方向探知に指定する。405-415kHz の周波数帯が分配されたその他の無線航行業務は、406.5-413.5kHz

の周波数帯の無線方向探知に有害な混信を生じさせてはならない。 
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5.77  

業務の種類の地域差：オーストラリア、中華人民共和国、第三地域のフランス海外県、大韓民国、インド、イラン、日本、パキスタン、パプアニュ

ーギニア及びスリランカでは、415-495kHz の周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルー

シ、ロシア、カザフスタン、ラトビア、ウズベキスタン及びキルギスでは、435-495kHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。

前述の全ての国における主管庁は、435-495kHz の周波数帯の航空無線航行業務の局が、世界的基礎で船舶局のために計画された周波数において、船

舶局からの海岸局の受信に対して混信を生じさせないことを明確にするための実行可能な全ての必要な措置を執らなければならない。 

 

5.78 

 業務の種類の地域差：キューバ、アメリカ合衆国及びメキシコでは、航空無線航行業務による 415-435kHzの周波数の分配は、一次的基礎とする。 

 

5.79 

 海上移動業務による 415-495kHz及び 505-526.5kHz(第二地域では 505-510kHz)の周波数帯の使用は、無線電信に限る。 

 

5.79A 

490kHz、518kHz及び 4209.5kHzの周波数のナブテックス用の海岸局を開設するときは、主管庁は、国際海事機構（IMO）の手続に従った運用特性の

調整を強く勧告される（決議第 339（WRC-07、改）参照）。 

 

5.80 

 第二地域では、航空無線航行業務による 435-495kHzの周波数帯の使用は、音声送信を使用しない無指向性ビーコンに限る。 

 

5.80A 

472-479kHz 帯の周波数を使用するアマチュア業務の局の最大等価等方輻射電力は、1W を超えてはならない。主管庁は、アルジェリア、サウジアラ

ビア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ、中華人民共和国、コモロ、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、ロシア、イラン、イラク、ヨ

ルダン、カザフスタン、クウェート、レバノン、リビア、モロッコ、モーリタニア、オマーン、ウズベキスタン、カタール、シリア、キルギス、ソマ

リア、スーダン、チュニジア、ウクライナ及びイエメンの国境から 800km 以上離れた領域の部分においては、この等価等方輻射電力の制限を 5W まで

増加させることができる。この周波数帯において、アマチュア業務の局は、航空無線航行業務の局に対して有害な混信を生じさせてはならない。また、

それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.80B 

アルジェリア、サウジアラビア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ、中華人民共和国、コモロ、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、

ロシア、イラク、ヨルダン、カザフスタン、クウェート、レバノン、リビア、モーリタニア、オマーン、ウズベキスタン、カタール、シリア、キルギ

ス、ソマリア、スーダン、チュニジア及びイエメンにおける 472-479kHz の周波数帯の使用は、海上移動業務及び航空無線航行業務に限る。上記の国

においてアマチュア業務は、この周波数帯を使用してはならず、そのような使用を承認した国々はこのことを考慮に入れなければならない。 

 

5.81(未使用) 

 

5.82 

海上移動業務において、490kHzの周波数は、海岸局の狭帯域直接印刷電信による船舶への航行警報、気象警報及び緊急情報の送信にのみ使用する。

490kHz の周波数の使用条件は、無線通信規則第 31条及び第 52条に定める。航空無線航行業務による 415-495kHzの周波数帯の使用に当たり、主管庁

は、490kHzの周波数に有害な混信を生じさせないことを明確にすることが要請される。アマチュア業務による 472-479kHzの周波数帯の使用に当たり、

主管庁は、490kHzの周波数に有害な混信を生じさせないことを明確にしなければならない。 

 

5.82A(未使用) 

 

5.82B(未使用) 

 

5.83(未使用) 

 

5.84 

海上移動業務における 518kHzの周波数の使用条件は、無線通信規則第 31条及び第 52条に定める。 

 

5.85(未使用) 

 

5.86 

 第二地域では、525-535kHzの周波数帯においては、放送局の搬送波電力は、昼間は 1kW、夜間は 250W を超えてはならない。 

 

5.87 
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付加分配：アンゴラ、ボツワナ、レソト、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、ニジェール及びスワジランドでは、526.5-535kHz の周波数帯は、

二次的基礎で移動業務にも分配する。 

 

5.87A 

 付加分配：ウズベキスタンでは、526.5-1606.5kHz の周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務にも分配する。この周波数分配は、無線通信規則第 9.21

号に従い関係主管庁の同意を得ることを条件とし、1997 年 10月 27日現在運用中である地上に設置された無線標識の寿命の終了までに限る。 

 

5.88 

 付加分配：中華人民共和国では、526.5-535kHzの周波数帯は、二次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.89 

 第二地域では、放送業務の局による 1605-1705kHzの周波数帯の使用は、地域無線通信主管庁会議(1988年リオデジャネイロ)において作成された計

画に従う。 

 1625-1705kHz の周波数帯における固定及び移動業務の局に対する周波数割当ての審査は、地域無線通信主管庁会議(1988 年リオデジャネイロ)にお

いて作成された計画に示される分配を考慮する。 

 

5.90 

 1605-1705kHz の周波数帯において、第二地域で放送局が設置されている場合には、第一地域の海上移動局の業務区域は、地表波伝搬による業務区

域に限る。 

 

5.91 

 付加分配：フィリピン及びスリランカでは、1606.5-1705kHzの周波数帯は、二次的基礎で放送業務にも分配する。 

 

5.92 

 第一地域の一部の国は、1606.5-1625kHz、1635-1800kHz、1850-2160kHz、2194-2300kHz、2502-2850kHz 及び 3500-3800kHzの周波数帯での無線測位

の通信系の運用は、無線通信規則第 9.21 号に定める手続に従って同意を得ることを条件とする。この局の平均輻射電力は、50Wを超えてはならない。 

 

5.93 

付加分配：アンゴラ、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、ハンガリー、カザフスタン、ラトビア、リトアニア、モン

ゴル、ナイジェリア、ウズベキスタン、ポーランド、キルギス、スロバキア、タジキスタン、チャド、トルクメニスタン及びウクライナでは、1625-1635kHz、

1800-1810kHz 及び 2160-2170kHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に定める手続に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で固定業務

及び陸上移動業務にも分配する。 

 

5.94(未使用) 

 

5.95(未使用) 

 

5.96 

 ドイツ、アルメニア、オーストリア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、デンマーク、エストニア、ロシア、フィンランド、グルジア、ハンガリー、

アイルランド、アイスランド、イスラエル、カザフスタン、ラトビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、マルタ、モルドバ、ノルウェー、ウズベキ

スタン、ポーランド、キルギス、スロバキア、チェコ、スウェーデン、スイス、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、主管庁は、

1715-1800kHz 及び 1850-2000kHz の周波数帯のうち 200kHz までを自国のアマチュア業務に分配することができる。ただし、主管庁は、この帯域内の

周波数帯を自国のアマチュア業務に分配するときは、隣接国の主管庁と事前に協議を行った上、自国のアマチュア業務が他国の固定業務及び移動業務

に有害な混信を与えることを避けるために必要となる措置を執らなければならない。また、いかなるアマチュア局の平均電力も 10Wを超えてはならな

い。 

 

5.97 

 第三地域では、ロラン方式は、1825-1875kHz 又は 1925-1975kHzを占有周波数帯として、1850kHz又は 1950kHzのいずれかで運用する。1800-2000kHz

の周波数帯が分配されたその他の業務は、1850kHz又は 1950kHzで運用するロラン方式に有害な混信を生じさせないことを条件として、この周波数帯

の周波数を使用することができる。 

 

5.98 

代替分配：アンゴラ、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ベルギー、カメルーン、コンゴ共和国、デンマーク、エジプト、エリトリア、

スペイン、エチオピア、ロシア、グルジア、ギリシャ、イタリア、カザフスタン、レバノン、リトアニア、シリア、キルギス、ソマリア、タジキスタ

ン、チュニジア、トルクメニスタン、トルコ及びウクライナでは、1810-1830kHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)

に分配する。 

 

5.99 
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付加分配：サウジアラビア、オーストリア、イラク、リビア、ウズベキスタン、スロバキア、ルーマニア、スロベニア、チャド及びトーゴでは、

1810-1830kHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.100 

 第一地域において、領域の全体又は一部が北緯 40度以北にある国のアマチュア業務による 1810-1830kHzの周波数帯の使用は、アマチュア局と無線

通信規則第 5.98号及び第 5.99号の規定に従って運用する他の業務の局との間の有害な混信を避けるための必要となる措置を決定するために無線通信

規則第 5.98 号及び第 5.99号に掲げる国と協議を行った後にのみ許される。 

 

5.101(未使用) 

 

5.102 

代替分配：ボリビア、チリ、メキシコ、パラグアイ、ペルー及びウルグアイでは、1850-2000kHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務、移動業務

（航空移動を除く。）、無線標定業務及び無線航行業務に分配する。 

 

5.103 

 第一地域では、1850-2045kHz、2194-2498kHz、2502-2625kHz及び 2650-2850kHzの周波数帯において固定業務及び移動業務の局への割当てに当たっ

ては、主管庁は、海上移動業務の特別な要求に留意するものとする。 

 

5.104 

 第一地域では、気象援助業務による 2025-2045kHzの周波数帯の使用は、海洋学用のブイの局に限る。 

 

5.105 

 グリーンランドを除く第二地域では、2065-2107kHz の周波数帯で無線電話を使用する海岸局及び船舶局は、発射の種別を J3E に限り、また、尖頭

包絡線電力は、1kWを超えてはならず、できるだけ 2065.0kHz、2079.0kHz、2082.5kHz、2086.0kHz、2093.0kHz、2096.5kHz、2100.0kHz及び 2103.5kHz

の搬送周波数を使用するものとする。アルゼンチン及びウルグアイでは 2068.5kHz 及び 2075.5kHz の搬送周波数は、2072-2075.5kHz の周波数帯で使

用されるという無線通信規則第 52.165号の規定にかかわらず、この目的のためにも使用される。 

 

5.106 

 第二地域及び第三地域では、2065kHzから 2107kHzまでの周波数の固定業務の局による使用は、海上移動業務に有害な混信を生じさせないことを条

件として、国境内での通信に限られ、かつ、平均電力が 50Wを超えない固定業務の局に使用することができる。これらの周波数を通告する際には、こ

れらの規定について無線通信局の注意を喚起するものとする。 

 

5.107 

付加分配：サウジアラビア、エリトリア、エチオピア、イラク、リビア、ソマリア及びスワジランドでは、2160-2170kHz の周波数帯は、一次的基

礎で固定業務及び航空移動(R)を除く移動業務にも分配する。これらの業務の局の平均電力は、50Wを超えてはならない。 

 

5.108 

2182kHz の搬送周波数は、無線電話のための国際遭難周波数及び国際呼出周波数とする。2173.5-2190.5kHzの周波数帯の使用条件は、無線通信規則

第 31条及び第 52条に定める。 

 

5.109 

 2187.5kHz、4207.5kHz、6312kHz、8414.5kHz、12577kHz及び 16804.5kHzの周波数は、デジタル選択呼出しのための国際遭難周波数とする。これら

の周波数の使用条件は、無線通信規則第 31条に定める。 

 

5.110 

 2174.5kHz、4177.5kHz、6268kHz、8376.5kHz、12520kHz及び 16695kHzの周波数は、狭帯域直接印刷電信のための国際遭難周波数とする。これらの

周波数の使用条件は、無線通信規則第 31条に定める。 

 

5.111 

2182kHz、3023kHz、5680kHz及び 8364kHzの搬送周波数並びに 121.5MHz、156.525MHz、156.8MHz及び 243MHz の周波数は、地上無線通信業務に対す

る現行の手続に従い、有人の宇宙飛行体に関する捜索救助作業のためにも使用することができる。これらの周波数の使用条件は、無線通信規則第 31

条に定める。10003kHz、14993kHz及び 19993kHzの周波数も同様とする。もっとも、これらの周波数を使用する場合には、発射は±3kHzの周波数帯内

に制限しなければならない。 

 

5.112 

代替分配：デンマーク及びスリランカでは、2194-2300kHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)に分配する。 

 

5.113 
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 放送業務による 2300-2495kHz(第一地域では 2300-2498kHz)、3200-3400kHz、4750-4995kHz 及び 5005-5060kHz の周波数帯の使用条件については、

無線通信規則第 5.16 号から第 5.20号まで、第 5.21号及び第 23.3 号から第 23.10号までを参照すること。 

 

5.114 

代替分配：デンマーク及びイラクでは、2502-2625kHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)に分配する。 

 

5.115 

3023kHz 及び 5680kHz の搬送周波数は、それぞれ無線通信規則第 31 条の規定に従い、共同の捜索救助作業に従事する海上移動業務の局にも使用す

ることができる。 

 

5.116 

 主管庁は、小電力の無線補聴器に対して世界的に共通のチャネルを設けるため、3155-3195kHz の周波数帯の使用を許可することを要請される。主

管庁は、地域的な需要を満たすため、3155-3400kHzの周波数帯において、この種の機器に対して追加のチャネルを割り当てることができる。 

 3000-4000kHz の範囲内の周波数が、誘導磁界内において短距離で運用するように設計されている無線補聴器に適していることに留意するものとす

る。 

 

5.117 

代替分配：コートジボワール、デンマーク、エジプト、リベリア、スリランカ及びトーゴでは、3155-3200kHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業

務及び移動業務(航空移動を除く。)に分配する。 

 

5.118 

 付加分配：アメリカ合衆国、メキシコ、ペルー及びウルグアイでは、3230-3400kHzの周波数帯は、二次的基礎で無線標定業務にも分配する。 

 

5.119 

付加分配：ホンジュラス、メキシコ及びペルーでは、3500-3750kHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.120(未使用) 

 

5.121(未使用) 

 

5.122 

代替分配：ボリビア、チリ、エクアドル、パラグアイ、ペルー及びウルグアイでは、3750-4000kHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動

業務（航空移動を除く。）に分配する。 

 

5.123 

 付加分配：ボツワナ、レソト、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、南アフリカ共和国、スワジランド、ザンビア及びジンバブエでは、3900-3950kHz

の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で放送業務に分配する。 

 

5.124(未使用) 

 

5.125 

 付加分配：グリーンランドでは、3950-4000kHz の周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。この周波数帯で運用する放送局の電力は、国

内業務に必要な限度を超えてはならず、かつ、いかなる場合にも 5kWを超えてはならない。 

 

5.126 

 第三地域では、3995-4005kHzの周波数帯が分配された業務の局は、標準周波数及び報時信号を送信することができる。 

 

5.127 

 海上移動業務による 4000-4063kHzの周波数帯の使用は、無線電話を使用する船舶局に限る(無線通信規則第 52.220号及び付録第 17号参照)。 

 

5.128 

4063-4123kHz及び 4130-4438kHzの周波数帯は、海上移動業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、平均電力が 50Wを超えない固定業務

の局であって、その所在する国の領域内でのみ通信を行うものに例外的に使用することができる。さらに、アフガニスタン、アルゼンチン、アルメニ

ア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ボツワナ、ブルキナファソ、中央アフリカ、中華人民共和国、ロシア、グルジア、インド、カザフスタン、マリ、

ニジェール、パキスタン、キルギス、タジキスタン、チャド、トルクメニスタン及びウクライナでは、平均電力が 1kWを超えない固定業務の局であっ

て、海岸から少なくとも 600km 離れたものは、海上移動業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、4063-4123kHz、4130-4133kHz 及び

4408-4438kHzの周波数帯で運用することができる。 
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5.129(未使用) 

 

5.130 

4125kHz 及び 6215kHzの搬送周波数の使用条件は、無線通信規則第 31条及び第 52条に定める。 

 

5.131 

 4209.5kHzの周波数は、海岸局の狭帯域直接印刷技術による船舶への気象警報、航行警報及び緊急情報の送信にのみ使用する。 

 

5.132 

 4210kHz、6314kHz、8416.5kHz、12579kHz、16806.5kHz、19680.5kHz、22376kHz及び 26100.5kHz の周波数は、海上安全情報(MSI)の送信のための国

際周波数とする(無線通信規則付録第 17号参照)。 

 

5.132A 

無線標定業務の局は、固定業務又は移動業務で運用されている局に対して有害な混信を生じさせてはならない。また、それらの局からの保護を要求

してはならない。無線標定業務による使用は、決議第 612 (WRC-12、改)に従って運用する海洋レーダーに限る。 

 

5.132B 

代替分配：アルメニア、オーストリア、ベラルーシ、モルドバ、ウズベキスタン及びキルギスでは、4438-4488kHz の周波数帯は、一次的基礎で固

定業務及び航空移動(R)を除く移動業務に分配する。 

 

5.133 

業務の種類の地域差：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、カザフスタン、ラトビア、リトアニア、ニジェール、ウズ

ベキスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、5130-5250kHz の周波数帯は、一次的基礎で移動業務(航空移動を除く。)

に分配する(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.133A 

代替分配：アルメニア、オーストリア、ベラルーシ、モルドバ、ウズベキスタン及びキルギスでは、5250-5275kHz及び 26200-26350kHzの周波数帯

は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)に分配する。 

 

5.134 

5900-5950kHz、7300-7350kHz、9400-9500kHz、11600-11650kHz、12050-12100kHz、13570-13600kHz、13800-13870kHz、15600-15800kHz、17480-17550kHz

及び 18900-19020kHzの周波数帯の放送業務による使用は、無線通信規則第 12条の手続が適用される。主管庁は、決議第 517（WRC-07、改）の規定に

従い、これらの周波数帯をデジタル変調方式の導入推進のために使用することが要請される。 

 

5.135(未使用) 

 

5.136 

付加分配：5900-5950kHzの周波数帯は、無線局の所在する国の領域内でのみ通信を行う場合には、次の業務に使用することができる。 

固定業務（全三地域） 

陸上移動業務（第一地域） 

航空移動（R）を除く移動業務（第二地域及び第三地域） 

ただし、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件とする。主管庁は、これらの業務に周波数を使用するときには、必要最小電力を使用し、

かつ、無線通信規則に従って発行される放送業務による季節別の周波数使用を考慮するよう要請される。 

 

5.137 

 6200-6213.5kHz及び 6220.5-6525kHzの周波数帯は、海上移動業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、平均電力が 50Wを超えない固定

業務の局で、その所在する国の領域内でのみ通信を行うものに例外的に使用することができる。これらの周波数の通告に際しては、無線通信局は、こ

の条件に注意喚起する。 

 

5.138 

 6765-6795kHz(中心周波数6780kHz)、無線通信規則第5.280号に定める国を除く第一地域の433.05-434.79MHz(中心周波数433.92MHz)、61-61.5GHz(中

心周波数 61.25GHz)、122-123GHz(中心周波数 122.5GHz)及び 244-246GHz(中心周波数 245GHz)の周波数帯は、産業科学医療用(ISM)に分配する。ISMの

ためのこの周波数帯の使用は、当該主管庁が、影響を受けるおそれがある無線通信業務を有する主管庁の同意を得て、それに特別の承認を与えること

を条件とする。主管庁は、この規定を適用するに当たっては、ITU-Rの最新の関連する勧告を十分尊重しなければならない。 

 

5.138A 

 6765-7000kHzの周波数帯は、2009 年 3月 29日までは、一次的基礎で固定業務に、二次的基礎で陸上移動業務に分配する。同日後、この周波数帯は、

一次的基礎で固定業務及び航空移動(R)を除く移動業務に分配する。 
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5.139 

業務の種類の地域差：2009 年 3月 29日までは、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、カザフスタン、ラトビア、リト

アニア、モンゴル、ウズベキスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、陸上移動業務に対する 6765-7000kHz の周波

数帯の分配は、一次的基礎とする（無線通信規則第 5.33 号参照）。 

 

5.140 

付加分配：アンゴラ、イラク、ケニア、ソマリア及びトーゴでは、7000-7050kHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.141 

代替分配：エジプト、エリトリア、エチオピア、ギニア、リビア、マダガスカル及びニジェールでは、7000-7050kHz の周波数帯は、一次的基礎で

固定業務に分配する。 

 

5.141A 

 付加分配：ウズベキスタン及びキルギスでは、7000-7100kHz 及び 7100-7200kHzの周波数帯は、二次的基礎で固定業務及び陸上移動業務にも分配す

る。 

 

5.141B 

付加分配：2009年 3月 29 日より後に、アルジェリア、サウジアラビア、オーストラリア、バーレーン、ボツワナ、ブルネイ、中華人民共和国、コ

モロ、大韓民国、ディエゴ・ガルシア、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、エリトリア、インドネシア、イラン、日本、ヨルダン、クウェート、

リビア、モロッコ、モーリタニア、ニジェール、ニュージーランド、オマーン、パプアニューギニア、カタール、シリア、シンガポール、スーダン、

南スーダン、チュニジア、ベトナム及びイエメンでは、7100-7200 kHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び航空移動(R)を除く移動業務にも分

配する。 

 

5.141C 

 第一地域及び第三地域では、7100-7200kHzの周波数帯は、2009年 3月 29日までは、一次的基礎で放送業務に分配する。 

 

5.142 

 2009 年 3月 29 日までは、第二地域でのアマチュア業務による 7100-7300 kHzの周波数帯の使用は、第一地域及び第三地域で使用する放送業務に制

限を課してはならない。同日後、第二地域でのアマチュア業務による 7200-7300kHz の周波数帯の使用は、第一地域及び第三地域で使用する放送業務

に制限を課してはならない。 

 

5.143 

付加分配：7300-7350kHz の周波数帯は、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、固定業務及び陸上移動業務の局で、その所在す

る国の領域内でのみ通信を行うものに使用することができる。主管庁は、これらの業務に周波数を使用するときには、必要最小電力を使用し、かつ、

無線通信規則に従って発行される放送業務による季節別の周波数使用を考慮するよう要請される。 

 

5.143A 

 第三地域では、7350-7450kHz の周波数帯は、2009 年 3 月 29 日までは、一次的基礎で固定業務に、二次的基礎で陸上移動業務に分配する。同日後、

この周波数帯は、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、上記の業務の局で、その所在する国の領域内でのみ通信を行うものに使用

することができる。主管庁は、この周波数を使用するときには、必要最小電力を使用し、かつ、無線通信規則に従って発行される放送業務による季節

別の周波数使用を考慮するよう要請される。 

 

5.143B 

 第一地域では、7350-7450kHz の周波数帯は、2009 年 3 月 29 日までは、一次的基礎で固定業務に、二次的基礎で陸上移動業務に分配する。同日後、

7350-7450kHz の周波数帯は、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、総合輻射電力が 24dBW を超えない固定業務及び陸上移動業務

の局で、その所在する国の領域内でのみ通信を行うものに使用することができる。 

 

5.143C 

付加分配：2009年 3月 29 日より後に、アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、コモロ、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、イラン、ヨ

ルダン、クウェート、リビア、モロッコ、モーリタニア、ニジェール、オマーン、カタール、シリア、スーダン、南スーダン、チュニジア及びイエメ

ンでは、7350-7400kHz及び 7400 7450kHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.143D 

 第二地域では、7350-7400kHzの周波数帯は、2009 年 3月 29日までは、一次的基礎で固定業務に、二次的基礎で陸上移動業務に分配する。2009年 3

月 29 日後に、この周波数帯は、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、上記の業務の局のうち、その所在する国の領域内でのみ通

信を行うもので、使用することができる。主管庁は、これらの業務に周波数を使用するときには、必要最小電力を使用し、かつ、無線通信規則に従っ

て発行される放送業務による季節別の周波数使用を考慮するよう要請される。 
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5.143E 

 2009 年 3月 29 日までは、7450-8100kHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務に、二次的基礎で陸上移動業務に分配する。 

 

5.144 

 第三地域では、7995-8005kHzの周波数帯が分配された業務の局は、標準周波数及び報時信号を送信することができる。 

 

5.145 

8291kHz、12290kHz及び 16420kHzの搬送周波数の使用条件は、無線通信規則第 31条及び第 52条に定める。 

 

5.145A 

無線標定業務の局は、固定業務で運用されている局に対して有害な混信を生じさせてはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならな

い。無線標定業務による使用は、決議第 612 (WRC-12、改)に従って運用する海洋レーダーに限る。 

 

5.145B 

代替分配：アルメニア、オーストリア、ベラルーシ、モルドバ、ウズベキスタン及びキルギスでは、9305-9355kHz及び 16100-16200kHzの周波数帯

は、一次的基礎で固定業務に分配する。 

 

5.146 

付加分配：9400-9500kHz、11600-11650kHz、12050-12100kHz、15600-15800kHz、17480-17550kHz及び 18900-19020kHzの周波数帯は、放送業務に有

害な混信を生じさせないことを条件として、固定業務の局で、その所在する国の領域内でのみ通信を行うものに使用することができる。主管庁は、固

定業務に周波数を使用するときには、必要最小電力を使用し、かつ、無線通信規則に従って発行される放送業務による季節別の周波数使用を考慮する

よう要請される。 

 

5.147 

 9775-9900kHz、11650-11700kHz及び 11975-12050kHzの周波数帯は、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、総合輻射電力が 24dBW

を超えない固定業務の局で、その所在する国の領域内でのみ通信を行うものに使用することができる。 

 

5.148(未使用) 

 

5.149 

主管庁は、13360-13410kHz、25550-25670kHz、37.5-38.25MHz、73-74.6MHz（第一地域及び第三地域）、150.05-153MHz（第一地域）、322-328.6MHz、

406.1-410MHz、608-614MHz（第一地域及び第三地域）、1330-1400MHz、1610.6-1613.8MHz、1660-1670MHz、1718.8-1722.2MHz、2655-2690MHz、3260-3267MHz、

3332-3339MHz、3345.8-3352.5MHz、4825-4835MHz、4950-4990MHz、4990-5000MHz、6650-6675.2MHz、10.6-10.68GHz、14.47-14.5GHz、22.01-22.21GHz、

22.21-22.5GHz、22.81-22.86GHz、23.07-23.12GHz、31.2-31.3GHz、31.5-31.8GHz（第一地域及び第三地域）、36.43-36.5GHz、42.5-43.5GHz、48.94-49.04GHz、

76-86GHz、92-94GHz、94.1-100GHz、102-109.5GHz、111.8-114.25GHz、128.33-128.59GHz、129.23-129.49GHz、130-134GHz、136-148.5GHz、151.5-158.5GHz、

168.59-168.93GHz、171.11-171.45GHz、172.31-172.65GHz、173.52-173.85GHz、195.75-196.15GHz、209-226GHz、241-250GHz及び 252-275GHzの周波

数帯が分配されている他の業務の局に対する周波数割当てを行うに当たっては、電波天文業務を有害な混信から保護するため、実行可能な全ての措置

を執ることを要請される。宇宙局又は航空機上の局からの発射は、電波天文業務に対する著しく重大な混信源となり得る（無線通信規則第 4.5号、第 4.6

号及び第 29条参照）。 

 

5.149A 

代替分配：アルメニア、オーストリア、ベラルーシ、モルドバ、ウズベキスタン及びキルギスでは、13450-13550kHz の周波数帯は、一次的基礎で

固定業務に、二次的基礎で航空移動(R)を除く移動業務に分配する。 

 

5.150 

13553-13567kHz(中心周波数 13560kHz)、26957-27283kHz(中心周波数 27120kHz)、40.66-40.70MHz(中心周波数 40.68MHz)、第二地域における

902-928MHz(中心周波数 915MHz)、2400-2500MHz(中心周波数 2450MHz)、5725-5875MHz(中心周波数 5800MHz)及び 24-24.25GHz(中心周波数 24.125GHz)

の周波数帯は、産業科学医療用(ISM)の使用に指定する。この周波数帯で運用する無線通信業務は、これらの使用によって生じ得る有害な混信を容認

しなければならない。この周波数帯での ISM装置の運用は、無線通信規則第 15.13 号の規定に従うことを条件とする。 

 

5.151 

付加分配：13570-13600kHz及び 13800-13870kHzの周波数帯は、放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、固定業務及び航空移動（R）

を除く移動業務の局で、その所在する国の領域内でのみ通信を行うものに使用することができる。主管庁は、これらの業務に周波数を使用するときに

は、必要最小電力を使用し、かつ、無線通信規則に従って発行される放送業務による季節別の周波数使用を考慮するよう要請される。 

 

5.152 

 付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、中華人民共和国、コートジボワール、ロシア、グルジア、イラン、カザフスタン、ウズベキスタン、キ
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ルギス、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、14250-14350kHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。固定業務の局

は、24dBWを超える輻射電力を使用してはならない。 

 

5.153 

 第三地域では、15995-16005kHzの周波数帯が分配された業務の局は、標準周波数及び報時信号を送信することができる。 

 

5.154 

 付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ロシア、グルジア、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、

18068-18168kHzの周波数帯は、1kWを超えない尖頭包絡線電力による国境内での使用のため、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.155 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、カザフスタン、モルドバ、モンゴル、ウズベキスタン、キルギス、ス

ロバキア、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、21850-21870kHzの周波数帯は、一次的基礎で航空移動(R)業務にも分配する。 

 

5.155A 

アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、カザフスタン、モルドバ、モンゴル、ウズベキスタン、キルギス、スロバキア、

タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、21850-21870kHzの周波数帯の固定業務での使用は、航空機の航行の安全に関する業務に限る。 

 

5.155B 

 21870-21924kHzの周波数帯は、航空機の飛行の安全に関する固定業務に使用される。 

 

5.156 

 付加分配：ナイジェリアでは、22720-23200kHzの周波数帯は、一次的基礎で気象援助業務(ラジオゾンデ)にも分配する。 

 

5.156A 

 23200-23350kHzの周波数帯の固定業務での使用は、航空機の飛行の安全に関する業務に限る。 

 

5.157 

 海上移動業務による 23350-24000kHzの周波数帯の使用は、船舶間無線電信に限る。 

 

5.158 

代替分配：アルメニア、オーストリア、ベラルーシ、モルドバ、ウズベキスタン及びキルギスでは、24450-24600kHz の周波数帯は、一次的基礎で

固定業務及び陸上移動業務に分配する。 

 

5.159 

代替分配：アルメニア、オーストリア、ベラルーシ、モルドバ、ウズベキスタン及びキルギスでは、39-39.5MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定

業務及び移動業務に分配する。 

 

5.160 

付加分配：ボツワナ、ブルンジ、コンゴ民主共和国及びルワンダでは、41-44MHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.161 

 付加分配：イラン及び日本では、41-44MHzの周波数は、二次的基礎で無線標定業務にも分配する。 

 

5.161A 

付加分配：大韓民国及びアメリカ合衆国では、41.015-41.665MHz 及び 43.35-44MHz の周波数帯は、一次的基礎で無線標定業務にも分配する。無線

標定業務の局は、固定業務又は移動業務で運用されている局に対して有害な混信を生じさせてはならない。また、それらの局からの保護を要求しては

ならない。無線標定業務による使用は、決議第 612 (WRC-12、改)に従って運用する海洋レーダーに限る。 

 

5.161B 

代替分配：アルバニア、ドイツ、アルメニア、オーストリア、ベラルーシ、ベルギー、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ブルガリア、キプロス、バチカ

ン、クロアチア、デンマーク、スペイン、エストニア、フィンランド、フランス、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、アイスランド、イタリア、

ラトビア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルグ、マルタ、モルドバ、モナコ、モンテネグロ、ノ

ルウェー、ウズベキスタン、オランダ、ポーランド、ポルトガル、キルギス、スロバキア、チェコ、ルーマニア、英国、サンマリノ、スロベニア、ス

ウェーデン、スイス、トルコ及びウクライナでは、42-42.5MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務に分配する。 

 

5.162 

付加分配：オーストラリアでは、44-47MHzの周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。 

付-26



 

5.162A 

付加分配：ドイツ、オーストリア、ベルギー、ボスニア・ヘルツェゴビナ、中華人民共和国、バチカン、デンマーク、スペイン、エストニア、ロシ

ア、フィンランド、フランス、アイルランド、アイスランド、イタリア、ラトビア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、リヒテンシュタイン、リト

アニア、ルクセンブルグ、モナコ、モンテネグロ、ノルウェー、オランダ、ポーランド、ポルトガル、チェコ、英国、セルビア、スロベニア、スウェ

ーデン及びスイスでは、46-68MHz の周波数帯は、二次的基礎で無線標定業務にも分配する。この分配は、決議第 217 (WRC-97)に従って運用するウィ

ンドプロファイラレーダーに限る。 

 

5.163 

付加分配：アルメニア、ベラルーシ、ロシア、グルジア、ハンガリー、カザフスタン、ラトビア、モルドバ、ウズベキスタン、キルギス、タジキス

タン、トルクメニスタン及びウクライナでは、47-48.5MHz 及び 56.5-58MHzの周波数帯は、二次的基礎で固定業務及び陸上移動業務にも分配する。 

 

5.164 

付加分配：アルバニア、アルジェリア、ドイツ、オーストリア、ベルギー、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ボツワナ、ブルガリア、コートジボワール、

デンマーク、スペイン、エストニア、フィンランド、フランス、ガボン、ギリシャ、アイルランド、イスラエル、イタリア、ヨルダン、レバノン、リ

ビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルグ、マダガスカル、マリ、マルタ、モロッコ、モーリタニア、モナコ、モンテネグロ、ナイジ

ェリア、ノルウェー、オランダ、ポーランド、シリア、スロバキア、チェコ、ルーマニア、英国、セルビア、スロベニア、スウェーデン、スイス、ス

ワジランド、チャド、トーゴ、チュニジア及びトルコでは、47-68MHzの周波数帯、南アフリカ共和国では 47-50MHzの周波数帯、ラトビアでは 48.5-56.5MHz

の周波数帯は、一次的基礎で陸上移動業務にも分配する。ただし、この脚注に掲げる国の陸上移動業務の局は、これらの国以外の国の現存の又は計画

された放送局に有害な混信を生じさせてはならない。また、当該放送局からの保護を要求してはならない。 

 

5.165 

付加分配：アンゴラ、カメルーン、コンゴ共和国、マダガスカル、モザンビーク、ニジェール、ソマリア、スーダン、南スーダン、タンザニア及び

チャドでは、47-68MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.166 

代替分配：ニュージーランドでは、50-51MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務に分配し、53-54MHz の周波数帯は、一次的基礎で

固定業務及び移動業務に分配する。 

 

5.167 

代替分配：バングラデシュ、ブルネイ、インド、イラン、パキスタン、シンガポール及びタイでは、50-54MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業

務、移動業務及び放送業務に分配する。 

 

5.167A 

付加分配：インドネシアでは、50-54MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務、移動業務及び放送業務にも分配する。 

 

5.168 

 付加分配：オーストラリア、中華人民共和国及び朝鮮民主主義人民共和国では、50-54MHzの周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。 

 

5.169 

付加分配：ボツワナ、レソト、マラウイ、ナミビア、コンゴ民主共和国、ルワンダ、南アフリカ共和国、スワジランド、ザンビア及びジンバブエで

は、50-54MHz の周波数帯は、一次的基礎でアマチュア業務にも分配する。セネガルでは、50-51MHz の周波数帯は、一次的基礎でアマチュア業務に分

配する。 

 

5.170 

 付加分配：ニュージーランドでは、51-53MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.171 

付加分配：ボツワナ、レソト、マラウイ、マリ、ナミビア、コンゴ民主共和国、ルワンダ、南アフリカ共和国、スワジランド、ザンビア及びジンバ

ブエでは、54-68MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.172 

 業務の種類の地域差：第二地域のフランス海外県、ガイアナ、ジャマイカ及びメキシコでは、固定業務及び移動業務による 54-68MHz の周波数帯の

分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.173 

 業務の種類の地域差：第二地域のフランス海外県、ガイアナ、ジャマイカ及びメキシコでは、固定業務及び移動業務による 68-72MHz の周波数帯の

分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 
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5.174(未使用) 

 

5.175 

代替分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、カザフスタン、モルドバ、ウズベキスタン、キルギス、タジキスタン、

トルクメニスタン及びウクライナでは、68-73MHz 及び 76-87.5MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送業務に分配する。ラトビア及びリトアニアでは、

68-73MHz 及び 76-87.5MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送業務及び航空移動(R)を除く移動業務に分配する。その他の国でこれらの周波数帯が分配

されている業務及び上に掲げる国の放送業務は、関係する隣接国の同意を得ることを条件とする。 

 

5.176 

付加分配：オーストラリア、中華人民共和国、大韓民国、フィリピン、朝鮮民主主義人民共和国及びサモアでは、68-74MHz の周波数帯は、一次的

基礎で放送業務にも分配する。 

 

5.177 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、カザフスタン、ウズベキスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメ

ニスタン及びウクライナでは、73-74MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で放送業務

にも分配する。 

 

5.178 

付加分配：コロンビア、キューバ、エルサルバドル、グアテマラ、ガイアナ、ホンジュラス及びニカラグアでは、73-74.6MHz の周波数帯は、二次

的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.179 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、中華人民共和国、ロシア、グルジア、カザフスタン、リトアニア、モンゴル、キルギス、

タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、74.6-74.8MHz及び 75.2-75.4MHzの周波数帯は、地上に設置した送信機のためにのみ、一次的

基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.180 

 75MHz の周波数は、マーカ・ビーコンに割り当てる。主管庁は、電力は地理的位置によりマーカ・ビーコンに有害な混信を生じさせてはならない。

また、制約を与えるおそれがある他の業務の局に対して保護周波数帯の境界に近い周波数を割り当てることを差し控えなければならない。 

 航空機上の受信機の特性を向上させ、74.8MHz及び 75.2MHzの境界に近い送信局の電力を制限するため、あらゆる努力を行うものとする。 

 

5.181 

 付加分配：エジプト、イスラエル及びシリアでは、74.8-75.2MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件とし

て、二次的基礎で移動業務にも分配する。航空無線航行業務の局に有害な混信を生じさせないことを明確にするため、無線通信規則第 9.21 号の規定

に従った手続の適用により識別されるおそれのある全ての主管庁による航空無線航行業務での使用の要望がなくなるまで、この周波数帯に移動業務の

局を導入してはならない。 

 

5.182 

 付加分配：サモアでは、75.4-87MHzの周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。 

 

5.183 

 付加分配：中華人民共和国、大韓民国、日本、フィリピン及び朝鮮民主主義人民共和国では、76-87MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも

分配する。 

 

5.184(未使用) 

 

5.185 

 業務の種類の地域差：アメリカ合衆国、第二地域のフランス海外県、ガイアナ、ジャマイカ、メキシコ及びパラグアイでは、固定業務及び移動業務

による 76-88MHz の周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.186(未使用) 

 

5.187 

 代替分配：アルバニアでは、81-87.5MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送業務に分配し、特別地域会議(1960 年、ジュネーヴ)の最終文書に従って

使用する。 

 

5.188 
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 付加分配：オーストラリアでは、85-87MHzの周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。オーストラリアにおける放送業務の導入に当たり、

関係主管庁の特別協定に従うことを条件とする。 

 

5.189(未使用) 

 

5.190 

 付加分配：モナコでは、87.5-88MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で陸上移動業

務にも分配する。 

 

5.191(未使用) 

 

5.192 

 付加分配：中華人民共和国及び大韓民国では、100-108MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.193(未使用) 

 

5.194 

付加分配：アゼルバイジャン、キルギス、ソマリア及びトルクメニスタンでは、104-108MHz の周波数帯は、二次的基礎で航空移動（R）を除く移動

業務にも分配する。 

 

5.195(未使用) 

 

5.196(未使用) 

 

5.197 

付加分配：シリアでは、108-111.975MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、二次的基礎で移動業

務にも分配する。航空無線航行業務の局に有害な混信を生じさせないことを明確にするため、無線通信規則第 9.21 号に基づく手続により識別される

おそれのあるいかなる主管庁によっても航空無線航行業務の要請がなくなるまで、この周波数帯に移動業務の局を導入してはならない。 

 

5.197A 

108-117.975MHz の周波数帯は、国際航空標準に従って、航空航行監視機能の援助のための航行情報を送信するシステムに限り、一次的基礎で航空

移動業務(R)にも分配される。この使用は、決議第 413（WRC-07、改）の規定に従わなければならない。なお、108-112MHz の周波数帯の航空移動（R）

業務による使用は、国際航空標準に従い、航空航行監視機能の援助のための航行情報を提供する地上に設置する送信機と関連の受信機で構成されるシ

ステムに限る。 

 

5.198(未使用) 

 

5.199(未使用) 

 

5.200 

117.975-137MHz の周波数帯においては、121.5MHz の周波数は航空非常用周波数とし、必要な場合には、123.1MHz の周波数は 121.5MHz の補助の航

空用周波数とする。海上移動業務の移動局は、無線通信規則第 31 条に定める条件に従い、遭難及び安全の目的のためにこれらの周波数で航空移動業

務の局と通信することができる。 

 

5.201 

付加分配：アンゴラ、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ブルガリア、エストニア、グルジア、ハンガリー、イラン、イラク、日本、カ

ザフスタン、ラトビア、モルドバ、モンゴル、モザンビーク、ウズベキスタン、パプアニューギニア、ポーランド、キルギス、ルーマニア、タジキス

タン、トルクメニスタン及びウクライナでは、132-136MHz の周波数帯は、一次的基礎で航空移動(OR)業務にも分配する。航空移動(OR)業務の局への

割当てに当たっては、主管庁は航空移動(R)業務を行う局に割り当てられた周波数について考慮しなければならない。 

 

5.202 

付加分配：サウジアラビア、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ブルガリア、アラブ首長国連邦、グルジア、イラン、ヨルダン、ラトビ

ア、モルドバ、オマーン、ウズベキスタン、ポーランド、シリア、キルギス、ルーマニア、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、136-137MHz

の周波数帯は、一次的基礎で航空移動(OR)業務にも分配する。航空移動(OR)業務の局への割当てに当たっては、主管庁は航空移動(R)業務を行う局に

割り当てられた周波数について考慮しなければならない。 

 

5.203(未使用) 
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5.203A(未使用) 

 

5.203B(未使用) 

 

5.204 

業務の種類の地域差:アフガニスタン、サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、ブルネイ、中華人民共和国、キューバ、アラブ首長国連邦、

インド、インドネシア、イラン、イラク、クウェート、モンテネグロ、オマーン、パキスタン、フィリピン、カタール、セルビア、シンガポール、タ

イ及びイエメンでは、137-138MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び航空移動(R)を除く移動業務に分配する（無線通信規則第 5.33 号参照）。 

 

5.205 

 業務の種類の地域差：イスラエル及びヨルダンでは、固定業務及び移動業務（航空移動を除く。）による 137-138MHzの周波数帯の分配は、一次的基

礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.206 

 業務の種類の地域差：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ブルガリア、エジプト、フィンランド、フランス、グルジア、ギリシャ、カザ

フスタン、レバノン、モルドバ、モンゴル、ウズベキスタン、ポーランド、キルギス、シリア、スロバキア、チェコ、ルーマニア、ロシア、タジキス

タン、トルクメニスタン及びウクライナでは、航空移動(OR)業務による 137-138MHz の周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号

参照)。 

 

5.207 

 付加分配：オーストラリアでは、137-144MHz の周波数帯は、放送業務が地域的な分配での運用が可能となるまで、一次的基礎で放送業務にも分配

する。 

 

5.208 

 移動衛星業務による 137-138MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従った調整を条件とする。 

 

5.208A 

137-138MHz、387-390MHz 及び 400.15-401MHz の周波数帯において移動衛星業務の宇宙局に割当てを行うに際しては、主管庁は、150.05-153MHz、

322-328.6MHz、406.1-410MHz 及び 608-614MHzの周波数帯で運用される電波天文業務を不要発射による有害な混信から保護するために実行可能な全て

の措置を執る。電波天文業務に対して有害とみなされるしきい値は、関連する ITU-R勧告に示されている。 

 

5.208B 

 137-138MHz、387-390MHz、400.15-401MHz、1452-1492MHz、1525-1610MHz、1613.8-1626.5MHz、2655-2670MHz、2670-2690MHz 及び 21.4-22GHz の周

波数帯は、決議第 739（WRC-07、改）の規定を適用する。 

 

5.209 

 移動衛星業務による 137-138MHz、148-150.05MHz、399.9-400.05MHz、400.15-401MHz、454-456MHz 及び 459-460MHz の周波数帯の使用は、非静止衛

星系に限る。 

 

5.210 

付加分配：イタリア、チェコ及び英国では、138-143.6MHz 及び 143.65-144MHz の周波数帯は、二次的基礎で宇宙研究業務（宇宙から地球）にも分

配する。 

 

5.211 

付加分配：ドイツ、サウジアラビア、オーストリア、バーレーン、ベルギー、デンマーク、アラブ首長国連邦、スペイン、フィンランド、ギリシャ、

アイルランド、イスラエル、ケニア、クウェート、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、レバノン、リヒテンシュタイン、ルクセンブルグ、マリ、マ

ルタ、モンテネグロ、ノルウェー、オランダ、カタール、スロバキア、英国、セルビア、スロベニア、ソマリア、スウェーデン、スイス、タンザニア、

チュニジア及びトルコでは、138-144MHzの周波数帯は、一次的基礎で海上移動業務及び陸上移動業務にも分配する。 

 

5.212 

代替分配：アンゴラ、ボツワナ、カメルーン、中央アフリカ、コンゴ共和国、ガボン、ガンビア、ガーナ、ギニア、イラク、ヨルダン、レソト、リ

ベリア、リビア、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、ニジェール、オマーン、ウガンダ、シリア、コンゴ民主共和国、ルワンダ、シエラレオネ、南

アフリカ共和国、スワジランド、チャド、トーゴ、ザンビア及びジンバブエでは、138-144MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務に

分配する。 

 

5.213 

 付加分配：中華人民共和国では、138-144MHzの周波数帯は、一次的基礎で無線標定業務にも分配する。 
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5.214 

付加分配：エリトリア、エチオピア、ケニア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、モンテネグロ、セルビア、ソマリア、スーダン、南スーダン及

びタンザニアでは、138-144MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.215(未使用) 

 

5.216 

 付加分配：中華人民共和国では、144-146MHzの周波数帯は、二次的基礎で航空移動(OR)業務にも分配する。 

 

5.217 

 付加分配：アフガニスタン、バングラデシュ、キューバ、ガイアナ及びインドでは、146-148MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業

務にも分配する。 

 

5.218 

 付加分配：148-149.9MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で宇宙運用業務(地球か

ら宇宙)にも分配する。個々の発射の周波数の幅は、±25kHzを超えてはならない。 

 

5.219 

 移動衛星業務による 148-149.9MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従った調整を条件とする。移動衛星業務は、148-149.9MHzの周

波数帯の固定、移動及び宇宙運用業務の発達と使用を妨げてはならない。 

 

5.220 

 移動衛星業務による 149.9-150.05MHz及び 399.9-400.05MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従った調整を条件とする。移動衛星業

務は、149.9-150.05MHz及び 399.9-400.05MHzの周波数帯の無線航行衛星業務の発達と使用を妨げてはならない。 

 

5.221 

148-149.9MHz の周波数帯を使用する移動衛星業務の局は、次に掲げる国の分配表に従って運用される固定業務又は移動業務の局に有害な混信を生

じさせてはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。 

アルバニア、アルジェリア、ドイツ、サウジアラビア、オーストラリア、オーストリア、バーレーン、バングラデシュ、バルバドス、ベラルーシ、

ベルギー、ベナン、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ボツワナ、ブルネイ、ブルガリア、カメルーン、中華人民共和国、キプロス、コンゴ共和国、大韓民

国、コートジボワール、クロアチア、キューバ、デンマーク、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、エリトリア、スペイン、エストニア、エチオピ

ア、ロシア、フィンランド、フランス、ガボン、ガーナ、ギリシャ、ギニア、ギニアビサウ、ハンガリー、インド、イラン、アイルランド、アイスラ

ンド、イスラエル、イタリア、ジャマイカ、日本、ヨルダン、カザフスタン、ケニア、クウェート、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、レソト、ラ

トビア、レバノン、リビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルグ、マレーシア、マリ、マルタ、モーリタニア、モルドバ、モンゴル、

モンテネグロ、モザンビーク、ナミビア、ノルウェー、ニュージーランド、オマーン、ウガンダ、ウズベキスタン、パキスタン、パナマ、パプアニュ

ーギニア、パラグアイ、オランダ、フィリピン、ポーランド、ポルトガル、カタール、シリア、キルギス、朝鮮民主主義人民共和国、スロバキア、ル

ーマニア、英国、セネガル、セルビア、シエラレオネ、シンガポール、スロベニア、スーダン、スリランカ、南アフリカ共和国、スウェーデン、スイ

ス、スワジランド、タンザニア、チャド、タイ、トーゴ、トンガ、トリニダード・トバゴ、チュニジア、トルコ、ウクライナ、ベトナム、イエメン、

ザンビア及びジンバブエ 

 

5.222 

 無線航行衛星業務による 149.9-150.05MHz及び 399.9-400.05MHzの周波数帯は、宇宙研究業務の受信地球局も使用することができる。 

 

5.223 

 固定業務及び移動業務による 149.9-150.05MHzの周波数帯の使用は、無線航行衛星業務に有害な混信を生じさせるおそれがあるため、主管庁は、無

線通信規則第 4.4 号を適用するような使用を認めないよう要請される。 

 

5.224(未使用) 

 

5.224A 

 移動衛星業務(地球から宇宙)による 149.9-150.05MHz及び 399.9-400.05MHz の周波数帯の使用は、2015 年１月１日までは陸上移動衛星業務(地球か

ら宇宙)に限る。 

 

5.224B 

 無線航行衛星業務に対する 149.9-150.05MHz及び 399.9-400.05MHzの周波数帯の分配は、2015年１月１日まで効力を有する。 

 

5.225 

 付加分配：オーストラリア及びインドでは、150.05-153MHzの周波数帯は、一次的基礎で電波天文業務にも分配する。 
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5.225A 

付加分配：アルジェリア、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、中華人民共和国、ロシア、フランス、イラン、カザフスタン、ウズベキス

タン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン、ウクライナ及びベトナムでは、154-156MHz の周波数帯は、一次的基礎で無線標定業務にも分配

する。無線標定業務による 154-156MHzの周波数帯の使用は、地上から運用を行う宇宙物体探査システムに限る。154-156MHzの周波数帯における無線

標定業務の局の運用は、無線通信規則第 9.21 号に定める手続に従わなければならない。第一地域における影響を受ける可能性のある主管庁の特定に

関しては、他の主管庁の領域との境界の地上高 10m 及び 25kHz の参照周波数帯域において、時間率 10%で 12dB(μV/m)の瞬時電界強度値を使用しなけ

ればならない。第三地域における影響を受ける可能性のある主管庁の特定に関しては、他の主管庁の領域との境界の地上高 60m において、時間率 1%

で-6dB 又は公共保安・災害救済通信のように比較的大きな保護が要求される使用については-10dB の I/N 比(N=−161dBW/4 kHz)を使用しなければなら

ない。156.7625-156.8375MHz、156.5125-156.5375MHz、161.9625-161.9875MHz 及び 162.0125-162.0375MHz の周波数帯において、宇宙監視レーダーの

帯域外の等価等方輻射電力の値は-16dBW を超えてはならない。この分配に基づくウクライナの無線標定業務への周波数の割当ては、モルドバの同意

がなければ使用されないものとする。 

 

5.226 

156.525MHzの周波数は、デジタル選択呼出（DSC）を利用した海上移動業務の VHF 無線電話のための国際遭難周波数、国際安全周波数及び国際呼出

周波数とする。この周波数及び 156.4875-156.5625MHzの周波数帯の使用条件は、無線通信規則第 31条、第 52条及び付録第 18号に定める。 

156.8MHz の周波数は、海上移動業務の VHF 無線電話のための国際遭難周波数、国際安全周波数及び国際呼出周波数とする。この周波数及び

156.7625-156.8375MHzの周波数帯の使用条件は、無線通信規則第 31条及び付録第 18号に定める。 

156-156.4875MHz、156.5625-156.7625MHz、156.8375-157.45MHz、160.6-160.975MHz 及び 161.475-162.05MHzの周波数帯においては、海上移動業務

の局に割り当てた周波数に限り、各主管庁は、この業務に優先権を与えなければならない（無線通信規則第 31条、第 52条及び付録第 18号参照）。 

海上移動業務の VHF 無線電話に有害な混信を生じさせるおそれがある地区では、これらの周波数帯が分配されている他の業務の局によるこれらの周

波数帯内のいかなる周波数の使用も避けるものとする。ただし、156.8MHz及び 156.525MHz の周波数並びに海上移動業務に優先権が与えられている周

波数帯は、関係主管庁及び影響を受ける主管庁の同意を得ることを条件とし、かつ、現在の周波数使用方法及び現存する合意に留意して、内陸水路の

無線通信に使用することができる。 

 

5.227 

付加分配：156.4875-156.5125MHz 及び 156.5375-156.5625MHzの周波数帯は、固定業務及び陸上移動業務にも一次的基礎で分配される。固定業務及

び陸上移動業務によるこれらの周波数帯の使用は、海上移動業務の VHF 無線電話に有害な混信を生じさせてはならない。また、保護を要求してはなら

ない。 

 

5.227A(未使用) 

 

5.228 

移動衛星業務(地球から宇宙)による 156.7625-156.7875MHz 及び 156.8125-156.8375MHzの周波数帯の使用は、長距離用 AIS情報(メッセージ 27、最

新版の ITU-R勧告 M.1371を参照)の船舶自動識別装置(AIS)による発信を受信する場合に限る。船舶自動識別装置(AIS)の発射を除き、通信用の海上移

動業務で運用を行うシステムによるこれらの周波数帯での発射は、1Wを超えてはならない。 

 

5.228A 

161.9625-161.9875MHz及び 162.0125-162.0375MHzの周波数帯は、捜索救助活動及びその他安全に関する通信を目的とする航空機局に使用すること

ができる。 

 

5.228B 

固定業務及び陸上移動業務による 161.9625-161.9875MHz 及び 162.0125-162.0375MHzの周波数帯の使用は、海上移動業務に対して有害な混信を生じ

させてはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.228C 

海上移動業務及び移動衛星業務(地球から宇宙)による 161.9625-161.9875MHz 及び 162.0125-162.0375MHz の周波数帯の使用は、船舶自動識別装置

(AIS)に限る。航空移動(OR)業務によるこれらの周波数帯の使用は、航空機による捜索救助活動からの船舶自動識別装置(AIS)の発射に限る。これらの

周波数帯における AIS の運用は、隣接する周波数帯で運用する固定業務及び移動業務の開発及び使用に制限を課してはならない。 

 

5.228D 

161.9625-161.9875MHz(AIS 1)及び 162.0125-162.0375MHz(AIS 2)の周波数帯は、固定業務及び移動業務への分配が有効ではなくなる 2025 年 1 月 1

日までは、一次的基礎で固定業務及び移動業務による使用を継続することができる。主管庁は、固定業務及び移動業務によるこれらの周波数帯の使用

を移行日よりも前に止めるために、全ての実行可能な努力を行うことを奨励される。この移行期間の間、これらの周波数帯における海上移動業務は、

固定業務、陸上移動業務及び航空移動業務に対して優先権を有する。 

 

5.228E 

161.9625-161.9875MHz及び 162.0125-162.0375MHzの周波数帯における航空移動(OR)業務による船舶自動識別装置の使用は、捜索救助活動及びその
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他安全に関する通信を目的とする航空機局に限る。 

 

5.228F 

移動衛星業務(地球から宇宙)による 161.9625-161.9875MHz 及び 162.0125-162.0375MHzの周波数帯の使用は、海上移動業務で運用されている局から

の船舶自動識別装置の発射を受信する場合に限る。 

 

5.229 

 付加分配：モロッコでは、162-174MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送業務に分配する。この周波数帯の使用は、分配表に従って運用中又は使用

を計画中の業務が影響を受けるおそれがある主管庁の同意を得ることを条件とする。1981 年 1 月１日に現存する局は、その時点における技術特性を

維持する限り、そのような同意による影響を受けない。 

 

5.230 

 付加分配：中華人民共和国では、163-167MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で宇

宙運用業務(宇宙から地球)にも分配する。 

 

5.231 

付加分配：アフガニスタン及び中華人民共和国では、167-174MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。この周波数帯における放送

業務の導入は、影響を受けるおそれがある業務を有する第三地域の隣接国の同意を得ることを条件とする。 

 

5.232 

 付加分配：日本では、170-174MHzの周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。 

 

5.233 

 付加分配：中華人民共和国では、174-184MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で宇

宙研究業務(宇宙から地球)及び宇宙運用業務(宇宙から地球)にも分配する。これらの業務は、現存の、又は計画された放送局に有害な混信を生じさせ

てはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.234 

 業務の種類の地域差：メキシコでは、固定業務及び移動業務に対する 174-216MHz の周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号

参照)。 

 

5.235 

 付加分配：ドイツ、オーストリア、ベルギー、デンマーク、スペイン、フィンランド、フランス、イスラエル、イタリア、リヒテンシュタイン、マ

ルタ、モナコ、ノルウェー、オランダ、英国、スウェーデン及びスイスでは、174-223MHz の周波数帯は、一次的基礎で陸上移動業務にも分配する。

陸上移動業務の局は、この脚注に掲げられていない国の現存の、又は計画された放送局に有害な混信を生じさせてはならない。また、それらの局から

の保護を要求してはならない。 

 

5.236(未使用) 

 

5.237 

付加分配：コンゴ共和国、エジプト、エリトリア、エチオピア、ザンビア、ギニア、リビア、マリ、シエラレオネ、ソマリア及びチャドでは、174-223MHz

の周波数帯は、二次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.238 

 付加分配：バングラデシュ、インド、パキスタン及びフィリピンでは、200-216MHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.239(未使用) 

 

5.240 

 付加分配：中華人民共和国及びインドでは、216-223MHz の周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも、二次的基礎で無線標定業務にも分配

する。 

 

5.241 

 第二地域では、216-225MHz の周波数帯は、新たな無線標定業務の局は使用できない。1990 年 1 月 1 日前に使用が許可された局は、二次的基礎で運

用を継続することができる。 

 

5.242 

 付加分配：カナダでは、216-220MHzの周波数帯は、一次的基礎で陸上移動業務にも分配する。 
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5.243 

 付加分配：ソマリアでは、216-225MHz の周波数帯は、他国の現存又は計画された放送業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、一次的

基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.244(未使用) 

 

5.245 

 付加分配：日本では、222-223MHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも、二次的基礎で無線標定業務にも分配する。 

 

5.246 

 代替分配：スペイン、フランス、イスラエル及びモナコでは、223-230MHzの周波数帯は、一次的基礎(無線通信規則第 5.33号参照)で放送業務及び

陸上移動業務に分配する。なお、分配表を作成の際は、放送業務が周波数の優先選択権を持つこととする。また、二次的基礎で固定業務及び陸上移動

を除く移動業務に分配する。なお、陸上移動業務の局はモロッコ及びアルジェリアの現存の、又は計画された放送局に有害な混信を生じさせてはなら

ない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.247 

 付加分配：サウジアラビア、バーレーン、アラブ首長国連邦、ヨルダン、オマーン、カタール及びシリアでは、223-235MHz の周波数帯は、一次的

基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.248(未使用) 

 

5.249(未使用) 

 

5.250 

 付加分配：中華人民共和国では、225-235MHzの周波数帯は、二次的基礎で電波天文業務にも分配する。 

 

5.251 

 付加分配：ナイジェリアでは、230-235MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に定める同意を得ることを条件として、一次的基礎で航空無線航

行業務にも分配する。 

 

5.252 

 代替分配：ボツワナ、レソト、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、南アフリカ共和国、スワジランド、ザンビア及びジンバブエでは、230-238MHz

及び 246-254MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で放送業務に分配する。 

 

5.253(未使用) 

 

5.254 

 235-322MHz及び 335.4-399.9MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ること及び無線通信規則第 5.256A 号に掲げる付加

分配を除く分配表に従って運用し、又は運用する計画のある他の業務の局に有害な混信を生じさせないことを条件として、移動衛星業務に使用するこ

とができる。 

 

5.255 

 移動衛星業務の 312-315MHz(地球から宇宙)及び 387-390MHz(宇宙から地球)の周波数帯は、非静止衛星系にも使用することができる。これらの使用

は、無線通信規則第 9.11A号に基づく調整を条件とする。 

 

5.256 

243MHz の周波数は、救命浮機局及び救命のための装置が使用する周波数とする。 

 

5.256A 

 付加分配：中華人民共和国、ロシア、カザフスタン及びウクライナでは、258-261MHz の周波数帯は、一次的基礎で宇宙研究業務(地球から宇宙)及

び宇宙運用業務(地球から宇宙)にも分配する。宇宙研究業務(地球から宇宙)及び宇宙運用業務(地球から宇宙)の局は、この周波数帯の移動業務及び移

動衛星業務の局に有害な混信を生じさせ、それらの局からの保護を要求し、また、それらの局の使用及び発達を妨げてはならない。 また、宇宙研究

業務(地球から宇宙)及び宇宙運用業務(地球から宇宙)の局は、他国における固定業務の局の将来の発達を妨げてはならない。 

 

5.257 

 267-272MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、主管庁は、その国内における宇宙遠隔測定のため、

一次的基礎で使用することができる。 
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5.258 

 航空無線航行業務による 328.6-335.4MHzの周波数帯の使用は、ILS(グライドパス用)に限る。 

 

5.259 

付加分配：エジプト及びシリアでは、328.6-335.4MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に従って同意を得ることを条件として、二次的基礎で

移動業務にも分配する。航空無線航行業務の局に有害な混信を生じさせないことを明確にするため、無線通信規則第 9.21 号に基づく手続により識別

されるおそれのあるいかなる主管庁においても航空無線航行業務の要請がなくなるまで、この周波数帯に移動業務の局を導入してはならない。 

 

5.260 

 固定業務及び移動業務による 399.9-400.05MHzの周波数帯の使用は、無線航行衛星業務に有害な混信を与え得ることを考慮し、主管庁は、無線通信

規則第 4.4号を適用するような使用を認めないよう要請される。 

 

5.261 

 標準周波数 400.1MHzの±25kHz の周波数の幅での発射に制限しなければならない。 

 

5.262 

付加分配：サウジアラビア、アルメニア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ、ボツワナ、コロンビア、キューバ、エジプト、アラブ首長

国連邦、エクアドル、ロシア、グルジア、ハンガリー、イラン、イラク、イスラエル、ヨルダン、カザフスタン、クウェート、リベリア、マレーシア、

モルドバ、オマーン、ウズベキスタン、パキスタン、フィリピン、カタール、シリア、キルギス、シンガポール、ソマリア、タジキスタン、チャド、

トルクメニスタン及びウクライナでは、400.05-401MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.263 

 400.15-401MHz の周波数帯は、宇宙空間における有人宇宙船間の通信に使用するため、宇宙研究業務にも分配される。この使用において、宇宙研究

業務は安全確保のための業務とはみなされない。 

 

5.264 

 移動衛星業務による 400.15-401MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に従った調整を条件とする。無線通信規則付録第 5号第１附属書

に示される電力束密度制限は世界無線通信会議で改正されるときまで適用される。 

 

5.265(未使用) 

 

5.266 

移動衛星業務による 406-406.1MHzの周波数帯の使用は、小電力の衛星非常用位置指示無線標識に限る（無線通信規則第 31条参照）。 

 

5.267 

 406-406.1MHzの周波数帯では、承認された使用に有害な混信を生じさせる可能性のあるいかなる発射も禁止する。 

 

5.268 

 宇宙研究業務による 410-420MHz の周波数帯の使用は、軌道を周回する有人宇宙船による 5km の範囲内の通信に限る。船外活動からの発射により生

ずる地表面での電力束密度は、電波の到来角を δ、参照帯域幅を 4kHz とした場合に、0゜≦δ≦5゜に対しては-153dB(W/㎡)、5゜≦δ≦70゜に対し

ては-153+0.077(δ-5)dB(W/㎡)、70゜≦δ≦90゜に対しては-148dB(W/㎡)を超えてはならない。無線通信規則第 4.10 号は、船外活動には適用しない。

この周波数帯においては、宇宙研究業務(宇宙から宇宙)は、固定業務及び移動業務の局からの保護を要求し、また、それらの局の使用と発達を妨げて

はならない。 

 

5.269 

 業務の種類の地域差：オーストラリア、アメリカ合衆国、インド、日本及び英国では、無線標定業務に対する 420-430MHz及び 440-450MHzの周波数

帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.270 

 付加分配：オーストラリア、アメリカ合衆国、ジャマイカ及びフィリピンでは、420-430MHz及び 440-450MHzの周波数帯は、二次的基礎でアマチュ

ア業務にも分配する。 

 

5.271 

付加分配：ベラルーシ、中華人民共和国、インド、キルギス及びトルクメニスタンでは、420-460MHz の周波数帯は、二次的基礎で航空無線航行業

務（電波高度計）にも分配する。 

 

5.272(未使用) 
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5.273(未使用) 

 

5.274 

代替分配：デンマーク、ノルウェー、スウェーデン及びチャドでは、430-432MHz及び 438-440MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業

務(航空移動を除く。)に分配する。 

 

5.275 

付加分配：クロアチア、エストニア、フィンランド、リビア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、モンテネグロ、セルビア及びスロベニアでは、

430-432MHz及び 438-440MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務（航空移動を除く。）にも分配する。 

 

5.276 

付加分配：アフガニスタン、アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、ブルネイ、ブルキナファソ、ジブチ、エジプト、アラ

ブ首長国連邦、エクアドル、エリトリア、エチオピア、ギリシャ、ギニア、インド、インドネシア、イラン、イラク、イスラエル、イタリア、ヨルダ

ン、ケニア、クウェート、リビア、マレーシア、ニジェール、ナイジェリア、オマーン、パキスタン、フィリピン、カタール、シリア、朝鮮民主主義

人民共和国、シンガポール、ソマリア、スーダン、スイス、タンザニア、タイ、トーゴ、トルコ及びイエメンでは、430-440MHz の周波数帯は、一次

的基礎で固定業務にも、430-435MHz及び 438-440MHzの周波数帯は、一次的基礎で移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.277 

付加分配：アンゴラ、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、カメルーン、コンゴ共和国、ジブチ、ロシア、グルジア、ハンガリー、イスラ

エル、カザフスタン、マリ、モンゴル、ウズベキスタン、ポーランド、コンゴ民主共和国、キルギス、スロバキア、ルーマニア、ルワンダ、タジキス

タン、チャド、トルクメニスタン及びウクライナでは、430-440MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.278 

 業務の種類の地域差：アルゼンチン、コロンビア、コスタリカ、キューバ、ガイアナ、ホンジュラス、パナマ及びベネズエラでは、アマチュア業務

に対する 430-440MHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.279 

 付加分配：メキシコでは、430-435MHz 及び 438-440MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次

的基礎で陸上移動業務にも分配する。 

 

5.279A 

地球探査衛星業務(能動)のセンサーによるこの周波数帯の使用は、ITU-R勧告 SA.1260-1に従うものとする。さらに、432-438MHz の周波数帯におけ

る 地球探査衛星業務(能動)は、中華人民共和国の航空無線航行業務に有害な混信を生じさせてはならない。 

この脚注の規定は、地球探査衛星業務(能動)が無線通信規則第 5.29 号及び第 5.30 号の規定に従った 二次的基礎として運用することを何ら損なう

ものではない。 

 

5.280 

ドイツ、オーストリア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、クロアチア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、リヒテンシュタイン、モンテネグロ、ポル

トガル、セルビア、スロベニア及びスイスでは、433.05-434.79MHzの周波数帯（中心周波数 433.92MHz）は、産業科学医療（ISM）の使用に指定する。

この周波数帯で運用するこれらの国の無線通信業務は、この使用によって生じ得る有害な混信を容認しなければならない。この周波数帯における ISM

装置の運用は、無線通信規則第 15.13 号の規定に従うことを要する。 

 

5.281 

 代替分配：第二地域のフランス海外県及びインドでは、433.75-434.25MHzの周波数帯は、一次的基礎で宇宙運用業務(地球から宇宙)にも分配する。

フランス及びブラジルでは、その周波数帯は二次的基礎で宇宙運用業務(地球から宇宙)に分配する。 

 

5.282 

 435-438MHz、1260-1270MHz、2400-2450MHz、3400-3410MHz(第二地域及び第三地域に限る。)及び 5650-5670MHz の周波数帯においては、アマチュア

衛星業務は、分配表(無線通信規則第 5.43 号参照)に従って運用する他の業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、使用することができる。

この使用を許可する主管庁は、アマチュア衛星業務の局の発射によって生ずるいかなる有害な混信も無線通信規則第 25.11 号の規定に従って直ちに除

去することを確保する。アマチュア衛星業務による 1260-1270MHz 及び 5650-5670MHzの周波数帯の使用は、地球から宇宙への方向に限る。 

 

5.283 

 付加分配：オーストリアでは、438-440MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務（航空移動を除く。）にも分配する。 

 

5.284 

 付加分配：カナダでは、440-450MHzの周波数帯は、二次的基礎でアマチュア業務にも分配する。 
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5.285 

 業務の種類の地域差：カナダでは、無線標定業務に対する 440-450MHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.286 

 449.75-450.25MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、宇宙運用業務(地球から宇宙)及び宇宙研究

業務(地球から宇宙)に使用することができる。 

 

5.286A 

 移動衛星業務による 454-456MHz及び 459-460MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に従った調整を条件とする。 

 

5.286AA 

450-470MHz の周波数帯は、IMT を導入しようとする主管庁によって特定される（決議第 224（WRC-07、改）参照）。ただし、この特定は、この周波

数帯が分配されている業務のアプリケーションによる使用を妨げるものではなく、また、無線通信規則内に優先権を確立するものでもない。 

 

5.286B 

 無線通信規則第 5.286 号に掲げる国では 454-455MHz、第二地域では 455-456MHz 及び 459-460MHz 並びに無線通信規則第 5.286E 号に掲げる国では

454-456MHz及び 459-460MHzの周波数帯の移動衛星業務による使用は、分配表に従って運用される固定業務又は移動業務の局に有害な混信を生じさせ

てはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.286C 

 無線通信規則第 5.286D 号に掲げる国では 454-455MHz、第二地域では 455-456MHz 及び 459-460MHz 並びに無線通信規則第 5.286E 号に掲げる国では

454-456MHz及び 459-460MHzの周波数帯の移動衛星業務による使用は、分配表に従って運用される固定業務及び移動業務の局の使用と発達を妨げては

ならない。 

 

5.286D 

付加分配：カナダ、アメリカ合衆国及びパナマでは、454-455MHzの周波数帯は、一次的基礎で移動衛星業務（地球から宇宙）にも分配する。 

 

5.286E 

付加分配：カーボヴェルデ、ネパール及びナイジェリアでは、454-456MHz及び 459-460MHzの周波数帯は、一次的基礎で移動衛星業務（地球から宇

宙）にも分配する。 

 

5.287 

海上移動業務による 457.525MHz、457.550MHz、457.575MHz、467.525MHz、467.550MHz及び 467.575MHz の周波数は、船上通信局で使用できる。必要

がある場合は、457.5375MHz、457.5625MHz、467.5375MHz及び 467.5625MHz の追加周波数も使用する 12.5kHzのチャネル間隔で設計されている装置を、

船上通信に導入できる。領水内におけるこれらの周波数の使用は、関係主管庁の国内規制に従うことを条件とすることができる。使用装置の特性は、

ITU-R勧告 M.1174-2の規定に適合しなければならない。 

 

5.288 

 アメリカ合衆国及びフィリピンの領水内では、船上通信局で使用することが望ましい周波数は、457.525MHz、457.550MHz、457.575MHz及び 457.600MHz

とし、これらの周波数は、それぞれ、467.750 MHz、467.775 MHz、467.800 MHz 及び 467.825 MHz と対に組み合わされる。使用装置の特性は、ITU-R

勧告 M.1174-1の規定に適合しなければならない。 

 

5.289 

 460-470MHz及び 1690-1710MHzの周波数帯においては、気象衛星業務以外の地球探査衛星業務は、宇宙から地球への伝送のため、分配表に従って運

用する局に有害な混信を生じさせないことを条件として運用することができる。 

 

5.290 

業務の種類の地域差：アフガニスタン、アゼルバイジャン、ベラルーシ、中華人民共和国、ロシア、日本、キルギス、タジキスタン及びトルクメニ

スタンでは、気象衛星業務(宇宙から地球)に対する 460-470MHzの周波数帯の分配は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件と

して、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.291 

 付加分配：中華人民共和国では、470-485MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ること及び現存の又は計画された放送

局に有害な混信を生じさせないことを条件として、一次的基礎で宇宙研究業務(宇宙から地球)及び宇宙運用業務(宇宙から地球)にも分配する。 

 

5.291A 

 付加分配：ドイツ、オーストリア、デンマーク、エストニア、フィンランド、リヒテンシュタイン、ノルウェー、オランダ、チェコ及びスイスでは、
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470-494MHzの周波数帯は、二次的基礎で無線標定業務にも分配する。この使用は、決議第 217(WRC-97)に従ってウィンドプロファイラレーダーの運用

に限る。 

 

5.292 

業務の種類の地域差：メキシコでは、固定業務及び移動業務並びにアルゼンチン、ウルグアイ及びベネズエラでは、移動業務に対する 470-512MHz

の周波数帯の分配は、無線通信規則第 9.21号に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎とする（無線通信規則第 5.33号参照）。 

 

5.293 

業務の種類の地域差：カナダ、チリ、キューバ、アメリカ合衆国、ガイアナ、ホンジュラス、ジャマイカ、メキシコ、パナマ及びペルーでは、固定

業務に対する 470-512MHz 及び 614-806MHz の周波数帯の分配は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎と

する(無線通信規則第 5.33号参照)。これらの国では、移動業務に対する 470-512MHz 及び 614-698MHzの周波数帯の分配は、第 9.21号に従って同意を

得ることを条件として、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。アルゼンチン及びエクアドルでは、固定業務及び移動業務に対する

470-512MHzの周波数帯の分配は、第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.294 

付加分配：サウジアラビア、カメルーン、コートジボワール、エジプト、エチオピア、イスラエル、ケニア、リビア、シリア、スーダン、南スーダ

ン、チャド及びイエメンでは、470-582MHzの周波数帯は、二次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.295(未使用) 

 

5.296 

付加分配：アルバニア、ドイツ、サウジアラビア、オーストリア、バーレーン、ベルギー、ベナン、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ブルキナファソ、

カメルーン、コンゴ共和国、コートジボワール、クロアチア、デンマーク、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、スペイン、エストニア、フィンラ

ンド、フランス、ガボン、ガーナ、イラク、アイルランド、アイスランド、イスラエル、イタリア、ヨルダン、クウェート、ラトビア、マケドニア旧

ユーゴスラビア共和国、リビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルグ、マリ、マルタ、モロッコ、モルドバ、モナコ、ニジェール、ノ

ルウェー、オマーン、オランダ、ポーランド、ポルトガル、カタール、シリア、スロバキア、チェコ、英国、スーダン、スウェーデン、スイス、スワ

ジランド、チャド、トーゴ、チュニジア及びトルコでは、470-790MHz の周波数帯並びにアンゴラ、ボツワナ、レソト、マラウイ、モーリシャス、モ

ザンビーク、ナミビア、ナイジェリア、南アフリカ共和国、タンザニア、ザンビア及びジンバブエでは、470-698MHz の周波数帯は、放送に対する補

助的使用として、二次的基礎で陸上移動業務にも分配する。これらの国の陸上移動業務の局は、これらの国以外の国で分配表に従って運用される現存

の、又は計画された局に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.297 

付加分配：カナダ、コスタリカ、キューバ、エルサルバドル、アメリカ合衆国、グアテマラ、ガイアナ、ホンジュラス、ジャマイカ及びメキシコで

は、512-608MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配す

る。 

 

5.298 

 付加分配：インドでは、549.75-550.25MHz の周波数帯は、二次的基礎で宇宙運用業務(宇宙から地球)にも分配する。 

 

5.299(未使用) 

 

5.300 

付加分配：サウジアラビア、カメルーン、エジプト、アラブ首長国連邦、イスラエル、ヨルダン、リビア、オマーン、カタール、シリア、スーダン

及び南スーダンでは、582-790MHzの周波数帯は、二次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.301(未使用) 

 

5.302(未使用) 

 

5.303(未使用) 

 

5.304 

 付加分配：アフリカ放送地区(無線通信規則第 5.10 号から第 5.13 号まで参照)では、606-614MHz の周波数帯は、一次的基礎で電波天文業務にも分

配する。 

 

5.305 

 付加分配：中華人民共和国では、606-614MHzの周波数帯は、一次的基礎で電波天文業務にも分配する。 
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5.306 

 付加分配：アフリカ放送地区(無線通信規則第 5.10 号から第 5.13 号まで参照)を除く第一地域及び第三地域では、608-614MHz の周波数帯は、二次

的基礎で電波天文業務にも分配する。 

 

5.307 

 付加分配：インドでは、608-614MHzの周波数帯は、一次的基礎で電波天文業務にも分配する。 

 

5.308(未使用) 

 

5.309 

 業務の種類の地域差：コスタリカ、エルサルバドル及びホンジュラスでは、固定業務による 614-806MHz の周波数帯の分配は、無線通信規則第 9.21

号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.310(未使用) 

 

5.311(未使用) 

 

5.311A 

620-790MHzの周波数帯については、決議第 549(WRC-07)を参照。 

 

5.312 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、カザフスタン、ウズベキスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメ

ニスタン及びウクライナでは 645-862MHz の周波数帯、ブルガリアでは 646-686MHz、726-758MHz、766-814MHz 及び 822-862MHz の周波数帯並びに

830-862MHz の周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。ポーランドでは、830-860MHz の周波数帯は 2012 年 12 月 31 日まで、また

860-862MHzの周波数帯は 2017年 12月 31日まで、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.312A 

第一地域においては、694-790MHz 帯の移動業務(航空移動を除く。)による使用は、決議第 232(WRC-12)の規定に従うものとする。決議第 224(WRC-12、

改)も参照。 

 

5.313(未使用) 

 

5.313A  

バングラデシュ、中華人民共和国、大韓民国、インド、日本、ニュージーランド、パキスタン、パプアニューギニア、フィリピン及びシンガポール

では、698-790MHzの周波数帯又はその一部は、IMTを導入しようとしている主管庁によって特定される。この特定は、この周波数帯が分配されている

業務のアプリケーションによる使用を妨げるものではなく、また、無線通信規則内に優先権を確立するものでもない。なお、中華人民共和国では、2015

年までは、この周波数帯での IMT による使用を開始しない。 

 

5.313B 

業務の種類の地域差：ブラジルでは、698-806MHzの周波数帯の移動業務への分配は、二次的基礎とする (無線通信規則第 5.32号参照)。 

 

5.314 

付加分配：オーストリア、イタリア、モルドバ、ウズベキスタン、キルギス及び英国では、790-862MHz の周波数帯は、二次的基礎で陸上移動業務

にも分配する。 

 

5.315 

代替分配：ギリシャでは、790-838MHzの周波数帯は、一次的基礎で放送業務にも分配する。 

 

5.316 

付加分配：ドイツ、サウジアラビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ブルキナファソ、カメルーン、コートジボワール、クロアチア、デンマーク、エ

ジプト、フィンランド、ギリシャ、イスラエル、リビア、ヨルダン、ケニア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、リヒテンシュタイン、マリ、モナ

コ、モンテネグロ、ノルウェー、オランダ、ポルトガル、英国、シリア、セルビア、スウェーデン及びスイスでは、790-830MHzの周波数帯を、また、

これらの国々とスペイン、フランス、ガボン及びマルタでは、830-862MHz の周波数帯を、一次的基礎で移動業務（航空移動を除く。）にも分配する。

ただし、この脚注に掲げる国の移動業務の局は、これらの国以外の国で分配表に従って運用する業務の局に有害な混信を生じさせてはならない。また、

それらの局からの保護を要求してはならない。この分配は、2015 年 6月 16日まで効力を有する。 

 

5.316A 

付加分配：スペイン、フランス、ガボン及びマルタでは 790-830MHzの周波数帯、アルバニア、アンゴラ、バーレーン、ベナン、ボツワナ、ブルンジ、
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コンゴ共和国、エジプト、アラブ首長国連邦、エストニア、ガンビア、ガーナ、ギニア、ギニアビサウ、ハンガリー、イラク、クウェート、レソト、

ラトビア、レバノン、リトアニア、ルクセンブルグ、マラウイ、モロッコ、モーリタニア、モザンビーク、ナミビア、ニジェール、ナイジェリア、オ

マーン、ウガンダ、ポーランド、カタール、スロバキア、チェコ、ルーマニア、ルワンダ、セネガル、スーダン、南スーダン、南アフリカ共和国、ス

ワジランド、タンザニア、チャド、トーゴ、イエメン、ザンビア、ジンバブエ及び第一地域に属するフランス海外県では 790-862MHz の周波数帯並び

にグルジアでは 806-862MHzの周波数帯を、航空移動業務を除く移動業務にも一次的基礎で分配するが、この分配は、適宜、無線通信規則第 9.21 号及

び GE06 協定の下で得られた、関係主管庁の合意に従うことを条件としており、関係主管庁には、適切であれば無線通信規則第 5.312 号に定める主管

庁が含まれるものとされる。決議第 224(WRC-12、改)及び第 749(WRC-12、改)を参照。この分配は、2015年 6月 16日まで効力を有する。 

 

5.316B 

第一地域においては、790-862MHzの周波数帯の航空移動業務を除く移動業務への一次的基礎による分配は、2015年 6月 17日から発効し、無線通信

規則第 9.21 号に基づいて得られる、無線通信規則第 5.312 号に挙げられている国での航空無線航行業務に関する合意が条件になるものとする。GE06

協定の参加国では、移動業務の局の使用は、当該合意の手続が完了することも条件となる。また、決議第 224 (WRC-12、改)及び決議第 749(WRC-12、

改)が適用される。 

 

5.317 

 付加分配：第二地域(ブラジル及びアメリカ合衆国を除く｡)では、806-890MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得るこ

とを条件として、一次的基礎で移動衛星業務にも分配する。この業務による使用は、国境内での運用を目的とする。 

 

5.317A 

一次的基礎で移動業務に分配されている第二地域での 698-960MHz の周波数帯並びに第一地域及び第三地域での 790-960MHz の周波数帯については、

IMT を導入しようとする主管庁によって特定される(必要に応じて、決議第 224(WRC-12、改)及び決議第 749(WRC-12、改)参照)。この特定は、これら

の周波数帯が分配されている業務のアプリケーションによる使用を妨げるものではなく、また、無線通信規則内に優先権を確立するものでもない。 

 

5.318 

 付加分配：カナダ、アメリカ合衆国及びメキシコでは 849-851MHz及び 894-896MHzの周波数帯は、一次的基礎で航空機による公衆通信のため航空移

動業務にも分配する。849-851MHzの周波数帯の使用は航空局からの送信に限り、また、894-896MHzの周波数帯の使用は航空機局からの送信に限る。 

 

5.319 

 付加分配：ベラルーシ、ロシア及びウクライナでは、806-840MHz(地球から宇宙)及び 856-890MHz(宇宙から地球)の周波数帯は、航空移動衛星(R)を

除く移動衛星業務にも分配する。この業務によるこれらの周波数帯の使用は、他の国で分配表に従って運用する業務の局に有害な混信を生じさせ、又

はこれらの局からの保護を要求してはならない。また、関係主管庁間の特別協定に従うことを要する。 

 

5.320 

 付加分配：第三地域では、806-890MHz 及び 942-960MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次

的基礎で航空移動衛星(R)を除く移動衛星業務にも分配する。この業務による使用は、国境内での運用に限る。この同意を求めるに当たり、有害な混

信を生じさせないよう適当な保護が分配表に従って運用する業務に与えられるべきである。 

 

5.321(未使用) 

 

5.322 

第一地域では、862-960MHzの周波数帯の放送業務の局は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、アルジェリア、ブ

ルンジ、エジプト、スペイン、レソト、リビア、モロッコ、マラウイ、ナミビア、ナイジェリア、南アフリカ共和国、タンザニア、ジンバブエ及びザ

ンビアを除くアフリカ放送区域(無線通信規則第 5.10 号から第 5.13号まで参照)に限り、運用できる。 

 

5.323 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、カザフスタン、ウズベキスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン及

びウクライナでは 862-960MHz の周波数帯、ブルガリアでは 862-890.2MHz 及び 900-935.2MHz の周波数帯、ポーランドでは 2017 年 12 月 31 日まで

862-876MHzの周波数帯並びにルーマニアでは 862-880MHz 及び 915-925MHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。この使用は、

無線通信規則第 9.21 号に定める手続に従い、関係主管庁の同意を得ることを条件とし、1997年 10月 27日現在運用中である地上に設置された無線標

識の寿命の終了までに限る。 

 

5.324(未使用) 

 

5.325 

 業務の種類の地域差：アメリカ合衆国では、無線標定業務に対する 890-942MHz の周波数帯の分配は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を

得ることを条件として、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.325A 
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業務の種類の地域差： キューバでは、陸上移動業務に対する 902-915MHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とする。 

 

5.326 

 業務の種類の地域差：チリでは、903-905MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として、移動業務（航空

移動を除く。）に一次的基礎で分配する。 

 

5.327 

 業務の種類の地域差：オーストラリアでは、無線標定業務による 915-928MHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.327A 

航空移動(R)業務による 960-1164MHz の周波数帯の使用は、認知された国際航空標準に従い運用されるシステムに限る。この使用は、決議第

417(WRC-12、改)に従うものとする。 

 

5.328 

 航空無線航行業務による 960-1215MHzの周波数帯の使用は、航空機上の航空援助電子装置及び直接これに関係する地上施設の使用及び発達のために

世界的基礎で保留する。 

 

5.328A 

1164-1215MHzの周波数帯における無線航行衛星業務の局は、決議第 609（WRC-07、改）の規定に従って運用するものとし、960-1215MHzの周波数帯

における航空無線航行業務の局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A号の規定は適用されない。無線通信規則第 21.18号の規定を

適用する。 

 

5.328B 

完全な調整情報又は通告情報が 2005 年 1 月 1 日後に無線通信局に受領された無線航行衛星業務のシステム及びネットワークによる 1164-1300MHz、

1559-1610MHz及び 5010-5030MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.12号、第 9.12A 号及び第 9.13号の規定に従うことを条件とする。決議第 610

（WRC-03）も適用するが、無線航行衛星業務（宇宙から宇宙）のシステム及びネットワークの場合、決議第 610（WRC-03）は、送信宇宙局にのみ適用

される。無線通信規則第 5.329A 号に従って、1215-1300MHz 及び 1559-1610MHz の周波数帯での無線航行衛星業務（宇宙から宇宙）のシステム及びネ

ットワークについては、無線通信規則第 9.7号、第 9.12 号、第 9.12A号及び第 9.13号の規定は、無線航行衛星業務（宇宙から宇宙）における他のシ

ステム及びネットワークに関してのみ適用される。 

 

5.329 

1215-1300MHzの周波数帯は、無線通信規則第 5.331号で承認された無線航行業務に対して有害な混信を生じさせず、また、当該業務からの保護を要

求しないことを条件として、無線航行衛星業務に使用することができる。さらに、1215-1300MHz の周波数帯を使用する無線航行衛星業務は、無線標

定業務に対して有害な混信を生じさせてはならない。無線通信規則第 5.43号は、無線標定業務には適用しない。決議第 608(WRC-03)を適用する。 

 

5.329A 

1215-1300MHz及び 1559-1610MHzの周波数帯で運用する無線航行衛星業務（宇宙から宇宙）のシステムは安全業務のアプリケーションを提供するた

めのものではなく、かつ、無線航行衛星業務（宇宙から地球）のシステム又は周波数分配表に従って運用するその他の業務に更なる制限を課してはな

らない。 

 

5.330 

付加分配：アンゴラ、サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、カメルーン、中華人民共和国、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、エリ

トリア、エチオピア、ガイアナ、インド、インドネシア、イラン、イラク、イスラエル、日本、ヨルダン、クウェート、ネパール、オマーン、パキス

タン、フィリピン、カタール、シリア、ソマリア、スーダン、南スーダン、チャド、トーゴ及びイエメンでは、1215-1300MHz の周波数帯は、一次的

基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.331 

付加分配：アルジェリア、ドイツ、サウジアラビア、オーストラリア、オーストリア、バーレーン、ベルギー、ベナン、ボスニア・ヘルツェゴビナ、

ブラジル、ブルキナファソ、ブルンジ、カメルーン、中華人民共和国、大韓民国、クロアチア、デンマーク、エジプト、アラブ首長国連邦、エストニ

ア、ロシア、フィンランド、フランス、ガーナ、ギリシャ、ギニア、赤道ギニア、ハンガリー、インド、インドネシア、イラン、イラク、アイルラン

ド、イスラエル、ヨルダン、ケニア、クウェート、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、レソト、ラトビア、レバノン、リヒテンシュタイン、リトア

ニア、ルクセンブルグ、マダガスカル、マリ、モーリタニア、モンテネグロ、ナイジェリア、ノルウェー、オマーン、パキスタン、オランダ、ポーラ

ンド、ポルトガル、カタール、シリア、朝鮮民主主義人民共和国、スロバキア、英国、セルビア、スロベニア、ソマリア、スーダン、南スーダン、ス

リランカ、南アフリカ共和国、スウェーデン、スイス、タイ、トーゴ、トルコ、ベネズエラ及びベトナムでは、1215-1300MHz の周波数帯は、一次的

基礎で無線航行業務にも分配する。カナダ及びアメリカ合衆国では、1240-1300MHz の周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務にも分配し、また、無

線航行業務での使用は航空無線航行業務に限る。 

 

5.332 
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 1215-1260MHz の周波数帯では、地球探査衛星業務及び宇宙研究業務の能動宇宙検知器は、無線標定業務、無線航行衛星業務及びその他の一次的基

礎で分配された業務に有害な混信を生じさせ、これらの業務からの保護を要求し、また、これらの業務の運用又は発達に制限を課してはならない。 

 

5.333(未使用) 

 

5.334 

 付加分配：カナダ及びアメリカ合衆国では、1350-1370MHzの周波数帯は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.335 

 カナダ及びアメリカ合衆国では、1240-1300MHz の周波数帯において、地球探査衛星業務及び宇宙研究業務の能動宇宙検知器は、航空無線航行業務

に混信を生じさせ、この業務からの保護を要求し、また、この業務の運用又は発達に制限を課してはならない。 

 

5.335A 

1260-1300MHz の周波数帯では、地球探査衛星業務及び宇宙研究業務の能動宇宙検知器は、無線標定業務及び脚注により一次的基礎で分配されたそ

の他の業務に対して有害な混信を生じさせ、これらの業務からの保護を要求し、また、これらの業務の運用又は発達に制限を課してはならない。 

 

5.336(未使用) 

 

5.337 

 航空無線航行業務による 1300-1350MHz、2700-2900MHz及び 9000-9200MHzの周波数帯の使用は、地上に設置したレーダー及びこれらの周波数帯の周

波数のみを送信する航空機上のトランスポンダであって同一の周波数帯で運用するレーダーによってのみ動作するものに限る。 

 

5.337A 

無線航行衛星業務の地球局又は無線標定業務の局による 1300-1350MHz の周波数帯の使用は、航空無線航行業務に対して混信を生じさせ、また、こ

の業務の運用及び発達に制限を課してはならない。 

 

5.338 

キルギス、スロバキア及びトルクメニスタンでは、無線航行業務の現存する設備は、1350-1400MHzの周波数帯で運用を継続することができる。 

 

5.338A 

1350-1400MHz、1427-1452MHz、22.55-23.55GHz、30-31.3GHz、49.7-50.2GHz、50.4-50.9GHz、51.4-52.6GHz、81-86GHz 及び 92-94GHzの周波数帯に

は、決議第 750(WRC-12、改)の規定を適用する。 

 

5.339 

 1370-1400MHz、2640-2655MHz、4950-4990MHz 及び 15.20-15.35GHzの周波数帯は、二次的基礎で宇宙研究業務(受動)及び地球探査衛星業務(受動)に

も分配する。 

 

5.339A(未使用) 

 

5.340 

 以下の周波数帯の発射は、全て禁止する。 

   1400-1427MHz 

   2690-2700MHz(無線通信規則第 5.422 号の条件によるものを除く。) 

   10.68-10.7GHz(無線通信規則第 5.483号の条件によるものを除く。) 

   15.35-15.4GHz(無線通信規則第 5.511号の条件によるものを除く。) 

   23.6-24GHz 

   31.3-31.5GHz 

   31.5-31.8GHz(第二地域) 

   48.94-49.04GHz(航空機搭載の局) 

   50.2-50.4GHz 

   52.6-54.25GHz 

   86-92GHz 

   100-102GHz 

   109.5-111.8GHz 

   114.25-116GHz 

   148.5-151.5GHz 

   164-167GHz 

   182-185GHz 
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   190-191.8GHz 

   200-209GHz 

   226-231.5GHz 

   250-252GHz 

 

5.341 

 1400-1727MHz、101-120GHz及び 197-220GHzの周波数帯においては、地球外からの意図的な発射の探究計画に基づく受動的研究が一部の国によって

遂行されている。 

 

5.342 

 付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ウズベキスタン、キルギス、ロシア及びウクライナでは 1429-1535MHz の周波数帯並びに

ブルガリアでは 1525-1535MHz の周波数帯は、一次的基礎で国境内における航空テレメトリの目的に限った航空移動業務にも分配する。2007 年 4 月 1

日からは、1452-1492MHzの周波数帯の使用は関係主管庁間の同意を得ることを条件とする。 

 

5.343 

 第二地域では、遠隔測定のための航空移動業務による 1435-1535MHz の周波数帯の使用は、移動業務によるその他の使用に対して優先権を有する。 

 

5.344 

 代替分配：アメリカ合衆国では、1452-1525MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務に分配する (無線通信規則第 5.343 号参照) 。 

 

5.345 

 放送衛星業務及び放送業務による 1452-1492MHzの周波数帯の使用は、デジタル音声放送に限られ、決議第 528(WARC-92)の規定に従うことを条件と

する。 

 

5.346(未使用) 

 

5.347(未使用) 

 

5.347A(未使用) 

 

5.348 

 移動衛星業務による 1518-1525MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号の規定に従って調整を行うことを条件とする。1518-1525MHz の周

波数帯における移動衛星業務の局は、固定業務の局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A号の規定は適用しない。 

 

5.348A 

 1518-1525MHz の周波数帯において、日本の領域で運用する限定された移動無線又は公衆電話交換網(PSTN)と接続して使用される陸上移動業務に関

して、無線通信規則第 9.11A号の規定の適用に当たっての移動衛星業務(宇宙から地球)の宇宙局に対する地表面での電力束密度の調整しきい値は、無

線通信規則付録第5号表5-2に記載された調整しきい値の代わりに、全ての到来角について任意の4 kHzの周波数帯域幅において-150dB(W/m2)とする。

1518-1525MHz の周波数帯における移動衛星業務の局は、日本の領域で運用される移動業務の局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第

5.43A号の規定は適用しない。 

 

5.348B 

1518-1525MHz の周波数帯においては、移動衛星業務の局は、アメリカ合衆国の領域(無線通信規則第 5.343 号及び第 5.344 号参照)及び無線通信規

則第 5.342号に掲げる国の領域で運用される移動業務の航空移動テレメトリ局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A号の規定は適

用しない。 

 

5.348C(未使用) 

 

5.349 

業務の種類の地域差: サウジアラビア、アゼルバイジャン、バーレーン、カメルーン、エジプト、フランス、イラン、イラク、イスラエル、カザフ

スタン、クウェート、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、レバノン、モロッコ、カタール、シリア、キルギス、トルクメニスタン及びイエメンでは、

移動業務（航空移動を除く。）による 1525-1530MHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とする（無線通信規則第 5.33号参照）。  

 

5.350 

 付加分配：アゼルバイジャン、キルギス及びトルクメニスタンでは、1525-1530MHzの周波数帯は、一次的基礎で航空移動業務にも分配する。 

 

5.351 

 1525-1544MHz、1545-1559MHz、1626.5-1645.5MHz 及び 1646.5-1660.5MHz の周波数帯は、いかなる業務のフィーダリンクにも使用してはならない。
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ただし、これらの周波数を使用する宇宙局を経由して通信を行うため、特定の地点にあっては、移動衛星業務の地球局の使用が主管庁によって許され

る場合もある。 

 

5.351A 

1518-1544MHz、1545-1559MHz、1610-1645.5MHz、1646.5-1660.5MHz、1668-1675MHz、1980-2010MHz、2170-2200MHz、2483.5-2520MHz 及び 2670-2690MHz

の周波数帯の移動衛星業務による使用については、決議第 212 (WRC-07、改)及び決議第 225 (WRC-07、改)を参照。 

 

5.352(未使用) 

 

5.352A 

1525-1530MHz の周波数帯においては、海上移動衛星業務の局を除く移動衛星業務の局は、フランスと第三地域のフランス海外県、アルジェリア、

サウジアラビア、エジプト、ギニア、インド、イスラエル、イタリア、ヨルダン、クウェート、マリ、モロッコ、モーリタニア、ナイジェリア、オマ

ーン、パキスタン、フィリピン、カタール、シリア、タンザニア、ベトナム及びイエメンの 1998 年 4 月 1 日前に通告された固定業務の局に有害な混

信を生じさせてはならない。また、これらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.353(未使用) 

 

5.353A 

 1530-1544MHz 及び 1626.5-1645.5MHz の周波数帯における移動衛星業務への無線通信規則第 9 条の第 II 節の手続の適用においては、海上における

遭難及び安全に関する世界的な制度(GMDSS)の遭難、緊急及び安全通信に必要なスペクトルの確保に優先権を与えなければならない。海上移動衛星に

よる遭難、緊急及び安全通信には、ネットワークにおいて運用されている他の全ての移動衛星通信に対して優先アクセス及び即時利用が認められる。

移動衛星システムは、GMDSS の遭難、緊急及び安全通信に許容し得ない混信を生じさせてはならない。また、これらの通信からの保護を要求してはな

らない。他の移動衛星業務による安全に関する通信の優先は考慮されなければならない(決議第 222(WRC-2000)の規定が適用される。)。 

 

5.354 

 移動衛星業務による 1525-1559MHz及び 1626.5-1660.5MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号の規定に従って調整を行うことを条件とす

る。 

 

5.355 

付加分配：バーレーン、バングラデシュ、コンゴ共和国、ジブチ、エジプト、エリトリア、イラク、イスラエル、クウェート、カタール、シリア、

ソマリア、スーダン、南スーダン、チャド、トーゴ及びイエメンでは、1540-1559MHz、1610-1645.5MHz 及び 1646.5-1660MHzの周波数帯は、二次的基

礎で固定業務にも分配する。 

 

5.356 

 移動衛星業務(宇宙から地球)による 1544-1545MHzの周波数帯の使用は、遭難及び安全に関する運用に限る(無線通信規則第 31条参照)。 

 

5.357 

 1545-1555MHzの周波数帯における航空移動(R)業務の地上の航空局から直接航空機局へ又は航空機局相互間の伝送は、衛星から航空機への回線の延

長又は補完のために使用される場合には許される。 

 

5.357A 

1545-1555MHz 及び 1646.5-1656.5MHz の周波数帯における移動衛星業務への無線通信規則第 9 条第 II 節の手続の適用においては、無線通信規則第

44条 1から 6までの優先権を有する通報を送信する航空移動衛星(R)業務に必要なスペクトルの確保に優先権を与えなければならない。無線通信規則

第 44条 1から 6までの優先権を有する航空移動衛星(R)業務は、必要であれば、ネットワークにおいて運用されている他の全ての移動衛星通信に対し

て優先アクセス及び即時利用が認められる。移動衛星システムは、無線通信規則第 44条 1から 6までの優先権を有する航空移動衛星(R)業務に対し許

容し得ない混信を生じさせてはならない。また、保護を要求してはならない。他の移動衛星業務による安全に関する通信の優先は考慮されなければな

らない(決議第 222(WRC-12)の規定が適用される。)。 

 

5.358(未使用) 

 

5.359 

付加分配：ドイツ、サウジアラビア、アルメニア、オーストリア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ベナン、カメルーン、ロシア、フランス、グル

ジア、ギリシャ、ギニア、ギニアビサウ、ヨルダン、カザフスタン、クウェート、リトアニア、モーリタニア、ウガンダ、ウズベキスタン、パキスタ

ン、ポーランド、シリア、キルギス、朝鮮民主主義人民共和国、ルーマニア、タジキスタン、タンザニア、チュニジア、トルクメニスタン及びウクラ

イナでは、1550-1559MHz、1610-1645.5MHz及び 1646.5-1660MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。主管庁は、これらの周波数帯に

おける新たな固定業務の局の設置を避けるため、全ての実行可能な努力を行わなければならない。 

 

5.360(未使用) 
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5.361(未使用) 

 

5.362(未使用) 

 

5.362A 

 アメリカ合衆国では、1555-1559MHz 及び 1656.5-1660.5MHz の周波数帯においては、航空移動衛星(R)業務の通信には、必要であれば既存の使用者

に取って代わることも含めて、ネットワークにおいて運用されている他の全ての移動衛星通信に対して優先的なアクセス及び即時利用が認められる。

移動衛星システムは、無線通信規則第 44 条 1 から 6 までの優先権を有する航空移動衛星(R)業務に対し、許容し得ない混信を生じさせてはならない。

また、当該業務に対する保護を要求してはならない。他の移動衛星業務による安全に関する通信の優先は考慮されなければならない。 

 

5.362B 

付加分配：1559-1610MHz の周波数帯は、アルジェリア、サウジアラビア、カメルーン、ヨルダン、マリ、モーリタニア、シリア及びチュニジアで

は、2010年 1月 1日まで、一次的基礎で固定業務にも分配する。この期限の後、固定業務は、この分配が効力を失う 2015年 1月 1日まで、二次的基

礎で運用を継続してもよい。1559-1610MHz の周波数帯は、アルジェリア、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ベナン、ロシア、ガボン、

グルジア、ギニア、ギニアビサウ、カザフスタン、リトアニア、ナイジェリア、ウズベキスタン、パキスタン、ポーランド、キルギス、朝鮮民主主義

人民共和国、ルーマニア、セネガル、タジキスタン、タンザニア、トルクメニスタン及びウクライナでは、この分配が効力を失う 2015 年 1 月 1 日ま

で、二次的基礎で固定業務にも分配される。主管庁は、無線航行衛星業務及び航空無線航行業務を保護するあらゆる実行可能な措置を執り、この周波

数帯における固定業務システムへの新たな割当てを認めないよう要請される。 

 

5.362C 

付加分配：1559-1610MHz の周波数帯は、コンゴ共和国、エリトリア、イラク、イスラエル、ヨルダン、カタール、シリア、ソマリア、スーダン、

南スーダン、チャド、トーゴ及びイエメンでは、この分配が効力を失う 2015 年 1 月 1 日まで、二次的基礎で固定業務にも分配する。主管庁は、無線

航行衛星業務を保護するあらゆる実行可能な措置を執り、この周波数帯における固定業務システムへの新たな割当てを認めないよう要請される。 

 

5.363(未使用) 

 

5.364 

移動衛星業務(地球から宇宙)及び無線測位衛星業務(地球から宇宙)による 1610-1626.5MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号による調

整を行うことを条件とする。この周波数帯においていずれかの業務により運用する移動地球局は、影響を受ける主管庁の同意を得ない限り、無線通信

規則第 5.366 号の規定に従って運用しているシステム(無線通信規則第 4.10 号が適用されるシステム)に使用される周波数帯の一部で、-15dBW/4kHz

を超える最大等価等方輻射電力による電力密度を生じることはできない。そのようなシステムが運用されていない周波数帯においては、移動地球局の

平均の等価等方輻射電力による電力密度は-3dBW/4kHz の値を超えてはならない。移動衛星業務の局は航空無線航行業務の局、無線通信規則第 5.366

号の規定に従って運用している局及び無線通信規則第 5.359号の規定に従って運用している固定業務の局に対して、これらの局からの保護を要求して

はならない。移動衛星網の調整に責任を持つ主管庁は、無線通信規則第 5.366 号の規定に従って運用している局の保護を確保するため、全ての実行可

能な努力を行わなければならない。 

 

5.365 

 移動衛星業務(宇宙から地球)による 1613.8-1626.5MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号に従って調整を行うことを条件とする。 

 

5.366 

 1610-1626.5MHz の周波数帯は、航空機上の航行援助電子装置及び直接これに関係する地上又は衛星上の設備の使用及び発達のために世界的基礎で

保留する。この衛星の使用は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件とする。 

 

5.367 

付加分配：1610-1626.5MHz の周波数帯は、一次的基礎で航空移動衛星(R)業務にも無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件に

分配する。 

 

5.368 

 1610-1626.5MHzの周波数帯では、無線測位衛星及び移動衛星業務の局は、航空無線航行衛星業務を除いて無線通信規則第 4.10号の規定は適用しな

い。 

 

5.369 

業務の種類の地域差：アンゴラ、オーストラリア、中華人民共和国、エリトリア、エチオピア、インド、イラン、イスラエル、レバノン、リベリア、

マダガスカル、マリ、パキスタン、パプアニューギニア、シリア、コンゴ民主共和国、スーダン、南スーダン、トーゴ及びザンビアでは、無線測位衛

星業務(地球から宇宙)に対する 1610-1626.5MHzの周波数帯の分配は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って、この規定に掲げる国以外の国から同意

を得ることを条件として、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 
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5.370 

 業務の種類の地域差：ベネズエラでは、無線測位衛星業務(地球から宇宙)に対する 1610-1626.5MHz の周波数帯の分配は、二次的基礎とする。 

 

5.371 

付加分配：第一地域では、1610-1626.5MHz(地球から宇宙)の周波数帯は、二次的基礎で無線測位衛星業務にも無線通信規則第 9.21 号による同意を

得ることを条件に分配する。 

 

5.372 

 無線測位衛星業務及び移動衛星業務の局は、1610.6-1613.8MHzの周波数帯を使用する電波天文業務に有害な混信を生じさせてはならない(無線通信

規則第 29.13 号参照)。 

 

5.373(未使用) 

 

5.373A(未使用) 

 

5.374 

 1631.5-1634.5MHz 及び 1656.5-1660MHzの周波数帯で運用する移動衛星業務の移動地球局は、無線通信規則第 5.359 号に掲げる国で運用する固定業

務の局に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.375 

 移動衛星業務(地球から宇宙)及び衛星間の回線による 1645.5-1646.5MHz の周波数帯の使用は、遭難及び安全に関する通信に限る(無線通信規則第

31条参照)。 

 

5.376 

 1646.5-1656.5MHz の周波数帯における航空移動(R)業務の航空機局から直接地上の航空局へ又は航空機局相互間の伝送は、航空機から衛星への回線

の延長又は補完のために使用される場合には許される。 

 

5.376A 

 1660.0-1660.5MHz の周波数帯で運用する移動地球局は、電波天文業務の局に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.377(未使用) 

 

5.378(未使用) 

 

5.379 

 付加分配：バングラデシュ、インド、インドネシア、ナイジェリア及びパキスタンでは、1660.5-1668.4MHz の周波数帯は、二次的基礎で気象援助

業務にも分配する。 

 

5.379A 

 主管庁は、可能な限り特に 1664.4-1668.4MHz の周波数帯での気象援助業務の空中から地上への送信を回避することにより、電波天文の将来の研究

のために 1660.5-1668.4MHzの周波数帯であらゆる可能な保護を与えることが求められる。 

 

5.379B 

移動衛星業務による 1668-1675MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A号の規定に基づく調整に従うことを条件とする。1668-1668.4MHz の

周波数帯においては、決議第 904（WRC-07）を適用する。   

 

5.379C 

1668-1670MHzの周波数帯における電波天文業務を保護するため、この周波数帯で運用される移動衛星業務のネットワーク内の移動地球局から生ずる

総電力束密度は、国際周波数登録原簿 に登録された いかなる電波天文局においても、2000 秒間の積分時間の 2%以上で、10 MHz の周波数帯域幅にお

いて-181 dB(W/m2)及び任意の 20kHzの周波数帯域幅において -194 dB(W/m2)を超えてはならない。 

 

5.379D 

 1668-1675MHzの周波数帯において、移動衛星業務、固定業務、移動業務及び宇宙研究業務(受動)の共用のため、決議第 744(WRC-07、改)を適用する。 

 

5.379E 

 1668.4-1675MHz の周波数帯における移動衛星業務の局は、中華人民共和国、イラン、日本及びウズベキスタンの気象援助業務の局に有害な混信を

生じさせてはならない。1668.4-1675 MHzの周波数帯では、主管庁は、気象援助業務の新しいシステムを導入しないよう要請され、また、可能な限り

速やかに既存の気象援助業務の局を他の周波数帯に移行するよう奨励される。 
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5.380(未使用) 

 

5.380A 

1670-1675MHz の周波数帯では、移動衛星業務の局は、2004 年１月１日前に通告された既存の気象衛星業務の地球局に有害な混信を生じさせてはな

らない。また、その発展を妨げてはならない。この周波数帯における、これらの地球局への新たな割当てについても、移動衛星業務の局による有害な

混信から保護を受けるものとする。 

 

5.381 

付加分配：アフガニスタン、キューバ、インド、イラン及びパキスタンでは、1690-1700MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航

空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.382 

業務の種類の地域差：サウジアラビア、アルメニア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ、コンゴ共和国、エジプト、アラブ首長国連邦、

エリトリア、エチオピア、ロシア、ギニア、イラク、イスラエル、ヨルダン、カザフスタン、クウェート、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、レバ

ノン、モーリタニア、モルドバ、モンゴル、オマーン、ウズベキスタン、ポーランド、カタール、シリア、キルギス、ソマリア、タジキスタン、タン

ザニア、トルクメニスタン、ウクライナ及びイエメンでは、固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)に対する 1690-1700MHz の周波数帯の分配は、

一次的基礎とし(無線通信規則第 5.33 号参照)、朝鮮民主主義人民共和国では、固定業務に対する 1690-1700MHz の周波数帯の分配は、一次的基礎(無

線通信規則第 5.33号参照)、移動業務(航空移動を除く。)に対する分配は、二次的基礎とする。 

 

5.383(未使用) 

 

5.384 

 付加分配：インド、インドネシア及び日本では、1700-1710MHzの周波数帯は、一次的基礎で宇宙研究業務(宇宙から地球)にも分配する。 

 

5.384A 

1710-1885MHz、2300-2400MHz及び 2500-2690MHzの周波数帯又はその一部は、決議第 223 (WRC-07、改)に従って IMTを導入しようとする主管庁によ

る使用のために特定される。この特定は、これらの周波数帯が分配されている業務のアプリケーションによる使用を妨げるものではなく、また、無線

通信規則内に優先権を確立するものでもない。  

 

5.385 

 付加分配：1718.8-1722.2MHzの周波数帯は、スペクトル線観測のため、二次的基礎で電波天文業務にも分配する。 

 

5.386 

 付加分配：1750-1850MHzの周波数帯は、第二地域並びにオーストラリア、グアム、インド、インドネシア及び日本では、無線通信規則第 9.21 号の

規定に従って同意を得ること及び対流圏散乱による通信に特別の考慮を払うことを条件として、一次的基礎で宇宙運用業務(地球から宇宙)及び宇宙研

究業務(地球から宇宙)にも分配する。 

 

5.387 

付加分配：ベラルーシ、グルジア、カザフスタン、キルギス、ルーマニア、タジキスタン及びトルクメニスタンでは、1770-1790MHz の周波数帯は、

無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で気象衛星業務にも分配する。 

 

5.388 

 1885-2025MHz及び 2110-2200MHzの周波数帯は、世界的基礎で、IMT-2000を行おうとする主管庁による使用を予定する。この使用は、これらの周波

数帯に分配されている他の業務による使用を妨げない。この周波数帯は、決議第 212(WRC-97、改)に従って IMT-2000に使用できる(決議第 223(WRC-2000)

も参照)。 

 

5.388A 

決議第 221(WRC-03、改)に従い、第一地域及び第三地域では、1885-1980MHz、2010-2025MHz 及び 2110-2170MHz の周波数帯を、第二地域では、

1885-1980MHz及び 2110-2160MHzの周波数帯を、IMT-2000を提供する基地局としての高高度プラットフォーム局（HAPS）に使用することができる。HAPS

を基地局として使用する IMT-2000 アプリケーションによる使用は、これらの周波数帯が分配されている業務の局による当該周波数帯の使用を妨げる

ものではなく、また、無線通信規則内において優先権を確立するものでもない。 

 

5.388B 

アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、ベナン、ブルキナファソ、カメルーン、コモロ、コートジボワール、中華人民共和国、キューバ、ジ

ブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、エリトリア、エチオピア、ガボン、ガーナ、インド、イラン、イスラエル、ヨルダン、ケニア、クウェート、リ

ビア、マリ、モロッコ、モーリタニア、ナイジェリア、オマーン、ウガンダ、パキスタン、カタール、シリア、セネガル、シンガポール、スーダン、

南スーダン、タンザニア、チャド、トーゴ、チュニジア、イエメン、ザンビア及びジンバブエでは、国内の固定業務及び IMT 2000 の移動局を含む移

付-47



動業務を同一チャネル干渉から保護するため、無線通信規則第 5.388A号に掲げる周波数帯において隣接国で IMT 2000の基地局として使用する高高度

プラットフォーム局(HAPS)は、HAPS の通告時点で影響を受ける主管庁の明確な同意がない場合、国境外の地表面で-127dB(W/(m2•MHz))の同一チャネル

電力束密度を超えてはならない。 

 

5.389(未使用) 

 

5.389A 

移動衛星業務による 1980-2010MHz 及び 2170-2200MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に基づく調整及び決議第 716（WRC-2000、改）

の規定に従うことを条件とする。 

 

5.389B 

 移動衛星業務による 1980-1990MHz の周波数帯の使用は、アルゼンチン、ブラジル、カナダ、チリ、エクアドル、アメリカ合衆国、ホンジュラス、

ジャマイカ、メキシコ、ペルー、スリナム、トリニダード・トバゴ、ウルグアイ及びベネズエラにおける固定業務及び移動業務に有害な混信を与えて

はならず、また、これらの業務の発達を妨げてはならない。 

 

5.389C 

移動衛星業務による第二地域での 2010-2025MHz 及び 2160-2170MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に基づく調整及び決議第 716

（WRC-2000、改）の規定に従うことを条件とする。  

 

5.389D(未使用) 

 

5.389E 

 移動衛星業務による第二地域での 2010-2025MHz及び 2160-2170MHzの周波数帯の使用は、第一地域及び第三地域における固定業務及び移動業務に有

害な混信を与えてはならず、また、これらの業務の発達を妨げてはならない。 

 

5.389F 

 アルジェリア、ベナン、カーボヴェルデ、エジプト、イラン、マリ、シリア及びチュニジアでは、移動衛星業務による 1980-2010MHz及び 2170-2200MHz

の周波数帯の使用は、固定業務及び移動業務に有害な混信を与えてはならず、2005 年 1 月 1 日前にこれらの業務の発達を妨げてはならず、また、前

者の業務は後者の業務から保護を要求してはならない。 

 

5.390(未使用) 

 

5.391 

 2025-2110MHz 及び 2200-2290MHz の周波数帯における移動業務に対する周波数の割当てに当たっては、主管庁は、ITU-R 勧告 SA.1154 に規定するよ

うに高密度の移動システムを導入してはならず、その他のいかなる種類の移動システムの導入に際してもこの勧告を考慮しなければならない。 

 

5.392 

 主管庁は、2025-2110MHz及び 2200-2290MHzの周波数帯の宇宙研究業務、宇宙運用業務及び地球探査衛星業務において、２以上の非静止衛星間の宇

宙から宇宙への発射が、これらの業務における静止及び非静止衛星間の地球から宇宙、宇宙から地球及び宇宙から宇宙への発射に対して制限を課すこ

とがないように、実行可能な全ての措置を執ることを要請される。 

 

5.392A(未使用) 

 

5.393 

付加分配：カナダ、アメリカ合衆国、インド及びメキシコでは、2310-2360MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送衛星業務（音声）及び補助的な地

上音声放送業務にも分配する。この分配の使用は、高い方の 25MHzの周波数帯における放送衛星システムに対する制限に関する決議事項 3を除き、デ

ジタル音声放送に限定し、また、決議第 528(WRC-03、改)の規定に従うことを条件とする。 

 

5.394 

アメリカ合衆国では、航空移動業務による遠隔測定のための 2300-2390MHzの周波数帯の使用は、移動業務のその他の使用に対して優先権を有する。

カナダでは、航空移動業務による遠隔測定のための 2360-2400MHz の周波数帯の使用は、移動業務のその他の使用に対して優先権を有する。 

 

5.395 

 フランス 及びトルコでは、航空移動業務による遠隔測定のための 2310-2360MHzの周波数帯の使用は、移動業務のその他の使用に対して優先権を有

する。 

 

5.396 

 無線通信規則第 5.393 号の規定に従って運用される 2310-2360MHz の周波数帯を使用する放送衛星業務の宇宙局は、他の国々に分配されている業務
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に影響を与えないよう、決議第 33(WRC-97、改)に従って調整及び通告されなければならない。補助的な地上放送局は、その使用前に、隣接国との調

整を条件とする。 

 

5.397(未使用) 

 

5.398 

 2483.5-2500MHzの周波数帯の無線測位衛星業務に関しては、無線通信規則第 4.10号の規定は適用されない。 

 

5.398A 

業務の種類の地域差：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、カザフスタン、ウズベキスタン、キルギス、タジキスタン及びウクラ

イナでは、2483.5-2500MHz の周波数帯は、一次的基礎で無線標定業務に分配する。これらの国々における無線標定業務の局は、2483.5-2500MHz の周

波数帯において、無線通信規則に従って運用する固定業務、移動業務及び移動衛星業務の局に対して有害な混信を生じさせてはならない。また、それ

らの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.399 

無線通信規則第 5.401 号で言及する場合を除き、2483.5-2500 MHzの周波数帯において、2012年 2月 17日以降に通告情報が無線通信局に受領され、

アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、カザフスタン、ウズベキスタン、キルギス、タジキスタン及びウクライナを含む業務区域にお

いて運用を行う無線測位衛星業務の局は、無線通信規則第 5.398A 号に従ってこれらの国々で運用する無線標定業務の局に対して有害な混信を生じさ

せてはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.400(未使用) 

 

5.401 

アンゴラ、オーストラリア、バングラデシュ、ブルンジ、中華人民共和国、エリトリア、エチオピア、インド、イラン、レバノン、リベリア、リビ

ア、マダガスカル、マリ、パキスタン、パプアニューギニア、シリア、コンゴ民主共和国、スーダン、スワジランド、トーゴ及びザンビアでは、

2483.5-2500MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って、この規定に掲げる国以外の国から同意を得ることを条件として、WRC-12以前

より一次的基礎で無線測位衛星業務に既に分配されている。完全な調整情報が 2012 年 2月 18日以前に無線通信局により受領されている無線測位衛星

業務のシステムは、調整要求情報の受領日現在で規則上の地位は保持される。 

 

5.402 

 移動衛星業務及び無線測位衛星業務による 2483.5-2500MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号の規定に従って調整を行うことを条件と

する。主管庁は 2483.5-2500MHz の周波数の発射による電波天文業務への有害な混信(特に、世界的に電波天文業務に分配された 4990-5000MHz の周波

数帯に落ち込む第二高調波により生じる混信)を防止する全ての可能な措置を執ることを要請される。 

 

5.403 

2520-2535MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、航空移動衛星を除く移動衛星業務(宇宙から地

球)の国境内に限定した運用のためにも使用することができる。無線通信規則第 9.11A号の規定を適用する。 

 

5.404 

 付加分配：インド及びイランでは、2500-2516.5MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、無線測位

衛星業務(宇宙から地球)の国境内に限定した運用にも使用することができる。 

 

5.405(未使用) 

 

5.406(未使用) 

 

5.407 

 アルゼンチンでは、2500-2520MHz の周波数帯の移動衛星業務(宇宙から地球)の宇宙局からの地表面での電力束密度は、関係主管庁との同意が成立

しない限り、-152dB(W/m2/4kHz)を超えてはならない。 

 

5.408(未使用) 

 

5.409(未使用) 

 

5.410 

2500-2690MHzの周波数帯は、第一地域では無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として対流圏散乱による通信に使用するこ

とができる。無線通信規則第 9.21 号の規定は、第一地域の完全に外側にある対流圏散乱回線には適用しない。主管庁は、この周波数帯における新た

な対流圏散乱通信システムの開発を避けるため、実行可能な全ての努力をしなければならない。この周波数帯で新たな対流圏散乱による無線通信回線
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を計画する場合には、この回線のアンテナが、静止衛星の軌道方向を向かないよう、実行可能な全ての措置を執らなければならない。 

 

5.411(未使用) 

 

5.412 

代替分配：キルギス及びトルクメニスタンでは、2500-2690MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)に分配する。 

 

5.413 

 主管庁は、2500-2690MHz の周波数帯で放送衛星業務の通信系を設計するに当たっては、2690-2700MHz の周波数帯の電波天文業務を保護するため必

要な全ての措置を執ることを要請される。 

 

5.414 

2500-2520MHzの周波数帯の移動衛星業務（宇宙から地球）への分配は、無線通信規則第 9.11A号の規定に従って調整を行うことを条件とする。 

 

5.414A 

日本及びインドでは、無線通信規則第 5.403号に基づく移動衛星業務（宇宙から地球）の衛星ネットワークによる 2500-2520MHz及び 2520-2535MHz

の周波数帯の使用は、国境内での運用に限定され、無線通信規則第 9.11A号の適用を条件とする。以下の pfd値は、当該移動衛星業務ネットワークの

通告主管庁の領域から 1000km の範囲内における全ての条件及び全ての変調方式における第 9.11A 号に基づく調整しきい値として使用されなければな

らない。 

 −136dB(W/(m2·MHz))   0 ﾟ≤ θ ≤ 5 ﾟの場合 

 −136 + 0.55 (θ-5)dB(W/(m2·MHz))   5 ﾟ< θ ≤ 25 ﾟの場合 

 −125 dB(W/(m2·MHz))   25 ﾟ< θ ≤ 90 ﾟの場合 

ここで、θは水平面上の入射波の到来角度を度で表示したものである。この範囲外では、無線通信規則第 21 条の表 21-4 を適用する。さらに、2007

年 11月 14日までに、完全な通告情報が無線通信局によって受領され、その時までに利用が開始されているシステムには、無線通信規則第 9.11A 号と

関連した無線通信規則第 9条及び第 11条の規定を適用するとともに、無線通信規則（2004 年版）付録第 5号附属書１の表 5-2の調整しきい値が適用

される。 

 

5.415 

固定衛星業務による 2500-2690MHz(第二地域)並びに 2500-2535MHz及び 2655-2690MHz(第三地域)の周波数帯の使用は、国内通信系及び地域通信系に

限る。この使用は、第一地域の放送衛星業務に対して特別な注意を払い、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件とする。 

 

5.415A 

 付加分配：インド及び日本では、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、2515-2535MHzの周波数帯は、航空移動衛星

業務(宇宙から地球)の国境内に限定した運用のためにも使用することができる。 

 

5.416 

放送衛星業務による 2520-2670MHzの周波数帯の使用は、共同受信のための国内通信系及び地域通信系に限るものとし、無線通信規則第 9.21 号の規

定に従って同意を得ることを条件とする。無線通信規則第 9.19号の規定は、この周波数帯における主管庁の二国間及び多国間の交渉に適用する。 

 

5.417(未使用) 

 

5.417A 

  無線通信規則第 5.418 号の規定を適用する場合、大韓民国及び日本では、決議第 528(WRC-03、改)の決議事項 3 は、放送衛星業務(音声)及び補助

的な地上放送業務が 2605-2630MHz の周波数帯において一次的基礎で付加的に運用できるように緩和される。この分配の使用は、国内向けのシステム

に限定される。本規定に掲げる主管庁は、二つの重複する周波数割当て、すなわち本規定に基づくもの及び無線通信規則第 5.416号に基づくものを同

時に有してはならない。無線通信規則第 5.416 号の規定及び第 12 条の表 21-4 は適用しない。2605-2630MHz の周波数帯における放送衛星業務(音声)

の非静止衛星システムの使用は、決議第 539(WRC-03、改)に従うことを条件とする。無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が

2003年 7月 4日後に受領された 2605-2630MHzの周波数帯で運用する静止衛星を用いた放送衛星業務(音声)の宇宙局から生ずる地表面での電力束密度

は、全ての条件及び全ての変調方式において、以下の制限値を超えてはならない。 

 -130dB(W/(m2·MHz))       0 ﾟ≤ θ ≤ 5 ﾟの場合 

 -130+0.4 (θ-5)dB(W/(m2·MHz))   5 ﾟ< θ ≤ 25 ﾟの場合 

 -122dB(W/(m2·MHz))        25 ﾟ< θ ≤ 90 ﾟの場合 

ここで、θは水平面上の入射波の到来角である。これらの制限値は、合意を得た主管庁の領域内において超過することができる。大韓民国の放送衛

星業務(音声)のネットワークの場合、上記制限値の例外として、到来角 35 度より大きい場合に限り、放送衛星業務(音声)システムの通告主管庁の領

域から 1000kmの距離の範囲内における無線通信規則第 9.11号の規定に基づく調整しきい値として、-122dB(W/(m2·MHz))の電力束密度値が使用されな

ければならない。 

 

5.417B 
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大韓民国及び日本では、無線通信規則第 5.417A号の規定に基づき、無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2003年 7月 4

日後に受領された放送衛星業務(音声)の非静止衛星システムによる 2605-2630MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則付録第 4 号に定めた完全な調整

情報又は通告情報が 2003 年 7 月 4 日後に受領されたとみなされる静止衛星網に対して、無線通信規則第 9.12A 号の規定に従うことを条件とし、無線

通信規則第 22.2 号の規定は適用しない。無線通信規則第 22.2 号の規定は、無線通信規則付録第 4 号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2003 年

7月 5日前に受領されたとみなされる静止衛星網に対して適用し続けなければならない。 

 

5.417C 

 無線通信規則第 5.417A号に基づき、無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2003 年 7月 4日後に受領された放送衛星業務

(音声)の非静止衛星システムによる 2605-2630MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.12号の規定に従うことを条件とする。 

 

5.417D 

 無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2003年 7月 4日後に受領された静止衛星網による 2605-2630MHzの周波数帯の使用

は、無線通信規則第 5.417A号の規定に基づく放送衛星業務(音声)の非静止衛星システムに対して、無線通信規則第 9.13 号の規定に従うことを条件と

し、かつ、無線通信規則第 22.2 号の規定は適用しない。 

 

5.418 

付加分配：大韓民国、インド、日本及びタイでは、2535-2655MHz の周波数帯は、一次的基礎で放送衛星業務(音声)及び補助的な地上放送業務にも

分配する。この分配の使用は、デジタル音声放送に限定し、決議第 528(WRC-03、改)の規定に従うことを条件とする。無線通信規則第 5.416号の規定

及び第 12条の表 21-4 は、この付加分配には適用しない。放送衛星業務(音声)の非静止衛星システムの使用は、決議第 539(WRC-03、改)に従うことを

条件とする。無線通信規則付録第 4 号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2005 年 6 月 1 日より後に受領された放送衛星業務(音声)の静止衛星シ

ステムは、国内向けのシステムに限定される。付録第 4号に定めた完全な調整情報が 2005 年 6月 1日より後に受領された 2630-2655MHzの周波数帯で

運用する静止衛星を用いた放送衛星業務(音声)の宇宙局から生ずる地表面での電力束密度は、全ての条件及び全ての変調方式において、以下の制限値

を超えてはならない。 

 −130 dB(W/(m2·MHz))    0 ﾟ≤ θ ≤ 5 ﾟの場合 

 −130 + 0.4(θ-5) dB (W/(m2·MHz))   5 ﾟ< θ ≤ 25 ﾟの場合 

 −122 dB (W/(m2·MHz))    25 ﾟ< θ ≤ 90 ﾟの場合 

ここで、θは水平面上の入射波の到来角である。これらの制限値は、合意を得た主管庁の領域内において超過することができる。上記制限値の例外

として、放送衛星業務(音声)システムの通告主管庁の領域から 1500km 以内における無線通信規則第 9.11 号の規定に基づく調整しきい値として、

-122dB(W/(m2·MHz))の電力束密度値が使用されなければならない。 

さらに、本規定に掲げる主管庁は、付録第 4 号に定めた完全な調整情報が 2005 年 6 月 1 日より後に受領されたシステムに対して、二つの重複する周

波数割当て、すなわち本規定に基づくもの及び第 5.416号に基づくものを同時に有してはならない。 

 

5.418A 

無線通信規則第 5.418 号に掲げる第三地域の国では、無線通信規則付録第 4 号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2000 年 6 月 2 日後に受領さ

れた放送衛星業務(音声)の非静止衛星システムによる 2630-2655MHz の周波数帯の使用は、無線通信規則付録第 4 号に定めた完全な調整情報又は通告

情報が 2000 年 6 月 2 日後に受領されたとみなされる静止衛星網に対して、無線通信規則第 9.12A 号の規定に従うことを条件とし、かつ、無線通信規

則第 22.2 号の規定は適用しない。無線通信規則第 22.2 号は、無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2000 年 6月 3 日前に

受領されたとみなされる静止衛星網に対して適用し続けなければならない。 

 

5.418B 

無線通信規則第 5.418 号の規定に基づき、無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2000 年 6 月 2 日後に受領された放送衛

星業務(音声)の非静止衛星システムによる 2630-2655MHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.12号の規定に従うことを条件とする。 

 

5.418C 

無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が 2000年 6月 2日後に受領された静止衛星網による 2630-2655MHzの周波数帯の使用

は、無線通信規則第 5.418 号の規定に基づく放送衛星業務(音声)の非静止衛星システムに対して、無線通信規則第 9.13 号の規定に従うことを条件と

し、かつ、無線通信規則第 22.2 号の規定は適用しない。 

 

5.419 

2670-2690MHz の周波数帯に移動衛星システムを導入する場合は、主管庁は、1992 年 3 月 3 日前にこの周波数帯で運用している衛星システムを保護

するため、必要な全ての措置を執らなければならない。この周波数帯における移動衛星システムの調整は無線通信規則第 9.11A 号に従うものとする。 

 

5.420 

2655-2670MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件として航空移動衛星を除く移動衛星業務(地球から宇宙)

の国境内に限定した運用のためにも使用することができる。その調整には、無線通信規則第 9.11A号を適用する。 

 

5.420A(未使用) 
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5.421(未使用) 

 

5.422 

付加分配：サウジアラビア、アルメニア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ、ブルネイ、コンゴ共和国、コートジボワール、キューバ、

ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、エリトリア、エチオピア、ガボン、グルジア、ギニア、ギニアビサウ、イラン、イラク、イスラエル、ヨルダ

ン、クウェート、レバノン、モーリタニア、モンゴル、モンテネグロ、ナイジェリア、オマーン、パキスタン、フィリピン、カタール、シリア、キル

ギス、コンゴ民主共和国、ルーマニア、ソマリア、タジキスタン、チュニジア、トルクメニスタン、ウクライナ及びイエメンでは、2690-2700MHz の

周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。この分配の使用は、1985 年 1 月 1 日までに運用を開始した装置

に限る。 

 

5.423 

 2700-2900MHzの周波数帯においては、地上に設置した気象用レーダーは、航空無線航行業務の局と同等の基礎で運用することを許される。 

 

5.424 

 付加分配：カナダでは、2850-2900MHzの周波数帯は、海岸に設置したレーダーによる使用のため、一次的基礎で海上無線航行業務にも分配する。 

 

5.424A 

 2900-3100MHz の周波数帯においては、無線標定業務の局は無線航行業務のレーダーシステムに有害な混信を生じさせてはならない。また、それら

のシステムからの保護を要求してはならない。 

 

5.425 

 2900-3100MHzの周波数帯においては、船舶上のトランスポンダ通信系(SIT)の使用は、2930-2950MHzの補助周波数帯に限定しなければならない。 

 

5.426 

 航空無線航行業務による 2900-3100MHz の周波数帯の使用は、地上に設置したレーダーに限る。 

 

5.427 

 2900-3100MHz及び 9300-9500MHzの周波数帯においては、レーダートランスポンダからの応答は、レーダービーコン(レーコン)からの応答と混同さ

れることがないものでなければならず、また、無線通信規則第 4.9号に留意しつつも、無線航行業務の船舶又は航空機に設置したレーダーに有害な混

信を生じさせてはならない。 

 

5.428 

付加分配：アゼルバイジャン、モンゴル、キルギス及びトルクメニスタンでは、3100-3300MHz の周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務にも分配

する。 

 

5.429 

付加分配：サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、ブルネイ、カメルーン、中華人民共和国、コンゴ共和国、大韓民国、コートジボワール、

エジプト、アラブ首長国連邦、インド、インドネシア、イラン、イラク、イスラエル、日本、ヨルダン、ケニア、クウェート、レバノン、リビア、マ

レーシア、オマーン、ウガンダ、パキスタン、カタール、シリア、コンゴ民主共和国、朝鮮民主主義人民共和国及びイエメンでは、3300-3400MHz の

周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。地中海沿岸諸国は、固定業務及び移動業務を無線標定業務から保護することを要求し

てはならない。 

 

5.430 

付加分配：アゼルバイジャン、モンゴル、キルギス及びトルクメニスタンでは、3300-3400MHz の周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務にも分配

する。 

 

5.430A 

業務の種類の地域差：アルバニア、アルジェリア、ドイツ、アンドラ、サウジアラビア、オーストリア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベルギー、

ベナン、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ボツワナ、ブルガリア、ブルキナファソ、カメルーン、キプロス、バチカン、コンゴ共和国、コートジボワール、

クロアチア、デンマーク、エジプト、スペイン、エストニア、フィンランド、フランス、第一地域のフランス海外県、ガボン、グルジア、ギリシャ、

ギニア、ハンガリー、アイルランド、アイスランド、イスラエル、イタリア、ヨルダン、クウェート、レソト、ラトビア、マケドニア旧ユーゴスラビ

ア共和国、リヒテンシュタイン、リトアニア、マラウイ、マリ、マルタ、モロッコ、モーリタニア、モルドバ、モナコ、モンゴル、モンテネグロ、モ

ザンビーク、ナミビア、ニジェール、ノルウェー、オマーン、オランダ、ポーランド、ポルトガル、カタール、シリア、コンゴ民主共和国、スロバキ

ア、チェコ、ルーマニア、英国、サンマリノ、セネガル、セルビア、シエラレオネ、スロベニア、南アフリカ共和国、スウェーデン、スイス、スワジ

ランド、チャド、トーゴ、チュニジア、トルコ、ウクライナ、ザンビア及びジンバブエでは、3400-3600MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に

従い他の主管庁の同意を得ることを条件に、移動業務(航空移動を除く。)に一次的基礎で分配し、IMTに特定する。この特定は、この周波数帯が分配

されている業務のアプリケーションによる使用を妨げるものではなく、また、無線通信規則上で優先権を確立するものでもない。調整の段階では、無

線通信規則第 9.17号及び第 9.18 号の規定も適用する。主管庁は、この周波数帯において移動業務の基地局又は移動局を使用開始する前に、他の主管
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庁の領域との境界で、時間率 20％以上で、地上高 3ｍ地点での電力束密度(pfd)が、-154.5dBW/(m2·4kHz)を超えないことを確保しなければならない。

この pfd制限値を超過する旨を主管庁が同意している国の領域においては、この制限値を超過することができる。他の主管庁の領域との境界における

pfd 制限値が満足することを確保するために、全ての関連する情報を考慮に入れながら、地上局に責任を有する主管庁と地球局に責任を有する主管庁

の相互合意の下で、要請があれば無線通信局の支援を得て、計算と検証が行われなければならない。その合意が成立しない場合は、pfdの計算と検証

は、上記の情報を考慮に入れながら無線通信局によって行われるものとする。3400-3600MHz の周波数帯における移動業務の局は、宇宙局からの保護

を、無線通信規則(2004年版)の表 21-4で定められている以上に要求してはならない。この分配は、2010年 11月 17日より効力を有する。 

 

5.431 

 付加分配：ドイツ、イスラエル及び英国では、3400-3475MHz の周波数帯は、二次的基礎でアマチュア業務にも分配する。 

 

5.431A 

業務の種類の地域差：アルゼンチン、ブラジル、チリ、コスタリカ、キューバ、ドミニカ、エルサルバドル、グアテマラ、メキシコ、パラグアイ、

スリナム、ウルグアイ、ベネズエラ及び第二地域のフランス海外県では、3400-3500MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号に従い他の主管庁との

合意を得ることを条件に、移動業務（航空移動を除く。）に一次的基礎で分配する。 

3400-3500MHzの周波数帯における移動業務の局は、宇宙局からの保護を、無線通信規則（2004 年版）の表 21-4で定められている以上に要求してはな

らない。 

 

5.432 

 業務の種類の地域差：大韓民国、日本及びパキスタンでは、移動業務（航空移動を除く。）による 3400-3500MHz の周波数帯の分配は、一次的基礎と

する(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.432A 

大韓民国、日本及びパキスタンでは、3400-3500MHzの周波数帯は、IMTに特定する。この特定は、この周波数帯が分配されている業務のアプリケー

ションによる使用を妨げるものではなく、また、無線通信規則内に優先権を確立するものでもない。調整の段階では、無線通信規則第 9.17 号及び第

9.18 号の規定も適用する。主管庁は、この周波数帯において移動業務の基地局又は移動局を使用開始する前に、他の主管庁の領域との境界で、時間

率 20％以上で、地上高 3ｍ地点での電力束密度（pfd）が、-154.5dBW/(㎡·4kHz)を超えないことが確保されなければならない。この pfd制限値は、主

管庁が同意を表明している国の領域においては超過することができる。他の主管庁の領域との境界線における pfd制限値が満足することを確保するた

めに、全ての関連する情報を考慮に入れながら、地上局に責任を有する主管庁と地球局に責任を有する主管庁の相互合意の下で、要請があれば無線通

信局の支援を得て、計算と検証が行わなければならない。合意が成立しない場合は、pfdの計算と検証は、上記の情報を考慮に入れながら無線通信局

によって行われる。3400-3500MHz の周波数帯における移動業務の局は、無線通信規則（2004年版）の表 21-4で定められている以上の宇宙局からの保

護を要求してはならない。 

 

5.432B 

業務の種類の地域差 ：バングラデシュ、中華人民共和国、インド、イラン、ニュージーランド、シンガポール及び第三地域のフランス海外県で

は、3400-3500MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号に従い他の主管庁の同意を得ることを条件に、移動業務（航空移動を除く。）に一次的基礎

で分配し、IMTに特定する。この特定は、この周波数帯が分配されている業務のアプリケーションによる使用を妨げるものではなく、また、無線通信

規則内に優先権を確立するものでもない。調整の段階では、無線通信規則第 9.17 号及び第 9.18 号の規定も適用する。主管庁は、この周波数帯におい

て移動業務の基地局又は移動局を使用開始する前に、他の主管庁の領域との境界で、時間率 20％以上で、地上高 3m 地点での電力束密度（pfd）が、

-154.5dBW/(㎡·4kHz)を超えないことが確保されなければならない。この pfd 制限値は、主管庁が同意を表明している国の領域においては超過するこ

とができる。他の主管庁の領域との境界における pfd制限値が満足することを確保するために、全ての関連する情報を考慮に入れながら、地上局に責

任を有する主管庁と地球局に責任を有する主管庁の相互合意の下で、要請があれば無線通信局の支援を得て、計算と検証が行われなければならない。

合意が成立しない場合は、pfd の計算と検証は、上記の情報を考慮に入れながら無線通信局によって行われる。3400-3500MHzの周波数帯における移動

業務の局は、無線通信規則（2004 年版）の表 21-4で定められている以上の宇宙局からの保護を要求してはならない。この分配は、2010年 11月 17日

より効力を有する。  

 

5.433 

 第二地域及び第三地域では、無線標定業務は、3400-3600MHz の周波数帯において一次的基礎で分配される。ただし、この周波数帯において無線標

定システムを有する全ての主管庁は、1985 年までに運用を停止することを要請される。その後は、主管庁は、固定衛星業務を保護するため、実行可

能な全ての措置を執り、固定衛星業務には調整の要求を課さない。 

 

5.433A 

バングラデシュ、中華人民共和国、大韓民国、インド、イラン、日本、ニュージーランド、パキスタン及び第三地域のフランス海外県では、3500-3600MHz

の周波数帯は、IMTに特定する。この特定は、この周波数帯が分配されている業務のアプリケーションによる使用を妨げるものではなく、また、無線

通信規則内に優先権を確立するものでもない。調整の段階では、無線通信規則第 9.17 号及び第 9.18号の規定も適用する。主管庁は、この周波数帯に

おいて移動業務の基地局又は移動局を使用開始する前に、他のいかなる主管庁の領域との境界においても、時間率 20％以上で、地上高 3m地点での電

力束密度（pfd）が、-154.5dBW/(㎡·4kHz)を超えないことを確保しなければならない。この pfd制限値は、主管庁が同意を表明している国の領域にお

いては超過することができる。他の主管庁の領域との境界における pfd制限値が満足することを確保するために、全ての関連する情報を考慮に入れな

がら、地上局に責任を有する主管庁と地球局に責任を有する主管庁の相互合意の下で、要請があれば無線通信局の支援を得て、計算と検証が行わなけ
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ればならない。合意が成立しない場合は、pfdの計算と検証は、上記の情報を考慮に入れながら無線通信局によって行われる。3400-3500MHzの周波数

帯における移動業務の局は、無線通信規則（2004年版）の表 21-4で定められている以上の宇宙局からの保護を要求してはならない。 

 

5.434(未使用) 

 

5.435 

 日本では、3620-3700MHzの周波数帯においては、無線標定業務を除外する。 

 

5.436(未使用) 

 

5.437(未使用) 

 

5.438 

 航空無線航行業務による 4200-4400MHz の周波数帯の使用は、航空機上の電波高度計及びこれと連携する地上のトランスポンダのために保留する。

ただし、地球探査衛星業務及び宇宙研究業務における受動検知器の使用は、この周波数帯において二次的基礎で許される(電波高度計からの保護は与

えられない。)。 

 

5.439 

付加分配：イランでは、4200-4400MHz の周波数帯は、二次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.440 

 標準周波数報時衛星業務は、4202MHz の周波数を宇宙から地球への伝送に、6427MHz の周波数を地球から宇宙への伝送に使用することができる。こ

れら伝送は、これらの周波数の±2MHz内に制限しなければならず、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件とする。 

 

5.440A 

第二地域（ブラジル、キューバ、フランス海外県、グアテマラ、パラグアイ、ウルグアイ及びベネズエラを除く。）及びオーストラリアでは、4400-4940MHz

の周波数帯は、航空機局による飛行テストのための航空移動テレメトリに使用することができる（無線通信規則第 1.83 号参照）。この使用は、決議第

416(WRC-07)に従い、固定衛星業務及び固定業務に有害な混信を生じさせてはならない。また、これらの業務からの保護を要求してはならない。これ

らの使用は、移動業務の他の用途や、この周波数帯に同等の優先度で分配されている他の業務による使用を妨げるものではなく、また、無線通信規則

内に優先権を確立するものでもない。 

 

5.441 

 固定衛星業務による 4500-4800MHz(宇宙から地球)及び 6725-7025MHz(地球から宇宙)の周波数帯の使用は、無線通信規則付録第 30B 号に従わなけれ

ばならない。固定衛星業務の静止衛星システムによる 10.7-10.95GHz(宇宙から地球)、11.2-11.45GHz(宇宙から地球)及び 12.75-13.25GHz(地球から宇

宙)の周波数帯の使用は、無線通信規則付録第 30B号に従わなければならない。固定衛星業務の非静止衛星システムによる 10.7-10.95GHz(宇宙から地

球)、11.2-11.45GHz(宇宙から地球)及び 12.75-13.25GHz(地球から宇宙)の周波数帯の使用は、固定衛星業務の他の非静止衛星システムとの調整に関

し、無線通信規則第 9.12 号の規定に従うことを条件とする。固定衛星業務の非静止衛星システムは、固定衛星業務の非静止衛星システムの完全な調

整情報又は通告情報及び静止衛星網のための完全な調整情報又は通告情報を無線通信局が受領した日にかかわらず、無線通信規則に従って運用する固

定衛星業務の静止衛星通信網からの保護を求めてはならず、かつ、無線通信規則第 5.43A号は適用されない。上記周波数帯における固定衛星業務の非

静止衛星システムは、その運用中に生じる可能性がある許容できないいかなる混信をも迅速に除去できるような方法で運用されなければならない。 

 

5.442 

4825-4835MHz 及び 4950-4990MHz の周波数帯においては、移動業務に対する分配は、移動業務（航空移動を除く。）に限る。第二地域（ブラジル、

キューバ、グアテマラ、パラグアイ、ウルグアイ及びベネズエラを除く。）及びオーストラリアでは、4825-4835MHz の周波数帯は、航空機局による

飛行テストのための航空移動テレメトリに限定して、航空移動業務にも分配される。この使用は、決議第 416 (WRC-07)に従い、固定業務に有害な混

信を生じさせてはならない。 

 

5.443 

 業務の種類の地域差：アルゼンチン、オーストラリア及びカナダでは、電波天文業務による 4825-4835MHz 及び 4950-4990MHz の周波数帯の分配は、

一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.443A(未使用) 

 

5.443AA 

5000-5030MHz及び 5091-5150MHzの周波数帯において、航空移動衛星(R)業務は、無線通信規則第 9.21号に定める手続に従って同意を得ることを条

件とする。航空移動衛星(R)業務によるこの周波数帯の使用は、国際標準の航空システムに限る。 

 

5.443B 
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5030MHz 以上で運用するマイクロ波着陸システムに有害な混信を生じさせないよう、5010-5030MHzの周波数帯で運用する無線航行衛星業務システム

(宇宙から地球)内の全ての宇宙局により 5030-5150MHz の周波数帯において地表面で生ずる総電力束密度は、150kHz の周波数帯域幅において

-124.5dB(W/m2)を超えてはならない。4990-5000MHz の周波数帯の電波天文業務に有害な混信を生じさせないよう、5010-5030MHz の周波数帯で運用す

る無線航行衛星業務システムは、決議第 741 (WRC-12、改)で定められた 4990-5000MHzの周波数帯における制限値に従わなければならない。 

 

5.443C 

航空移動(R)業務による 5030-5091MHz の周波数帯の使用は、国際標準の航空システムに限る。5030-5091MHz の周波数帯における航空移動(R)業務か

らの不要発射は、隣接する 5010-5030MHz の周波数帯における RNSS システムのダウンリンクを保護するために制限される。関連する ITU-R勧告によっ

て適切な値が規定されるまでは、いかなる航空移動(R)業務の局においても、5010-5030MHz の周波数帯における不要発射の等価等方輻射電力密度は、

−75dBW/MHz の制限値を使用するものとする。 

 

5.443D 

5030-5091MHz の周波数帯において、航空移動衛星(R)業務は、無線通信規則第 9.11A 号に従った調整を条件とする。航空移動衛星(R)業務によるこ

の周波数帯の使用は、国際標準の航空システムに限る。 

 

5.444 

5030-5150MHz の周波数帯は、精測進入着陸のための国際標準方式(マイクロ波着陸方式)の運用に使用する。この方式は、5091-5150MHz の周波数帯

のその他の使用に優先する。5091-5150MHzの周波数帯の使用には、無線通信規則第 5.444A号の規定及び決議第 114(WRC-12、改)を適用する。 

 

5.444A 

付加分配：5091-5150MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定衛星業務(地球から宇宙)にも分配する。この分配は、移動衛星業務の非静止衛星システ

ムのフィーダリンクに限り、無線通信規則第 9.11A号の規定に従って調整することを条件とする。 

この周波数帯では、以下の条件も適用する。 

－ 2018年 1月 1日前の移動衛星業務の非静止衛星システムのフィーダリンクによる使用は、決議第 114(WRC-03、改)の規定に従う。 

－ 2016年 1月 1日後は、移動衛星業務の非静止衛星システムのフィーダリンク用の地球局に新たな割当ては行わない。 

－ 2018年 1月 1日後は、固定衛星業務は、航空無線航行業務に対して二次業務となる。 

 

5.444B 

航空移動業務による 5091-5150MHzの周波数帯の使用は、以下のものに限る。 

－ 航空移動(R)業務に運用されるシステムで、国際航空標準に従い、空港における地上での使用。この使用は、決議第 748(WRC-12、改)に従うも

のとする。 

－ 決議第 418(WRC-12、改)に従った、航空機局(無線通信規則第 1.83 号参照)からの航空遠隔測定伝送。 

 

5.445(未使用) 

 

5.446 

付加分配：無線通信規則第 5.369 号に掲げる国では、5150-5216MHzの周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを条件と

して、一次的基礎で無線測位衛星業務(宇宙から地球)にも分配する。第二地域では、この周波数帯は一次的基礎で無線測位衛星業務(宇宙から地球)

にも分配する。無線通信規則第 5.369 号に掲げる国及びバングラデシュを除く第一地域及び第三地域では、この周波数帯は、二次的基礎で無線測位衛

星業務(宇宙から地球)にも分配する。無線測位衛星業務による使用は、1610-1626.5MHz及び 2483.5-2500MHz の周波数帯で運用する無線測位衛星業務

に接続するフィーダリンクに限る。地表面での総電力束密度は、全ての到来角について任意の 4kHz の周波数帯域幅において-159dB(W/㎡)を超えては

ならない。 

 

5.446A  

移動業務(航空移動を除く。)の局による 5150-5350MHz 及び 5470-5725MHz の周波数帯の使用は、決議第 229 (WRC-12、改)に従わなければならない。 

 

5.446B 

 5150-5250MHz の周波数帯においては、移動業務の局は、固定衛星業務の地球局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43A 号の規定

は、固定衛星業務の地球局に対する移動業務には適用しない。 

 

5.446C 

付加分配：第一地域(アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、エジプト、アラブ首長国連邦、ヨルダン、クウェート、レバノン、モロッコ、

オマーン、カタール、シリア、スーダン、南スーダン及びチュニジアを除く。)及びブラジルでは、5150-5250MHz の周波数帯は、決議第 418(WRC-07)

に基づき、航空機局(無線通信規則第 1.83 号参照)からの航空遠隔計測の伝送に限定して、航空移動業務にも一次的基礎で分配する。それらの無線局

は、無線通信規則第 5条に従い運用している他の無線局からの保護を要求してはならない。無線通信規則第 5.43号は適用されない。 

 

5.447 

付加分配：コートジボワール、エジプト、イスラエル、レバノン、シリア及びチュニジアでは、5150-5250MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21
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号の規定に従って同意を得ることを条件として、一次的基礎で移動業務にも分配する。この場合、決議第 229(WRC-12、改)の規定は適用されない。 

 

5.447A 

 固定衛星業務(地球から宇宙)への分配は、移動衛星業務の非静止衛星を用いたシステムのフィーダリンクに限られ、無線通信規則第 9.11A号の規定

に従って調整することを条件とする。 

 

5.447B 

 付加分配:5150-5216MHz の周波数帯は、一次的基礎で固定衛星業務(宇宙から地球)にも分配する。この分配は、移動衛星業務による非静止衛星を用

いたシステムのフィーダリンクに限られ、無線通信規則第 9.11A 号の規定に従うことを条件とする。5150-5216MHz の周波数帯での宇宙から地球方向

で運用している固定衛星業務の宇宙局から地表面への電力束密度は、全ての到来角について任意の 4kHz の周波数帯域幅において-164dB(W/㎡)を超え

てはならない。 

 

5.447C 

 無線通信規則第 5.447A 号及び第 5.447B 号の下で運用されている 5150-5250MHz の周波数帯の固定衛星業務の通信網に責任を有する主管庁は、無線

通信規則第 5.446 号の下で運用され、かつ、1995 年 11 月 17 日前から使用している非静止衛星ネットワークに責任を有する主管庁及び無線通信規則

第 9.11A 号の規定に従い同じ基礎で、調整しなければならない。1995 年 11 月 17 日から使用を開始した無線通信規則第 5.446 号の下で運用されてい

る衛星ネットワークは、無線通信規則第 5.447A号及び第 5.447B号の下で運用されている固定衛星業務の局から保護を要求してはならず、有害な混信

を与えてはならない。 

 

5.447D 

 一次的基礎での宇宙研究業務による 5250-5255MHz の周波数帯の分配は、能動宇宙検知器に限る。宇宙研究業務によるこの周波数帯のその他の使用

は、二次的基礎とする。 

 

5.447E 

付加分配：オーストラリア、大韓民国、インド、インドネシア、イラン、日本、マレーシア、パプアニューギニア、フィリピン、朝鮮民主主義人民

共和国、スリランカ、タイ及びベトナムでは、5250-5350MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

固定業務によるこの周波数帯の使用は、固定無線アクセスシステムの導入のためのものであり、ITU-R 勧告 F.1613 に従うものとする。さらに、固

定業務は、無線測位業務、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)からの保護を要求してはならない。ただし、無線通信規則第 5.43A 号の規

定は、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)に対する固定業務には適用しない。既存の無線測位システムを保護する固定業務の固定無線ア

クセスシステムの導入後、将来の無線測位システムの導入にあたって、固定無線アクセスシステムにより厳格な制限を課してはならない。 

 

5.447F 

 5250-5350MHz の周波数帯においては、移動業務の局は、無線標定業務、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)からの保護を要求しては

ならない。これらの業務は、システム特性及び混信基準に基づいて、ITU-R 勧告 M.1638 及び ITU-R 勧告 SA.1632 に示すものよりも厳格な保護基準を

移動業務に課してはならない。 

 

5.448 

付加分配：アゼルバイジャン、キルギス、ルーマニア及びトルクメニスタンでは、5250-5350MHz の周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務にも分

配する。 

 

5.448A 

 5250-5350MHz の周波数帯における地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)は、無線標定業務からの保護を要求してはならない。無線通信

規則第 5.43A 号の規定は適用しない。 

 

5.448B 

 5350-5570MHzの周波数帯で運用する地球探査衛星業務(能動)及び 5460-5570MHzの周波数帯で運用する宇宙研究業務(能動)は、5350-5460MHz の周波

数帯における航空無線航行業務、5460-5470MHzの周波数帯における無線航行業務及び 5470-5570MHzの周波数帯における海上無線航行業務に有害な混

信を生じさせてはならない。 

 

5.448C 

 5350-5460MHz の周波数帯で運用する宇宙研究業務(能動)は、この周波数帯に分配された他の業務に有害な混信を生じさせてはならない。また、そ

れらの業務からの保護を要求してはならない。 

 

5.448D 

 5350-5470MHz の周波数帯においては、無線標定業務の局は、無線通信規則第 5.449 号の規定に従って運用する航空無線航行業務のレーダーシステ

ムに有害な混信を生じさせてはならない。また、それらのシステムからの保護を要求してはならない。 

 

5.449 
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 航空無線航行業務による 5350-5470MHz の周波数帯の使用は、航空機上に設置したレーダー及びこれと連携する航空機上に設置したビーコンに限る。 

 

5.450 

付加分配：オーストリア、アゼルバイジャン、イラン、キルギス、ルーマニア、トルクメニスタン及びウクライナでは、5470-5650MHz の周波数帯

は、一次的基礎で航空無線航行業務にも分配する。 

 

5.450A 

 5470-5725MHz の周波数帯においては、移動業務の局は、無線測位業務からの保護を要求してはならない。無線測位業務は、システム特性及び混信

基準に基づいて、ITU-R勧告 M.1638に示すものよりも厳格な保護基準を移動業務に課してはならない。 

 

5.450B 

5470-5650MHz の周波数帯においては、5600-5650MHz の周波数帯において気象目的に使用する地上設置レーダーを除く無線標定業務の局は、海上無

線航行業務のレーダーシステムに有害な混信を生じさせてはならない。また、それらのシステムからの保護を要求してはならない。 

 

5.451 

 付加分配：英国では、5470-5850MHz の周波数帯は、二次的基礎で陸上移動業務にも分配する。無線通信規則第 21.2号、第 21.3 号、第 21.4号及び

第 21.5 号に定める電力制限は、5725-5850MHzの周波数帯に適用する。 

 

5.452 

 5600-5650MHzの周波数帯においては、地上に設置した気象用レーダーは、海上無線航行業務の局と同等の基礎で運用することを許される。 

 

5.453 

付加分配：サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、ブルネイ、カメルーン、中華人民共和国、コンゴ共和国、大韓民国、コートジボワール、

ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、ガボン、ギニア、赤道ギニア、インド、インドネシア、イラン、イラク、イスラエル、日本、ヨルダン、ケニ

ア、クウェート、レバノン、リビア、マダガスカル、マレーシア、ニジェール、ナイジェリア、オマーン、ウガンダ、パキスタン、フィリピン、カタ

ール、シリア、朝鮮民主主義人民共和国、シンガポール、スリランカ、スワジランド、タンザニア、チャド、タイ、トーゴ、ベトナム及びイエメンで

は、5650-5850MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。この場合、決議第 229(WRC-12、改)は適用しない。 

 

5.454 

業務の種類の地域差：アゼルバイジャン、ロシア、グルジア、キルギス、タジキスタン及びトルクメニスタンでは、宇宙研究業務に対する 5670-5725MHz

の周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.455 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、キューバ、ロシア、グルジア、ハンガリー、カザフスタン、モルドバ、モンゴル、ウズベ

キスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、5670-5850MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.456 

 付加分配：カメルーン では、5755-5850MHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.457 

オーストラリア、ブルキナファソ、コートジボワール、マリ及びナイジェリアでは、6440-6520MHz(HAPSから地上方向)及び 6560-6640MHz(地上から

HAPS方向)の周波数帯における固定業務への分配は、これらの国々の領域内における高高度プラットフォーム局(HAPS)のゲートウェイリンクにも使用

することができる。このような使用は、HAPS のゲートウェイリンクにおける運用に限られ、既存業務に対して有害な混信を生じさせてはならず、そ

れらの局からの保護を要求してはならない。また、決議第 150(WRC-12)を順守しなければならない。HAPS のゲートウェイリンクは、既存業務の将来的

な発達を妨げてはならない。これらの周波数帯における HAPS のゲートウェイリンクの使用は、HAPSのゲートウェイリンクを使用しようとしている主

管庁の国境から 1000km以内に領域を持つ他の主管庁との明確な同意を要する。 

 

5.457A 

 5925-6425MHz 及び 14-14.5GHz の周波数帯においては、船舶地球局は、固定衛星業務の宇宙局と通信することができる。この使用は、決議第

902(WRC-03)に従うものとする。 

 

5.457B 

5925-6425MHz 及び 14-14.5GHz の周波数帯においては、船舶地球局は、決議第 902(WRC-03)の規定に含まれる特性及び条件下で、アルジェリア、サ

ウジアラビア、バーレーン、コモロ、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、ヨルダン、クウェート、リビア、モロッコ、モーリタニア、オマーン、

カタール、シリア、スーダン、南スーダン、チュニジア及びイエメンにおいて、二次的基礎の海上移動衛星業務で運用することができる。この使用は、

決議第 902(WRC-03)の規定に従うものとする。 

 

5.457C 
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第二地域（ブラジル、キューバ、フランス海外県、グアテマラ、パラグアイ、ウルグアイ及びベネズエラを除く。）では、5925-6700MHz の周波数

帯は、航空機局による飛行テストのための航空移動テレメトリに使用することができる（無線通信規則第 1.83号参照）。この使用は、決議第 416(WRC-07)

に従い、固定衛星業務及び固定業務に有害な混信を生じさせてはならない。また、これらの業務からの保護を要求してはならない。この使用は、移動

業務の他のアプリケーションや、この周波数帯に同等の優先度で分配されている他の業務による使用を妨げるものではなく、また、無線通信規則内に

優先権を確立するものでもない。 

 

5.458 

 6425-7075MHz の周波数帯においては、マイクロ波受動検知器による測定が海上で行われる。7075-7250MHz の周波数帯においては、マイクロ波受動

検知器による測定が行われる。主管庁は、6425-7025MHz及び 7075-7250MHzの周波数帯の将来の計画において、地球探査衛星業務(受動)及び宇宙研究

業務(受動)の需要に留意するものとする。 

 

5.458A 

 固定衛星業務の宇宙局に 6700-7075MHz の周波数帯の割当てを行う際、主管庁は、不必要な発射による有害な混信から、6650-6675.2MHzの周波数帯

での電波天文のスペクトル線観測を保護するあらゆる実行可能な措置を執ることが求められる。 

 

5.458B 

 6700-7075MHz の周波数帯の固定衛星業務の宇宙から地球への分配は、移動衛星業務の非静止衛星システムのためのフィーダリンクに限られ、無線

通信規則第 9.11A 号の規定に従って調整することを条件とする。移動衛星業務の非静止衛星システムのためのフィーダリンクによる 6700-7075MHz(宇

宙から地球)の周波数帯の使用には、無線通信規則第 22.2 号を適用しない。 

 

5.458C 

 固定衛星業務の静止衛星を用いたシステムによる 7025-7075MHz(地球から宇宙)の周波数帯の使用を提案している主管庁は、1995年 11月 17日後は、

1995年 11月 18 日前にこの周波数帯で非静止衛星システムを通告し使用している主管庁の要請があった場合は、ITU-Rの関係勧告に基づいて協議しな

ければならない。この協議は、この周波数帯での固定衛星業務の静止衛星システム及び非静止衛星システムの両方で共用での運用を促進する観点から

行われる。 

 

5.459 

 付加分配：ロシアでは、7100-7155MHz 及び 7190-7235MHz の周波数帯は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として、一

次的基礎で宇宙運用業務(地球から宇宙)にも分配する。 

 

5.460 

 宇宙研究業務(地球から宇宙)による 7145-7190MHz の周波数帯の使用は、深宇宙に限る。深宇宙への発射は、7190-7235 MHz の周波数帯に影響を与

えてはならない。7190-7235MHz の周波数帯で運用する宇宙研究業務の静止衛星は、既存及び将来の固定業務及び移動業務の局からの保護を要求して

はならず、かつ、無線通信規則第 5.43A号の規定は適用しない。 

 

5.461 

 付加分配：7250-7375MHz(宇宙から地球)及び 7900-8025MHz(地球から宇宙)の周波数帯は、無線通信規則第 9.21号の規定に従って同意を得ることを

条件として、一次的基礎で移動衛星業務にも分配する。 

 

5.461A 

 気象衛星業務(宇宙から地球)による 7450-7550MHzの周波数帯の使用は、静止衛星システムに限る。この周波数帯において 1997年 11月 30日前に通

告された非静止気象衛星システムは、その寿命の終了まで一次的基礎で運用することができる。 

 

5.461B 

気象衛星業務(宇宙から地球)による 7750-7900MHzの周波数帯の使用は、非静止衛星システムに限る。 

 

5.462(未使用) 

 

5.462A 

第一地域及び第三地域(日本を除く。)では、静止衛星を用いた地球探査衛星業務による 8025-8400MHz の周波数帯の使用は、影響を受ける主管庁の

同意を得ることなく、次の到来角(θ)に対する規定値(決議第 124(WRC-97)参照。)を超える電力束密度を生じさせてはならない。 

 0 ﾟ≤ θ < 5 ﾟに対しては１MHzの周波数帯幅において-135 dB(W/㎡) 

 5 ﾟ≤ θ < 25 ﾟに対しては１MHz の周波数帯幅において-135+0.5(θ-5) dB(W/㎡) 

 25 ﾟ≤ θ ≤ 90 ﾟに対しては１MHz の周波数帯幅において-125 dB(W/㎡) 

  

5.463 

 8025-8400MHzの周波数帯では、航空機局は送信することを許されない。 
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5.464(未使用) 

 

5.465 

 宇宙研究業務による 8400-8450MHzの周波数帯の使用は、深宇宙に限る。 

 

5.466 

業務の種類の地域差：シンガポール及びスリランカでは、宇宙研究業務に対する 8400-8500MHz の周波数帯の分配は、二次的基礎とする(無線通信規

則第 5.32号参照)。 

 

5.467(未使用) 

 

5.468 

付加分配：サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、ブルネイ、ブルンジ、カメルーン、中華人民共和国、コンゴ共和国、コスタリカ、ジブ

チ、エジプト、アラブ首長国連邦、ガボン、ガイアナ、インドネシア、イラン、イラク、ジャマイカ、ヨルダン、ケニア、クウェート、レバノン、リ

ビア、マレーシア、マリ、モロッコ、モーリタニア、ネパール、ナイジェリア、オマーン、ウガンダ、パキスタン、カタール、シリア、朝鮮民主主義

人民共和国、セネガル、シンガポール、ソマリア、スーダン、スワジランド、タンザニア、チャド、トーゴ、チュニジア及びイエメンでは、8500-8750MHz

の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.469 

付加分配：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、ハンガリー、リトアニア、モンゴル、ウズベキスタン、ポーランド、

キルギス、チェコ、ルーマニア、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、8500-8750MHz の周波数帯は、一次的基礎で陸上移動業務及

び無線航行業務にも分配する。 

 

5.469A 

 8550-8650MHz の周波数帯においては、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)の局は、無線標定業務の局に有害な混信を生じさせてはな

らない。また、その使用及び発達を妨げてはならない。 

 

5.470 

 航空無線航行業務による 8750-8850MHz の周波数帯の使用は、航空機上の中心周波数 8800MHzのドップラー航行援助装置に限る。 

 

5.471  

付加分配：アルジェリア、ドイツ、バーレーン、ベルギー、中華人民共和国、エジプト、アラブ首長国連邦、フランス、ギリシャ、インドネシア、

イラン、リビア、オランダ、カタール、スーダン及び南スーダンでは、8825-8850MHz及び 9000-9200MHzの周波数帯は、一次的基礎で海上無線航行業

務(海岸に設置するレーダーに限る。)に分配する。 

 

5.472 

 8850-9000MHz及び 9200-9225MHzの周波数帯は、海上無線航行業務（海岸に設置するレーダーに限る。）に分配する。 

 

5.473 

付加分配：アルメニア、オーストリア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、キューバ、ロシア、グルジア、ハンガリー、モンゴル、ウズベキスタン、

ポーランド、キルギス、ルーマニア、タジキスタン、トルクメニスタン及びウクライナでは、8850-9000MHz 及び 9200-9300MHzの周波数帯は、一次的

基礎で無線航行業務にも分配する。 

 

5.473A 

9000-9200MHz の周波数帯において、無線標定業務で運用されている局は、無線通信規則第 5.337 号に従い航空無線航行業務で運用されているシス

テムや、無線通信規則第 5.471号に掲げられている国において、この周波数帯において一次的基礎で運用されている海上無線航行業務のレーダーシス

テムに有害な混信を生じさせてはならない。また、これらのシステムからの保護を要求してはならない。 

 

5.474 

 9200-9500MHzの周波数帯においては、捜索及び救助用トランスポンダ(SART)は、適切な ITU-Rの勧告に配慮をすることにより使用が許される(無線

通信規則第 31号参照)。 

 

5.475 

航空無線航行業務による 9300-9500MHz の周波数帯の使用は、航空機上に設置した気象用レーダー及び地上に設置したレーダーに限る。なお、地上

に設置した航空無線航行業務のレーダービーコンは、海上無線航行業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、9300-9320MHz の周波数帯に

おいて許される。 

 

5.475A 
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地球探査衛星業務（能動）及び宇宙研究業務（能動）による 9300-9500MHz の周波数帯の使用は、9500-9800MHz の 300MHz 幅の周波数帯では十分に

対応することができない場合に限る。 

 

5.475B 

9300-9500MHz の周波数帯で運用されている無線標定業務の局は、無線通信規則に従って運用されている無線航行業務のレーダーに有害な混信を生

じさせてはならない。また、このレーダーからの保護を要求してはならない。なお、地上に設置した気象用レーダーは、他の無線標定の使用に対して

優先権を有する。  

 

5.476(未使用) 

 

5.476A  

9300-9800MHz の周波数帯においては、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)の局は、無線航行業務及び無線標定業務の局に有害な混信

を生じさせてはならない。また、これらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.477 

業務の種類の地域差：アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、ブルネイ、カメルーン、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連

邦、エリトリア、エチオピア、ガイアナ、インド、インドネシア、イラン、イラク、ジャマイカ、日本、ヨルダン、クウェート、レバノン、リベリア、

マレーシア、ナイジェリア、オマーン、パキスタン、カタール、シリア、朝鮮民主主義人民共和国、シンガポール、ソマリア、スーダン、南スーダン、

トリニダード・トバゴ及びイエメンでは、固定業務に対する 9800-10000MHz の周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.478 

付加分配：アゼルバイジャン、モンゴル、キルギス、ルーマニア、トルクメニスタン及びウクライナでは、9800-10000MHzの周波数帯は、一次的基

礎で無線航行業務にも分配する。 

 

5.478A 

地球探査衛星業務（能動）及び宇宙研究業務（能動）による 9800-9900MHz の周波数帯の使用は、9300-9800MHz の 500MHz 幅の周波数帯では十分に

対応することができない場合に限る。 

 

5.478B 

9800-9900MHz 帯における地球探査衛星業務（能動）及び宇宙研究業務（能動）の局は、この周波数帯に二次的基礎で分配されている固定業務の局

に有害な混信を生じさせてはならない。また、これらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.479 

 9975-10025MHzの周波数帯は、気象用レーダーのため、二次的基礎で気象衛星業務にも分配する。 

 

5.480 

付加分配：アルゼンチン、ブラジル、チリ、コスタリカ、キューバ、エルサルバドル、エクアドル、グアテマラ、ホンジュラス、メキシコ、パラグ

アイ、オランダ領アンティル、ペルー及びウルグアイでは、10-10.45GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。ベネズエ

ラでは、10-10.45GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.481 

付加分配：ドイツ、アンゴラ、ブラジル、中華人民共和国、コスタリカ、コートジボワール、エルサルバドル、エクアドル、スペイン、グアテマラ、

ハンガリー、日本、ケニア、モロッコ、ナイジェリア、オマーン、ウズベキスタン、パキスタン、パラグアイ、ペルー、朝鮮民主主義人民共和国、ル

ーマニア、タンザニア、タイ及びウルグアイでは、10.45-10.5GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.482 

10.6-10.68GHzの周波数帯においては、固定業務及び移動業務（航空移動を除く。）はアンテナに供給される電力を-3dBW 以下としなければならない。

この制限は、無線通信規則第 9.21 号の規定に従って同意を得ることを条件として超過することができる。ただし、アルジェリア、サウジアラビア、

アルメニア、アゼルバイジャン、バーレーン、バングラデシュ、ベラルーシ、エジプト、アラブ首長国連邦、グルジア、インド、インドネシア、イラ

ン、イラク、ヨルダン、リビア、カザフスタン、クウェート、レバノン、モロッコ、モーリタニア、モルドバ、ナイジェリア、オマーン、ウズベキス

タン、パキスタン、フィリピン、カタール、シリア、キルギス、シンガポール、タジキスタン、チュニジア、トルクメニスタン及びベトナムでは、固

定業務及び移動業務（航空移動を除く。）に対するこの制限は適用しない。 

 

5.482A  

10.6-10.68GHzの周波数帯を、地球探査衛星業務（受動）、固定業務及び移動業務（航空移動を除く。）で共用するに当たっては、決議第 751(WRC-07)

が適用される。  

 

5.483 
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付加分配：サウジアラビア、アルメニア、アゼルバイジャン、バーレーン、ベラルーシ、中華人民共和国、コロンビア、大韓民国、コスタリカ、エ

ジプト、アラブ首長国連邦、グルジア、イラン、イラク、イスラエル、ヨルダン、カザフスタン、クウェート、レバノン、モンゴル、カタール、キル

ギス、朝鮮民主主義人民共和国、タジキスタン、トルクメニスタン及びイエメンでは、10.68-10.7GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動

業務(航空移動を除く。)にも分配する。この分配の使用は、1985 年 1月 1日までに運用を開始したものに限る。 

 

5.484 

 第一地域では、固定衛星業務(地球から宇宙)による 10.7-11.7GHzの周波数帯の使用は、放送衛星業務のためのフィーダリンクに限る。 

 

5.484A 

 固定衛星業務の非静止衛星システムによる 10.95-11.2GHz(宇宙から地球)、11.45-11.7GHz(宇宙から地球)、第二地域の 11.7-12.2GHz(宇宙から地球)、

第三地域の 12.2-12.75GHz(宇宙から地球)、第一地域の 12.5-12.75GHz(宇宙から地球)、13.75-14.5GHz(地球から宇宙)、17.8-18.6GHz(宇宙から地球)、

19.7-20.2GHz(宇宙から地球)、27.5-28.6GHz(地球から宇宙)及び 29.5-30GHz(地球から宇宙)の使用は、固定衛星業務の他の非静止衛星システムとの

調整のため、無線通信規則第 9.12 号の規定の適用に従うことを条件とする。固定衛星業務の非静止衛星システムは、固定衛星業務の非静止衛星シス

テムのための完全な調整情報又は通告情報のいずれか及び静止衛星網のための完全な調整情報又は通告情報のいずれかの無線通信局による受領の日

にかかわらず、無線通信規則に従って運用する固定衛星業務の静止衛星通信網からの保護を求めてはならず、かつ、無線通信規則第 5.43A号は適用さ

れない。上記周波数帯における固定衛星業務の非静止衛星システムは、その運用中に生じる可能性がある許容できないいかなる混信をも迅速に除去で

きるような方法で運用されなければならない。 

 

5.485 

 第二地域では、11.7-12.2GHz の周波数帯においては、固定衛星業務の宇宙局のトランスポンダは、その送信の最大等価等方輻射電力がテレビジョ

ンチャネル当たり 53dBWを超えないこと及び調整された固定衛星業務の周波数割当てと比べて大きな混信を生じさせず、また、混信からの大きな保護

を求めないことを条件として、放送衛星業務の送信にも使用することができる。宇宙業務に関しては、この周波数帯は、主として固定衛星業務に使用

しなければならない。 

 

5.486 

 業務の種類の地域差：メキシコ及びアメリカ合衆国では、固定業務による 11.7-12.1GHz の周波数帯の分配は、二次的基礎とする(無線通信規則第

5.32号参照)。 

 

5.487 

 第一地域及び第三地域では、11.7-12.5GHzの周波数帯においては、それぞれの分配における固定業務、固定衛星業務、移動業務（航空移動を除く。）

及び放送業務は、無線通信規則付録第 30号の 第一地域及び第三地域の計画に従って運用する放送衛星局に対して有害な混信を生じさせてはならない。

また、それらの局からの保護を求めてはならない。 

 

5.487A 

 付加分配：第一地域では 11.7-12.5GHz、第二地域では 12.2-12.7GHz 及び第三地域では 11.7-12.2GHz の周波数帯は、非静止衛星システムに限り、

一次的基礎で固定衛星業務(宇宙から地球)にも分配し、固定衛星業務の他の非静止衛星システムとの調整のため、無線通信規則第 9.12 号の規定に従

うことを条件とする。固定衛星業務の非静止衛星システムは、それが適当な場合には固定衛星業務の非静止衛星システムのための完全な調整情報又は

通告情報、また、それが適当な場合には静止衛星通信網のための完全な調整情報又は通告情報の無線通信局による受領の日にかかわらず、無線通信規

則に従って運用する放送衛星業務の静止衛星網からの保護を求めてはならず、かつ、無線通信規則第 5.43A 号の規定は適用しない。この周波数帯にお

ける固定衛星業務の非静止衛星システムは、その運用中に生ずる可能性がある許容できないいかなる混信をも迅速に除去できるような方法で運用され

なければならない。 

 

5.488 

 第二地域での固定衛星業務の静止衛星網による 11.7-12.2GHz の周波数帯の使用については、第一地域、第二地域及び第三地域における地上無線通

信業務の局との調整のため、無線通信規則第 9.14号の規定に従うことを条件とする。第二地域での放送衛星業務による 12.2-12.7GHzの周波数帯の使

用については、無線通信規則付録第 30号を参照すること。 

 

5.489 

 付加分配：ペルーでは、12.1-12.2GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.490 

 第二地域では、12.2-12.7GHzの周波数帯においては、現存及び将来の地上無線通信業務は、無線通信規則付録第 30号に掲げる第二地域のための計

画に従って運用する宇宙業務に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.491(未使用) 

 

5.492 

 無線通信規則付録第 30 号に掲げる計画又は第一地域及び第三地域リストに含まれる放送衛星業務の局に対して割り当てられている周波数は、その
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送信が、その計画又はリストに従って運用する放送衛星業務の送信と比べて大きな混信を生じさせず、又は混信からの大きな保護を必要としないこと

を条件として、固定衛星業務(宇宙から地球)の送信にも使用することができる。 

 

5.493 

 第三地域では、12.5-12.75GHz の周波数帯の放送衛星業務は、業務区域端における全ての条件及び全ての変調方式に対して-111dB(W/㎡･27MHz))を

超えない電力束密度に限る。 

 

5.494 

付加分配：アルジェリア、アンゴラ、サウジアラビア、バーレーン、カメルーン、中央アフリカ、コンゴ共和国、コートジボワール、ジブチ、エジ

プト、アラブ首長国連邦、エリトリア、エチオピア、ガボン、ガーナ、ギニア、イラク、イスラエル、ヨルダン、クウェート、レバノン、リビア、マ

ダガスカル、マリ、モロッコ、モンゴル、ナイジェリア、オマーン、カタール、シリア、コンゴ民主共和国、ソマリア、スーダン、南スーダン、チャ

ド、トーゴ及びイエメンでは、12.5-12.75GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.495 

付加分配：フランス、ギリシャ、モナコ、モンテネグロ、ウガンダ、ルーマニア、タンザニア及びチュニジアでは、12.5-12.75GHz の周波数帯は、

二次的基礎で固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)にも分配する。 

 

5.496 

 付加分配：オーストリア、アゼルバイジャン、キルギス及びトルクメニスタンでは、12.5-12.75GHzの周波数帯は一次的基礎で固定業務及び移動業

務（航空移動を除く。）にも分配する。ただし、これらの業務の局は、この脚注に掲げていない第一地域の国の固定衛星業務の地球局に有害な混信を

生じさせてはならない。また、この脚注に掲げる国の固定局及び移動局に対しては、これらの地球局の調整を必要としない。無線通信規則第 12 条の

表 21-4 に定める地表面での固定衛星業務に関する電力束密度の制限は、この脚注に掲げる国の領域内に適用する。 

 

5.497 

 航空無線航行業務による 13.25-13.4GHz の周波数帯の使用は、ドップラー航行援助装置に限る。 

 

5.498(未使用) 

 

5.498A 

 13.25-13.4GHzの周波数帯で運用する地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)は、航空無線航行業務に有害な混信を生じさせてはならない。

また、その使用と発達を妨げてはならない。 

 

5.499 

付加分配：バングラデシュ及びインドでは、13.25-14GHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。パキスタンでは、13.25-13.75GHzの

周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分配する。 

 

5.500 

付加分配：アルジェリア、アンゴラ、サウジアラビア、バーレーン、ブルネイ、カメルーン、エジプト、アラブ首長国連邦、ガボン、インドネシア、

イラン、イラク、イスラエル、ヨルダン、クウェート、レバノン、マダガスカル、マレーシア、マリ、モロッコ、モーリタニア、ニジェール、ナイジ

ェリア、オマーン、カタール、シリア、シンガポール、スーダン、南スーダン、チャド及びチュニジアでは、13.4-14GHz の周波数帯は、一次的基礎

で固定業務及び移動業務にも分配する。パキスタンでは、13.4-13.75GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.501 

付加分配：アゼルバイジャン、ハンガリー、日本、モンゴル、キルギス、ルーマニア及びトルクメニスタンでは、13.4-14GHz の周波数帯は、一次

的基礎で無線航行業務にも分配する。 

 

5.501A 

 一次的基礎での宇宙研究業務による 13.4-13.75GHzの周波数帯の分配は、能動宇宙検知器に限られる。宇宙研究業務によるこの周波数帯のその他の

使用は、二次的基礎とする。 

 

5.501B 

 13.4-13.75GHzの周波数帯では、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)は、無線標定業務に有害な混信を生じさせてはならず、また、そ

の使用と発達を妨げてはならない。 

 

5.502 

13.75-14GHz の周波数帯においては、静止衛星による固定衛星業務のネットワークの地球局の最小空中線口径は 1.2 mとし、また、非静止衛星によ

る固定衛星業務のシステムの地球局の最小空中線口径は 4.5 mとしなければならない。さらに、無線標定業務又は無線航行業務の局から発射される 1

秒当たりの平均の等価等方輻射電力は、仰角が 2度を超える場合においては 59dBW、仰角が 2度以下の場合においては 65dBWを超えてはならない。主
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管庁は、この周波数帯において空中線口径が 4.5m 未満の固定衛星業務の静止衛星通信網の地球局を使用する前に、この地球局から生ずる電力束密度

が以下の値を超過しないことを確認しなければならない。 

－ 沿岸諸国により公認された干潮線上での海抜 36mにおいて、時間率 1%以上で-115dB(W/(m2•10MHz)) 

－ 事前の同意が得られていない限り、この周波数帯において陸上移動レーダーを設置している又は設置予定の主管庁の国境上での地上高 3 mにお

いて、時間率 1%以上で-115dB(W/(m2•10MHz)) 

空中線口径が 4.5m 以上の固定衛星業務の地球局については、いかなる発射の等価等方輻射電力も最低 68dBW とし、かつ、85dBW を超えてはならな

い。 

 

5.503 

13.75-14GHz の周波数帯においては、事前公表の情報が 1992 年 1月 31日以前に無線通信局に受領された宇宙研究業務の静止宇宙局は、固定衛星業

務の局と同等に運用でき、同日後に受領された宇宙研究業務の新しい静止宇宙局については、二次的基礎で運用する。事前公表の情報が 1992 年 1 月

31日以前に無線通信局に受領された宇宙研究業務の静止宇宙局が運用を終了するまでは、 

－ 13.77-13.78GHz の周波数帯においては、静止衛星軌道の宇宙局と共に運用する固定衛星業務のいかなる地球局から発射される等価等方輻射電

力密度は、次の値を超えてはならない 

ⅰ) 固定衛星業務の地球局の空中線口径が 1.2m以上 4.5m 未満の場合においては、 

4.7D+28dBW/40kHz、ここで Dは空中線口径(m) 

ⅱ) 固定衛星業務の地球局の空中線口径が 4.5m以上 31.9m 未満の場合においては、 

49.2+20log(D/4.5)dBW/40kHz、ここで Dは空中線口径(m) 

ⅲ) 固定衛星業務の地球局の空中線口径が 31.9m以上の場合においては、66.2dBW/40kHz。 

ⅳ) 空中線口径が 4.5m 以上のあらゆる固定衛星業務の地球局からの狭帯域(必要周波数帯幅が 40 kHz 未満)発射の場合においては、

56.2dBW/4kHz  

－ 非静止衛星軌道の宇宙局と共に運用する固定衛星業務のいかなる地球局から発射される等価等方輻射電力密度は、13.772-13.778GHz の周波数

帯において 6MHz の周波数帯域幅当たり 51dBWを超えてはならない 

降雨減衰を補償するため、固定衛星業務の宇宙局における電力束密度が、地球局の使用によって生ずる等価等方輻射電力により晴天時における上記

制限値を超えない範囲で、この周波数帯域における等価等方輻射電力密度を増加させるための自動電力制御装置を使用することができる。 

 

5.503A(未使用) 

 

5.504 

 無線航行業務による 14-14.3GHzの周波数帯の使用は、固定衛星業務の宇宙局に十分な保護を与えるものでなければならない。 

 

5.504A 

14-14.5GHz の周波数帯においては、二次業務の航空移動衛星業務の航空機地球局は、固定衛星業務の宇宙局とも通信することができる。無線通信

規則第 5.29 号、第 5.30号及び第 5.31号の規定を適用する。 

 

5.504B 

14-14.5GHz の周波数帯における航空移動衛星業務の航空機地球局は、スペイン、フランス、インド、イタリア、英国及び南アフリカ共和国の領域

に位置する 14.47-14.5GHz の周波数帯において観測を行ういかなる電波天文局に対しても、ITU-R 勧告 M.1643 第 1 附属書 C 部の規定に従わなければ

ならない。 

 

5.504C 

14-14.25GHzの周波数帯においては、サウジアラビア、ボツワナ、コートジボワール、エジプト、ギニア、インド、イラン、クウェート、ナイジェ

リア、オマーン、シリア及びチュニジアの領域において航空移動衛星業務の航空機地球局によって生ずる電力束密度は、影響を受ける主管庁による特

別な同意がなければ、ITU R 勧告 M.1643 第 1 附属書 B 部に示す制限値を超えてはならない。この脚注の規定は、航空移動衛星業務が無線通信規則第

5.29号の規定に従った二次業務として運用することを何ら損なうものではない。 

 

5.505 

付加分配：アルジェリア、アンゴラ、サウジアラビア、バーレーン、ボツワナ、ブルネイ、カメルーン、中華人民共和国、コンゴ共和国、大韓民国、

ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、ガボン、ギニア、インド、インドネシア、イラン、イラク、イスラエル、日本、ヨルダン、クウェート、レバ

ノン、マレーシア、マリ、モロッコ、モーリタニア、オマーン、フィリピン、カタール、シリア、朝鮮民主主義人民共和国、シンガポール、ソマリア、

スーダン、南スーダン、スワジランド、タンザニア、チャド、ベトナム及びイエメンでは、14-14.3GHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務にも分

配する。 

 

5.506 

 14-14.5GHz の周波数帯は、他の固定衛星業務の通信網と調整を行うことを条件として、固定衛星業務(地球から宇宙)の中で、放送衛星業務のため

のフィーダリンクに使用することができる。このフィーダリンクの使用は、ヨーロッパ圏外の国のために保留する。 

 

5.506A 
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14-14.5GHzの周波数帯においては、等価等方輻射電力が 21dBW を超える船舶地球局は、決議第 902(WRC-03)に規定される船上地球局と同じ条件で運

用しなければならない。この脚注は、無線通信規則付録第 4 号に定めた完全な情報が 2003 年 7 月 5 日前に無線通信局に受領された船舶地球局に適用

してはならない。 

 

5.506B 

 固定衛星業務の宇宙局と通信する船上地球局は、キプロス、ギリシャ及びマルタからの事前同意の必要なしに、決議第 902(WRC-03)に示すこれらの

国からの最小距離内において、14-14.5GHzの周波数帯で運用できる。 

 

5.507(未使用) 

 

5.508 

付加分配：ドイツ、フランス、イタリア、リビア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国及び英国では、14.25-14.3GHzの周波数帯は、一次的基礎で

固定業務にも分配する。 

 

5.508A 

14.25-14.3GHz の周波数帯においては、サウジアラビア、ボツワナ、中華人民共和国、コートジボワール、エジプト、フランス、ギニア、インド、

イラン、イタリア、クウェート、ナイジェリア、オマーン、シリア、英国及びチュニジアの領域において、あらゆる航空移動衛星業務の航空機地球局

によって生ずる電力束密度は、影響を受ける主管庁による特別の同意がなければ、ITU R 勧告 M.1643 第 1 附属書第 B 部に示す制限値を超えてはなら

ない。この脚注の規定は、航空移動衛星業務が無線通信規則第 5.29号の規定に従った二次業務として運用することを何ら損なうものではない。 

 

5.509(未使用) 

 

5.509A 

14.3-14.5GHz の周波数帯においては、サウジアラビア、ボツワナ、カメルーン、中華人民共和国、コートジボワール、エジプト、フランス、ガボ

ン、ギニア、インド、イラン、イタリア、クウェート、モロッコ、ナイジェリア、オマーン、シリア、英国、スリランカ、チュニジア及びベトナムの

領域において、あらゆる航空移動衛星業務の航空機地球局によって生ずる電力束密度は、影響を受ける主管庁による特別の同意がなければ、ITU R勧

告 M.1643第 1附属書第 B部に示す制限値を超えてはならない。この脚注の規定は、航空移動衛星業務が無線通信規則第 5.29号の規定に従った二次業

務として運用することを何ら損なうものではない。 

 

5.510 

 固定衛星業務(地球から宇宙)による 14.5-14.8GHz の周波数帯の使用は、放送衛星業務のためのフィーダリンクに限る。この使用は、ヨーロッパ圏

外の国のために保留する。 

 

5.511 

付加分配：サウジアラビア、バーレーン、カメルーン、エジプト、アラブ首長国連邦、ギニア、イラン、イラク、イスラエル、クウェート、レバノ

ン、オマーン、パキスタン、カタール、シリア及びソマリアでは、15.35-15.4GHz の周波数帯は、二次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.511A 

15.43-15.63GHz の周波数帯は、一次的基礎で固定衛星業務(宇宙から地球)にも分配される。固定衛星業務(宇宙から地球及び地球から宇宙)による

15.43-15.63GHz の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A 号に定める調整に従うことを条件として、移動衛星業務の非静止システムのフィーダリ

ンクに限定される。固定衛星業務(宇宙から地球)による 15.43-15.63GHzの周波数帯の使用は、事前公表情報が無線通信局により 2000年 6月 2日前に

受領されている移動衛星業務の非静止システムのフィーダリンクに限定される。宇宙から地球への方向では、地球局を有害な混信から保護するための

局地地平線上の最小地球局仰角及び利得並びに最小調整距離は、ITU-R勧告 S.1341に従うものとする。15.35-15.4GHzの周波数帯の電波天文業務を保

護するため、15.43-15.63GHzの周波数帯で運用する非静止移動衛星業務フィーダリンク(宇宙から地球)システム内の全ての宇宙局から 15.35-15.4GHz

の周波数帯において照射される総電力束密度は、いかなる電波天文観測所においても、50MHz の周波数帯域幅当たり時間率 2%以上で-156dB(W/m2)のレ

ベルを超えてはならない。 

 

5.511B(未使用) 

 

5.511C 

 航空無線航行業務で運用する局は、ITU-R 勧告 S.1340 に従って有効等価等方輻射電力を制限しなければならない。フィーダリンク地球局からの有

害な混信から航空無線航行局(無線通信規則第 4.10 号の適用)を保護するために必要となる最低調整距離及びフィーダリンク地球局によって局所地平

線に向けて送信される最大等価等方輻射電力は、ITU-R勧告 S.1340に従わなければならない。 

 

5.511D 

 15.4-15.43GHz及び 15.63-15.7GHzの周波数帯においては、1997年 11月 21日までに完全な事前公表情報が無線通信局によって受領された固定衛星

業務のシステムは宇宙から地球方向で、15.63-15.65GHzの周波数帯においては地球から宇宙方向で運用できる。15.4-15.43GHz 及び 15.65-15.7GHzの

周波数帯においては、非静止宇宙局からの送信は、到達する全ての角度に対して、地表面電力束密度制限値-146dB(W/(㎡･MHz))を超えてはならない。
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主管庁は、15.63-15.65GHz の周波数帯において、ある到来角において-146dB(W/(㎡･MHz))を超える非静止宇宙局からの送信を計画している場合は、

無線通信規則第 9.11A 号の規定に従って影響を受ける主管庁と調整する。15.63-15.65GHz の周波数帯において地球から宇宙方向で運用する固定衛星

業務の局は、航空無線航行業務の局(無線通信規則第 4.10 号の適用)に有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.511E 

15.4-15.7GHz の周波数帯において、無線標定業務の局は、航空無線航行業務で運用されている局に対して有害な混信を生じさせてはならない。ま

た、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.511F 

15.35-15.4GHzの周波数帯における電波天文業務を保護するため、15.4-15.7GHzの周波数帯において運用する無線標定業務の局の電力束密度は、電

波天文観測のいかなる地点においても、15.35-15.4GHz の周波数帯のうちの 50MHz の周波数帯幅当たり時間率 2%以上で−156 dB(W/m2)のレベルを超え

てはならない。 

 

5.512 

付加分配：アルジェリア、アンゴラ、サウジアラビア、オーストリア、バーレーン、バングラデシュ、ブルネイ、カメルーン、コンゴ共和国、コス

タリカ、エジプト、エルサルバドル、アラブ首長国連邦、エリトリア、フィンランド、グアテマラ、インド、インドネシア、イラン、ヨルダン、ケニ

ア、クウェート、レバノン、リビア、マレーシア、マリ、モロッコ、モーリタニア、モンテネグロ、ネパール、ニカラグア、ニジェール、 オマーン、

パキスタン、カタール、シリア、コンゴ民主共和国、セルビア、シンガポール、ソマリア、スーダン、南スーダン、スワジランド、タンザニア、チャ

ド、トーゴ及びイエメンでは、15.7-17.3GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.513 

 付加分配：イスラエルでは、15.7-17.3GHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。これらの業務は、無線通信規則第 5.512

号に掲げていない国の分配表に従って運用する業務からの保護を求めてはならない。また、これらに有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.513A 

 17.2-17.3GHz の周波数帯で運用される宇宙能動検知器は、無線標定業務及びその他一次的基礎で分配されている他の業務に有害な混信を生じさせ

てはならない。また、それらの発達を妨げてはならない。 

 

5.514 

付加分配：アルジェリア、アンゴラ、サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、カメルーン、エルサルバドル、アラブ首長国連邦、グアテマ

ラ、インド、イラン、イラク、イスラエル、イタリア、日本、ヨルダン、クウェート、リビア、リトアニア、ネパール、ニカラグア、ナイジェリア、

オマーン、ウズベキスタン、パキスタン、カタール、キルギス、スーダン及び南スーダンでは、17.3-17.7GHz の周波数帯は、二次的基礎で固定業務

及び移動業務にも分配する。無線通信規則第 21.3号及び第 21.5号に定める電力制限が適用される。 

 

5.515 

 17.3-17.8GHz の周波数帯における固定衛星業務(地球から宇宙)と放送衛星業務への分配については、無線通信規則付録第 30A 号の第４附属書第１

節の規定にも従うものとする。 

 

5.516 

 固定衛星業務(地球から宇宙)の静止衛星システムによる 17.3-18.1GHz の周波数帯の使用は、放送衛星業務のためのフィーダリンクに限る。固定衛

星業務(地球から宇宙)のシステムによる第二地域の 17.3-17.8MHz の周波数帯の使用は、静止衛星に限る。12.2-12.7GHzの周波数帯における放送衛星

業務のためのフィーダリンクによる第二地域の 17.3-17.8GHzの周波数帯の使用については、無線通信規則第 11条を参照すること。固定衛星業務の非

静止衛星システムによる第一地域及び第三地域での 17.3-18.1GHz(地球から宇宙)及び第二地域での 17.8-18.1GHz(地球から宇宙)の周波数帯の使用は、

固定衛星業務の他の非静止衛星システムとの調整のため、無線通信規則第 9.12 号の規定の適用を条件とする。固定衛星業務の非静止衛星システムは、

それが適当な場合には非静止衛星固定衛星業務のシステムのための完全な調整情報又は通告情報、またそれが適当な場合には静止衛星網のための完全

な調整情報又は通告情報の無線通信局による受領の日にかかわらず、無線通信規則に従って運用する固定衛星業務の静止衛星通信網からの保護を求め

てはならず、かつ、無線通信規則第 5.43A 号の規定は適用されない。上記周波数帯における固定衛星業務の非静止衛星システムは、その運用中に生じ

る可能性がある許容できないいかなる混信をも迅速に除去できるような方法で運用されなければならない。 

 

5.516A 

17.3-17.7 GHzの周波数帯では、第一地域における固定衛星業務（宇宙から地球）の地球局は、無線通信規則付録第 30A号に従って運用する放送衛

星業務のフィーダリンク地球局からの保護を求めてはならない。また、フィーダリンクの業務領域内のいかなる放送衛星業務のフィーダリンク地球局

の配置に対して制限を課してはならない。 

 

5.516B 

以下の周波数帯は、固定衛星業務における高密度に配置して使用する無線通信システムによる利用のために特定する。 

(宇宙から地球) 

  17.3-17.7GHz   (第一地域) 
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  18.3-19.3GHz  (第二地域) 

  19.7-20.2GHz  (全地域) 

  39.5-40GHz  (第一地域) 

  40-40.5GHz  (全地域) 

  40.5-42GHz  (第二地域) 

  47.5-47.9GHz  (第一地域) 

  48.2-48.54GHz  (第一地域) 

  49.44-50.2GHz  (第一地域) 

  及び 

(地球から宇宙) 

  27.5-27.82GHz  (第一地域) 

  28.35-28.45GHz   (第二地域) 

  28.45-28.94GHz   (全地域) 

  28.94-29.1GHz  (第二地域及び第三地域) 

  29.25-29.46GHz   (第二地域) 

  29.46-30GHz  (全地域) 

  48.2-50.2GHz  (第二地域) 

この特定は、他の固定衛星業務のアプリケーション又は一次的基礎でこれらの周波数帯に分配されている他の業務による使用を妨げるものではなく、

また、これらの周波数帯の使用者間に無線通信規則内における優先権を確立するものでもない。主管庁は、これらの周波数帯に関する規制的規定を検

討する際にこれらの事項を考慮しなければならない。決議第 143(WRC-03)を参照すること。 

 

5.517 

第二地域では、17.7-17.8GHz の周波数帯における固定衛星業務(宇宙から地球)の使用は、無線通信規則に従い運用している放送衛星業務に有害な

混信を生じさせてはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。 

 

5.518(未使用) 

 

5.519 

付加分配：第二地域における 18-18.3GHzの周波数帯並びに第一地域及び第三地域における 18.1-18.4GHzの周波数帯は、一次的基礎で気象衛星業務

(宇宙から地球)にも分配し、静止衛星による使用に限る。 

 

5.520 

 固定衛星業務(地球から宇宙)による 18.1-18.4GHzの周波数帯の使用は、放送衛星業務の静止衛星システムのフィーダリンクに限る。 

 

5.521 

 代替分配：ドイツ、デンマーク、アラブ首長国連邦及びギリシャでは、18.1-18.4GHz の周波数帯は、一次的基礎で固定業務、固定衛星業務(宇宙か

ら地球)及び移動業務に分配する(無線通信規則第 5.33号参照)。無線通信規則第 5.519号の規定も適用する。 

 

5.522(未使用) 

 

5.522A 

18.6-18.8GHz の周波数帯における固定業務及び固定衛星業務の電波の発射は、それぞれ無線通信規則第 21.5A 号及び第 21.16.2 号に示す値に制限

される。 

 

5.522B 

固定衛星業務による 18.6-18.8GHzの周波数帯の使用は、静止衛星システム及び遠地点高度が 20000km以上の軌道を持つシステムに限定される。 

 

5.522C 

18.6-18.8GHz の周波数帯において、アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、エジプト、アラブ首長国連邦、ヨルダン、レバノン、リビア、

モロッコ、オマーン、カタール、シリア、チュニジア及びイエメンでは、WRC-2000 の最終文書の発効日時点で運用されていた固定業務システムは、

無線通信規則第 21.5A 号の制限を受けない。 

 

5.523(未使用) 

 

5.523A 

 静止及び非静止の固定衛星業務による 18.8-19.3GHz(宇宙から地球)及び 28.6-29.1GHz(地球から宇宙)の周波数帯の使用は、無線通信規則第 9.11A

号の適用を条件とし、無線通信規則第 22.2号は適用されない。1995年 11月 18日前の調整に基づく静止衛星通信網を有する主管庁は、関係する全て

の機関が容認することができる結果を得ることを目的として、同日前に通告情報が無線通信局によって受領された非静止衛星通信網と、無線通信規則
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第 9.11A 号の規定に従って調整するために可能な最大限の協力をしなければならない。非静止衛星通信網は、1995 年 11 月 18 日前に完全な通告情報

（無線通信規則付録第 4号）が無線通信局によって受領されたとみなされる静止固定衛星業務の通信網に許容し得ない混信を生じさせてはならない。 

 

5.523B 

 固定衛星業務による 19.3-19.6GHz の周波数帯(地球から宇宙)の使用は、移動衛星業務を行う非静止衛星システムのフィーダリンクに限る。この使

用は、無線通信規則第 9.11A号の適用を条件とするが、無線通信規則第 22.2号は適用されない。 

 

5.523C 

 無線通信規則第 22.2号は、19.3-19.6GHz及び 29.1-29.4GHz の周波数帯において、非静止移動衛星業務の通信網のフィーダリンクと、1995 年 11月

18 日前に完全な調整情報又は通告情報（無線通信規則付録第 4 号）が無線通信局によって受領されたとみなされる固定衛星業務の通信網との間で引

き続き適用される。 

 

5.523D 

 固定衛星業務を行う静止衛星システム及び移動衛星業務の非静止衛星システムのフィーダリンクによる 19.3-19.7GHz の周波数帯(宇宙から地球)の

使用は、無線通信規則第 9.11A 号の適用を条件とするが、無線通信規則第 22.2 号の適用は条件としない。固定衛星業務を行う非静止衛星システム、

又は無線通信規則第 5.523C 号及び第 5.523E 号に示す場合によるこの周波数帯の使用は、引き続き無線通信規則第 9 条(第 9.11A 号を除く。)及び第

11条による手続並びに第 22.2号の適用は条件とする。 

 

5.523E 

 無線通信規則第 22.2号は、19.6-19.7GHz及び 29.4-29.5GHz の周波数帯において、非静止移動衛星業務の通信網のフィーダリンクと、1997 年 11月

21 日までに完全な調整情報又は通告情報（無線通信規則付録第 4 号）が無線通信局によって受領されたとみなされる固定衛星業務の通信網との間で

引き続き適用される。 

 

5.524 

付加分配：アフガニスタン、アルジェリア、アンゴラ、サウジアラビア、バーレーン、ブルネイ、カメルーン、中華人民共和国、コンゴ共和国、コ

スタリカ、エジプト、アラブ首長国連邦、ガボン、グアテマラ、ギニア、インド、イラン、イラク、イスラエル、日本、ヨルダン、クウェート、レバ

ノン、マレーシア、マリ、モロッコ、モーリタニア、ネパール、ナイジェリア、オマーン、パキスタン、フィリピン、カタール、シリア、コンゴ民主

共和国、朝鮮民主主義人民共和国、シンガポール、ソマリア、スーダン、南スーダン、タンザニア、チャド、トーゴ及びチュニジアでは、19.7-21.2GHz

の周波数帯は一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。この付加的使用は、19.7-21.2GHz の周波数帯における固定衛星業務又は一次業務で

分配されている 19.7-20.2GHzの周波数帯における移動衛星業務の宇宙局の電力束密度にいかなる制限も課してはならない。 

 

5.525 

 移動衛星及び固定衛星業務の通信網相互間の地域間調整を容易にするため、移動衛星業務における最も干渉に弱い搬送波は、できる限り

19.7-20.2GHz及び 29.5-30.0GHzの周波数帯の中の高い周波数部分に配置しなければならない。 

 

5.526 

 第二地域における 19.7-20.2GHz及び 29.5-30.0GHzの周波数帯、第一地域及び第三地域における 20.1-20.2GHz及び 29.9-30.0GHzの周波数帯で、固

定衛星業務と移動衛星業務の両業務を行う通信網は、１又は２以上の衛星を介した対向通信及び一対多方向通信のために、特定地点の地球局、不特定

の地点の地球局又は移動中の地球局との間にリンクを設定することができる。 

 

5.527 

 19.7-20.2GHz及び 29.5-30.0GHzの周波数帯においては、無線通信規則第 4.10号は移動衛星業務には適用しない。 

 

5.528 

 移動衛星業務に対する分配は、狭域スポットビームアンテナや他の先進技術を宇宙局において使用する通信網のためのものである。第二地域におけ

る 19.7-20.1GHz 及び 20.1-20.2GHzの周波数帯において移動衛星業務のシステムを運用する主管庁は、無線通信規則第 5.524号の規定に従って固定及

び移動システムを運用する主管庁によるこれらの周波数帯の継続使用を確保するため、あらゆる実現可能な措置を講じなければならない。 

 

5.529 

 第二地域における移動衛星業務による 19.7-20.1GHz及び 29.5-29.9GHzの周波数帯の使用は、無線通信規則第 5.526 号に規定する固定衛星業務及び

移動衛星業務の両業務を行う衛星通信網に限定する。 

 

5.530(未使用) 

 

5.530A 

関連する主管庁間で別に合意がなされた場合を除き、当該主管庁の固定業務及び移動業務のいかなる局についても、第一地域及び第三地域の他の主

管庁の領域における任意の地点の地上高 3m において、時間率 20%以上で-120.4 dB(W/(m2•MHz))を超える電力束密度を生じさせてはならない。計算の

実施にあたっては、主管庁は最新版の ITU-R勧告 P.452(ITU-R勧告 BO.1898を参照)を使用しなければならない。 
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5.530B 

21.4-22GHz の周波数帯において、放送衛星業務の発達を促進するため、第一地域及び第三地域の主管庁は、移動業務の局を配置しないよう奨励さ

れ、特定地点間のリンクを設定する固定業務の局の設置を制限することを奨励される。 

 

5.530C 

21.4-22GHzの周波数帯の使用は、決議第 755の規定に従うこと。 

 

5.530D 

決議第 555(WRC-12)を参照すること。 

 

5.531 

 付加分配：日本では、21.4-22GHzの周波数帯は、一次的基礎として放送業務にも分配する。 

 

5.532 

 地球探査衛星業務(受動)及び宇宙研究業務(受動)による 22.21-22.5GHz の周波数帯の使用は、固定業務及び移動業務（航空移動を除く。）に制約を

課してはならない。 

 

5.532A 

宇宙研究業務の地球局の位置は、既存の固定業務及び移動業務又はそれらの業務の将来的な発展を保護するため、隣接する国々との国境から最低で

もそれぞれ 54km の距離を維持しなければならない。ただし、該当する主管庁間でそれよりも短い距離での置局について別に合意がなされた場合を除

く。無線通信規則第 9.17号及び第 9.18号は適用しない。 

 

5.532B 

固定衛星業務(地球から宇宙)による第一地域における 24.65-25.25GHzの周波数帯の使用及び第三地域における 24.65-24.75GHzの周波数帯の使用は、

最小空中線口径を 4.5mとする地球局に限る。 

 

5.533 

 衛星間業務は、空港面探査を行う無線航行業務からの有害な干渉を容認しなければならない。 

 

5.534(未使用) 

 

5.535 

 24.75-25.25GHz の周波数帯については、放送衛星業務のフィーダリンクの局は他の固定衛星業務(地球から宇宙)の使用より優先される。これ以外

の使用については、これら放送衛星局の既存又は計画されたフィーダリンクに干渉を与えてはならず、かつ、これらの局からの有害な干渉を容認しな

ければならない。 

 

5.535A 

 固定衛星業務による 29.1-29.5GHz(地球から宇宙)の周波数帯の使用は、静止衛星システム及び移動衛星業務の非静止衛星システムのフィーダリン

クに限定される。この使用は無線通信規則第 9.11A号の適用を条件とするが、無線通信規則第 5.523C及び第 5.523Eに示すように、引き続き無線通信

規則第 9 条(第 9.11A 号を除く。)及び第 11 条による手続並びに第 22.2 号の適用を条件とする場合を除いて、無線通信規則第 22.2 号の適用は条件と

しない。 

 

5.536 

 衛星間業務による 25.25-27.5GHzの周波数帯の使用は、宇宙研究及び地球探査衛星の利用に限定し、また、宇宙における産業医療活動からのデータ

の送信に限る。 

 

5.536A 

地球探査衛星業務又は宇宙研究業務の地球局を運用する主管庁は、他の主管庁が運用する固定業務及び移動業務の局からの保護を要求してはならな

い。さらに、地球探査衛星業務又は宇宙研究業務の地球局は、最新版の ITU-R勧告 SA.1862を考慮して運用しなければならない。 

 

5.536B 

サウジアラビア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、ブルガリア、中華人民共和国、大韓民国、デンマーク、エジプト、アラブ首長国連邦、エス

トニア、フィンランド、ハンガリー、インド、イラン、アイルランド、イスラエル、イタリア、ヨルダン、ケニア、クウェート、レバノン、リビア、

リヒテンシュタイン、リトアニア、モルドバ、ノルウェー、オマーン、ウガンダ、パキスタン、フィリピン、ポーランド、ポルトガル、シリア、朝鮮

民主主義人民共和国、スロバキア、チェコ、ルーマニア、英国、シンガポール、スウェーデン、スイス、タンザニア、トルコ、ベトナム及びジンバブ

エでは、25.5-27GHz の周波数帯の地球探査衛星業務で運用する地球局は、固定業務及び移動業務の局からの保護を要求してはならず、また、それら

の使用及び発達を妨げてはならない。 
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5.536C 

アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、ボツワナ、ブラジル、カメルーン、コモロ、キューバ、ジブチ、エジプト、アラブ首長国連邦、エス

トニア、フィンランド、イラン、イスラエル、ヨルダン、ケニア、クウェート、リトアニア、マレーシア、モロッコ、ナイジェリア、オマーン、カタ

ール、シリア、ソマリア、スーダン、南スーダン、タンザニア、チュニジア、ウルグアイ、ザンビア及びジンバブエでは、25.5-27GHz の周波数帯に

おける宇宙研究業務で運用する地球局は、固定業務及び移動業務の局からの保護を要求してはならず、また、それらの局の使用及び発達を妨げてはな

らない。 

 

5.537 

 27-27.5GHzの周波数帯を使用して衛星間通信を行う非静止衛星業務は、無線通信規則第 22.2 号の規定を適用しない。 

 

5.537A 

ブータン、カメルーン、大韓民国、ロシア、インド、インドネシア、イラン、イラク、日本、カザフスタン、マレーシア、モルジブ、モンゴル、ミ

ャンマー、ウズベキスタン、パキスタン、フィリピン、キルギス、朝鮮民主主義人民共和国、スーダン、スリランカ、タイ及びベトナムでは、27.9-28.2GHz

の周波数帯における固定業務への分配は、これらの国の領域内に限って高高度プラットフォーム局(HAPS)にも使用することができる。上記の国で HAPS

による固定業務に割り当てられたこの 300MHzの周波数帯の使用は、HAPSから地上方向への運用に限定し、他の固定業務システム又は他の一次業務の

局に有害な混信を生じさせてはならない。また、それらの局からの保護を要求してはならない。さらに、HAPS は、それらの他の業務の発達を妨げて

はならない。決議第 145(WRC-12、改)を参照すること。 

 

5.538 

付加分配：27.500-27.501GHz と 29.999-30.000GHzの周波数帯は、アップリンク電力制御を行うためのビーコン波送信用として、一次的基礎で固定

衛星業務(宇宙から地球)にも分配する。このような宇宙から地球への送信は、静止軌道上で近接した衛星の方向において等価等方輻射電力で 10dBWを

超えてはならない。 

 

5.539 

 27.5-30GHzの周波数帯は、放送衛星業務のために定められたフィーダリンクのための固定衛星業務(地球から宇宙)にも使用することができる。 

 

5.540 

 付加分配：27.501-29.999GHzの周波数帯は、アップリンク電力制御を行うためのビーコン波送信用として、二次的基礎で固定衛星業務(宇宙から地

球)にも分配する。 

 

5.541 

 28.5-30GHz の周波数帯においては、地球探査衛星業務は無線局間のデータ伝送に限るものとし、能動又は受動センサーによる情報収集に優先させ

るものであってはならない。 

 

5.541A 

 29.1-29.5GHz(地球から宇宙)の周波数帯における非静止衛星による移動衛星業務のネットワークと静止衛星による固定衛星業務のネットワークの

フィーダリンクは、両ネットワーク間の相互混信のレベルを下げながら必要なリンク性能を満たすような電力レベルで地球局からの送信が行われるよ

うに、アップリンクの適応電力制御又は他のフェード補償の手法を用いるものとする。この手法は、無線通信規則付録第 4 号の調整情報が 1996 年 5

月 17 日後に無線通信局に受領されたとみなされるネットワークについて、将来の世界無線通信会議において変更されるまで適用する。同日前に無線

通信規則付録第 4号の調整情報を提出した主管庁は、この手法をできる限り利用することが求められる。 

 

5.542 

付加分配：アルジェリア、サウジアラビア、バーレーン、ブルネイ、カメルーン、中華人民共和国、コンゴ共和国、エジプト、アラブ首長国連邦、

エリトリア、エチオピア、ギニア、インド、イラン、イラク、日本、ヨルダン、クウェート、レバノン、マレーシア、マリ、モロッコ、モーリタニア、

ネパール、オマーン、パキスタン、フィリピン、カタール、シリア、朝鮮民主主義人民共和国、ソマリア、スーダン、南スーダン、スリランカ及びチ

ャドでは、29.5-31GHz の周波数帯は、二次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。この場合には、無線通信規則第 21.3 号及び第 21.5 号に定

める電力制限値を適用する。 

 

5.543 

 29.95-30GHzの周波数帯は、遠隔測定、追尾及び制御の目的のため、二次的基礎で地球探査衛星業務の宇宙から宇宙への回線に使用することができ

る。 

 

5.543A 

ブータン、カメルーン、大韓民国、ロシア、インド、インドネシア、イラン、イラク、日本、カザフスタン、マレーシア、モルジブ、モンゴル、ミ

ャンマー、ウズベキスタン、パキスタン、フィリピン、キルギス、朝鮮民主主義人民共和国、スーダン、スリランカ、タイ及びベトナムでは、31-31.3GHz

の周波数帯における固定業務への分配は、高高度プラットフォーム局(HAPS)による地上から HAPS の方向にも使用できる。HAPSを用いたシステムによ

る 31-31.3GHz の周波数帯の使用は、上記の国の領域内に限定し、他の種類の固定業務システム、移動業務システム及び無線通信規則第 5.545 号の規
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定に従って運用されるシステムに有害な混信を生じさせてはならない。また、それらのシステムからの保護を要求してはならない。さらに、HAPSは、

それらの業務の発達を妨げてはならない。31-31.3GHz の周波数帯における HAPS を用いたシステムは、ITU-R 勧告 RA.769 に示す保護基準を考慮して、

31.3-31.8GHz の周波数帯に一次分配を有する電波天文業務に有害な混信を生じさせてはならない。衛星受動業務を保護するため、31.3-31.8GHz の周

波数帯における HAPS 地上局のアンテナの不要電力密度レベルは、晴天時には-106dB(W/MHz)に制限しなければならず、また、雨天時には降雨減衰を考

慮し、受動衛星への実効的な影響が上記晴天時の影響を超過しないことを条件として、-100dB(W/MHz)まで増加することができる。決議第 145(WRC-12、

改)参照すること。 

 

5.544 

 31-31.3GHzの周波数帯においては、無線通信規則第 21条の表 21-4に定める電力束密度の制限は、宇宙研究業務に適用する。 

 

5.545 

業務の種類の地域差：アルメニア、グルジア、キルギス、タジキスタン及びトルクメニスタンでは、宇宙研究業務に対する 31-31.3GHz の周波数帯

の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.546 

業務の種類の地域差：サウジアラビア、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、エジプト、アラブ首長国連邦、スペイン、エストニア、ロシ

ア、グルジア、ハンガリー、イラン、イスラエル、ヨルダン、レバノン、モルドバ、モンゴル、オマーン、ウズベキスタン、ポーランド、シリア、キ

ルギス、ルーマニア、英国、南アフリカ共和国、タジキスタン、トルクメニスタン及びトルコでは、固定業務及び移動業務(航空移動を除く。)に対す

る 31.5-31.8GHz の周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.547 

31.8-33.4GHz、37-40GHz、40.5-43.5GHz、51.4-52.6GHz、55.78-59GHz 及び 64-66GHz の周波数帯は、固定業務における高密度に配置して使用する

無線通信システムに利用可能である(決議第 75(WRC-2000)参照)。主管庁は、これらの周波数帯に関する規制的規定を検討する際に上記の事項を考慮

しなければならない。39.5-40GHz 及び 40.5-42GHzの周波数帯で固定衛星業務における高密度に配置して使用する無線通信システムを導入する可能性

があるため、主管庁は、適宜、固定業務における高密度に配置して使用する無線通信システムに対する制限をさらに考慮するものとする(無線通信規

則第 5.516B号参照)。 

 

5.547A 

 主管庁は、航空機上レーダーシステムの運用上の必要性を考慮して、31.8-33.4GHz の周波数帯における固定業務の局と無線航行業務における航空

機上局との間の混信を極力抑える可能な措置を執らなければならない。 

 

5.547B 

 代替分配：アメリカ合衆国では、31.8-32GHzの周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務及び宇宙研究業務(深宇宙)(宇宙から地球)に分配する。 

 

5.547C 

 代替分配：アメリカ合衆国では、32-32.3GHzの周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務及び宇宙研究業務(深宇宙)(宇宙から地球)にも分配する。 

 

5.547D 

 代替分配：アメリカ合衆国では、32.3-33GHzの周波数帯は、一次的基礎で衛星間業務及び無線航行業務に分配する。 

 

5.547E 

 代替分配：アメリカ合衆国では、33-33.4GHzの周波数帯は、一次的基礎で無線航行業務に分配する。 

 

5.548 

 32.3-33GHzの周波数帯における衛星間業務、32-33GHzの周波数帯における無線航行業務及び 31.8-32.3 GHzの周波数帯における宇宙研究業務(深宇

宙)の通信系を設計するに当たっては、主管庁は、無線航行業務の安全面に留意しつつ、これらの業務間の有害な混信を防止するために必要な全ての

措置を執らなければならない(勧告第 707参照)。 

 

5.549 

付加分配：サウジアラビア、バーレーン、バングラデシュ、エジプト、アラブ首長国連邦、ガボン、インドネシア、イラン、イラク、イスラエル、

ヨルダン、クウェート、レバノン、リビア、マレーシア、マリ、モロッコ、モーリタニア、ネパール、ナイジェリア、オマーン、パキスタン、フィリ

ピン、カタール、シリア、コンゴ民主共和国、シンガポール、ソマリア、スーダン、南スーダン、スリランカ、トーゴ、チュニジア及びイエメンでは、

33.4-36GHzの周波数帯は、一次的基礎で固定業務及び移動業務にも分配する。 

 

5.549A 

 35.5-36.0GHz の周波数帯においては、地球探査衛星業務(能動)又は宇宙研究業務(能動)のあらゆる宇宙検知器により生じる地表面での平均電力束

密度は、ビームの中心から 0.8度を超えるいかなる角度においても、この周波数帯で-73.3dB(W/m2)を超えてはならない。 
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5.550 

業務の種類の地域差：アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ロシア、グルジア、キルギス、タジキスタン及びトルクメニスタンでは、宇宙

研究業務に対する 34.7-35.2GHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33号参照)。 

 

5.550A 

地球探査衛星業務（受動）と固定業務及び移動業務との間の 36-37GHz 帯の共用に当たっては、決議第 752(WRC-07)を適用する。 

 

5.551(未使用) 

 

5.551A(未使用) 

 

5.551AA(未使用) 

 

5.551B(未使用) 

 

5.551C(未使用) 

 

5.551D(未使用) 

 

5.551E(未使用) 

 

5.551F 

 業務の種類の地域差：日本では、移動業務に対する 41.5-42.5GHzの周波数帯の分配は、一次的基礎とする(無線通信規則第 5.33 号参照)。 

 

5.551G(未使用) 

 

5.551H 

42-42.5GHzの周波数帯で運用する固定衛星業務(宇宙から地球)又は放送衛星業務の非静止衛星システムの全ての宇宙局から生じる 42.5-43.5GHzの

周波数帯における等価電力束密度(epfd)は、いかなる電波天文局においても、時間率 2%以上で次の値を超えてはならない。 

－ 単一開口電波望遠鏡として登録された電波天文局において、42.5-43.5GHz の周波数帯のうち、1GHz の周波数帯域幅において-230dB(W/m2)及び

任意の 500kHzの周波数帯域幅において-246dB(W/m2) 

－ 超長基線電波干渉局として登録された電波天文局において、42.5-43.5GHz の周波数帯のうち、任意の 500kHz の周波数帯域幅において

-209dB(W/m2) 

 これらの epfd 値は、ITU-R勧告 S.1586-1に示す方法及び ITU-R勧告 RA.1631に示す電波天文業務の参照アンテナパターン及びアンテナの最大利

得を使用して求められなければならず、かつ、全方位角及び電波望遠鏡の最小運用角度θminを超える仰角(通告情報がない場合、基本設定値で

ある 5度を採用する。)の範囲に適用しなければならない。 

 これらの値は、次のいずれかの電波天文局において適用する。 

－ 2003年 7月 5日前に運用を開始し、かつ、2004年 1月 4日前に無線通信局に通告された電波天文局 

－ 適当と認められる場合には、制限値が適用される宇宙局の無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が受領される日前に通

告された電波天文局 

これらの日後に通告された他の電波天文局は、宇宙局を許可した主管庁に同意を求めることができる。第二地域では、決議第 743(WRC-03)を適用す

る。同意を得た国のあらゆる電波天文局の設置場所において、この脚注の制限値を超えることができる。 

 

5.551I 

42-42.5GHzの周波数帯で運用する固定衛星業務(宇宙から地球)又は放送衛星業務のあらゆる静止宇宙局から生じる 42.5-43.5GHzの周波数帯におけ

る電力束密度は、いかなる電波天文局においても、次の値を超えてはならない。 

－ 単一開口電波望遠鏡として登録された電波天文局において、42.5-43.5GHz の周波数帯のうち、1GHz の周波数帯域幅において-137dB(W/m2)及び

任意の 500kHzの周波数帯域幅において-153dB(W/m2) 

－ 超長基線電波干渉局として登録された電波天文局において、42.5-43.5GHz の周波数帯のうち、任意の 500kHz の周波数帯域幅において

-116dB(W/m2) 

これらの値は、以下のいずれかの電波天文局において適用する。 

－ 2003年 7月 5日前に運用を開始し、かつ、2004年 1月 4日前に無線通信局に通告された電波天文局 

－ 適当と認められる場合には、制限値が適用される宇宙局の無線通信規則付録第 4号に定めた完全な調整情報又は通告情報が受領される日前に通

告された電波天文局 

これらの日後に通告された他の電波天文局は、宇宙局を許可した主管庁に同意を求めることができる。第二地域では、決議第 743(WRC-03)を適用す

る。同意を得た国のあらゆる電波天文局の設置場所において、この脚注の制限値を超えることができる。 

 

5.552 
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 地球から宇宙への伝送のための固定衛星業務による 42.5-43.5GHz及び 47.2-50.2GHz の周波数帯の分配は、放送衛星のためのフィーダリンクを収容

するため、宇宙から地球への伝送のための 37.5-39.5GHzの周波数帯の分配より広く分配する。主管庁は、40.5-42.5GHzの周波数帯で運用する放送衛

星業務のためのフィーダリンク用に 47.2-49.2GHzの周波数帯を保留するため、実行可能な全ての措置を執ることを要請される。 

 

5.552A  

47.2-47.5GHz及び 47.9-48.2GHzの周波数帯における固定業務に対する分配は、高高度プラットフォーム局（HAPS）の使用に特定する。47.2-47.5GHz

及び 47.9-48.2GHzの周波数帯の使用は、決議第 122(WRC-07、改)に従うことを条件とする。 

 

5.553 

 43.5-47GHz及び 66-71GHzの周波数帯においては、陸上移動業務の局は、これらの周波数帯が分配されている宇宙無線通信業務に有害な混信を生じ

させないことを条件として、運用することができる(無線通信規則第 5.43号参照)。 

 

5.554 

 43.5-47GHz、66-71GHz、95-100GHz、123-130GHz、191.8-200GHz 及び 252-265GHz の周波数帯における特定の固定地点の陸上局を接続する衛星回線

の使用は、移動衛星業務又は無線航行衛星業務に関連して使用する場合に限る。 

 

5.554A 

 固定衛星業務(宇宙から地球)による 47.5-47.9GHz、48.2-48.54GHz及び 49.44-50.2GHzの周波数帯の使用は、静止衛星に限定する。 

 

5.555 

 付加分配：48.94-49.04GHzの周波数帯は、一次的基礎で電波天文業務に分配する。 

 

5.555A(未使用) 

 

5.555B 

 48.2-48.54GHz 及び 49.44-50.2GHz の周波数帯で運用するあらゆる固定衛星業務(宇宙から地球)の静止宇宙局から生じる 48.94-49.04GHz の周波数

帯における電力束密度は、いかなる電波天文局においても、任意の 500 kHzの周波数帯域幅において-151.8dB(W/m2)を超えてはならない。 

 

5.556 

 51.4-54.25GHz、58.2-59GHz及び 64-65GHzの周波数帯においては、電波天文業務は、国内的合意に基づいて行うことができる。 

 

5.556A 

 衛星間業務による 54.25-56.9GHz、57.0-58.2GHz 及び 59.0-59.3GHz の周波数帯の使用は、静止衛星軌道にある衛星に限る。衛星間業務の局による

地表面 0kmから 1000kmまでの高度における単一入射電力束密度は、全ての条件及び全ての変調方式に対して、到達する全ての角度に対し、-147dB(W/(㎡

·100MHz))を超えてはならない。 

 

5.556B 

 付加分配：日本では、54.25-55.78GHzの周波数帯は、低密度の用途として、一次的基礎で移動業務にも分配する。 

 

5.557 

 付加分配：日本では、55.78-58.2GHzの周波数帯は、一次的基礎で無線標定業務にも分配する。 

 

5.557A 

55.78-56.26GHz の周波数帯では、地球探査衛星業務(受動)の局を保護するため、固定業務の局のアンテナへ送信機より送られる最大電力密度は、

-26dB(W/MHz)に制限される。 

 

5.558 

 55.78-58.2GHz、59-64GHz、66-71GHz、122.25-123GHz、130-134GHz、167-174.8GHz及び 191.8-200GHzの周波数帯においては、航空移動業務の局は、

衛星間業務に有害な混信を生じさせないことを条件として、運用することができる(無線通信規則第 5.43 号参照)。 

 

5.558A 

 衛星間システムによる 56.9-57GHz の周波数帯の使用は、静止衛星軌道における衛星間リンク及び高軌道非静止衛星から低軌道非静止衛星への送信

に限る。静止衛星軌道における衛星間リンクについては、地表面 0km から 1000km までの高度における単一入射電力束密度は、全ての条件及び全ての

変調方式に対して、到達する全ての角度に対し、-147dB (W/(㎡·100MHz))を超えてはならない。 

 

5.559 

 59-64GHz の周波数帯においては、無線標定業務の航空機に設置したレーダーは、衛星間業務に有害な混信を生じさせてはならないことを条件とし

て、運用することができる(無線通信規則第 5.43号参照)。 
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5.559A(未使用) 

 

5.560 

 78-79GHz の周波数帯においては、宇宙局上に設置したレーダーは、地球探査衛星業務及び宇宙研究業務において一次的基礎で運用することができ

る。 

 

5.560A(未使用) 

 

5.561 

 74-76GHz の周波数帯において、固定業務、移動業務及び放送業務の局は、放送衛星業務のための適切な周波数割当計画会議の決定に従って運用す

る固定衛星業務の局及び放送衛星業務の局に対して有害な混信を生じさせてはならない。 

 

5.561A 

81-81.5GHzの周波数帯は、二次的基礎でアマチュア業務及びアマチュア衛星業務にも分配する。(WRC-2000) 

 

5.561B 

日本では、固定衛星業務(地球から宇宙)による 84-86GHzの周波数帯の使用は、静止衛星軌道を使った放送衛星業務のフィーダリンクに限る。 

 

5.562 

 地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)による 94-94.1GHzの周波数帯の使用は、宇宙雲レーダーに限る。 

 

5.562A 

94-94.1GHz及び 130-134GHzの周波数帯における電波天文アンテナの主ビームに向けられた地球探査衛星業務(能動)の宇宙局からの送信は、いくつ

かの電波天文受信機に支障をきたすおそれがある。送信機及び関連する電波天文局を運用する宇宙業務運営体は、そのような事態を極力避けるため相

互に運用を計画すべきである。 

 

5.562B 

105-109.5GHz、111.8-114.25GHz、155.5-158.5GHz及び 217-226GHzの周波数帯において、この分配の使用は、宇宙電波天文のみに限定される。 

 

5.562C 

衛星間業務による 116-122.25GHz の周波数帯の使用は、静止衛星軌道の衛星に限定される。全ての条件及び全ての変調方式に対して、地表面 0kmか

ら 1000km までの高度及び受動検知器が存在する全ての静止軌道位置の近傍で、衛星間業務の局により生じる単一入射電力束密度は、全ての到来角度

において-148dB(W/(m2･MHz))を超えてはならない。 

 

5.562D 

付加分配：大韓民国では、128-130GHz、171-171.6GHz、172.2-172.8GHz及び 173.3-174GHz の周波数帯は、2015年まで、一次的基礎で電波天文業務

にも分配する。 

 

5.562E 

地球探査衛星業務(能動)に対する分配は、133.5-134GHzの周波数帯に限定される。 

 

5.562F 

155.5-158.5GHzの周波数帯では、地球探査衛星業務(受動)及び宇宙研究業務(受動)に対する分配は 2018年 1月 1日で終了する。 

 

5.562G 

155.5-158.5GHzの周波数帯における固定業務及び移動業務への分配の発効日は、2018年 1月 1日である。 

 

5.562H 

衛星間業務による 174.8-182GHz及び 185-190GHzの周波数帯の使用は、静止衛星軌道の衛星に限定される。全ての条件及び全ての変調方式に対して、

地表面 0km から 1000km までの高度及び受動検知器が存在する全ての静止軌道位置の近傍で、衛星間業務の局により生じる単一入射電力束密度は、全

ての到来角度において-144dB(W/(m2･MHz))を超えてはならない。 

 

5.563(未使用) 

 

5.563A 

200-209GHz、235-238GHz、250-252GHz及び 265-275GHzでは、大気成分を調べるため、地上設置型受動大気検知を行う。 
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5.563B 

237.9-238GHzの周波数帯は、宇宙機搭載雲レーダーの場合のみ、地球探査衛星業務(能動)及び宇宙研究業務(能動)にも分配する。 

 

5.564(未使用) 

 

5.565 

275-1000GHzの周波数範囲のうち、以下の周波数帯は、受動業務のアプリケーションのために主管庁により使用が特定されている。 

－ 電波天文業務：275-323GHz、327-371GHz、388-424GHz、426-442GHz、453-510GHz、623-711GHz、795-909GHz及び 926-945GHz 

－ 地球探査衛星業務(受動)及び宇宙研究業務(受動)：275-286GHz、296-306GHz、313-356GHz、361-365GHz、369-392GHz、397-399GHz、409-411GHz、

416-434GHz、439-467GHz、477-502GHz、523-527GHz、538-581GHz、611-630GHz、634-654GHz、657-692GHz、713-718GHz、729-733GHz、750-754GHz、

771-776GHz、823-846GHz、850-854GHz、857-862GHz、866-882GHz、905-928GHz、951-956GHz、968-973GHz及び 985-990GHz 

受動業務による 275-1000GHzの周波数帯の使用は、能動業務によるこの周波数帯の使用を妨げてはならない。275-1000GHzの周波数範囲を能動業務

のために利用しようとする主管庁は、275-1000GHzの周波数範囲の分配表が規定される日まで、これらの受動業務を有害な混信から保護するため、実

行可能な全ての措置を執ることを要請される。1000-3000GHz の周波数範囲における全ての周波数は、能動業務及び受動業務の双方に使用することが

できる。 
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総務省 

平成 25 年度 電波の利用状況調査について 
 

 
1. 本調査票について 

1.1 本調査の目的 
この調査は、電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第 26 条の 2 第 1 項の規定に基づき実施するもの

です。回答いただいた情報は、電波の利用状況調査の結果集計及び評価を実施するためのみに使用し

ます。 
 

1.2 調査票による調査事項 
この調査票では、電波の利用状況の調査等に関する省令（平成 14 年総務省令第 110 号）第 5 条第

1 項第 5 号から第 8 号までに掲げる事項を調査します。 
 

1.3 調査基準日等 
調査基準日は平成 25年 3月 1日とし、調査基準日において開設している 714MHz を超え 3.4GHz

以下の周波数の電波を使用する電波利用システムごとに調査を行うものとします。調査の各設問は、

原則、調査基準日における電波利用システムの使用実態等についてお伺いしています。ただし、別途

基準日又は基準期間を定めている設問については、その指定に従って回答して下さい。 
 

2. 調査票の構成及び注意事項 
本調査票は、調査対象となる全ての電波利用システムに対応しています。 
 

2.1 調査票の構成について 
本調査票は、① 免許人情報等を記入する「基本情報記載欄」、② 全ての電波利用システムで回答

していただく設問（以下「共通調査事項」）、③ 個々の電波利用システムのみ回答していただく設問

（以下「個別調査事項」）から構成されています。 
 
まず、全ての電波利用システムが記入対象となる基本情報記載欄と共通調査事項に回答いただき、

次いで個別調査事項に進みます。個別調査事項は、6 ページ及び 7 ページの「電波利用システム一覧」

に示すグループごとに該当ページが記載されておりますので、その指示に従って回答して下さい。 
最後に、本調査に関してご意見等ございましたら、44 ページの欄内にご記入下さい。 
 

2.2 複数の電波利用システムの場合 
本調査票は全ての電波利用システムに対応しています。 
開設している電波利用システムが複数ある場合には、電波利用システムごとに回答して下さい。（本

調査票をコピーしたものでも可。） 
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2.3 基本情報の記載について 
基本情報記載欄は、回答していただく内容が、どの免許人、電波利用システムについてのものかを

正確に識別し、管理するために設定しています。 
免許人情報については、調査対象の免許人名、管理コード（調査依頼通知書を参照のこと）、記入

者住所等を指定の欄に記入して下さい。 
調査対象情報については、調査対象リスト「電波利用システム一覧」（6 ページ及び 7 ページ）に

掲載されている電波利用システムの調査票 ID 及び名称をご記入願います。調査対象となる電波利用

システムは調査依頼通知書を参照願います。 
 

（記入例） 
 

「公共業務用」の場合。 
 

【調査対象】 
調査票 ID 電波利用システム 

1-1 公共業務用 
 
【電波利用システム一覧】 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 調査票 ID 電波利用システム ページ 

 
1-1 公共業務用 p.8（共通） 

及び 
p.9～12（個別） 

1-2 炭坑用（基地局） 
1-3 ルーラル加入者無線（基地局） 

 
 

2.4 回答の記載について 
 災害・故障時等の具体的な対策の有無 

災害・故障時等の具体的な対策の有無について、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注 1） 全ての項目（地震対策、火災対策、津波・水害対策及び故障対策）について、該当する選択肢（1～

3）のいずれかに「○」を記入して下さい。 
（注 2） 「故障対策」の対象は無線機器とします。 

 
（記入例） 

 
地震対策及び故障対策は全ての無線局で、火災対策は一部の無線局で行っているが、 
津波・水害対策は行っていない場合。 

 
 

地震対策 
（耐震補強等） 

火災対策 
（消火設備の設

置等） 

津波・水害対策 
（中階層（3階以

上）への設置や防

水扉による対策

等） 

故障対策 
（代替用予備機

の設置等） 
 

1． 当該システムの全て

の無線局について対

策を行っている 

 
【  ○  】 【     】 【     】 

 
【  ○  】 

2． 当該システムの一部

の無線局について対

策を行っている 
【     】 

 
【  ○  】 【     】 【     】 

3． 対策を行っていない 【     】 【     】 
 

【  ○  】 【     】 
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 通信を行わない時間帯 
『通信を行わない時間帯』の設問では、全ての無線局で通信を行わない時間帯がある場合に、当該

時間帯を記入例に従って塗りつぶして下さい。緊急時のみ通信を行う無線局等、平時において全ての

無線局が 24 時間通信を行っていない電波利用システムの場合は、回答欄の「24 時間」を○で囲んで、

塗りつぶしを省略することもできます。 
 

（記入例） 

全ての無線局で通信を行わない時間帯を塗りつぶしてください。

無線局A

無線局B

0時間 24時間

全ての無線局で通信を行わない時間帯がない場合、または通信を行う時間帯が不定期で特定できない場合、

回答欄の「 0 時間」を○で囲んでください。

無線局A

無線局B

0時間 24時間

緊急時のみ通信を行う無線局等、平時においてすべての無線局が24時間通信を行っていない電波利用システムの

場合、回答欄の「 24 時間」を○で囲んでください（塗りつぶしは省略可能です）。

無線局A 全てを塗りつぶすか、

「24時間」を○で囲む

無線局B

0時間 24時間

通信を行う時間

通信を行う時間 通信を行う時間

通信を行う時間

通信を行う時間

通信を行う時間

通信を行わない時間

通信を行わない時間

通信を行わない時間

通信を行わない時間

通信を行わない時間

通信を行わない時間

0 3 6 9 12 15 18 21 24

0 3 6 9 12 15 18 21 24

0 3 6 9 12 15 18 21 24

 
 
 

 記述の回答欄が足りない場合 
記述の回答欄が足りない場合は、本調査票の回答欄に「別紙参照」と記載の上、以下の例を参考に

別紙を作成して下さい。 
 

（記入例） 
 

別紙  
Q1.11 代替困難な理由 

・・・・・・・・のため 
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 回答値の有効桁数が指定されている場合 
実数回答で有効桁数が指定されている場合は、設問文中に「通信量については、小数点以下第 2 位

を四捨五入し、小数点以下第 1 位まで記入して下さい。」と記載されています。以下の記入例を参照

し、必ず指定されている桁数で回答して下さい。 
（記入例） 
「音声通信量」が 655.5kbps で 20 局、「データ通信量」が 5.5kbps で 25 局の場合。 

【回答欄】 

1． 音声通信量 【 655.5  】kbps 【   20  】局 

2． データ通信量 【   5.5  】kbps 【   25  】局 

 
 

3. 調査票入力ツール 
本調査票の代わりに、調査票入力ツールを使用して電子的に回答を作成することも可能です。（複

数の電波利用システム開設にも対応しています。） 
インターネット上の総務省電波利用ホームページに掲載しておりますので、ダウンロードしてご活

用ください。 
 

【総務省電波利用ホームページ 調査票入力ツール】 
 
  URL：http://www.tele.soumu.go.jp/j/ref/research/tool/stool/index.htm 
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基本情報記載欄 
 

 免許人情報  
免許人情報を記入して下さい。なお、ご記入いただいた内容は、平成 25 年度電波の利用状況調査

における回答内容の確認等を行う際に使用するものであり、その他の目的には一切使用いたしません。 
 

免許人名  

管理コード（※） ―           ― 

記入者住所 （ 〒    －       ） 

  

記入者名  

所属部署名  

TEL  

FAX  

E-mail  

 
 ※ 調査依頼通知書に記載された管理コードを記入する。（記入例 ： A － M88soumu － 01） 

 
 
 調査対象情報  

調査対象情報については、調査対象リスト「電波利用システム一覧」（6 ページ及び 7 ページ）に

掲載されている電波利用システムの調査票 ID 及び名称をご記入願います。調査対象となる電波利用

システムは調査依頼通知書を参照願います。 
1 つの調査票に対し、1 つの電波利用システムについての回答をお願いします。（電波利用システム

が複数ある場合は、1 ページ を参照して下さい。） 
なお、グループの番号は便宜上付けたものであり、順序に意味はありません。 

 
【調査対象】 

調査票 ID 電波利用システム 

  

 
 

 
引き続き、共通調査事項（Q0）及び個別調査事項（Q1～Q9）を回答して下さい。なお、

個別調査事項（Q1～Q9)は電波利用システムごとに調査内容が異なるため、「電波利用システ

ム一覧」（6 ページ及び 7 ページ）の表で指定したページの設問について回答してください。 
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【電波利用システム一覧】 

グループ 調査票 ID 電波利用システム ページ 

1 
1-1 公共業務用 p.8（共通） 

及び 
p.9～12（個別） 

1-2 炭坑用（基地局） 
1-3 ルーラル加入者無線（基地局） 

2 
2-1 800MHz 帯映像 FPU（陸上移動局） p.8（共通） 

及び 
p.13～17（個別） 2-2 800MHz 帯映像 FPU（携帯局） 

3 

3-1 800MHz 帯携帯無線通信（基地局） 

p.8（共通） 
及び 

p.18～20（個別） 

3-2 
800MHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型

基地局） 

3-3 
900MHz 帯携帯無線通信（基地局：終了促進措置に係る周

波数を除く。） 

3-4 
900MHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型

基地局：終了促進措置に係る周波数を除く。） 
3-5 1.5GHz 帯携帯無線通信（基地局） 

3-6 
1.5GHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基

地局） 
3-7 1.7GHz 帯携帯無線通信（基地局） 

3-8 
1.7GHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基

地局） 
3-9 PHS（基地局） 
3-10 2GHz 帯携帯無線通信（基地局） 

3-11 
2GHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基地

局） 
3-12 広帯域移動無線アクセスシステム（基地局） 

3-13 
広帯域移動無線アクセスシステム（フェムトセル基地局、

屋内小型基地局） 

4 

4-1 800MHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 

p.8（共通） 
及び 

p.21～22（個別） 

4-2 
900MHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局：終了促進措置

に係る周波数を除く。） 
4-3 1.5GHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 
4-4 1.7GHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 
4-5 PHS（陸上移動中継局） 
4-6 2GHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 
4-7 広帯域移動無線アクセスシステム（陸上移動中継局） 

5 

5-1 インマルサットシステム（航空地球局） 

p.8（共通） 
及び 

p.23～24（個別） 

5-2 インマルサットシステム（地球局） 
5-3 インマルサットシステム（海岸地球局） 
5-4 インマルサットシステム（携帯基地地球局） 
5-5 MTSAT システム（人工衛星局） 
5-6 MTSAT システム（航空地球局） 
5-7 1.6GHz 帯気象衛星 
5-8 N－STAR 衛星移動通信システム（人工衛星局） 

5-9 N－STAR 衛星移動通信システム（携帯基地地球局） 
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グループ 調査票 ID 電波利用システム ページ 

6 

6-1 航空用 DME／TACAN（移動しない無線局） 

p.8（共通） 
及び 

p.25～28（個別） 

6-2 
ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）、

SSR（二次監視レーダー）、ORSR 
6-3 RPM（SSR 用） 
6-4 ARSR（航空路監視レーダー） 
6-5 ASR（空港監視レーダー） 

7 7-1 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信（陸上移動中継局） 
p.8（共通） 

及び 
p.29～33（個別） 

8 8-1 950MHz 帯音声 STL／TTL 
p.8（共通） 

及び 
p.34～39（個別） 

9 9-1 950MHz 帯移動体識別（構内無線局） 
p.8（共通） 

及び 
p.40～43（個別） 
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設 問 票 

Q0  共通調査事項 
Q0.01 管理規程の有無 

無線局を適切に管理及び運用をするため、無線局の管理規程を策定していますか。該当する選択肢

に「○」を記入して下さい。 
（注） 「管理規程」とは、無線局の管理・運用・保守を行うに当たって、免許人において必要な事項を定

めたものとし、管理規程としては定めていないが、保守を委託しており、契約書等により委託会社

を管理している場合には、管理規程を定めているものとして判断してよいものとします。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局に対応した管理規程を定めている 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局に対応した管理規程を定めている 【     】 

3． 管理規程を定めていない 【     】 

 
Q0.02 管理責任者配置の有無 

無線局に管理責任者を配置していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 「管理責任者」とは、無線局の管理・運用・保守について責任を持つ者とし、専任・兼任又は常駐

の有無を問わないものとします。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について管理責任者を配置している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について管理責任者を配置している 【     】 

3． 管理責任者を配置していない 【     】 

 
Q0.03 点検実施の有無 

無線局において、測定器による装置の点検を実施していますか。該当する選択肢に「○」を記入し

て下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について点検を実施している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について点検を実施している 【     】 

3． 点検を実施していない 【     】 
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Q1 グループ 1（個別調査事項） 
グループ 1 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 
 
 

Q1.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無 
災害・故障時等の具体的な対策の有無について、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注1） 全ての項目（地震対策、火災対策、津波・水害対策及び故障対策）について、該当する選択肢（1

～3）のいずれかに「○」を記入して下さい。 
（注2） 「故障対策」の対象は無線機器とします。 

【回答欄】 

 地震対策 
（耐震補強等） 

火災対策 
（消火設備の設

置等） 

津波・水害 
対策 

（中階層（3階

以上）への設置

や防水扉による

対策等） 

故障対策 
（代替用予備機

の設置等） 

1． 当該システムの全ての無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

2． 当該システムの一部の無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

3． 対策を行っていない 【    】 【    】 【    】 【    】 

 
Q1.02 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

『Q1.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無』において、いずれかの対策について選択肢「1.」
又は「2.」を選択した場合（何らかの災害・故障時等の対策を行っている場合）に、休日及び夜間に

おける復旧体制が整備されていますか（外部委託を行っている、自社による復旧体制が整備されてい

る等）。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

3． 復旧体制が整備されていない 【     】 

 
Q1.03 運用可能時間（予備電源の有無） 

発動発電機や蓄電池（建物からの予備電源供給を含む。）の予備電源を保有していますか。該当す

る選択肢に「○」を記入して下さい。  
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している 【     】 

3． 予備電源を保有していない 【     】 

 

調査票 ID 電波利用システム 
1-1 公共業務用 
1-2 炭坑用（基地局） 

1-3 ルーラル加入者無線（基地局） 
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Q1.04 運用可能時間（具体的な時間） 
『Q1.03 運用可能時間（予備電源の有無）』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（予

備電源を保有している場合）は、その予備電源による最大の運用可能時間について、該当する選択肢

に「○」を記入して下さい。 
（注1） 当該システムに複数の無線局がある場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注2） 複数の予備電源を保有している場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注3） 発動発電機の運用可能時間は、通常燃料タンクに貯蔵・備蓄されている燃料で運用可能（設計値）

な時間とします。 
（注4） 蓄電池の運用可能時間は、設計値の時間とします。 

【回答欄】  

1． 3 時間未満 【     】 

2． 3 時間以上 6 時間未満 【     】 

3． 6 時間以上 12 時間未満 【     】 

4． 12 時間以上 24 時間未満 【     】 

5． 24 時間以上 【     】 

 
Q1.05 通信量の管理の有無 

通信量を管理していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 「通信量の管理」とは、実際の通信回数・通信時間等を管理（把握）することとします。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について通信量を管理している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について通信量を管理している 【     】 

3． 通信量を管理していない 【     】 

 
Q1.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無） 

24 時間運用を行っていますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 相手から呼び出しを待ち受けている時間も運用しているとして下さい。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について 24 時間運用している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について 24 時間運用している 【     】 

3． 24 時間運用している無線局はない 【     】 

 
Q1.07 実運用時間帯（通信を行わない時間帯） 

『Q1.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無）』において、選択肢「3.」を選択した

場合（24 時間運用している無線局はない場合）は、全ての無線局で通信を行っていない時間帯（例、

業務時間外）の内訳を塗りつぶして下さい。 
（注1） 記入方法については、3 ページを参照して下さい。 
（注2） 緊急時を除く平時における運用時間で回答して下さい。 
（注3） 0 時間超～1 時間以下は 1 時間、1 時間超～2 時間以下は 2 時間のように端数を切り上げ、1 時間

単位で記入して下さい。 
【回答欄】 

0        3         6         9         12        15        18        21        24 

                        

 
0 時間   24 時間 
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Q1.08 移行可能性 
開設している無線局について他の周波数帯に移行することは可能ですか。該当する選択肢に「○」

を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について移行が可能 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について移行が可能 【     】 

3． 将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討 【     】 

 
Q1.09 代替可能性 

現在の通信手段を他の電気通信手段（有線系を含む。）に代替することは可能ですか。該当する選

択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について代替することが可能 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について代替することが可能 【     】 

3． 代替することは困難 【     】 

 
Q1.10 代替時期 

『Q1.09 代替可能性』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（代替する可能性ありの

場合）は、代替が可能な全ての無線局が代替を完了する予定時期について、該当する選択肢に「○」

を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 1 年以内（平成 25 年度中） 【     】 

2． 1 年超 3 年以内（平成 26 年度又は平成 27 年度中） 【     】 

3． 3 年超 5 年以内（平成 28 年度又は平成 29 年度中） 【     】 

4． 代替完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q1.11 代替困難な理由 

『Q1.09 代替可能性』において、選択肢「2.」又は「3.」を選択した場合（一部又は全ての無線局

について代替困難の場合）は、代替困難である理由について、該当する選択肢に「○」を記入して下

さい。 
（注1） 「6．その他」を選択した場合は、具体的な理由を記入して下さい。 
（注2） 理由が異なる無線局がある場合は、複数選択が可能です。 

【回答欄】（複数選択可） 

1． 非常災害時等における信頼性が確保できないため 【     】 

2． 経済的な理由のため 【     】 

3． 地理的に制約があるため 【     】 

4． 必要な回線品質が得られないため 【     】 

5． 代替可能な電気通信手段（有線系を含む。）が提供されていない

ため 【     】 

6． その他 【     】 
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具体的な理由： 

 
 
 

以上で、グループ 1 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q2 グループ 2（個別調査事項） 
グループ 2 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 
 

Q2.01 通信量の管理の有無 
通信量を管理していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 

（注） 「通信量の管理」とは、実際の通信回数・通信時間等を管理（把握）することとします。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について通信量を管理している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について通信量を管理している 【     】 

3． 通信量を管理していない 【     】 

 
Q2.02 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無） 

24 時間運用を行っていますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 相手から呼び出しを待ち受けている時間も運用しているとして下さい。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について 24 時間運用している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について 24 時間運用している 【     】 

3． 24 時間運用している無線局はない 【     】 

 
Q2.03 実運用時間帯（通信を行わない時間帯） 

『Q2.02 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無）』において、選択肢「3.」を選択した

場合（24 時間運用している無線局はない場合）は、全ての無線局で通信を行っていない時間帯（例、

業務時間外）の内訳を塗りつぶして下さい。 
（注1） 記入方法については、3 ページを参照して下さい。 
（注2） 緊急時を除く平時における運用時間で回答して下さい。 
（注3） 0 時間超～1 時間以下は 1 時間、1 時間超～2 時間以下は 2 時間のように端数を切り上げ、1 時間

単位で記入して下さい。 
【回答欄】 

0        3         6         9         12        15        18        21        24 

                        

 
0 時間   24 時間 

 
 

調査票 ID 電波利用システム 
2-1 800MHz 帯映像 FPU（陸上移動局） 
2-2 800MHz 帯映像 FPU（携帯局） 
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Q2.04 移行・代替・廃止計画の有無 
ご使用の電波利用システムについては、周波数割当計画、周波数再編アクションプラン等において、

周波数再編に向けた取組が示されていますが、開設している無線局について他の周波数帯への移行・

他の電気通信手段（有線系を含む。）への代替・廃止の計画は定めていますか。該当する選択肢に「○」

を記入して下さい。 
（注） 800MHz 帯映像 FPU（陸上移動局）、（携帯局）は、平成 31 年 3 月 31 日が使用期限となってい

ます。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について移行・代替・廃止のいずれか

の計画が定められている 【     】 →Q2.05 へ 

2． 当該システムの一部の無線局について移行・代替・廃止のいずれか

の計画が定められている 
（当該システムの一部の無線局については移行・代替・廃止のいずれ

かの計画は今後検討する予定） 

【     】 →Q2.06 へ 

3． 移行・代替・廃止のいずれかの計画は今後検討する予定 【     】  

 
Q2.05 移行・代替・廃止予定 

『Q2.04 移行・代替・廃止計画の有無』において、選択肢「1.」を選択した場合（全ての無線局に

ついて移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている場合）は、移行・代替・廃止予定につい

て、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について移行する予定 
（代替・廃止の予定なし） 【     】 →Q2.05.1へ 

2． 当該システムの全ての無線局について代替する予定 
（移行・廃止の予定なし） 【     】 →Q2.05.2へ 

3． 当該システムの全ての無線局について廃止する予定 
（移行・代替の予定なし） 【     】 →Q2.05.3へ 

4． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て代替する予定（廃止の予定なし） 【     】 →Q2.05.1及び 
Q2.05.2 へ 

5． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て廃止する予定（代替の予定なし） 【     】 
→Q2.05.1及び 

Q2.05.3 へ 

6． 当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局につい

て廃止する予定（移行の予定なし） 【     】 →Q2.05.2及び 
Q2.05.3 へ 

7． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て代替し、一部の無線局について廃止する予定 【     】 
→Q2.05.1、 

Q2.05.2 及び 
Q2.05.3 へ 
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Q2.05.1 移行完了予定時期 
『Q2.05 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「1.」、「4.」、「5.」又は「7.」を選択した場合（移

行する予定ありの場合）は、移行予定のある全ての無線局が移行を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 平成 30 年 3 月末まで 【     】 

6． 定められた使用期限まで 【     】 

7． 移行完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q2.05.2 代替完了予定時期 

『Q2.05 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「2.」、「4.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（代

替する予定ありの場合）は、代替予定のある全ての無線局が代替を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 平成 30 年 3 月末まで 【     】 

6． 定められた使用期限まで 【     】 

7． 代替完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q2.05.3 廃止完了予定時期 

『Q2.05 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「3.」、「5.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（廃

止する予定ありの場合）は、廃止予定のある全ての無線局が廃止を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 平成 30 年 3 月末まで 【     】 

6． 定められた使用期限まで 【     】 

7． 廃止完了予定時期については今後検討する 【     】 
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Q2.06 移行・代替・廃止予定 
『Q2.04 移行・代替・廃止計画の有無』において、選択肢「2.」を選択した場合（一部の無線局に

ついて移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている場合）は、移行・代替・廃止予定につい

て、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの一部の無線局について移行する予定 
（代替・廃止の予定なし） 【     】 →Q2.06.1へ 

2． 当該システムの一部の無線局について代替する予定 
（移行・廃止の予定なし） 【     】 →Q2.06.2へ 

3． 当該システムの一部の無線局について廃止する予定 
（移行・代替の予定なし） 【     】 →Q2.06.3へ 

4． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて代替する予定（廃止の予定なし） 【     】 
→Q2.06.1及び 

Q2.06.2 へ 

5． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて廃止する予定（代替の予定なし） 【     】 →Q2.06.1及び 
Q2.06.3 へ 

6． 当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局に

ついて廃止する予定（移行の予定なし） 【     】 
→Q2.06.2及び 

Q2.06.3 へ 

7． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて代替し、一部の無線局について廃止する予定 【     】 
→Q2.06.1、 

Q2.06.2 及び 
Q2.06.3 へ 

 
Q2.06.1 移行完了予定時期 

『Q2.06 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「1.」、「4.」、「5.」又は「7.」を選択した場合（移

行する予定ありの場合）は、移行予定のある全ての無線局が移行を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 平成 30 年 3 月末まで 【     】 

6． 定められた使用期限まで 【     】 

7． 移行完了予定時期については今後検討する 【     】 

 

付-90



Q2.06.2 代替完了予定時期 
『Q2.06 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「2.」、「4.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（代

替する予定ありの場合）は、代替予定のある全ての無線局が代替を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 平成 30 年 3 月末まで 【     】 

6． 定められた使用期限まで 【     】 

7． 代替完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q2.06.3 廃止完了予定時期 

『Q2.06 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「3.」、「5.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（廃

止する予定ありの場合）は、廃止予定のある全ての無線局が廃止を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 平成 30 年 3 月末まで 【     】 

6． 定められた使用期限まで 【     】 

7． 廃止完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
 
 

以上で、グループ 2 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q3 グループ 3（個別調査事項） 
グループ 3 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q3.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無 
災害・故障時等の具体的な対策の有無について、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注1） 全ての項目（地震対策、火災対策、津波・水害対策及び故障対策）について、該当する選択肢（1

～3）のいずれかに「○」を記入して下さい。 
（注2） 「故障対策」の対象は無線機器とします。 

【回答欄】 

 地震対策 
（耐震補強等） 

火災対策 
（消火設備の設

置等） 

津波・水害 
対策 

（中階層（3階

以上）への設置

や防水扉による

対策等） 

故障対策 
（代替用予備機

の設置等） 

1． 当該システムの全ての無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

2． 当該システムの一部の無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

3． 対策を行っていない 【    】 【    】 【    】 【    】 

 

調査票 ID 電波利用システム 
3-1 800MHz 帯携帯無線通信（基地局） 
3-2 800MHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基地局） 
3-3 900MHz帯携帯無線通信（基地局：終了促進措置に係る周波数を除く。） 

3-4 
900MHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基地局：終

了促進措置に係る周波数を除く。） 
3-5 1.5GHz 帯携帯無線通信（基地局） 
3-6 1.5GHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基地局） 
3-7 1.7GHz 帯携帯無線通信（基地局） 
3-8 1.7GHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基地局） 
3-9 PHS（基地局） 
3-10 2GHz 帯携帯無線通信（基地局） 
3-11 2GHz 帯携帯無線通信（フェムトセル基地局、屋内小型基地局） 
3-12 広帯域移動無線アクセスシステム（基地局） 

3-13 
広帯域移動無線アクセスシステム（フェムトセル基地局、屋内小型基

地局） 
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Q3.02 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 
『Q3.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無』において、いずれかの対策について選択肢「1.」

又は「2.」を選択した場合（何らかの災害・故障時等の対策を行っている場合）に、休日及び夜間に

おける復旧体制が整備されていますか（外部委託を行っている、自社による復旧体制が整備されてい

る等）。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

3． 復旧体制が整備されていない 【     】 

 
Q3.03 運用可能時間（予備電源の有無） 

発動発電機や蓄電池（建物からの予備電源供給を含む。）の予備電源を保有していますか。該当す

る選択肢に「○」を記入して下さい。  
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している 【     】 

3． 予備電源を保有していない 【     】 

 
Q3.04 運用可能時間（具体的な時間） 

『Q3.03 運用可能時間（予備電源の有無）』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（予

備電源を保有している場合）は、その予備電源による最大の運用可能時間について、該当する選択肢

に「○」を記入して下さい。 
（注1） 当該システムに複数の無線局がある場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注2） 複数の予備電源を保有している場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注3） 発動発電機の運用可能時間は、通常燃料タンクに貯蔵・備蓄されている燃料で運用可能（設計値）

な時間とします。 
（注4） 蓄電池の運用可能時間は、設計値の時間とします。 

【回答欄】  

1． 3 時間未満 【     】 

2． 3 時間以上 6 時間未満 【     】 

3． 6 時間以上 12 時間未満 【     】 

4． 12 時間以上 24 時間未満 【     】 

5． 24 時間以上 【     】 

 
Q3.05 通信量の管理の有無 

通信量を管理していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 「通信量の管理」とは、実際の通信回数・通信時間等を管理（把握）することとします。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について通信量を管理している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について通信量を管理している 【     】 

3． 通信量を管理していない 【     】 
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Q3.06 最繁時の平均通信量 
1 日の中で最も通信量の多い時間帯（最繁時 1 時間）の通信量の平均値について、本調査票記入日

の直近 6 ヶ月以内の任意の連続した 7 日間（イベント日等特殊な日は除く。）のデータをもとに算出

し、記入して下さい。なお、この平均値は無線局の所在する都道府県ごとの同無線局に係る基地局全

体（ネットワーク）の通信量を、音声・データ別に基地局数で案分して 1 局当たりの通信量として算

出することとし、算出に使用した基地局数も記入してください。 
（注1） 記入方法については、4 ページを参照して下さい。 
（注2） 音声通信量は通話時間を実際のデジタル伝送速度をもとに換算して下さい。データ通信量はパケ

ットを含むものとします。 
（注3） 音声・データの最繁時は、いずれか一方の最繁時の時間を選択して、共通の時間帯として下さい。 
（注4） 最繁時の時間帯が日によって異なる場合は、それぞれの日の最繁時を選んで算出して下さい。 
（注5） 通信量については、小数点以下第 2 位を四捨五入し、小数点以下第 1 位まで記入して下さい。 

【回答欄】 

1． 音声通信量 【     】kbps 【       】局 

2． データ通信量 【     】kbps 【       】局 

 
 
 

以上で、グループ 3 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q4 グループ 4（個別調査事項） 
グループ 4 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q4.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無 
災害・故障時等の具体的な対策の有無について、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注1） 全ての項目（地震対策、火災対策、津波・水害対策及び故障対策）について、該当する選択肢（1

～3）のいずれかに「○」を記入して下さい。 
（注2） 「故障対策」の対象は無線機器とします。 

【回答欄】 

 地震対策 
（耐震補強等） 

火災対策 
（消火設備の設

置等） 

津波・水害 
対策 

（中階層（3階

以上）への設置

や防水扉による

対策等） 

故障対策 
（代替用予備機

の設置等） 

1． 当該システムの全ての無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

2． 当該システムの一部の無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

3． 対策を行っていない 【    】 【    】 【    】 【    】 

 
Q4.02 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

『Q4.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無』において、いずれかの対策について選択肢「1.」
又は「2.」を選択した場合（何らかの災害・故障時等の対策を行っている場合）に、休日及び夜間に

おける復旧体制が整備されていますか（外部委託を行っている、自社による復旧体制が整備されてい

る等）。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 
 

1． 当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

3． 復旧体制が整備されていない 【     】 

 

調査票 ID 電波利用システム 
4-1 800MHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 

4-2 
900MHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局：終了促進措置に係る周波

数を除く。） 
4-3 1.5GHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 
4-4 1.7GHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 
4-5 PHS（陸上移動中継局） 
4-6 2GHz 帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 
4-7 広帯域移動無線アクセスシステム（陸上移動中継局） 
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Q4.03 運用可能時間（予備電源の有無） 
発動発電機や蓄電池（建物からの予備電源供給を含む。）の予備電源を保有していますか。該当す

る選択肢に「○」を記入して下さい。  
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している 【     】 

3． 予備電源を保有していない 【     】 

 
Q4.04 運用可能時間（具体的な時間） 

『Q4.03 運用可能時間（予備電源の有無）』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（予

備電源を保有している場合）は、その予備電源による最大の運用可能時間について、該当する選択肢

に「○」を記入して下さい。 
（注1） 当該システムに複数の無線局がある場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注2） 複数の予備電源を保有している場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注3） 発動発電機の運用可能時間は、通常燃料タンクに貯蔵・備蓄されている燃料で運用可能（設計値）

な時間とします。 
（注4） 蓄電池の運用可能時間は、設計値の時間とします。 

【回答欄】  

1． 3 時間未満 【     】 

2． 3 時間以上 6 時間未満 【     】 

3． 6 時間以上 12 時間未満 【     】 

4． 12 時間以上 24 時間未満 【     】 

5． 24 時間以上 【     】 

 
 
 

以上で、グループ 4 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q5 グループ 5（個別調査事項） 
グループ 5 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q5.01 通信量の管理の有無 
通信量を管理していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 

（注） 「通信量の管理」とは、実際の通信回数・通信時間等を管理（把握）することとします。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について通信量を管理している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について通信量を管理している 【     】 

3． 通信量を管理していない 【     】 

 
Q5.02 実運用時間（24 時間運用している無線局の有無） 

24 時間運用を行っていますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 相手局からの呼び出しを待ち受けている時間も運用しているとして下さい。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について 24 時間運用している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について 24 時間運用している 【     】 

3． 24 時間運用している無線局はない 【     】 

 
Q5.03 実運用時間（通信を行わない時間帯） 

『Q5.02 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無）』において、選択肢「3.」を選択した

場合（24 時間運用している無線局はない場合）は、全ての無線局で通信を行っていない時間帯（例、

業務時間外）の内訳を塗りつぶして下さい。 
（注1） 記入方法については、3 ページを参照して下さい。 
（注2） 緊急時を除く平時における運用時間で回答して下さい。 
（注3） 0 時間超～1 時間以下は 1 時間、1 時間超～2 時間以下は 2 時間のように端数を切り上げ、1 時間

単位で記入して下さい。 
【回答欄】 

0        3         6         9         12        15        18        21        24 

                        

 
0 時間   24 時間 

 
 
 

調査票 ID 電波利用システム 
5-1 インマルサットシステム（航空地球局） 

5-2 インマルサットシステム（地球局） 

5-3 インマルサットシステム（海岸地球局） 

5-4 インマルサットシステム（携帯基地地球局） 

5-5 MTSAT システム（人工衛星局） 

5-6 MTSAT システム（航空地球局） 

5-7 1.6GHz 帯気象衛星 

5-8 N－STAR 衛星移動通信システム（人工衛星局） 

5-9 N－STAR 衛星移動通信システム（携帯基地地球局） 
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以上で、グループ 5 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q6 グループ 6（個別調査事項） 
グループ 6 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q6.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無 
災害・故障時等の具体的な対策の有無について、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注1） 全ての項目（地震対策、火災対策、津波・水害対策及び故障対策）について、該当する選択肢（1

～3）のいずれかに「○」を記入して下さい。 
（注2） 「故障対策」の対象は無線機器とします。 

【回答欄】 

 地震対策 
（耐震補強等） 

火災対策 
（消火設備の設

置等） 

津波・水害 
対策 

（中階層（3階

以上）への設置

や防水扉による

対策等） 

故障対策 
（代替用予備機

の設置等） 

1． 当該システムの全ての無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

2． 当該システムの一部の無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

3． 対策を行っていない 【    】 【    】 【    】 【    】 

 
Q6.02 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

『Q6.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無』において、いずれかの対策について選択肢「1.」
又は「2.」を選択した場合（何らかの災害・故障時等の対策を行っている場合）に、休日及び夜間に

おける復旧体制が整備されていますか（外部委託を行っている、自社による復旧体制が整備されてい

る等）。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

3． 復旧体制が整備されていない 【     】 

 

調査票 ID 電波利用システム 
6-1 航空用 DME／TACAN（移動しない無線局） 

6-2 
ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）、SSR（二次

監視レーダー）、ORSR 
6-3 RPM（SSR 用） 
6-4 ARSR（航空路監視レーダー） 
6-5 ASR（空港監視レーダー） 
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Q6.03 運用可能時間（予備電源の有無） 
発動発電機や蓄電池（建物からの予備電源供給を含む。）の予備電源を保有していますか。該当す

る選択肢に「○」を記入して下さい。  
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している 【     】 

3． 予備電源を保有していない 【     】 

 
Q6.04 運用可能時間（具体的な時間） 

『Q6.03 運用可能時間（予備電源の有無）』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（予

備電源を保有している場合）は、その予備電源による最大の運用可能時間について、該当する選択肢

に「○」を記入して下さい。 
（注1） 当該システムに複数の無線局がある場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注2） 複数の予備電源を保有している場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注3） 発動発電機の運用可能時間は、通常燃料タンクに貯蔵・備蓄されている燃料で運用可能（設計値）

な時間とします。 
（注4） 蓄電池の運用可能時間は、設計値の時間とします。 

【回答欄】  

1． 3 時間未満 【     】 

2． 3 時間以上 6 時間未満 【     】 

3． 6 時間以上 12 時間未満 【     】 

4． 12 時間以上 24 時間未満 【     】 

5． 24 時間以上 【     】 

 
Q6.05 運用時間の管理の有無 

運用時間を管理していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について運用時間を管理している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について運用時間を管理している 【     】 

3． 運用時間を管理していない 【     】 

 
Q6.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無） 

『Q6.05 運用時間の管理の有無』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（運用時間を

管理している場合）は、24 時間運用を行っていますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について 24 時間運用している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について 24 時間運用している 【     】 

3． 24 時間運用している無線局はない 【     】 
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Q6.07 実運用時間帯（運用を行わない時間帯） 
『Q6.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無）』において、選択肢「3.」を選択した

場合（24 時間運用している無線局はない場合）は、全ての無線局で運用を行っていない時間帯（例、

業務時間外）の内訳を塗りつぶして下さい。 
（注1） 記入方法については、3 ページを参照して下さい。 
（注2） 緊急時を除く平時における運用時間で回答して下さい。 
（注3） 0 時間超～1 時間以下は 1 時間、1 時間超～2 時間以下は 2 時間のように端数を切り上げ、1 時間

単位で記入して下さい。 
【回答欄】 

0        3         6         9         12        15        18        21        24 

                        

 
0 時間   24 時間 

 
 

Q6.08 固体化レーダー 
無線局において、電波を有効利用するため、固体化レーダーを導入又は導入を予定していますか。

該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 導入状況（予定を含む。）が異なる無線局がある場合は、複数選択が可能です。 

【回答欄】（複数回答可） 

1． 導入済み・導入中 【     】 

2． 3 年以内に導入予定 【     】 

3． 3 年超に導入予定 【     】 

4． 導入予定なし 【     】 

 
Q6.09 受信フィルタ（混信低減・除去を行う) 

無線局において、電波を有効利用するため、受信フィルタ（混信低減・除去を行う。）を導入又は

導入を予定していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 導入状況（予定を含む。）が異なる無線局がある場合は、複数選択が可能です。 

【回答欄】（複数回答可） 

1． 導入済み・導入中 【     】 

2． 3 年以内に導入予定 【     】 

3． 3 年超に導入予定 【     】 

4． 導入予定なし 【     】 

 
Q6.10 送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する） 

無線局において、電波を有効利用するため、送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する。）を導入又は

導入を予定していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 導入状況（予定を含む。）が異なる無線局がある場合は、複数選択が可能です。 

【回答欄】（複数回答可） 

1． 導入済み・導入中 【     】 

2． 3 年以内に導入予定 【     】 

3． 3 年超に導入予定 【     】 

4． 導入予定なし 【     】 
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以上で、グループ 6 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q7 グループ 7（個別調査事項） 
グループ 7 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 

Q7.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無 
災害・故障時等の具体的な対策の有無について、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注1） 全ての項目（地震対策、火災対策、津波・水害対策及び故障対策）について、該当する選択肢（1

～3）のいずれかに「○」を記入して下さい。 
（注2） 「故障対策」の対象は無線機器とします。 

【回答欄】 

 地震対策 
（耐震補強等） 

火災対策 
（消火設備の設

置等） 

津波・水害 
対策 

（中階層（3階

以上）への設置

や防水扉による

対策等） 

故障対策 
（代替用予備機

の設置等） 

1． 当該システムの全ての無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

2． 当該システムの一部の無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

3． 対策を行っていない 【    】 【    】 【    】 【    】 

 
Q7.02 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

『Q7.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無』において、いずれかの対策について選択肢「1.」
又は「2.」を選択した場合（何らかの災害・故障時等の対策を行っている場合）に、休日及び夜間に

おける復旧体制が整備されていますか（外部委託を行っている、自社による復旧体制が整備されてい

る等）。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

3． 復旧体制が整備されていない 【     】 

 
Q7.03 運用可能時間（予備電源の有無） 

発動発電機や蓄電池（建物からの予備電源供給を含む。）の予備電源を保有していますか。該当す

る選択肢に「○」を記入して下さい。  
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している 【     】 

3． 予備電源を保有していない 【     】 

 

調査票 ID 電波利用システム 
7-1 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信（陸上移動中継局） 
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Q7.04 運用可能時間（具体的な時間） 
『Q7.03 運用可能時間（予備電源の有無）』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（予

備電源を保有している場合）は、その予備電源による最大の運用可能時間について、該当する選択肢

に「○」を記入して下さい。 
（注1） 当該システムに複数の無線局がある場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注2） 複数の予備電源を保有している場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注3） 発動発電機の運用可能時間は、通常燃料タンクに貯蔵・備蓄されている燃料で運用可能（設計値）

な時間とします。 
（注4） 蓄電池の運用可能時間は、設計値の時間とします。 

【回答欄】  

1． 3 時間未満 【     】 

2． 3 時間以上 6 時間未満 【     】 

3． 6 時間以上 12 時間未満 【     】 

4． 12 時間以上 24 時間未満 【     】 

5． 24 時間以上 【     】 

 
Q7.05 通信量の管理の有無 

通信量を管理していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 「通信量の管理」とは、実際の通信回数・通信時間等を管理（把握）することとします。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について通信量を管理している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について通信量を管理している 【     】 

3． 通信量を管理していない 【     】 

 
Q7.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無） 

24 時間運用を行っていますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 相手から呼び出しを待ち受けている時間も運用しているとして下さい。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について 24 時間運用している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について 24 時間運用している 【     】 

3． 24 時間運用している無線局はない 【     】 

 
Q7.07 実運用時間帯（通信を行わない時間帯） 

『Q7.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無）』において、選択肢「3.」を選択した

場合（24 時間運用している無線局はない場合）は、全ての無線局で通信を行っていない時間帯（例、

業務時間外）の内訳を塗りつぶして下さい。 
（注1） 記入方法については、3 ページを参照して下さい。 
（注2） 緊急時を除く平時における運用時間で回答して下さい。 
（注3） 0 時間超～1 時間以下は 1 時間、1 時間超～2 時間以下は 2 時間のように端数を切り上げ、1 時間

単位で記入して下さい。 
【回答欄】 

0        3         6         9         12        15        18        21        24 

                        

 
0 時間   24 時間 
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Q7.08 デジタル方式の運用状況 
デジタル方式のシステムを運用していますか。 

【回答欄】 

1． デジタル方式とアナログ方式の双方のシステムを運用している 【     】 

2． アナログ方式のシステムのみを運用している 【     】 

 
Q7.09 デジタル方式への移行促進 

アナログ方式からデジタル方式への移行促進について、何らかの取組を行っていますか。該当する

選択肢に「○」を記入してください。 
（注） 「1. 現在、何らかの取組を実施している」又は「2. 今後、何らかの取組を実施する予定である」

を選択した場合は、具体的な取組内容を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 現在、何らかの取組を実施している 【     】 

具体的な取組内容： 

2． 今後、何らかの取組を実施する予定である 【     】 

具体的な取組内容： 

3． 取組の実施については未定である 【     】 
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Q7.10 アナログ方式の運用 
アナログ方式のシステムについては、どのような状況になるまで継続運用を行う予定ですか。該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 「4. その他」を選択した場合は、具体的な事案等を記入して下さい。 

【回答欄】 

 
Q7.11 アナログ方式のシステム保守 

『Q7.10 アナログ方式の運用』において、選択肢「1.」、「2.」又は「4.」を選択した場合 、アナロ

グ方式のシステム保守についてどのように考えていますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さ

い。 
【回答欄】 

1． 製造事業者等による保守サービスを受けられることが継続運用の

前提条件である 【     】 →Q7.12 へ 

2． 製造事業者等による保守サービスを受けられなくても、自ら保守を

行い、継続運用を行うことが可能である 【     】  

3． 製造事業者等による保守サービスは受けておらず、自ら保守を行っ

ている 【     】  

 
Q7.12 保守サービスの継続予定 

『Q7.10 アナログ方式の運用』において、選択肢「3.」を選択した場合又は『Q7.11 アナログ方式

のシステム保守』において、選択肢「1.」を選択した場合、製造事業者等の保守サービスを受けるこ

とが可能な時期はいつまでですか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 1 年以内 【     】 

2． 1 年超 2 年以内 【     】 

3． 2 年超 3 年以内 【     】 

4． 3 年超 4 年以内 【     】 

5． 把握していない 【     】 

 

1． アナログ方式の利用を希望するユーザーがいる限り 【     】 →Q7.11 へ 

2． 採算性がなくなるまで 【     】 →Q7.11 へ 

3． 製造事業者等による保守サービスを受けられなくなるまで 【     】 →Q7.12 へ 

4． その他 【     】 →Q7.11 へ 

具体的な事案等： 
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Q7.13 アナログ方式の問題 
アナログ方式のシステムを継続運用するに当たり、何らかの問題を有していますか。該当する選択

肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 「2. 問題がある」を選択した場合は、具体的な問題を記入して下さい。 

【回答欄】 

1． 特に問題を有していない 【     】 

2． 問題がある 【     】 

具体的な問題： 

 
 
 

以上で、グループ 7 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q8 グループ 8（個別調査事項） 
グループ 8 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 

Q8.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無 
災害・故障時等の具体的な対策の有無について、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注1） 全ての項目（地震対策、火災対策、津波・水害対策及び故障対策）について、該当する選択肢（1

～3）のいずれかに「○」を記入して下さい。 
（注2） 「故障対策」の対象は無線機器とします。 

【回答欄】 

 地震対策 
（耐震補強等） 

火災対策 
（消火設備の設

置等） 

津波・水害 
対策 

（中階層（3階

以上）への設置

や防水扉による

対策等） 

故障対策 
（代替用予備機

の設置等） 

1． 当該システムの全ての無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

2． 当該システムの一部の無線局

について対策を行っている 【    】 【    】 【    】 【    】 

3． 対策を行っていない 【    】 【    】 【    】 【    】 

 
Q8.02 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

『Q8.01 災害・故障時等の具体的な対策の有無』において、いずれかの対策について選択肢「1.」
又は「2.」を選択した場合（何らかの災害・故障時等の対策を行っている場合）に、休日及び夜間に

おける復旧体制が整備されていますか（外部委託を行っている、自社による復旧体制が整備されてい

る等）。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている 【     】 

3． 復旧体制が整備されていない 【     】 

 
Q8.03 運用可能時間（予備電源の有無） 

発動発電機や蓄電池（建物からの予備電源供給を含む。）の予備電源を保有していますか。該当す

る選択肢に「○」を記入して下さい。  
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している 【     】 

3． 予備電源を保有していない 【     】 

 

調査票 ID 電波利用システム 
8-1 950MHz 帯音声 STL／TTL 
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Q8.04 運用可能時間（具体的な時間） 
『Q8.03 運用可能時間（予備電源の有無）』において、選択肢「1.」又は「2.」を選択した場合（予

備電源を保有している場合）は、その予備電源による最大の運用可能時間について、該当する選択肢

に「○」を記入して下さい。 
（注1） 当該システムに複数の無線局がある場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注2） 複数の予備電源を保有している場合は、それらの中で最大の運用可能時間として下さい。 
（注3） 発動発電機の運用可能時間は、通常燃料タンクに貯蔵・備蓄されている燃料で運用可能（設計値）

な時間とします。 
（注4） 蓄電池の運用可能時間は、設計値の時間とします。 

【回答欄】  

1． 3 時間未満 【     】 

2． 3 時間以上 6 時間未満 【     】 

3． 6 時間以上 12 時間未満 【     】 

4． 12 時間以上 24 時間未満 【     】 

5． 24 時間以上 【     】 

 
Q8.05 通信量の管理の有無 

通信量を管理していますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 「通信量の管理」とは、実際の通信回数・通信時間等を管理（把握）することとします。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について通信量を管理している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について通信量を管理している 【     】 

3． 通信量を管理していない 【     】 

 
Q8.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無） 

24 時間運用を行っていますか。該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
（注） 相手から呼び出しを待ち受けている時間も運用しているとして下さい。 

【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について 24 時間運用している 【     】 

2． 当該システムの一部の無線局について 24 時間運用している 【     】 

3． 24 時間運用している無線局はない 【     】 

 
Q8.07 実運用時間帯（通信を行わない時間帯） 

『Q8.06 実運用時間帯（24 時間運用している無線局の有無）』において、選択肢「3.」を選択した

場合（24 時間運用している無線局はない場合）は、全ての無線局で通信を行っていない時間帯（例

えば、業務時間終了後等）の内訳を塗りつぶして下さい。 
（注1） 記入方法については、3 ページを参照して下さい。 
（注2） 緊急時を除く平時における運用時間で回答して下さい。 
（注3） 0 時間超～1 時間以下は 1 時間、1 時間超～2 時間以下は 2 時間のように端数を切り上げ、1 時間

単位で記入して下さい。 
【回答欄】 

0        3         6         9         12        15        18        21        24 

                        

 
0 時間   24 時間 
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Q8.08 移行・代替・廃止計画の有無 
ご使用の電波利用システムについては、周波数割当計画、周波数再編アクションプラン等において、

周波数再編に向けた取組が示されていますが、開設している無線局について他の周波数帯への移行・

他の電気通信手段（有線系を含む。）への代替・廃止の計画は定めていますか。該当する選択肢に「○」

を記入して下さい。 
（注） 950MHz 帯音声 STL／TTL は、平成 27 年 11 月 30 日が使用期限となっています。 

【回答欄】 
1． 当該システムの全ての無線局について移行・代替・廃止のいずれか

の計画が定められている 【     】 →Q8.09 へ 

2． 当該システムの一部の無線局について移行・代替・廃止のいずれか

の計画が定められている 
（当該システムの一部の無線局については移行・代替・廃止のいずれ

かの計画は今後検討する予定） 

【     】 →Q8.10 へ 

3． 移行・代替・廃止のいずれかの計画は今後検討する予定 【     】  

 
Q8.09 移行・代替・廃止予定 

『Q8.08 移行・代替・廃止計画の有無』において、選択肢「1.」を選択した場合（全ての無線局に

ついて移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている場合）は、移行・代替・廃止予定につい

て、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について移行する予定 
（代替・廃止の予定なし） 【     】 →Q8.09.1へ 

2． 当該システムの全ての無線局について代替する予定 
（移行・廃止の予定なし） 【     】 →Q8.09.2へ 

3． 当該システムの全ての無線局について廃止する予定 
（移行・代替の予定なし） 【     】 →Q8.09.3へ 

4． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て代替する予定（廃止の予定なし） 【     】 →Q8.09.1及び 
Q8.09.2 へ 

5． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て廃止する予定（代替の予定なし） 【     】 
→Q8.09.1及び 

Q8.09.3 へ 

6． 当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局につい

て廃止する予定（移行の予定なし） 【     】 →Q8.09.2及び 
Q8.09.3 へ 

7． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て代替し、一部の無線局について廃止する予定 【     】 
→Q8.09.1、 

Q8.092 及び 
Q8.09.3 へ 
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Q8.09.1 移行完了予定時期 
『Q8.09 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「1.」、「4.」、「5.」又は「7.」を選択した場合（移

行する予定ありの場合）は、移行予定のある全ての無線局が移行を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 26 年 9 月末まで 【     】 

3． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 27 年 9 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 移行完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q8.09.2 代替完了予定時期 

『Q8.09 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「2.」、「4.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（代

替する予定ありの場合）は、代替予定のある全ての無線局が代替を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 26 年 9 月末まで 【     】 

3． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 27 年 9 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 代替完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q8.09.3 廃止完了予定時期 

『Q8.09 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「3.」、「5.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（廃

止する予定ありの場合）は、廃止予定のある全ての無線局が廃止を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 26 年 9 月末まで 【     】 

3． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 27 年 9 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 廃止完了予定時期については今後検討する 【     】 
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Q8.10 移行・代替・廃止予定 
『Q8.08 移行・代替・廃止計画の有無』において、選択肢「2.」を選択した場合（一部の無線局に

ついて移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている場合）は、移行・代替・廃止予定につい

て、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの一部の無線局について移行する予定 
（代替・廃止の予定なし） 【     】 →Q8.10.1へ 

2． 当該システムの一部の無線局について代替する予定 
（移行・廃止の予定なし） 【     】 →Q8.10.2へ 

3． 当該システムの一部の無線局について廃止する予定 
（移行・代替の予定なし） 【     】 →Q8.10.3へ 

4． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて代替する予定（廃止の予定なし） 【     】 
→Q8.10.1及び 

Q8.10.2 へ 

5． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて廃止する予定（代替の予定なし） 【     】 →Q8.10.1及び 
Q8.10.3 へ 

6． 当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局に

ついて廃止する予定（移行の予定なし） 【     】 
→Q8.10.2及び 

Q8.10.3 へ 

7． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて代替し、一部の無線局について廃止する予定 【     】 
→Q8.10.1、 

Q8.10.2 及び 
Q8.10.3 へ 

 
Q8.10.1 移行完了予定時期 

『Q8.10 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「1.」、「4.」、「5.」又は「7.」を選択した場合（移

行する予定ありの場合）は、移行予定のある全ての無線局が移行を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 26 年 9 月末まで 【     】 

3． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 27 年 9 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 移行完了予定時期については今後検討する 【     】 
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Q8.10.2 代替完了予定時期 
『Q8.10 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「2.」、「4.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（代

替する予定ありの場合）は、代替予定のある全ての無線局が代替を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 26 年 9 月末まで 【     】 

3． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 27 年 9 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 代替完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q8.10.3 廃止完了予定時期 

『Q8.10 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「3.」、「5.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（廃

止する予定ありの場合）は、廃止予定のある全ての無線局が廃止を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 26 年 9 月末まで 【     】 

3． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 27 年 9 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 廃止完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
 
 

以上で、グループ 8 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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Q9 グループ 9（個別調査事項） 
グループ 9 では、次の電波利用システムについて回答して下さい。 
 
 
 
 

Q9.01 移行・代替・廃止計画の有無 
ご使用の電波利用システムについては、周波数割当計画、周波数再編アクションプラン等において、

周波数再編に向けた取組が示されていますが、開設している無線局について他の周波数帯への移行・

他の電気通信手段（有線系を含む。）への代替・廃止の計画は定めていますか。該当する選択肢に「○」

を記入して下さい。 
（注） 950MHz 帯移動体識別（構内無線局）は、平成 30 年 3 月 31 日が使用期限となっています。 

【回答欄】 
1． 当該システムの全ての無線局について移行・代替・廃止のいずれか

の計画が定められている 【     】 →Q9.02 へ 

2． 当該システムの一部の無線局について移行・代替・廃止のいずれか

の計画が定められている 
（当該システムの一部の無線局については移行・代替・廃止のいずれ

かの計画は今後検討する予定） 

【     】 →Q9.03 へ 

3． 移行・代替・廃止のいずれかの計画は今後検討する予定 【     】  

 
Q9.02 移行・代替・廃止予定 

『Q9.01 移行・代替・廃止計画の有無』において、選択肢「1.」を選択した場合（全ての無線局に

ついて移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている場合）は、移行・代替・廃止予定につい

て、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの全ての無線局について移行する予定 
（代替・廃止の予定なし） 【     】 →Q9.02.1へ 

2． 当該システムの全ての無線局について代替する予定 
（移行・廃止の予定なし） 【     】 →Q9.02.2へ 

3． 当該システムの全ての無線局について廃止する予定 
（移行・代替の予定なし） 【     】 →Q9.02.3へ 

4． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て代替する予定（廃止の予定なし） 【     】 
→Q9.02.1及び 

Q9.02.2 へ 

5． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て廃止する予定（代替の予定なし） 【     】 
→Q9.02.1及び 

Q9.02.3 へ 

6． 当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局につい

て廃止する予定（移行の予定なし） 【     】 →Q9.02.2及び 
Q9.02.3 へ 

7． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局につい

て代替し、一部の無線局について廃止する予定 【     】 
→Q9.02.1、 

Q9.02.2 及び 
Q9.02.3 へ 

 

調査票 ID 電波利用システム 
9-1 950MHz 帯移動体識別（構内無線局） 
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Q9.02.1 移行完了予定時期 
『Q9.02 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「1.」、「4.」、「5.」又は「7.」を選択した場合（移

行する予定ありの場合）は、移行予定のある全ての無線局が移行を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 移行完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q9.02.2 代替完了予定時期 

『Q9.02 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「2.」、「4.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（代

替する予定ありの場合）は、代替予定のある全ての無線局が代替を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 代替完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q9.02.3 廃止完了予定時期 

『Q9.02 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「3.」、「5.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（廃

止する予定ありの場合）は、廃止予定のある全ての無線局が廃止を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 廃止完了予定時期については今後検討する 【     】 
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Q9.03 移行・代替・廃止予定 
『Q9.01 移行・代替・廃止計画の有無』において、選択肢「2.」を選択した場合（一部の無線局に

ついて移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている場合）は、移行・代替・廃止予定につい

て、該当する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 当該システムの一部の無線局について移行する予定 
（代替・廃止の予定なし） 【     】 →Q9.03.1へ 

2． 当該システムの一部の無線局について代替する予定 
（移行・廃止の予定なし） 【     】 →Q9.03.2へ 

3． 当該システムの一部の無線局について廃止する予定 
（移行・代替の予定なし） 【     】 →Q9.03.3へ 

4． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて代替する予定（廃止の予定なし） 【     】 
→Q9.03.1及び 

Q9.03.2 へ 

5． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて廃止する予定（代替の予定なし） 【     】 →Q9.03.1及び 
Q9.03.3 へ 

6． 当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局に

ついて廃止する予定（移行の予定なし） 【     】 
→Q9.03.2及び 

Q9.03.3 へ 

7． 当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局に

ついて代替し、一部の無線局について廃止する予定 【     】 
→Q9.03.1、 

Q9.03.2 及び 
Q9.03.3 へ 

 
Q9.03.1 移行完了予定時期 

『Q9.03 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「1.」、「4.」、「5.」又は「7.」を選択した場合（移

行する予定ありの場合）は、移行予定のある全ての無線局が移行を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 移行完了予定時期については今後検討する 【     】 
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Q9.03.2 代替完了予定時期 
『Q9.03 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「2.」、「4.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（代

替する予定ありの場合）は、代替予定のある全ての無線局が代替を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 代替完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
Q9.03.3 廃止完了予定時期 

『Q9.03 移行・代替・廃止予定』において、選択肢「3.」、「5.」、「6.」又は「7.」を選択した場合（廃

止する予定ありの場合）は、廃止予定のある全ての無線局が廃止を完了する予定時期について、該当

する選択肢に「○」を記入して下さい。 
【回答欄】 

1． 平成 26 年 3 月末まで 【     】 

2． 平成 27 年 3 月末まで 【     】 

3． 平成 28 年 3 月末まで 【     】 

4． 平成 29 年 3 月末まで 【     】 

5． 定められた使用期限まで 【     】 

6． 廃止完了予定時期については今後検討する 【     】 

 
 
 

以上で、グループ 9 の個別調査事項は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

本調査に関するご意見等は 44 ページの欄内にご記入下さい。 
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ご 意 見 
 
 

本調査に関してご意見等ございましたら、以下の欄内にご記入下さい。 
今後の調査の参考にさせていただきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

本調査にご協力いただきありがとうございました。 
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